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第１章 はじめに 
 
第１節 日本サッカーとドイツ 
 日本を代表する歴史的なプロスポーツといえば「プロ野球」である．プロ野球から遅れ
ること約 60 年、プロサッカーリーグである「J リーグ」が 1993 年に開幕した．J リー
グは、地域に根差したスポーツクラブを核としたスポーツ文化の振興という理念を掲げ、
多くの人々がその新鮮な価値観に驚きを覚えたのである．その「新鮮」を、象徴的に表現
したのが「地域密着」や「ホームタウン」であった． 
プロ野球は世界最高峰であるアメリカのメジャーリーグを意識し、「ドラフト」や「フ
ランチャイズ」という言葉を日本に浸透させてきた．一方、日本サッカー界はプロ野球文
化一色であった我が国に「地域密着」や「ホームタウン」という聞きなれない言葉ばかり
を世に広めていったのである．Jリーグが生んだ「地域密着」という理念ないし「ホーム
タウン活動」を通じた Jクラブの在り方は、ドイツが原点となっている．Jリーグの公式
ホームページでは今でも「Jクラブの原点はドイツにあります」と記されており、日本に
おけるサッカーはドイツモデルとされてきた．そのドイツモデルとは「地域に根差した
スポーツクラブ」の実現を示している．つまり、地域密着である． 
このように、ドイツ型を自認する Jリーグが、1993年に開幕して「地域密着」を理念
として掲げたことで「地域密着型経営」が世に知れ渡ったことは周知のとおりだが、日本
サッカー界の歴史を振り返ると決して「ドイツ型」は「地域密着」だけを倣ったものでは
ない．約半世紀の日本サッカー界の変遷をみると、日本は常にドイツを意識して、ドイツ
型を日本に輸入してきた．「1993年」からではないのである． 
J リーグ誕生以前、日本におけるサッカーのトップリーグは日本サッカーリーグ（以
下、JSL）と呼ばれる社会人リーグであった．これは企業のサッカー部を主体として構成
されたリーグであるが、創設は 1965年と古い歴史を持つ．当時、JSLは日本におけるア
マチュア団体競技の全国リーグとして日本初となる存在であった．このリーグ発足から
「ドイツ型」の輸入が始まったと考えてもおかしくはない．なぜならば、JSL 設立を示
唆したのがドイツ人であったからだ．1964 年の東京オリンピックに際し、1960 年に日
本サッカー協会が監督代行兼コーチとして招聘したのがドイツ人のデットマール・クラ
マー氏である．クラマー氏の提言により、リーグ戦形式のサッカーリーグが日本ではど
の競技団体よりも早く誕生していた． 
そして 1986年、日本サッカー界に新しい選手契約形態が誕生する．ドイツのブンデス
リーガで日本人初となるプロ選手としてプレーしていた奥寺康彦氏と古河電工（現ジェ
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フユナイテッド千葉）がプロ契約を結ぶために導入した「スペシャル・ライセンス・プレ
ーヤー契約」であった．この制度は、日本サッカーの在り方を大きく変えるきっかけとな
り、国内で初めての「プロ契約選手」が誕生したのである．「プロフェッショナル契約」
という考え方をこのときも日本サッカー界はドイツから輸入した．それまではアマチュ
アしか存在しなかった JSLでは「社業が主であり、サッカーは従」というスタイルを採
ってきたが、ドイツでプロ選手であった奥寺氏の帰国によって「サッカーを生業」とする
選手が誕生したのである．後に、日産自動車サッカー部（現横浜 F・マリノス）に所属し
ていた木村和司氏もスペシャル・ライセンス・プレーヤー契約を結んでいる．その他に
は、ヨーロッパ型サッカークラブを意識して運営されていた読売サッカークラブ（現東
京ヴェルディ）では、日本で初めて欧州をイメージしたサッカー専用のクラブハウスを
建設し、所属する選手たちのほとんどがプロ契約を結んでいた． 
このように、日本サッカー界は多くのことをドイツから学んでいる．ドイツモデルは
確実に半世紀の月日を経て日本に浸透している．前述したとおり、ドイツ人コーチのク
ラマー氏を招聘して外国人指導者を受け入れることからはじまり、全国の強豪クラブが
戦うリーグ戦の実施、選手のプロ契約、クラブハウスと呼ばれる専用施設の建設や近年
では「クラブライセンス制度」と呼ばれるドイツサッカー連盟が導入したリーグ戦参加
資格の厳格なクラブへの審査制度も J リーグに導入され、日本は現在着々とドイツ型を
具現化してきていると言えよう． 
Jリーグ初代チェアマンの川淵三郎氏はいつも「ドイツ・デュイスブルグにあるスポー
ツ・シューレ」を例に挙げて理想を強調してきた．日本代表選手たちが初めて欧州合宿で
訪れたデュイスブルグのスポーツ・シューレには、芝生のグラウンドが 9 面、体育館が
3つ、その他にホテルのような宿泊施設や医務室、映写室まで完備していて、地域の子ど
もたちや大人が思い思いにスポーツを楽しんでいる光景を示している．また、ドイツに
は各地域に非営利法人のスポーツクラブが無数にある．これらの非営利法人のスポーツ
クラブは地域住民が会員となり年会費やクラブのスポンサー料および公的助成金によっ
て運営されているものだ．その無数にあるスポーツクラブから、いわばその地域クラブ
からトップレベルのチームが構成されているプロリーグこそ J リーグが範とした「ドイ
ツ・ブンデスリーガ」である．こうしたクラブの施設は行政や企業ではなく、地域コミュ
ニティが中心になって住民によって運営されているものであることに当時のサッカー日
本代表選手たちは驚きを隠せなかったのである．もちろん、その環境を見せ、川淵たちを
率いたのもドイツ人のクラマー氏であった． 
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第２節 問題意識と研究の目的 
 J リーグが「地域との連携」を提唱してプロサッカーリーグを開幕させて以降、約 20
年の間における地域密着型クラブの急増は地域社会の活性化にとどまらず、日本全体の
スポーツ界にもその影響をもたらしている．今では、地域密着を理念とするプロバスケ
ットボールリーグや Fリーグ、さらにはプロ野球界にもその影響が及んだ． 
しかし、ドイツをモデルにした地域密着型経営の日本での先駆者である J リーグが、
企業スポーツ体制のチームから脱却し、運営体制を一新させて地域クラブへとシフトし
たのは事実であるとして、一方、現在の J クラブはブンデスリーガクラブのようになっ
てきたのだろうか．また、半世紀にわたり、ドイツから様々なことを取り入れてきた日本
サッカー界および J リーグにとっては「地域密着が地域社会に何をもたらしたのか」と
いう論議がされるべき時期を迎えているように思える．その理由は、これまで幾度とな
く「ドイツが原点である」と述べている J リーグは「地域に根差したスポーツクラブを
核としたスポーツ文化の振興」を謳い、川淵が言うように「特に範を求めたのがブンデス
リーガ（川淵、2009）」とされる中で、現在の Jクラブがブンデスリーガクラブの地域密
着型に近づいていることを示す資料や研究が意外にも存在しないのである．実際に著者
が一部のブンデスリーガクラブを訪問した際には日本の J クラブが行う「ホームタウン
活動」と呼ばれる地域活動を選手たちが行っていないことが確認できた．ブンデスリー
ガクラブは地域社会に根付くスポーツクラブが母体組織となっているが、プロチームは
地域活動をしていない．したがって、「地域密着」という理念をドイツモデルとする Jリ
ーグが開幕してから今日に至るまでの間に、地域密着型経営は日本独自のモデルに変容
していると推察される． 
 本研究の目的は、日本の J クラブとブンデスリーガクラブの地域密着型経営の差異を
明らかにし、あわせて J クラブが「地域密着」の理念から独自に獲得した成果を記述す
ることである． 
 
 J クラブのホームタウン活動では、トップチームの選手たちが積極的に地域活動を行
っている．その活動は年々増加しており、活動回数だけではなく「活動対象」も拡がって
いるため日本における J リーグのホームタウン活動は公益性の高いものになったと考え
られる．日本の J クラブの大きな特徴は、このようにクラブ自体が地域活動を行ってお
り、クラブの母体組織となる親会社が参画するケースは多くないことである．一方で、ド
イツは非営利法人である地域スポーツクラブ（登記社団 e.V.）がトップチームのブンデス
リーガクラブを内部組織として、あるいは支配する商業法人として保有するかたちとな
っており、親組織が地域スポーツ振興団体である．つまり、本研究のテーマとなる「地域
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密着」と呼ばれる日本の J リーグおよび J クラブのマネジメントとドイツとの違いは、
両者の制度の違いを反映したものであることを示す． 
 また、本研究で取り上げるドイツ・ブンデスリーガクラブには存在しないのが「スポン
サーとなる大学」というステークホルダーとの協業である． 
Jリーグはプロリーグ発足当初に「大学」が各クラブのステークホルダーになることを
想定していなかったと考えられる．なぜなら、ドイツ国内には私立大学はほとんど存在
していないからだ．つまり、ドイツ型を志向した J リーグはブンデスリーガクラブには
ない「大学とのスポンサー契約」に、少なくとも当初は気づいていない可能性が高い． 
 またしたがって、日本における地域密着型経営の「大学とのコラボレーション」は、各
Jクラブによって独自に実現されてきている．したがって、大学との協業については、リ
ーグの中央集権構造の中で生まれたものではなく、それぞれのホームタウンで各 J クラ
ブが築いてきた「地元との関係構築」から生まれ、成り立つものであると考えられる． 
 
 
第３節 本論の構成と方法 
 本研究は、6つの観点から比較研究を行っている．また、研究方法は一般的な文献調査
である．その他、J リーグが公式的に発行している各 J クラブのホームタウン活動記録
をまとめたホームタウンレポートから情報を抽出・集計する．また、事実確認を目的とし
て、Jクラブ、ブンデスリーガクラブと一部の大学関係者にインタビュー調査を行った．
構成と各章の方法の概要については以下のとおりである． 
 まず第 2章では、Jクラブが目指す地域密着を通じた経営とは何かを確認する．「地域
密着」という理念を世に広めた J リーグだが、地域に密着するとはどのような定義があ
り価値があるのかを検討するため、主に「Jリーグ開幕当初に定めた地域密着型経営を志
向した背景」、「企業スポーツとプロスポーツのメリットデメリットの明確化」、そして実
際に J リーグが地域密着を掲げて実施した「各 J クラブが取り組むホームタウン活動の
実態」を明らかにする． 
 第 3 章では、ドイツ・ブンデスリーガの構造に着目し、現在のブンデスリーガクラブ
が掲げる「地域密着」について検討する．健全経営と言われているブンデスリーガの実態
と、各ブンデスリーガクラブの地域密着型経営について会社形態を中心に J クラブと比
較していく．またクラブの地域活動に関する情報については、ブンデスリーガクラブの
担当スタッフへインタビューを行っている． 
 第 4 章では、J リーグが地域密着を謳いはじめてから誕生した、日本における地域ス
ポーツ振興を主目的ないし目的の一つとする組織を概観する．プロスポーツの新しい理
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念を浸透させてきた Jクラブだが、地域には「企業スポーツ」「総合型地域スポーツクラ
ブ」「地域密着を唱える他プロスポーツ」そして「大学」といった地域スポーツ振興組織
が生まれている． 
 第 5 章からは J クラブと大学のコラボレーションに着目する．J クラブが地域密着型
経営を実施するに際し、大学とどのように協業したのかを検討する．これはドイツ・ブン
デスリーガクラブには見られない日本独自のモデルである「プロクラブ×大学のパート
ナーシップ」がなぜ成立したのか．すなわち、地域スポーツ振興を目的とする組織の中で
J クラブが大学という新しいステークホルダーをなぜ得ることができたのかを示した．
次にスポンサーシップという契約は J クラブが企業として交わしても大学とであっても
変わらないもののように思えるのだが、すべての J1と J2クラブと大学のパートナーシ
ップの分析から、大学は競合排除という概念が存在しない特殊なステークホルダーであ
ること、また大学によって J クラブとの付き合い方は実に様々でパートナーシップは多
様化していることを示す．方法としては、Jクラブと大学が地域密着活動を協働で行う事
例を文献調査およびインタビューで確認、考察している．主な調査対象は湘南ベルマー
レ、京都サンガ F.C.とガンバ大阪である． 
 第 6 章ではヴィッセル神戸とパートナーシップを組む各大学に着目し、大学側の評価
基準を検討する．本来大学とは、地域スポーツ振興を坦務する主体ではなく「社会連携・
社会貢献」は義務ではなかった．しかし 2005年以降、大学は自己点検を義務付けられ社
会との関わりを評価されるようになったことで「スポーツを活用した地域振興」が活発
となったのである．これが、Jクラブと大学の協業が成立する、ないしは深化するきっか
けとなっている．また J クラブと大学の協業においては「大学からスポンサー料」が支
払われているケースが多い．しかも前述したとおり、大学というスポンサーはパートナ
ーシップ契約を締結する際に排他性が見られない上にトップカテゴリースポンサーに位
置するケースがある．本章では、Jクラブ側の「大学とのパートナーシップ」という視点
ではなく、大学側から見た J クラブとの協業における深化を示す．つまり、大学によっ
て J クラブの使い方（協業の仕方）が様々であるということを明らかにすることを試み
た．このため分析方法としてはヴィッセル神戸とパートナーシップ契約を結ぶすべての
大学を取り上げ、それらの大学が公表している「自己点検報告書」と「第三者認証評価」
を主な資料とし、個別のパートナーシップ契約の内容を各クラブスタッフと大学職員に
対するインタビューで確認、考察している． 
 第 7 章では、東京ヴェルディと帝京大学のパートナーシップを取り上げる．これまで
検証してきた内容を踏まえて言えば「Jクラブと大学」というコラボレーションは多様で
ある．しかも、そのほとんどが「広告宣伝を目的とするスポンサーシップ契約以上の活
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動」にまで拡がっている．帝京大学では「広告の露出目的」から東京ヴェルディのスポン
サー契約がはじまったが、今では「ホームタウン活動の協働パートナー」として東京ヴェ
ルディが地元で地域活動する際に配布するオリジナルグッズを帝京大学が制作したり、
大学の施設を開放して地域住民を対象とした東京ヴェルディとの共同スポーツイベント
を定期的に開催したり、大学側にスポーツ経営コースが新設されたことでクラブスタッ
フが講義を担当したり、スポーツ経営コース卒業生が東京ヴェルディに就職するなど実
に多様な形態で関係が拡がっている．これらはスポンサー契約料とは別途個別の行事ご
とに制作費などが支払われているケースが多いのである．主な方法としては、東京ヴェ
ルディの変遷を把握するための文献資料とクラブ側と大学側の契約担当スタッフにイン
タビューを行い、事実確認をしている． 
 
 本研究においては、各章で先行研究を取り上げているが、日本の J クラブと大学を俯
瞰的、ならびに個別詳細に大学側のパートナーシップ契約意図も含めて検討している研
究はこれまでに存在していない．また、Jリーグの理念である「地域密着」をドイツのブ
ンデスリーガと比較し、地域密着型経営に関するクラブの会社形態の分析研究も存在し
ていない．本研究は上記を取り上げているが、もちろん、クラブのマネジメントは地域密
着型経営というテーマに限定したとしても尚、その領域は広範である．その中で、Jクラ
ブと大学のパートナーシップが日本独自のものであり、ドイツをモデルとして「地域密
着」の理念を浸透させながらドイツ型の地域に根差したスポーツクラブとは異なるもの
となったことを示した点に、わずかではあるが学術上の意義があるものと考える． 
 
 
第２章 Jリーグの地域密着型経営と Jクラブのホームタウン活動の実態 
第１節 緒言 
  J リーグが提言した地域に密着したスポーツ振興の活動方針は、前章でも触れたとお
り、ドイツをモデルとしてスポーツが積極的に地域社会と関わるプロサッカークラブを
目指したことだと考えられる．J リーグ創設当時、川淵氏は日経ビジネスのインタビュ
ーに対して「J リーグは企業の宣伝効果を狙ってはじめるものではなく、そうした従来
の企業倫理を乗り越えて地域に密着した社会貢献をすることを理念としている．これま
での企業倫理しか持ち得ていないチームは自然淘汰されていく（大谷、1994）」と述べて
おり、J リーグが開幕する前はスポーツが企業の広告宣伝目的で使われていたことを明
らかにし、その企業スポーツ体質から地域スポーツの主体へと抜本的構造改革を狙って
いた．企業スポーツが日本のトップリーグで競い合い、それをメディアが大きく報じる
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ことで企業スポーツには広告効果が生じるというサイクルは 1990 年代に入って崩れ始
め（滝口、2016）、第 1章でも述べたとおり、Jリーグは民間組織で唯一スポーツ組織に
地域密着型という経営モデルを提供したのである． 
  一方で、「地域密着」という理念を世に広めた Jリーグだが、地域に密着するとはどの
ような定義があり、価値があるのかを論じている研究が少ないと思われる．特に、Jリー
グが目指すべきドイツのクラブ経営との比較論は存在していない．つまり、「ドイツを目
指す」と志す姿勢は各 J クラブにも浸透しているはずだが、ドイツを参考にした J クラ
ブが目指す地域密着を通じた経営とは具体的に何を達成すべきかが不明確である．  
 本研究では Jリーグの地域密着型経営に着目して、以下の３点を分析する． 
 第一に、Jリーグ開幕当初に定めた地域密着型経営を志向した歴史的背景である．日本
のサッカーがプロ化するときに、J リーグは何を J クラブ側に加盟条件として求めてい
たかを確認する必要がある．Jクラブをつくる際に、Jリーグは「地域密着」に何を求め
たのかである．地域密着の定義を再確認する． 
 第二の視点は、企業スポーツとプロスポーツのメリットとデメリットを明らかにして、
J クラブが地域密着型経営を遂行する意義について検討することである．第一の視点か
ら推測すれば、J クラブの地域密着型経営が単なるリーグの理念を実現するだけに留ま
ってしまうと、クラブ側の重荷になる可能性がある．なぜなら、Jクラブはプロスポーツ
クラブの法人として経営しなくてはならない．従来型経営の企業スポーツクラブは“集客”
を意識してこなかったため、チームマネジメントする機能を持っていなかった．つまり、
地域貢献社会活動の目的が曖昧なままマネジメントすると負担にしかならないのである．
ドイツをモデルとした地域スポーツクラブを理想とする J クラブとはいえ、J リーグの
前身は実業団サッカーリーグである．つまり、武藤（2009）が指摘しているとおり、プ
ロは「観るスポーツ」としてマーケケティングおよび販売促進となる営業活動を行って
いかなければならないが、その成り立ちが日本とドイツでは違う．現時点では J クラブ
は観客動員数が伸び悩んでいる．このような状況の中でクラブが取り組む地域貢献社会
活動は、何をもたらしているのかを明らかにする必要があると考える．地域密着型経営
とは、クラブを取り巻くステークホルダーの中で誰をマネジメントすることが目的とさ
れ、どのような機能を持っているのかを明らかにする必要があると考えられる． 
 第三は、実際に地域密着を掲げて各 J クラブが取り組む「ホームタウン活動」の実態
を明らかにする．また、これに基づき「放送権契約が地上波から有料衛星放送に変更され
た」「観客数の伸びの停滞が生じた」「この対応策としてイレブンミリオンプロジェクト
という観客数増加施策がリーグ機構によりすすめられた」という変化の中で、ホームタ
ウン活動に対してリーグ機構が求めるものが「（地域密着）理念の実現」から「（地域密
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着）理念＋集客」に変容していったこと、しかし理念の下に開始されたホームタウン活動
が集客のためには必ずしも貢献しなかったこと、およびその原因を考察していく． 
 
第２節 研究方法 
第１項 文献収集 
新聞記事：日経テレコン 21（日本経済新聞オンラインデータベース）、聞蔵 IIビジ
ュアル（朝日新聞オンラインデータベース）などから網羅的に Jリーグに関連する
新聞記事を収集し、J リーグ、地域密着、ホームタウン活動、地域スポーツクラブ
に関する記述を抜粋した． 
文献：J リーグとブンデスリーガに関連する文献・書籍を収集し、地域密着、スポ
ーツクラブ、社会貢献活動、ホームタウン活動に関する記述を抜粋した． 
 
第２項 数値資料収集 
J リーグの公式ホームページで公開されている「J.LEAGUE.jp」や「J.LEAGUE 
NEWS」、「ホームタウン活動レポート」を参照している．それ以外の数値に関する
資料については（1）各クラブの公式ホームページ（2）Wikipedia（3）各 Jクラブ
に関連するインターネット記事から引用した． 
 
第３項 分析方法 
  収集した文献、資料の結果をもとに定性的な観点から分析を行った． 
  
第３節 地域密着型経営の変容 
第１項 Jリーグが定めた地域密着 
まず、J リーグは J クラブに何を求めたのか．J リーグ公式ホームページによると
以下のように記されている． 
 
【クラブの目指すもの】 
J リーグは『地域に根差したスポーツクラブ』を核として、誰もが生涯を通じてス
ポーツを楽しめる環境をつくり、Jリーグの理念の一つである『豊かなスポーツ文
化の醸成』を具現化することを目指しています」（注 2-1）  
  
 J リーグが J クラブに求めたことは、地域に根差したスポーツクラブをつくること
であった．そして、同ホームページには Jクラブの原点は「ドイツにあります」と記さ
 13 
れている（注 2-2）．Jリーグは、Jクラブにドイツのようなスポーツクラブを目指すこ
とを求めた．ドイツのスポーツクラブを Jリーグは「トップクラスの選手の強化・育成
だけでなく、一般の人々へ広くスポーツの機会を提供しようとする試みは国の重要施
策の一つとして、民間スポーツ組織がリーダーシップを取り、政府や地方公共団体の財
政的援助を得て行われてきました（J リーグ公式ホームページ）」と説明している（注
2-3）．Jリーグは地域との結びつきを大切にしながら、常に Jクラブが地域との新しい
関係構築にチャレンジしているスポーツクラブを目指すよう訴えたのである．つまり、
常に新しいものにチャレンジしていく志と、地域社会が求める課題を解決していく姿
勢こそが Jクラブの目指す地域密着型経営だと示唆している． 
 それでは、Jリーグは具体的に「地域密着」という言葉をどのような場面で記してい
るのか．Jリーグの公式ホームページでは「ホームタウン活動（詳細は本章第 4節で後
述）」を紹介する際に用いていた．Jリーグが目指す「地域に根差したスポーツクラブ」
とは、ホームタウンの住民・行政・企業が三位一体となった支援体制を持ち、その町の
コミュニティとして発展するクラブだと定義づけている．Jリーグでは、各 Jクラブの
本拠地をホームタウンと呼び、その地域社会と一体となったクラブづくりを行いなが
らサッカーの普及、振興に努めなければならない（Jリーグ規約第 21条．第 2項、注
2-4）．地域社会と一体となったクラブづくりとは、社会貢献活動を含むと記され、スポ
ーツを通じた地域振興活動が J リーグの定めるホームタウン活動である．J リーグが
表現する「地域密着」とは以下の説明で使われていた． 
 「Jリーグのクラブは、これまでに蓄積したノウハウを広く、積極的に地域社会に還
元するため、様々な活動を実施しています．その一つが人材の育成などを目的とした、
教育機関との連携です．クラブ関係者を講師として大学に派遣し、スポーツマネジメン
トに関する講義を開いたり、サッカーの実技指導などを行っています．また、クラブは
インターンシップとして学生たちを受け入れ、大学の単位を取得できるシステムもあ
ります．人材の交流や施設の充実に大きな役割を果たすこうした活動は、地域密着とい
う『Jリーグ百年構想（注 2-5）』の理念とも一致します．地域と共に子どもたちを育て
る Jクラブでは、子どもたちが学ぶ機会を、地域と一緒になってつくっています．スポ
ーツをきっかけに、スポーツの枠から飛び出して、知識や教養を広げることも、Jリー
グと J クラブが果たすべき重要な役割です（J リーグ公式ホームページ）」（注 2-6）．
このように、Jリーグが定める「地域密着」は Jクラブと教育機関の連携による活動を
強調している． 
 また、J リーグは J クラブの役割を「プロサッカーチームだけではなく、18 歳以下
の選手を育成する組織（Jリーグアカデミー）を保有し、日本サッカーの重要な育成基
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盤にもなっています．また、スポーツ指導や大会の開催・運営・各種スポーツチームの
保有を通じて、ホームタウンのスポーツ振興を担っています．近年では、ホームスタジ
アムやクラブが、こうした活動の拠点として、地域の人々のコミュニケーションの場と
して、また地域のシンボルとしての役割を果たしています（J リーグ公式ホームペー
ジ）」と記している（注 2-7）．J リーグの第三代チェアマンであった鬼武健二氏は、J
クラブはトップチームの成績を重視するべきか、理念の地域密着を重視するべきかの
考え方に対して「両方必要ですが、やはり成績よりも地域に密着する方が大事です．例
えば、地域の皆さんに信頼される下部組織（アカデミー組織）を持てば、いろんな面で
良い効果が現れます．生え抜きの選手たちでチームを構成でき、そうしたチームは常時
地域から熱い声援をもらって頑張れます．寄せ集めのチームでないから、オフに多少入
れ替えがあっても極端にチーム力が落ちることもなくなります（秋元、2007）」と述べ
ている． 
 Breuer（2010）は、ドイツのスポーツクラブはスポーツ活動に参加する者にとって
の有用性だけではなく、同時に参加しない「第三者」あるいは社会全体に対しても公共
の利益を促進するという社会公益性を有していると述べている．その社会公益性とは
（1）社会統合（2）健康促進（3）市民の社会参加の促進（4）経済的な付加価値（5）
納税者としてのスポーツクラブ（6）学校や企業などの諸機関との連携（7）職場の提供、
雇用の創出（8）社会的インフラ整備（9）社交の場を提供（10）外国においてドイツを
代表（11）青少年の社会教育の場（12）女性の積極的関与－を示しているという． 
 
第２項 地域密着を志向した目的 
 Jリーグが志向した「地域密着」は、教育機関との連携を試みることが示されていた
が、Jクラブの母体はドイツの地域スポーツクラブとは異なり、学校との連携や青少年
の社会教育の場として機能するスポーツクラブではなかった．ドイツ・ブンデスリーガ
1部クラブのヴェルダー・ブレーメン（Sportverein Werder Bremen von 1899 e.V.）
の関係者であった糀（1994）が指摘するように、日本のスポーツは、社会的構造と歴
史的背景に規定されて、いつも学校スポーツ、企業スポーツ、地域スポーツが分断され
た形で存在し、発展してきていた．サッカーの場合、多少の構造的違いはあっても、少
年サッカー、高校サッカー、大学サッカー、社会人サッカーがトップレベルのサッカー
を支えていた過去がある．つまりスポーツをする環境が学校で完結し、一部のトップエ
リート選手だけが最終的に企業が保有する実業団チームでプレーを続ける環境しかな
かった．Jリーグが創設された目的の一つは、初代チェアマンの川淵が述べていたよう
に、日本におけるこのようなスポーツ環境の問題を解決するための先駆者として J リ
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ーグが動き出し、ドイツのような地域スポーツクラブを目指して「地域からチームが応
援される」新しい仕組みが生まれることであった．  
 日本にはドイツ国内のような地域スポーツクラブがなかったため、Jリーグが創設さ
れた初年度に加盟した J クラブはほとんどが親会社を持つ実業団チームを母体として
いた（表 2-1）．換言すれば、ドイツのプロリーグであるブンデスリーガクラブとは異
なり、親組織が地域スポーツクラブではないということである（詳細は第 3 章にて後
述）． 
 
 
 
当時、「日本サッカーリーグ（以下 JSL）」に所属しているクラブが、J リーグが定
めた理念や活動方針に同意参加するのは難しいと言われていた．その理由としては、
実業団のチームは自立した独立法人でクラブが経営されていたわけではなく、あくま
でも企業内部の部活動であり、チームの勝利をメディアが大きく報じることで企業の
広告効果が生じるというサイクルを続けていただけであったからである．つまり、ク
ラブが突然プロ化することになったとはいえ、「ヒト、モノ、カネ、情報」の経営資源
を自分たちでマネジメントする組織をつくるのは現実的ではなかった．それでも、企
業の広告宣伝目的ではなく日本の新しいスポーツ文化を創造するために発足した J リ
ーグは「地域密着」という理念を譲らなかった（川淵、2009）．JSL強豪チームだった
ヤマハ発動機サッカー部（現 ジュビロ磐田）や日立製作所サッカー部（現 柏レイソ
ル）は JSL1 部リーグに所属していたにも関わらず、J リーグ開幕時に加盟できなか
った理由として「親会社が地域密着を理解できなかった」と明かしている（川淵、2009）． 
 
クラブ名（当時） 前身組織 ホームタウン Jリーグ開幕・前年度成績
鹿島アントラーズ 住友金属サッカー部 茨城県鹿島町 JSL2部　2位
ジェフユナイテッド市原 古河電工サッカー部 千葉県市原市 JSL1部　7位
浦和レッドダイヤモンズ 三菱自動車サッカー部 埼玉県浦和市 JSL1部　11位
ヴェルディ川崎 読売クラブサッカー部 神奈川県川崎市 JSL1部　優勝
横浜マリノス 日産自動車サッカー部 神奈川県横浜市 JSL1部　2位
横浜フリューゲルス 全日本空輸サッカー部 神奈川県横浜市 JSL1部　8位
名古屋グランパスエイト トヨタ自動車サッカー部 愛知県名古屋市 JSL1部　12位
ガンバ大阪 松下電器サッカー部 大阪府吹田市 JSL1部　5位
サンフレッチェ広島 マツダ自動車サッカー部 広島県広島市 JSL1部　6位
地域スポーツクラブ（市民クラブ）
清水エスパルス 清水FC 静岡県静岡市 JSLに所属していない
※開幕初年度に参入していないJSLクラブ
ジュビロ磐田 ヤマハ発動機サッカー部 静岡県磐田市 JSL1部　3位
柏レイソル 日立製作所サッカー部 千葉県柏市 JSL1部　9位
表2-1：Jクラブの前身組織
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上記のとおり、Jリーグ加盟の条件（表 2-2）としては（1）ホームタウン制として
クラブは地域名を入れる（2）チームの法人化（3）15,000人以上収容可能なナイター
設備付きの競技場の確保（4）18人以上のプロ選手の契約（5）下部組織の運営（6）1
億円の拠出金（7）地域行政と都道府県サッカー協会の了解の 7つの参加要件を満たす
ことだった．  
 まず、この条件をクリアする第一の難関が「企業名排除」であった．クラブの名称
には地域名を入れることを義務づけたが、清水エスパルス以外は全て JSLの企業チー
ムが前身組織となっているため、親会社の広告宣伝効果が期待できないのに継続して
チームを支援することにはどこの企業チームも難色を示した．このような前身組織の
「J 参入劇」は川淵が日本経済新聞で連載した「わたしの履歴書（注 2-8）」に当時の
詳細が記されている． 
 Jリーグが理念として掲げた「地域密着」というのは、ドイツの地域スポーツクラブ
が持つ社会公益性の高い組織を目指すためのスローガンであった．「地域密着」をスロ
ーガンとして掲げ、理念に賛同した実業団チームのみがプロ化したのである． 
 
第３項 地域密着型経営によるプロクラブの存在意義 
 J リーグが地域密着型経営を J クラブに求めたことに対応し、各クラブは、従来の
企業型クラブ組織から地域密着型へシフトしたが、プロ化した Jクラブは「地域密着」
を地域行政との重要なコミュニケーション活動とした． 
J リーグ公式ホームページによると「J リーグが目指す地域に根差したスポーツク
ラブは、ホームタウンの市民・行政・企業が三位一体となった支援体制を持ち、その
町に不可欠の存在として発展するクラブ」だとしている（注 2-9）．また、J リーグは
トップクラスの選手の強化・育成だけでなく、一般の人々へ広くスポーツの機会を提
供することを目的の一つとしているが、このように民間スポーツ組織が地域スポーツ
7）　地域行政と都道府県サッカー協会の了解を得ること
表2-2：Jリーグ開幕当初に定めた加盟の7つの条件
（出所）Jリーグ公式ホームページ、Wikipediaより作成
1）　ホームタウン制としてクラブは地域名を入れること
2）　チームを法人化すること
3）　15,000人以上収容可能なナイター設備付きの競技場を確保すること
4）　18人以上のプロ選手の契約をすること
5）　下部組織の運営をすること
6）　1億円の拠出金を用意すること
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振興を担うのは、一種の「行政機能代替」であることから J クラブは政府や地方公共
団体の支援を受けやすい．武藤（2009）は、地域密着活動の意味と意義について、プ
ロクラブは運営次第で経済効果より大きな効果を地域にもたらすとして、その効果と
は地域社会を再形成することであると述べている．上述したとおり、もともと実業団
チームを前身組織とする J クラブが多かったため、武藤が指摘する地域密着活動の意
義は重要であると考えられる．JSL2部リーグから「奇跡の Jリーグ加盟」で知られる
鹿島アントラーズも親会社の住友金属が「地域社会への貢献（注 2-10）」という効果に
期待して、Jリーグの地域密着に賛同したと述べている（川淵、2009）．同様に JSL1
部リーグでは活躍していなかったトヨタ自動車サッカー部も親会社が掲げた自社の地
域社会への貢献という精神で J リーグに加盟できている．このように、J リーグ参入
前の前身組織の親会社が理念に対して理解があり、地域行政との連携によって練習環
境やホームスタジアムを確保することが開幕当初の理想であったと言えよう． 
 
武藤（2009）は、地域スポーツに期待されることは 2 つあるとしている．第一は、
住民の健康体力づくり、およびこれに付随する医療費の低減である．そして、第二は
地域社会として実施できる余暇の提供ないし支援であって、「するスポーツ」はこの二
つの期待を両方とも満たすことができ、「観るスポーツ」は第二の期待に応えることが
できる． 
日本を支え続けてきた企業スポーツは、近年プロアマ混合の選手たちが所属してい
る．プロ契約選手も増えてきたものの、企業スポーツは未だに“観るスポーツ”としては
発展していない．“するスポーツ”に関しても企業スポーツでは自社の社員に限ったス
ポーツ環境しか提供されていない．これについては、学校スポーツも同様だと考えら
れる．関係者として当事者的意識で学校に関わらない限りはこれも「観るスポーツ」
としては発展しないだろう． 
この他、企業スポーツが“観るスポーツ”として発展することの制約要因としては、
（1）その競技の協会、連盟組織が集権組織となっていること（2）その競技は企業や
学校が所在するホーム（地元）で試合が開催されないこと（3）入場料を、その地元ク
ラブが収入にできないことがあげられる． 
また、地域行政は「するスポーツ」を推進することが本業である．ただし多くの場
合、そもそもスポーツをする意思があり、日常的にスポーツをしている人を対象にす
ることがメインの業務となっているため「スポーツを通じた地域社会の形成＝地域密
着活動」は地元のスポーツクラブの協力を得る必要がある． 
これに対して、J クラブのようなプロクラブは典型的な「観るスポーツ」であり、
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上に述べた二つ目の期待を実現する数少ない主体である．しかし、プロスポーツがし
ていることは、それだけではなく、Jクラブの本業はサッカーの興行だが、Jリーグは
その理念に基づき各クラブに高校生世代のユース以下のチームを持つことを義務づけ
たり、ホームタウンの地域イベントに参加したり、トップ選手の人材育成や交流、サ
ッカー以外の競技の実施主体となることを求めている．つまり、地元に対して「する
スポーツ」の大きな広がりをつくれる組織である． 
 
第４項 Jクラブが地域密着に期待すること 
 上述してきたとおり、J リーグは地域密着の意義を様々な視点から唱えていること
がわかった．プロ化を推進してきた J リーグは、J クラブの原点であるドイツのよう
な地域スポーツクラブを目指すために「教育機関との連携」や「地域行政との連携」
を積極的に行うことを促してきている．しかし、地域スポーツクラブに属するチーム
がトップチームとなって構成されるドイツ・ブンデスリーガの仕組みとは根本的に違
う．地域住民を会員とするスポーツクラブが母体となっているドイツとは違い、J ク
ラブは地域に対して「観るスポーツ」を成立させなくてはならない．企業が母体とな
ってきた J クラブは、ホームタウンにサッカーの観客が増えることを第一優先とし、
選手や監督、あるいはコーチが地域スポーツ振興に積極的に参加している．地域行政
主催のイベントや小学校訪問、各種スポーツ教室に協力的な J クラブはあらゆる面で
地域行政と地域密着を協業している． 
 Jクラブの地域コミュニティ戦略を研究した松橋ら（2007）によると、FC東京が地
域サービス活動（注 2-11）を積極的に進める戦略的理由としてシーズンチケット販売
の促進がある．J クラブはホームタウンと良好な関係を築き、チケットの販売網を広
げるため、地域を対象にした営業活動（ホームタウン活動）に取り組んでいると述べ
ている．武藤（2009）は、プロクラブは、マーケティングあるいは販売促進活動の一
環として、地域活動に積極的に参加していると述べ、J クラブを含む地域のプロスポ
ーツクラブは、行政とは違う手段で地域スポーツ振興活動を遂行していると述べてい
る． 
 これまでの流れを検証すると、Jリーグが開幕当初に掲げた「地域密着」という理念
と、Jクラブが実際にホームタウンで活動している「地域密着」の意味合いが少しずつ
変わってきている．リーグが中央集権的に標榜した地域密着は、徐々に各クラブによ
って活動そのものが独自な展開を遂げている．独自な展開とは、教育機関や地域行政
との連携が深化し、それがクラブの集客を目的とする活動となっている点である． 
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第４節 Jクラブのホームタウン活動に関する調査 
第１項 調査目的と方法 
 第 3節では Jリーグが発足当初から掲げた「地域密着」を検証してきた．プロサッ
カーリーグとして地域密着を理念に掲げ、各クラブが取り組む実際のホームタウン活
動はどのような現状であるのだろうか． 
 J リーグは全国に広がる J クラブのホームタウン活動についてまとめ、リーグが主
催し、全クラブが参加するホームタウン会議にて活動内容の共有や情報交換、各種調査
結果の報告を行っている．現在もホームタウン会議で様々な取り組みを議論している
が、2006年から 2012年の 7 年間についてはクラブが実施してきた活動が「ホームタ
ウンレポート」として詳細にまとめられている（2013年以降は制作されていない）．  
  ホームタウンレポートの調査方法は、各年の 1月〜12月に行われた各 Jクラブのホ
ームタウン活動について、クラブ担当者がアンケートに入力するというものである．主
な内容は（1）活動名称と内容（2）開催場所（3）開催時期（4）開催状況（5）年間の
開催回数（6）対象者区分、人数（7）参加者人数などである．調査対象は、各シーズン
J1/J2リーグ所属クラブ（2012年にはまだ J3は存在しない）によるトップチームの選
手、2種登録を含む選手と監督、コーチ、社長が参加したホームタウン活動である． 
本節は、Jリーグが報告した 2006年から 2012年までの「ホームタウンレポート」
7 年分をもとに、全 J クラブが各地域でどのようなホームタウン活動を行ってきたか
を明らかにする．またこれに基づき、「放送権契約が地上波から有料衛星放送に変更さ
れた」「観客数の伸びの停滞が生じた」「この対応策としてイレブンミリオンプロジェク
トという観客数増加施策がリーグ機構によりすすめられた」という変化の中で、ホーム
タウン活動に対してリーグ機構が求めるものが「理念の実現」から「理念＋集客」に変
容していったこと、しかし理念の下に開始されたホームタウン活動が集客のためには
必ずしも貢献しなかったこと、およびその原因を考察していく． 
ホームタウンレポートの調査結果の詳細はリーグと各 J クラブ社内で共有されてい
るものだが、外部に非公開とされているわけではない．また、一部の調査結果は毎年 J
リーグのホームページ「ホームタウン活動報告」で公開されている．すなわち、本稿が
とりあげる資料は非公開のものではないが、これを用いて J クラブ全体の地域活動に
ついて取り扱った先行研究は存在しない．これまでの先行研究では、宮崎（2006）の
FC東京のホームタウン活動の現状と課題や永山（2010）の鹿島アントラーズと地域社
会との関係、大石（2011）のプロサッカーチームによる地域活性化の便益評価、FC岐
阜、大分トリニータを対象とする研究などがあげられる．しかし、これらの先行研究は
すべてクラブ単体を対象としたホームタウン活動の現状と課題の研究である．Jリーグ
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全体の横断的実証研究であることに、本研究の意義があるものと考える． 
 
第２項 ホームタウン活動の回数と類型 
2006年には、選手・監督コーチ等のホームタウン活動総数は 1,340回であり、3年
後の 2009年には 2,417回であった（図 2-1）．この間、J2クラブが 2006年 13クラブ
から 18 クラブと 4 年の間で 5 クラブ増えたこともあり、活動総数が大きく増えてい
ることがわかる．J2リーグにギラヴァンツ北九州が新加入した 2010年は、J1・J2で
3,177回、2011年ガイナーレ鳥取 J2リーグ新加入で 3,190回、そして 2012年町田ゼ
ルビア、松本山雅 FCの 2クラブが新加入し 3,741回となっており、J2に 7年間で 9
クラブが加入したことになるが、調査を開始した 2006 年から比べると活動の回数は
179％増えている．また、1クラブの平均活動数は 2006年の 43.2回、2012年の 93.5
回と 116％増えている（図 2-1）． 
 
     
 
 Jクラブのホームタウン活動の類型としては、学校訪問、ファンサービス、サッカー
教室・イベント、サイン会・トークショーに比重を置いているクラブが多い．注目す
べきは「ファンサービス」の伸び率である（図 2-2）．2006年には活動実績の内容の上
位から 5番目であった「ファンサービス」だが、2012年のデータでは毎年一番多かっ
た「学校訪問」を追い抜き 1位となっている．2006年から 2012年にかけて約 5倍に
なっている．一方で、2006年から毎年上位に位置していた「地元イベント」は、2010
年のピークを最後に減少傾向となっている． 
 これは、Jリーグが 2008年より「イレブンミリオンプロジェクト」をスタートさせ
図2ｰ1：Jリーグ全体のホームタウン活動回数と1クラブの平均活動回数
（資料）2006～2012年Jリーグ選手等ホームタウン活動調査から作成
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たことに要因があると推測する．このプロジェクトは、スタジアムへの来場者数を
2010 年までに J1,J2 のそれぞれのリーグ戦と入れ替え戦、J1 リーグで行われるカッ
プ戦（ヤマザキナビスコカップ）の合計で 1,100 万人にまで到達させることを目的と
する．このプロジェクト計画を受けて各 J クラブは様々なファンサービス系のイベン
トを開催し、ホームタウン活動自体を集客のマーケティングやプロモーションの手段
にするようになってきたと言えるだろう．  
 
 
 
第３項 ホームタウン活動の対象者 
ホームタウン活動の対象は「小学生以下」が圧倒的に多く、回数でみると、J クラ
ブの年間活動数全体の３分の 1を占めている（図 2-3）．2006年の 461回から 2012年
の 1,269 回へと 175％増加している．2 番目は「ファン/サポーター」であり 2006 年
の 223 回から 2012 年の 1,093 回へと 390％と大きく増加している．上位二つの対象
者は、年間 1,000回を超えて突出していることが特徴である．しかし、「クラブのスポ
（出所）2006～2012年Jリーグ選手等ホームタウン活動調査から作成
図2-2：ホームタウン活動の種類と活動数推移
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ンサー/株主」は 2012 年に 380 回、「地域住民」は 371 回に留まっている。特に気に
なるのが、地域住民を対象とするホームタウン活動の増加率が 2006年から 2012年に
かけて 51％であり、低いという点である． 
2006年から 2012年まで「小学生以下の児童」に対して最も多くホームタウン活
動を行ってきた．これはホームタウン活動の類型として「学校訪問」が多いことの結
果である．2番目に多いのは「ファン/サポーター」であるが、これは活動の類型とし
て「サイン会・トークショー」や「ファンサービス」が多いことによる．  
「行政訪問/表敬訪問」といった自治体向けのコミュニケーションも活発化してい
る．武藤（2013）は、クラブにとって地方自治体は重要なステークホルダーと位置づ
けた上で、（1）競技場、（2）競技場以外のインフラストラクチャー、（3）地域経済へ
のメリット、（4）出資者・スポンサー、（5）他の出資者・スポンサーに対する誘引、
（6）自治体、外郭団体とクラブとの経済取引、においてクラブは地域ないし地方自
治体の恩恵を受けていると述べている．「行政訪問/表敬訪問」は 2006年の 28回から
2012年は 14倍増の 392回である．ホームタウン活動の類型で「その他」という項目
で回答している Jクラブ担当者は、クラブが行った活動として「食育」「必勝祈願」
「環境活動」「商店街挨拶まわり」としている．これらの活動についてもおそらく自
治体が関わる行事も多くあったと推測する． 
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第４項 Jクラブ所属選手の活動 
Jクラブに所属する選手の延べ活動時間と選手の平均活動回数の推移を検証した結
果、一選手がホームタウン活動に参加する回数も 2006年時から 2012年にかけて 6.2
回から 12.7回へと約 2倍増加傾向にあった（図 2-4）． 
 
図2-3：ホームタウン活動の対象者
（出所）2006～2012年Jリーグ選手等ホームタウン活動調査より作成
（出所）Jリーグホームタウンレポート　各年版より
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 Jクラブ選手によるホームタウン活動の総時間数は 2006年の約 12,000時間から
年々上昇傾向にある．川淵（1994）は、Jリーグを単なるスポーツの興行とは考え
ず、自治体と住民、サッカークラブ、出資企業が三位一体となって地域を活性化した
り、学校教育一本やりの日本スポーツ行政に風穴を開けることを目指した．選手たち
は Jクラブの役割に応え積極的に取り組んできた．2011年には東日本大震災で各ク
ラブがイベント等の活動自粛により前年度比約 6.5％減少したものの、Jリーグ側が
定めたチャリティー活動の考え方が明確になったこと、また、ホームタウン活動を被
災地の復興行事と重ねて実施したことによって 2012年には再度上昇し、過去最高の
約 24,000時間を記録した． Jリーグ公式ホームページ「チャリティー活動」による
と、東日本大震災発生から 4年が経過した 2015年２月 23日に開催された理事会で
は、Jリーグは引き続き継続的支援活動を行うと発表している．具体的には（1）支
援金募金の実施（2）被災地での活動支援（3）支援金募金から、被災地で必要とされ
る備品・設備の寄贈の 3つをベースに、Jリーグと Jクラブは今後も震災で被害を受
けた被災地、被災者を物心両面から支援していくと宣言している（Jリーグ公式ホー
ムページ「チャリティー活動」http://www.jleague.jp/aboutj/teamasone/、2016）． 
現在 Jリーグに所属する選手たちはホームタウン活動が契約義務ではないが、主
に選手たちが取り組んできた「ファンサービス」、「サイン会トークショー」や「サッ
カー教室/イベント」の開催回数が年々増える傾向にあったのも所属選手による努力
が表れている． 
 
第５項 小括 
J リーグが開幕当初から掲げてきた「地域密着型経営」に基づくホームタウン活動
図2-4：選手延べ活動時間と、平均活動回数
（出所）2006～2012年Jリーグ選手等ホームタウン活動調査から作成
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量は大きく増加している．しかし一方で、Jクラブのリーグの平均観客数の推移（図 2-
5）を見てみると、2006年から平均観戦者数は減少傾向にある． 
 
 
 
 2006 年の 12,291 人（1 試合平均/リーグ全体）に対して、2012 年は 10,491 人と
17％ほど減った．地域に根ざし、サッカーという競技の普及を実現したことは各 Jク
ラブの功績と言えるが、一方で 2007 年より J リーグは J リーグオフィシャルブロー
ドキャスティングパートナーを新設し独占放映権をスカパーJSAT 株式会社と締結し
たことによりテレビでの地上波中継がほとんど無くなった（J リーグ公式ホームペー
ジ「放送および放送権」http://www.jleague.jp/aboutj/property/broadcasting.html、
2016）．これに伴い、2007年以降徐々に Jクラブと選手の知名度アップは厳しい状況
になっていると考えられる．NHK をはじめ民放局でも J リーグの試合を地上波で全
国中継する時代はあったが、年々視聴率も低くなり現在では放映権を持っている TBS
も全国放送ではなく関東ローカルのみの放送となっている．NHK だけは地上波での
全国中継を不定期におこなっているものの、スタジアムでの観戦以外の場面でチーム
や選手が露出される機会は著しく減少している．武藤（2009）が示唆する「プロサッ
カーの興行を本業とする J クラブはスタジアムを満員にすることが不可欠である」と
するならば、クラブや選手の認知度および注目度を上げる営業努力が各 J クラブに必
要とされる．プロサッカーが「見るスポーツ」として成立するためには、観客が来て
図2-5：Jリーグ平均入場者数の推移
（出所）Jリーグ公式ホームページから著者作成
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くれなければならない．このことを目的として、各クラブ、そして選手や監督、ある
いはコーチは、地域イベントに参加したり、施設を訪問したり、幼児や小学生のサッ
カー教室に出向いている．つまり、プロスポーツクラブは、マーケティングあるいは
販売促進活動の一環として、地域活動に積極的に参加している．このため、Jクラブは
ホームタウン活動をプロモーションの機会と位置づけざるを得ない状況にある． 一方、
川久保（1998）はジュビロ磐田におけるホームタウン活動の研究で、J リーグは数字
に示せない効果が大きくあらわれているとし、例えば磐田市の知名度が飛躍的に高ま
ったこと、世代を超えた地域住民の話題ができたこと、市や商工会が祭りなどのイベ
ントやセールを実施するうえで PR の柱にできたことを提示している．現状ではクラ
ブの観客動員数は減少しているものの、J リーグは地域社会に貢献する目的で発足し
ているため一定の社会的価値を生み出しているとも言われている．松橋ら（2007）の
研究では、J クラブの地域コミュニティ戦略の分析でヴァンフォーレ甲府や湘南ベル
マーレは直接的な営業・集客面ではなく、ホームタウン活動を通じてクラブを応援す
る運営ボランティアスタッフの確保やホームタウン周辺の商店からの物品・サービス
提供による支援をクラブ経営の重要な要素として意識していることをインタビュー調
査などで明らかにしている．これらの指摘を比較してもわかるように、数字などで明
確となる“集客に焦点をあてた活動”であるべきか、非経済的かつ観戦者以外の部分で
の良い影響を与え“J リーグの理念に焦点をあてた活動”であるべきかは未だに不透明
である． 
しかし、Jクラブのホームタウン活動の中心は「ファンサービス」であり、それも
「小学生以下の児童」と「ファン/サポーター」向けの比重を増しつつある．ホーム
タウン活動の回数や選手たちの参加時間は増加しているが、活動対象が狭く限定され
ているという印象である．「地元イベント」あるいは「地域住民を対象にするホーム
タウン活動」は横ばいであり、また、Jリーグの観戦者が高齢化している中（図 2-
6）、現況のホームタウン活動対象者が「小学生以下の児童」に集中していることは家
族同伴を集客面で期待できるが 10代〜20代の若年層観戦者の獲得にはつながってい
ない．当然のことながら Jクラブはサッカーを主体にしている組織であるため、学校
訪問、サッカー教室やサイン会・トークショーのような活動は実施しやすいので、ホ
ームタウン活動量を増やそうとすればこのようなやりやすい活動が増えるものと思わ
れる. 
すなわち、Jクラブのホームタウン活動は観客数の減少、既存のファンの高齢化、
新たなファンの獲得がうまく行っていないという現状に照らして評価するなら、戦略
性に欠けるのである．集客のためのプロモーションとしては、小学生以下の児童に集
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中しすぎるサッカーイベントや既存のファンを対象とするサイン会やトークショーは
的確ではない．必要なのは若年層やファンでない人々を対象とするものであろう． 
 
 
 若年層を（表 2-3）のように「全体」、「小学校期」、「中学校期」、「高校期」、「大学
期」、「勤労者」と区分している青少年スポーツライフデータ（笹川スポーツ財団、
2013）参照すると、「直接観戦したいスポーツは何か？」という質問項目に対して
「Jリーグ」と回答した人が全体で 12.8％、小学校期の世代は 16.1％で大学期世代
は 2位となる 14.5％であった．全体の中でも中高生よりも大学生が Jリーグの観戦
をしてみたいと答えている． 
 
  
 
図2-6：観戦者の年齢分布の推移
（出所）Jリーグサマリーレポート2012
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順位 種目
全体
（n=1,782)
小学校期
(n=373)
中学校期
(n=568)
高校期
(n=543)
大学期
(n=193)
勤労者
(n=78)
1 サッカー日本代表試合（五輪代表） 25.8 28.4 23.2 26.3 29.0 20.5
2 プロ野球（NPB 23.0 20.6 24.6 21.9 29.0 15.4
3 海外のプロサッカー（ヨーロッパ、南米など） 14.0 14.5 13 14.5 14.5 16.7
4 高校野球 13.8 9.1 13.2 18.0 16.6 6.4
5 フィギュアスケート 13.4 16.4 13.7 11.6 14 9.0
6 サッカー日本女子代表試合（なでしこ代表） 13.2 16.6 13.6 11.6 11.9 10.3
7 Jリーグ（J1,J2） 12.8 16.1 10.4 12.3 14.5 11.5
8 メジャーリーグ（アメリカ大リーグ） 11.8 12.3 13.6 11.4 8.8 9.0
9 バレーボール（日本代表試合） 11.2 8.3 12.5 12.0 12.4 7.7
10 プロテニス 9.5 10.7 11.4 8.1 7.8 2.6
表2-3：直接観戦したいスポーツ（全体・性別・学校期別：複数回答）
（資料）笹川スポーツ財団「10代のスポ―ツライフに関する調査」2013
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 また、日本経済新聞、2013年 1月 9日朝刊によると、J1リーグ全体の１試合平均
観客動員数を下回ることで集客に苦戦している名古屋グランパスが名古屋市立大学に
依頼した調査では「観戦に興味があるスポーツ」でサッカーが 37％でトップとなっ
たが、クラブのホームタウン担当者は「入場券購入に結びついていない」と明らかに
している．上述したとおり、Jクラブのホームタウン活動は年々上昇しているが、観
客数の減少や既存のファンの高齢化が問題である．徐々に各クラブで戦略的にターゲ
ットを絞りはじめているようだが「小学生以下の児童」や「ファン/サポーター」に
対するホームタウン活動が多い．そして、おそらくこの理由はホームタウン活動がマ
ーケティングやプロモーションを目的として始められたものではないことなのではな
いか． 
 
第５節 結論と考察（研究 1） 
 このように、現在のホームタウン活動には、Jクラブを取り巻く各ステークホルダー
との間に「ずれ」が生じているのだが、川淵は Jリーグをつくることで「本当のプロ意
識が生まれた．企業スポーツの延長線で会社の福利厚生の一環、広告宣伝費の中でカネ
がついていたから、お客さんが入らなくてもやっていけた．お客さんが来ないと困る．
もう一度、見に来ようと思う試合をする責任を経営者から選手まで自覚させるようにす
る（大谷、1994）」と述べており、2009年には「Jリーグは理念として地域密着を掲
げ、ホームタウンがある地域住民・行政とクラブとの緊密なパートナーシップを発展の
基礎に考える．結果として全国的な人気を誇るチームが出る事は歓迎すべきだが、何よ
りも大切にしてほしいのは足元にあるホームタウン（川淵、2009）」という考え方から
地域密着型の具体的提言を行っている．つまり、1993年に開幕した Jリーグは当初か
ら地域密着型経営を掲げていたが、徐々にリーグやクラブの周辺環境が変わってきてい
るため「もっと地域住民や行政と関係性を深めるべきだ」と論じている． 
また大西・原田ら（2008）の研究によると、2006年に Jリーグは、Jクラブのスポ
ンサー企業 114社を対象に調査を実施し、「2006年に Jクラブのユニフォームスポンサ
ーとなった時に、以下にあげる目標をどの程度重要と考えましたか？」とスポンサーを
行う理由を質問し、「1：まったく重要でない」から「10：非常に重要である」の 10段
階尺度で測定しているが、8つの目標の中で平均値が最も高かったのは「社会貢献・地
域貢献」（8.50）、次いで「社会・地域への責任」（8.31）という結果であった．また、J
クラブのスポンサーは協賛の理由として「地域への貢献」が重要と考える企業が 59％
を占めていることがわかった． 
つまり、Jクラブが「スポンサー/株主」に対して行うホームタウン活動は前述したと
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おり年間平均 189回程度で、少なくはないが他のホームタウン活動に比べればはるかに
少ない．スポンサー企業はクラブに対して直接的な対価を求めておらず、クラブが地域
と密着したクラブ経営をミッションに掲げ、それに賛同する企業がスポンサーになって
いる． 
しかし、いくらスポンサーが「社会貢献・地域貢献」を重視するとは言え、ホームタ
ウン活動が少しでも観客動員に結びつくものとなるよう戦略的に実行していかなければ
クラブスポンサーの継続すら危うくなるのではないだろうか．  
結論として Jリーグ、そして Jクラブには現在のホームタウン活動の回数や時間を増
やしていくことより、むしろファン拡大の観点から活動内容そのものを見直していくこ
とが求められると思われる．また、本来 J リーグは「ドイツが原点である」と述べてい
るように、ドイツのブンデスリーガクラブがどのようにして地域に密着しているのか、
そして、Jクラブが地域に根差したクラブを目指しているのであるとすれば、ドイツの地
域スポーツクラブが有する社会公益性（Breuer、2010）を目的とするホームタウン活動
が果たしてできているのか更に検証する必要がある． 
 
 
第３章 ドイツ・ブンデスリーガの地域密着に関する研究 
第１節 緒言 
 ここまで、Jリーグが推進してきた“地域密着型経営”の Jクラブによる「ホームタウン
活動」の現状と課題を検証してきた．結果としては、各 J クラブのホームタウン活動は
年々積極的に行われており地域社会に貢献する目的は果たしていると考えることができ
た．しかし、現状のホームタウン活動の多くが特定の対象者に偏っていたことは否めな
い．「小学生以下の児童」を対象としたサッカークリニックや「ファン/サポーター」を対
象としたサイン会やトークショーなどの開催が増加している.このため、J クラブのホー
ムタウン活動は、観客数の減少、既存のファンの高齢化、新たなファンの獲得がうまくい
っていないという現状に照らして評価するなら戦略性に欠けると言える結果であった． 
 Jリーグがモデルとしたドイツを原点とし、川淵（2009）は「Jリーグは理念として地
域密着を掲げ、ホームタウンがある地域住民・行政とクラブとの緊密なパートナーシッ
プの発展を考える」というヴィジョンを掲げた.そしてホームタウン活動が各クラブによ
り積極的に行われてきたのだが、Jリーグは観客が減少傾向にあり、ドイツ・ブンデスリ
ーガの観客は増えている（本章で詳細は後述）. 
 ホームタウン活動と呼ばれる J リーグの社会連携・社会貢献活動は、ドイツが掲げる
地域密着型の活動と同じものなのだろうか．あるいは、観客動員数が世界トップレベル
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のブンデスリーガは、Jリーグよりも地域での活動が活発だから観客が多いのか．果たし
て J リーグは、百年構想やホームタウン活動を、ブンデスリーガ各クラブの活動をモデ
ルとするものとして位置付け、Jクラブと共に今日まで歩んできたのだろうか．このよう
な問題意識から、本章ではドイツ・ブンデスリーガの構造に着目し、現在のブンデスリー
ガクラブが掲げる「地域密着」について以下の 3点から検討する． 
 第一に、ブンデスリーガのリーグ構造に関する機能についてである．ブンデスリーガ
レポートの報告では、黒字経営を維持している．「世界で最も健全に経営されているプロ
サッカーリーグ（坪井、2015）」と言われており、その要因は観客動員力と入場料収入が
高いことだと示している．これにより、ドイツのブンデスリーガの成功要因として、各ク
ラブが地域に根差した地域密着型経営をどのように遂行させているのか把握する必要が
あるだろう．とりわけ、ブンデスリーガのような収支のバランスが良いプロサッカーリ
ーグ（大塚ら、2015）を模範とするリーグの構造は一概に評価できるものではないが、
Jリーグがブンデスリーガをモデルとした「地域密着の意味」をクラブ経営の観点から確
認しておく必要がある．つまり入場料収入の比率が高いブンデスリーガは、地元地域に
支援者および応援するファン/サポーターがしっかり存在しているため地域密着の模範と
なると仮定した． 
 第二に、ブンデスリーガクラブの法人格に着目し、日本とドイツのクラブの母体組織
を比較する．なぜなら、ブンデスリーガクラブも J クラブも同様に「地域スポーツ振興
を担う＝地域密着」と言われているものの、日本はあくまでも企業スポーツクラブが発
展した形で地域スポーツクラブとなっているが、ドイツでは、もともと地域にあるスポ
ーツクラブがトップチームの親組織であり、これがトップチームのクラブ法人について
51％以上の議決権を持っている．これまで日本に浸透させてきた「地域密着型経営」と
いうモデルは果たしてドイツのブンデスリーガクラブと何が違うのか確認する必要があ
る．本論では特にブンデスリーガクラブの会社形態を中心に Jクラブと比較していく． 
 第三に、ブンデスリーガクラブの地域密着活動は、Jクラブと何が違うのかを検討する
うえで、実際にブンデスリーガクラブでは「地域でどのような活動がなされているのか」、
また、日本の J クラブのように「大学とのパートナーシップはどのような連携が取り交
わされているのか」について確認する．特に、大学とのパートナーシップについては Jク
ラブとオフィシャルスポンサー契約を締結しているような形が存在するのかを明示する
ことを目的とした（J クラブと大学のパートナーシップについては第 5 章で詳述する）． 
地域スポーツ振興をめぐる研究で武藤（2016）は「マルチサプライ」すなわち日本で
は地域スポーツの産業組織が多様化していると述べており、「大学」はプロクラブと地域
スポーツ振興のパートナーとして協業していることを示唆している．この論点に着目し
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てドイツと比較することにした．武藤（2016）は「Jリーグが創設され、地域スポーツの
振興を理念として掲げた 1993年には、地域スポーツ振興を担う目的として活動する民間
組織は、他になかったと言ってよいだろう．その意味では、Jクラブは民間の地域スポー
ツ振興の主体として、ドイツと同様にワン・アンド・オンリーになる可能性があったとい
うことができる．しかしその後、日本では大きく状況が変化し、総合型地域スポーツクラ
ブ、地域密着を唱える他のプロスポーツ、企業スポーツ、そして大学が登場したことによ
って、いわば相対化されていった．換言すれば地域スポーツ振興を複数の民間組織が実
施・提供するというマルチサプライ状況が生まれたのである」と述べている．  
 
第２節 研究方法 
第１項 ブンデスリーガのリーグとクラブの構造分析 
 本研究では、資料収集方法として「インターネット資料」「書籍」「雑誌」「新聞記事」
「論文」などを通じて、情報を収集した．基本的にはブンデスリーガを運営する
Deutsche FuBall Liga GmbHが公開している「Bundesliga Report」の数値データか
らブンデスリーガの実態を検証する資料とした．文献については、過去のブンデスリ
ーガに関する書籍から「リーグとクラブの経営の特徴」に関する記述を抜粋した．収
集方法は国会図書館サーチを使用した．ブンデスリーガというキーワードだけではな
く、検索する際には「ドイツ」「サッカー」「地域スポーツクラブ」でも同様のサーチを
行った．雑誌や新聞記事は日経テレコン 21（日経新聞オンラインデータベース）と聞
蔵 IIビジュアル（朝日新聞オンラインデータベース）から網羅的に同様の関連記事を
収集し、ブンデスリーガおよびブンデスリーガクラブのマネジメントに関する記事を
抜粋した．論文については Google Scholarと CiNiiから過去のブンデスリーガの動向
と過去の施策に関する情報を収集した． 
 対象候補となった情報の全体像としては、ドイツのサッカーの歴史、日本人プロサ
ッカー選手に関する記事や地域スポーツクラブに関連する情報が多く見られた． 
 
第２項 クラブ関係者へのインタビュー調査 
 本研究では、上記文献研究に加えてブンデスリーガクラブのスタッフにインタビュ
ー調査を行った．その理由としては、事前に Jリーグ広報部 A氏へ本研究の調査依頼
を出したところ「地域密着活動（ホームタウン活動）に取り組んでいるのは J クラブ
なので、クラブスタッフに直接調査を依頼したほうが良い」という指摘を受け、比較
対象とするブンデスリーガも同様に「リーグ」ではなく「クラブ」に本研究の情報収集
を依頼した．また、予備情報として「ドイツのブンデスリーガはリーグ主導で所属ク
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ラブに対して地域貢献などの社会活動を推進していない」という指摘を受けた． 
 このような背景を考慮してブンデスリーガクラブの選定については、研究趣旨を承
諾してくれたボルシア・ドルトムント（ブンデスリーガ 1部所属）とアイントラハト・
フランクフルト（ブンデスリーガ 1 部所属）、VfL ボーフム（ブンデスリーガ 2 部所
属）、ロートヴァイス・エッセン（ブンデスリーガ 3 部所属）の 4 つのクラブとした
（表 3-1）． 
 ブンデスリーガ 1部リーグ（18クラブ）を中心にコンタクトが取れたクラブの中か
ら、本研究の詳細を話せるクラブスタッフでインタビュー時間を一番長く取れたクラ
ブを選んでいる．本研究の詳細とは、本研究に関連する「Community Services」「Verein
（e.V.）」「Partnership」「Social Contributions」「Young Talents, Youth Academy」
「Sponsors」のキーワードを選定し、それらのキーワードをベースに本論に精通した
スタッフであることを意味する．キーワードについては J リーグが定めた地域密着の
解釈とホームタウン活動に関する定義（前述した第 2 章を参照）と関連したものとし
た． 
 ボルシア・ドルトムント FC（以下、「FC」を表記する場合はブンデスリーガに所属
する営利会社のプロサッカークラブを示す）はブンデスリーガの平均観客動員数の増
加に貢献しているクラブであり、クラブ単体の平均観客動員数は 80,000人を超えてい
る．地域から応援されているプロサッカークラブとして世界でも圧倒的な代表クラブ
と言えるだろう．また、同クラブは他のブンデスリーガクラブとは違い、唯一上場し
ているクラブである．本論では「クラブの上場」に関する詳細論議は除外しているが、
上場しているクラブが「地域密着」をどのように捉えているのかを把握するには文献
研究では限界があり、インタビュー調査を行う価値があると考えた．一方で、同じブ
ンデスリーガ 1 部リーグのアイントラハト・フランクフルト FC の筆頭株主は地域の
スポーツクラブ「Eintracht Frankfurt e.V.」である．Jリーグ百年構想から想起する
「サッカーを中心に複数のスポーツクラブを運営する」ことがドイツのクラブであり、
アイントラハト・フランクフルト FC の母体クラブにはバスケットボール、ボクシン
グ、チアリーディング、カーリング、アイスホッケー、アイススケート、ハンドボー
ル、ホッケー、陸上競技、ラグビー、テニス、卓球、器械体操、バレーボール、ダーツ、
トライアスロン、レスリングのチームが存在している．また、同クラブは著者が調べ
た限り、ブンデスリーガクラブで唯一日本の学校「東京スポーツ・レクリエーション
専門学校（学校法人滋慶学園）」と教育提携事業を結んでいるため本研究の調査対象と
して取りあげた． 
 アイントラハト・フランクフルト FCを含め、本調査で取りあげる「VfLボーフム」
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と「ロートヴァイス・エッセン」は J クラブと同様に非上場会社であること、観客動
員数がボルシア・ドルトムント FC のような規模ではなく、比較的日本に事業規模が
近いプロサッカークラブであることを理由に調査対象クラブとして選定した． 
  
   
 
第３項 分析方法 
 ブンデスリーガの成長要因としては、よくドイツのスポーツ政策（例えば『ゴールデン
プラン（注 3-1）』や『第二の道（注 3-2）』）が挙げられる．加えてドイツサッカー界の歴
史、政治や経済状況など様々な要因が考えられる．本研究では、Jリーグが地域密着の定
義の中で強調していた「クラブと教育機関との連携、パートナーシップの重要性」を中心
にブンデスリーガクラブのスタッフにインタビューを行い、ドイツの地域密着型経営ク
ラブの実態を明らかにする．J リーグがモデルとしたブンデスリーガクラブの「地域密
着」に関する実態を企業分析の視点から検証し、クラブと地域密着の関連性を解き明か
すこととした．なお、地域密着と地域スポーツ振興に関する研究で、ドイツの地域密着と
日本サッカーの地域密着に言及した武藤（2016）の文献で取りあげられている「マルチ
サプライ状況の日独比較」も追求した．マルチサプライと言われる日本における地域ス
ポーツ組織の多様性に関しても、ブンデスリーガクラブの実態を明らかにし、Jクラブと
の比較を踏まえた上で考察を行った． 
 
第３節 研究結果 
第１項 ブンデスリーガの興行収入と地域密着の成果 
 欧州の主要プロサッカーリーグで最も観客動員数が多いのがドイツのブンデスリー
ガである（図 3-1）．人気も高いイングランド・プレミアリーグの平均観客動員数 36,631
人を大きく引き離してブンデスリーガは 42,609 人となっており、J リーグと比較する
と 2 倍以上の数字を誇っている．大塚ら（2015）はプロサッカークラブの経営につい
氏名 クラブ名 役職/所属部署 日程
Head of Business Development
International Relations
SPORTFIVE GmbH&Co.KG Senior Director
BORUSSIA DORTMUND National & International Sales
SPORTFIVE GmbH&Co.KG
EINTRACHT FRANKFURT
VfL BOCHUM 1848
FUSSBALLGEMEINSCHAFT e.V.
(Mr.) TAKAYUKI FUKUOKA Rot-Weiss Essen e.V. Academy Coach 2016年3月8日＠独エッセン
表3-1：インタビュー調査協力者一覧
(Mr.) BENJAMIN NICKLAUS Marketing 2015年2月13日＠独フランクフルト
2015年2月12日＠独ドルトムント
2015年2月12日＠独ドルトムント
2016年3月7日＠独ボーフム(Mrs.) MAREIKE SEEBRANDT Sales and Marketing
(Mr.) CHRISTOPH WORTMANN
(Mr.) BENEDIKT SCHOLZ BORUSSIA DORTMUND GmbH&Co. KGaA
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て、特定の収入に過度に依存していると、状況によってはクラブ経営に大きな影響を及
ぼすとして、興行収入、広告収入、放映権収入の 3つバランスが同水準であるブンデス
リーガを高く評価している．スタジアムに観客がたくさん入ることにより試合放映が多
く行われ、その放映権収入が大きくなるとともに、スタジアムの多くの人たちに目に留
まるようにスポンサー企業はより多くの広告を打つため、広告収入も大きくなる．この
ように観客数が増えることは、クラブの収入に好循環が生まれるため、いかにプロスポ
ーツの興行において「観客が重要」であるかは明確だ． 
 
 
 
 ブンデスリーガレポートによれば、2013/2014 シーズンの営業収入は前年比で約
12.6％増の約 24億ユーロ、日本円換算で約 3,264億円（1ユーロ=136円）となってお
り、興行収入や広告収入のほかに放映権収入が増加傾向にある．  
 また、ブンデスリーガの特徴としては、選手たちの人件費が高騰しても、リーグ全体
の興行収入も上がっている点だ．プロスポーツは、支出の部分で選手の人件費となる強
化費が一番高い．クラブ費用の多くを選手の人件費が占める．しかし、ブンデスリーガ
では営業収入も増加していて、選手人件費も増加しているため、極端に選手人件費だけ
が支出項目の中で大きくなっていない．2013/2014 シーズンでは前年比で約 10％も全
体の収入規模が増加しているので問題はないと考えてよいだろう．換言すれば、ブンデ
スリーガは人件費が上がっていながらも、プロサッカーリーグの質的向上および健全経
営は維持できていると言える（図 3-2）． 
図3−１：欧州主要プロサッカーリーグとJリーグの1試合平均観客動員数（2013−2014シーズン）
（出所）ブンデスリーガレポート2015およびJリーグデータサイトを基に作成
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 欧州サッカー連盟（以下 UEFA）は 2011年 6月から各クラブの財政健全化を目指
してファイナンシャルフェアプレーを導入している．これは、クラブが支出するコス
トが営業収入を超えて赤字経営に陥らないための制度であり、支出超過を禁じること
でクラブ経営の安定化や健全化を義務づけ財政破綻を予防する仕組みである．ファイ
ナンシャルフェアプレーが導入される前には、英国プレミアリーグのリーズ・ユナイ
テッドやトットナム・ホットスパーなどが放映権収入をあてにして巨額の選手強化費
を投じ、経営破綻がおきた．イタリアのセリエ A に関してはファイナンシャルフェ
アプレー導入後に興行収入が極端に落ち込んでいたため各クラブの有力選手・高額年
俸選手を他欧州リーグへ放出せざるを得ない状況になりセリエ A の人気やサッカー
のレベルが低下したと言われている． 
 一方、ブンデスリーガはファイナンシャルフェアプレーが導入される前からリーグ
が主体的に各クラブの健全経営を厳格に監視していたため、制度導入後もリーグ全体
の増収が続き、ブンデスリーガ所属の各クラブの財政は非常に安定している．その安
定した営業収入割合は図 3-2で示したとおりである．ブンデスリーガは営業収入とな
る「興行収入（チケット収入とグッズ収入）」、「広告スポンサー収入」、「放映権収入」、
「移籍による収入」と「その他の収入」の各項目ともにバランスがとれていることが
わかる．特にバランスがとれている点は「興行収入」であり、営業収入全体の中でも
約 3割を占めているのでクラブ経営が安定していると言えるであろう． 
 
図3-２：ドイツ・ブンデスリーガ営業収入人件費率推移 
（出所）ブンデスリーガサマリーレポートから著者作成
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第２項 登記社団 e.V.とトップチームの法人格 
 営業収入が上がっているブンデスリーガは、平均観客数も 42,609 人にのぼり世界一
の集客力を誇るプロサッカーリーグとして成功している．Jリーグもドイツのクラブモ
デルを参考に「Jクラブの原点（第 2章で既述）」としているが、ブンデスリーガとは何
が違うのだろうか．本項ではクラブの法人格に着目し、日本とドイツのプロサッカーク
ラブを比較する． 
 
図3-３：ブンデスリーガ収入内訳
（出所）ブンデスリーガサマリーレポートから著者作成
図3-４：ブンデスリーガ支出内訳
（出所）ブンデスリーガサマリーレポートから著者作成
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 まず、表 3-2 を見ると、J リーグの場合、J クラブの法人格が株式会社であることが
わかる．クラブの法人が株式会社であることが論点ではなく、株式会社である Jクラブ
1993
クラブ名 母体チーム 法人名（現在） ホームタウン 備考
鹿島アントラーズ 住友金属サッカー部 株式会社鹿島アントラーズエフシー 茨城県
浦和レッドダイヤモンズ 三菱自動車サッカー部 浦和レッドダイヤモンズ株式会社 埼玉県 現 浦和レッズ
ジェフユナイテッド市原 東日本ジェイアール古川サッカークラブ ジェフユナイテッド株式会社 千葉県 現 ジェフユナイテッド千葉
ヴェルディ川崎 読売日本サッカークラブ 東京ヴェルディ1969フットボール株式会社 東京都 現 東京ヴェルディ1969
横浜マリノス 日産自動車サッカー部 横浜マリノス株式会社 神奈川県 現 横浜Fマリノス
横浜フリューゲルス 全日空横浜サッカークラブ 全日空スポーツ株式会社 神奈川県 1999年にクラブ消滅
清水エスパルス 清水FC 株式会社エスパルス 静岡県
名古屋グランパスエイト トヨタ自動車工業サッカー部 株式会社名古屋グランパスエイト 愛知県
ガンバ大阪 松下電器産業サッカー部 株式会社ガンバ大阪 大阪府
サンフレッチェ広島 マツダサッカークラブ 株式会社サンフレッチェ広島 広島県
1994
クラブ名 母体チーム 法人名 ホームタウン 備考
ジュビロ磐田 ヤマハ発動機サッカー部 株式会社ジュビロ 静岡県 2014年までは「株式会社ヤマハフットボールクラブ」
ベルマーレ平塚 フジタ工業サッカー部 株式会社湘南ベルマーレ 神奈川県 現 湘南ベルマーレ
1995
クラブ名 母体チーム 法人名 ホームタウン 備考
柏レイソル 日立製作所本社サッカー部 株式会社日立柏レイソル 千葉県
セレッソ大阪 ヤンマーディーゼルサッカー部 大阪サッカークラブ株式会社 大阪府
1996
クラブ名 母体チーム 法人名 ホームタウン 備考
京都パープルサンガ 京都紫光サッカークラブ 株式会社京都パープルサンガ 京都府 現 京都サンガF.C.
アビスパ福岡 中央防犯サッカー部 アビスパ福岡株式会社 福岡県
1997
クラブ名 母体チーム 法人名 ホームタウン 備考
ヴィッセル神戸 川崎製鉄サッカー部 株式会社クリムゾンフットボール株式会社 兵庫県 2003シーズンまでは「株式会社ヴィッセル神戸」
1998
クラブ名 母体チーム 法人名 ホームタウン 備考
コンサドーレ札幌 東芝町堀川サッカー部 株式会社コンサドーレ 北海道 2015シーズンまでは「株式会社北海道フットボールクラブ」
1999
クラブ名 母体チーム 法人名 ホームタウン 備考
ベガルタ仙台 東北電力サッカー部 株式会社ベガルタ仙台 宮城県
モンテディオ山形 NEC山形サッカー部 株式会社モンテディオ山形 山形県
大宮アルディージャ 電電関東サッカー部 エヌ・ティ・ティ・スポーツコミュニティ株式会社 埼玉県
FC東京 東京ガスフットボールクラブ 東京フットボールクラブ株式会社 東京都
川崎フロンターレ 富士通サッカー部 株式会社川崎フロンターレ 神奈川県
ヴァンフォーレ甲府 甲府サッカークラブ 株式会社ヴァンフォーレ山梨スポーツクラブ 山梨県
アルビレックス新潟 新潟イレブンサッカークラブ 株式会社アルビレックス新潟 新潟県
サガン鳥栖 PJMフューチャーズ 株式会社サガンドリームス 佐賀県 元任意団体サガン鳥栖FC
大分トリニータ 大分フットボールクラブ 株式会社大分フットボールクラブ 大分県 元任意団体大分フットボールクラブ
2000
クラブ名 母体チーム 法人名 ホームタウン 備考
水戸ホーリーホック FC水戸 株式会社フットボールクラブ水戸ホーリーホック 茨城県
2001
クラブ名 母体チーム 法人名 ホームタウン 備考
横浜FC 横浜FC 株式会社フリエスポーツクラブ 神奈川県 ※横浜フリューゲルスのサポーター達によって設立
2005
クラブ名 母体チーム 法人名 ホームタウン 備考
ザスパ草津 リエゾン草津 株式会社草津温泉フットボールクラブ 群馬県 現 ザスパクサツ群馬
徳島ヴォルティス 大塚製薬サッカー部 徳島ヴォルティス株式会社 徳島県
2006
クラブ名 母体チーム 法人名 ホームタウン 備考
愛媛FC 松山サッカークラブ 株式会社愛媛FC 愛媛県
2008
クラブ名 母体チーム 法人名 ホームタウン 備考
FC岐阜 NPO法人スティックルバックスポーツクラブ 株式会社岐阜フットボールクラブ 岐阜県
ロアッソ熊本 日本電信電話公社熊本サッカー部 株式会社アスリートクラブ熊本 熊本県
2009
クラブ名 母体チーム 法人名 ホームタウン 備考
栃木SC 栃木教員サッカークラブ 株式会社栃木サッカークラブ 栃木県
カターレ富山 北陸電力サッカー部アローズ北陸、YKKapサッカー部 株式会社カターレ富山 富山県
ファジアーノ岡山FC リバーフリーキッカーズ 株式会社ファジアーノ岡山スポーツクラブ 岡山県 元NPO法人岡山ヒューマンスポーツクラブ
2010
クラブ名 母体チーム 法人名 ホームタウン 備考
ギラヴァンツ北九州 三菱化学黒崎サッカー部 株式会社ギラヴァンツ北九州 福岡県 元NPO法人北九州フットボールクラブ
2011
クラブ名 母体チーム 法人名 ホームタウン 備考
ガイナーレ鳥取 鳥取教員団サッカー部 株式会社SC鳥取 鳥取県
2012
クラブ名 母体チーム 法人名 ホームタウン 備考
FC町田ゼルビア FC町田トレーニングセンター 株式会社ゼルビア 東京都 元NPO法人アスレチック・クラブ町田　※2014年に正会員資格喪失→JFL降格
松本山雅FC 山雅サッカークラブ 株式会社松本山雅 長野県 元NPO法人アルウィンスポーツプロジェクト
2013
クラブ名 母体チーム 法人名 ホームタウン 備考
V・ファーレン長崎 有明SC 株式会社V・ファーレン長崎 長崎県 元NPO法人V・ファーレン長崎スポーツコミュニティ
2014
クラブ名 母体チーム 法人名 ホームタウン 備考
カマタマーレ讃岐 高商OBサッカークラブ 株式会社カマタマーレ讃岐 香川県 元NPO法人カマタマーレスポーツクラブ
AC長野パルセイロ 長野エルザサッカークラブ 株式会社長野パルセイロ・アスレチッククラブ 長野県
SC相模原 SC相模原 株式会社スポーツクラブ相模原 神奈川県
金沢サッカークラブ ツエーゲン金沢 株式会社ツエーゲン 石川県 元一般社団法人石川フットボールクラブ
ブラウブリッツ秋田 TDKサッカー部 株式会社ブラウブリッツ秋田 秋田県
FC琉球 FC琉球 琉球フットボールクラブ株式会社 沖縄県
横浜スポーツ＆カルチャークラブ 横浜・中区スポーツ少年団 NPO法人横浜スポーツ＆カルチャークラブ 神奈川県
藤枝MYFC 藤枝ネルソンCF 株式会社藤枝MYFC 静岡県
福島ユナイテッドFC 福島夢集団 株式会社AC福島ユナイテッド 福島県 元NPO法人福島夢集団
グルージャ盛岡 ヴィラノーバ盛岡 株式会社いわてアスリートクラブ 岩手県 元NPO法人Jリーグチームを盛岡に作る会
2015
クラブ名 母体チーム 法人名 ホームタウン 備考
レノファ山口FC 山口県サッカー教員団 株式会社レノファ山口 山口県 元NPO法人山口アスレチッククラブ
2016
クラブ名 母体チーム 法人名 ホームタウン 備考
鹿児島ユナイテッドFC ヴォルカ鹿児島、FC KAGOSHIMA 株式会社鹿児島スポーツプロジェクト 鹿児島県
表3-２：各Jクラブの法人名とJリーグ加盟年度別一覧
（出所）各クラブの公式ホームページ、Wikipediaから著者作成
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の株式を誰が保有しているのかに着目していきたい． 
 日本特有の発展をしてきた企業の実業団チームは、独立した法人格を持つクラブでは
なく、あくまでも企業内部の組織でチームを運営してきていた．日本サッカー界も Jリ
ーグが開幕する以前はほとんどが企業内チームであった．プロ化した 1993年から Jリ
ーグが記した加盟条件の中に「法人格を持つこと」が課せられ、企業内組織から独立し
たかたちでチームは株式会社化し、クラブ経営が本格化したのである．その歴史から見
てわかるように Jリーグの加盟クラブは前身組織の親企業がそのまま「母体組織」とな
ったクラブがほとんどであった．2000 年以降、日本でもようやく地域のサッカークラ
ブが前身組織に母体企業を持たない Jクラブとして参入してきている（表 3-2）が、そ
の多くは J1リーグではなく J2、J3といった下位リーグにいる． 
 では、もう少し J クラブの法人格に関する分析をしていこう．J リーグ規約（2016）
では、J クラブの資格要件として「第 12 条．第 2 項（J1 クラブ）、第 13 条．第 2 項
（J2 クラブ）、第 14 条．第 2 項（J3 クラブ）：日本法に基づき設立された、発行済み
株式総数の過半数を日本国籍を有する者か内国法人が保有する株式会社であることま
たは公益社団法人であること」と記されている．表 3-3 を見てみると、2016 シーズン
の J1 リーグ所属クラブの主要株主は株式会社であることがわかる．1993 年から 2000
年頃までは、前身組織の親企業がそのまま J クラブの主要株主になるケースが多かっ
た．したがって、現在も J1リーグでは親企業を持つクラブが多く存在している．J1リ
ーグで戦える上位クラブのほとんどは親企業を持つプロクラブであり、換言すれば「地
域密着を標榜しているプロ企業チーム」なのである． 
 
 
 
 一方、ドイツのプロサッカーリーグのブンデスリーガに加盟しているクラブは歴史的
には非営利法人である engetragener Verein(以下 e.V.と略す.登記社団と訳される)の内
部組織であったが、近年、独立した法人格を持つ組織とし、外部からの出資を受け入れ
J1クラブ名 主要株主 筆頭株主 備考
ベガルタ仙台 宮城県（25％）、仙台市（24％） − 東日本ハウス、東北電力　他
鹿島アントラーズ 新日鐵住金（株） 新日鐵住金（株） 自治体5市（7.6％）　他
浦和レッズ 三菱自動車工業（株） 三菱自動車工業（株） さいたま市（5％）、埼玉県（5％）　他
大宮アルディージャ 東日本電信電話（株）、（株）NTTドコモ、（株）NTTデータ 東日本電信電話（株） NTT関連グループ会社　他
柏レイソル （株）日立製作所 （株）日立製作所 クラブ法人名にも「日立」が入っている
FC東京 東京ガス（株）関連企業 − クラブ経営者は東京ガスから出向している
川崎フロンターレ 富士通（株）、川崎市　他 富士通（株） 川崎フロンターレ持株会がある
横浜F・マリノス 日産自動車（株） 日産自動車（株） クラブは英シティ・フットボール・グループの傘下にいる
湘南ベルマーレ （株）三栄建築設計、産業能率大学、NPO湘南ベルマーレスポーツクラブ　他 （株）三栄建築設計 湘南ベルマーレ持株会がある
ヴァンフォーレ甲府 山日YBSグループ（25％）、山梨県（22％）、甲府市（11％）　他 − 山日YBSは山梨県のマスメディア関連企業による総合グループ
アルビレックス新潟 （学）新潟総合学院、（学）国際総合学園、東北電力（株）　他 − 新潟総合学院などを経営するNSGグループ会長がクラブの会長を兼務する
ジュビロ磐田 ヤマハ発動機（株）、静岡放送、静岡新聞　他 ヤマハ発動機（株） 2015シーズンより法人名「ヤマハフットボールクラブ」から「ジュビロ」
名古屋グランパス トヨタ自動車（株） トヨタ自動車（株） 2016年よりトヨタ自動車の子会社となっている
ガンバ大阪 パナソニック（株）、関西電力（株）、大阪ガス（株）、JR西日本（株） パナソニック（株） パナソニックが70％保有している
ヴィッセル神戸 楽天（株） 楽天（株） 楽天が100％保有している
サンフレッチェ広島 （株）エディオン、マツダ（株）、中国電力（株）、広島県、広島市　他 （株）エディオン エディオンが47％保有している　※マツダは17％、広島県2.5％
アビスパ福岡 （株）システムソフト、コカ・コーラウエスト（株）、福岡市、西日本新聞社　他 （株）システムソフト システムソフト（46％保有）、同社社長がクラブ経営陣に入っている
サガン鳥栖 （株）クリーク・アンド・リーバ社　他 （株）クリーク・アンド・リバー社 株主の情報は非公開
（資料）各クラブホームページおよびWikipediaより作成
表3-3：2016シーズン　J1リーグ所属Jクラブの主な株主
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るクラブが増えている.ただし、e.V.はこのクラブ法人について 51％以上の株式（議決
権）を持っている．登記社団とは日本の社団法人に類似した非営利団体である．Jリー
グ規約を参考に言い換えれば、ブンデスリーガの場合は「クラブの発行済み株式総数の
過半数をドイツ国内法人の『公益社団法人』が持っているということになる． 
 ドイツのブンデスリーガでは、プロクラブの母体は基本的に地域の人々が会員となる
スポーツクラブ（e.V.）であり、この親組織が、チームのアカデミーや生涯スポーツな
ど多種目のスポーツを有している．逆説的だがドイツのブンデスリーガクラブは親組織
である e.V.が地域のスポーツ振興を目的とする組織であったが故に、トップチームであ
るプロクラブは、地域のスポーツ振興を担う役目をもともと持っていなかった．Jクラ
ブは Jリーグ発足時にリーグの意向で「地域スポーツ振興」や「地域密着」を推進する
コミュニケーション活動がクラブに義務づけられたため、トップチームが地域活動を積
極的に行ってきた．近年ではこのトップチーム運営会社の下に、地域スポーツ振興を目
的とする非営利法人が設立されるようになってきている.ドイツでは地域住民を会員と
した非営利法人の登記社団 e.V.が親組織としてトップチームの母体となっているため、
日本とドイツを比較すると地域密着型クラブの在り方が根本的に逆になっていること
がわかる（図 3-5）． 
 
          
 
第３項 ブンデスリーガクラブの出資構成 
 上述したとおり、ドイツのプロサッカークラブは独立した商業法人格を取得すると
ころが多く見られるようになったが、トップチームが株式会社や有限会社等の企業形
態を採用することの条件として過半の議決権を母体組織の非営利法人登記社団 e.V.が
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持たなければならない．また、現在ではブンデスリーガ 1 部に所属しているクラブを
中心に表 3−4のようなチームが民間資本との共同企業体を採用している．ブンデスリ
ーガクラブの法人格は、「AG＝株式会社」「GmbH＝有限会社」「GmbH&CO.KGaA＝
有限合資会社」「KGmbHaA＝ Commercial Partnership limited by Shares」
「Registered Association＝登記社団、e.V.」となっているが、ドイツ同族企業を研究
している吉森（2015）によれば、日本語ではドイツの企業形態の多様性と複雑性に関
する解説書はほとんど存在していないと述べており、本研究においてもドイツ企業の
形態論議は除外し、基本的には Registered Association以外は資本会社（吉森、2015）
として論考する． 
 
 
 
 アイントラハト・フランクフルトは、ドイツ・ヘッセン州のフランクフルトに本拠
地を置く総合スポーツクラブである．サッカー部門のトップチームは 2000 年に AG
チームの名称 チームの法人格 その法人格での設立年
EINTRACHT FRANKFURT AG(Public Limited Company) 2000
FC BAYERN MUNICH AG(Public Limited Company) 2001
DSC ARMINIA BIELEFELD GmbH&Co.KGaA(Limited Commercial Partnership) 2001
WERDER BREMEN GmbH&Co.KGaA(Limited Commercial Partnership) 2003
BORUSSIA DORTMUND GmbH&Co.KGaA(Limited Commercial Partnership) NA
HANNOVER 96 GmbH&Co.KGaA(Limited Commercial Partnership) NA
FC AUGSBURG GmbH&Co.KGaA(Limited Commercial Partnership) 2006
MSV DUISBURG GmbH&Co.KGaA(Limited Commercial Partnership) NA
SPVGG GREUTHER FURTH GmbH&Co.KGaA(Limited Commercial Partnership) 2003
1.FC KOLN GmbH&Co.KGaA(Limited Commercial Partnership) 2002
TSV 1860 MUNICH GmbH&Co.KGaA(Limited Commercial Partnership) 2002
ALEMAANNIA AACHEN GmbH(Limited Liability Company) 2006
BAYER 04 LEBERKUSEN GmbH(Limited Liability Company) 1999
VFL WOLFSBURG GmbH(Limited Liability Company) 2000
WACKER BURGHAUSEN GmbH(Limited Liability Company) 2007
BORUSSIA MONCHENGLADBACH Registered Association(holds 100% of GmbH) NA
HERTHA BSC BERLIN KGmbHaA(Commercial Partnership limited by Shares) 2001
VFM BOCHUM Registered Association 1949
FC ENERGIE COTTBUS Registered Association 1966
HAMBURGER SV Registered Association 1887
1.FSV MAINZ 05 Registered Association NA
1.FC NURNBERG Registered Association 1900
FC SCHALKE 04 Registered Association 1904
VFB STUTTGART Registered Association NA
FC ERZGEBIRGE AUE Registered Association 1990
EINTRACHT BRAUNSCHWEIG Registered Association NA
ROT-WEISS ESSEN Registered Association NA
SC FREOBURG Registered Association NA
FC CARL ZEISS JENA Registered Association 1903
1.FC KAISERSLAUTERN Registered Association NA
KARLRUHER SC Registered Association 1894
TUS KOBLENZ Registered Association 1911
KICKERS OFFENBACH Registered Association NA
SC PADERBORN 07 Registered Association NA
F.C. HANSA ROSTOCK Registered Association NA
SPVGG UNTERHACHING Registered Association NA
表3-4：ブンデスリーガに属するクラブチームの法人格一覧
（出所）各クラブホームページおよび武藤（2008）から引用作成
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（以下、株式会社と略す）として資本会社化している．クラブ関係者から提供された
情報をもとに著者が作成したアイントラハト・フランクフルト FC の出資構成は図 3-
6のとおりである． 
 
 
 
 ブンデスリーガが定める「51％ルール」に基づき、トップチームの親組織である e.V.
は 67.9％の議決権を保有している．アイントラハト・フランクフルト FC に出資する
民間企業は、アイントラハト・フランクフルト出資会社と証券会社である Wolfgang 
Steubingだが、この出資会社の株主はクラブのオフィシャルスポンサーであるドイツ
の空港運営会社 Fraport AG（フラポート社）や州立銀行の Helaba（ヘッセン・テュ
ーリンゲン州立銀行）などである．すなわち、証券会社を除く民間企業は、出資会社
を通じて間接的に FCに出資している. 
 また、ブンデスリーガで唯一フランクフルト証券取引所に上場しているボルシア・
ドルトムント FC の出資構成は、クラブのスポンサー関連企業が中心となっており、
Evonik Industries AG（14.78％）、Bernd Geske（8.8％）、Ballspielverein Borussia 
09 e.V. Dortmund（5.53％）、Signal Iduna（5.43％）、Puma SE（5％）、Free Float
（60.46％）である．特筆するべき点は、ブンデスリーガの 51％ルールでは
「Ballspielverein Borussia 09 e.V. Dortmund」が過半の議決権を保有しなければな
アイントラハト・フランクフルト登記社団
Football Cooperationの『母体組織』
証券会社
Eintrachut Frankfurt
Registered 
Association
e.V.
Friends of the
Eintracht Frankfurt
Cooperation
Fraport 
AG
19%
Helaba
19%
Banhaus
Metzler 
19%
DZ Bank
19%
BHF Bank
19%
Private
3%
Private
2%
67.9%
28.5%
Wolfgang Steubing
AG
3.6%
Eintrachut Frankfurt
Football
Cooperation（AG）
アイントラハト・フランクフルト出資会社
ブンデスリーガ「アイントラハト・フランクフルトFC」へ出資しているメンバー
アイントラハト・フランクフルトFC
ブンデスリーガ（プロサッカーリーグ）所属のプロクラブ
This is the 50+1 regulation, which means, 
that the e.V. has to own at least 51% of the 
Football Cooperation(Eintrachut Frankfurt 
FC. AG)
※
図3-6：ブンデスリーガクラブ「アイントラハト・フランクフルトFC」の出資構成
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らないが、クラブは 2000年に 1,350万株の新株を 1株当り 11ユーロで売り出してい
るため、ボルシア・ドルトムント FCを応援するファン/サポーターも株を購入してい
る．つまり、上場したことでクラブとは関係ない機関投資家や個人が保有していると
言えるが、個人株主の多くには同クラブのファン/サポーターも含まれている．Free 
Float（60.46％）の比率をみるなら、ドイツで唯一上場しているボルシア・ドルトムン
ト FC が、J クラブのような民間企業が母体として株式を保有しているプロサッカー
クラブにはなっていないことがわかる． 
 注）このクラブでは e.V.の持株比率は 5.53％だが、e.V.の議決権割合が 5.53％かど
うかは未確認である.上場されたのが議決権の少ない（あるいは無い）種類株主だとす
ると e.V.の議決権は 5.53％より多い． 
 
第４項 ブンデスリーガクラブと地域スポーツクラブの関係 
 ブンデスリーガの規約では、e.V.となる登記社団が資本会社化されたトップチームの
議決権を 51％以上持つことが条件とされている．つまり、過半となる議決権は地域の
会員で構成されたクラブ組織が持つことを条件としているため、日本の Jクラブのよう
に筆頭株主が一企業となることは一部の例外クラブを除いて存在しない． 
 もともと地域にあったサッカーチームは e.V.の内部組織だったため、ブンデスリーガ
はその地域クラブの会員との関わりをプロ化する上で「地域密着型経営の意味」として
リーグの規約に定めている．武藤（2014）はブンデスリーガの 51％ルールについて、
議決権の過半が社団法人ということは他の主体がオーナーになれず、イングランドのプ
レミアリーグのように金満家がオーナーになりたいと考えても仕組み上なれないこと
に地域密着型クラブ経営の意義を述べている．Lichtenberger（2005）は「DFB（ドイ
ツサッカー連盟）が 2000年にクラブはプロサッカー部門を母体組織から切り離して独
立した事業とするとによって株式会社（AG）や有限会社（GmbH）になることを認め
られた．（省略）しかし、DFBは裕福な個人や複合企業が単なる投資の対象としてクラ
ブの売買を防ぐルールの制定に乗り出した．公開有限会社の株式の 51％は親会社が保
有するという規則を定めようと準備を進めた」と述べている．また、一部のブンデスリ
ーガクラブが特例としてトップチームの母体組織が企業である．VfLヴォルフスブルグ、
TSVバイエル 04レバークーゼンはこれに該当するが、これらは地域に根ざしたクラブ
経営を行っている． 
 注）武藤によれば、2005 年にフランクフルトで開催されたブンデスリーガと J リー
グの会議においてブンデスリーガは２クラブの実質的なオーナーで保有者であるフォ
ルクスワーゲンとバイエルについて、「地域を代表する公的性格を持つ企業」と表現し
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ている. 
 
 また、図 3−7を見ると、Jクラブ同様にトップチーム以下のユースやジュニアユース
の育成組織を持つブンデスリーガクラブであるが、トップチームと育成組織の運営組織
は完全にわかれている．以下、ボルシア・ドルトムント FCのクラブスタッフからのイ
ンタビュー調査をもとに論じていこう． 
 まず、ブンデスリーガ所属のトップチームと e.V.が担う育成組織は別組織である．e.V.
には様々な目的でクラブの会員となる人が存在しており、サッカー以外の種目でボルシ
ア・ドルトムントの会員になっているメンバーがいる．その種目は卓球とハンドボール
である．日本でも「ドイツは総合型スポーツクラブ」と認識されて Jリーグ活動方針（第
5条）に「サッカーだけでなく、他のスポーツにも気軽に参加できる機会も多くつくっ
ていきます」と記されているが、ドイツでは大都市圏のフランクフルトやミュンヘンに
あるブンデスリーガクラブが 10 種目以上を e.V.で担っている．ただし、ほとんどは単
一もしくは 3種目程度とのことである．いずれにせよ、ドイツのブンデスリーガクラブ
は「ユースなどの育成組織」と「サッカー以外のスポーツ」を e.V.が運営しており、Jリ
ーグのプロクラブの組織とは異なっている． 
 ボルシア・ドルトムント FC の場合、基本的には 19 歳までのユース組織は e.V.が管
轄していて、e.V.会員の年会費や公的助成金とスポンサー収入で経営していると言う． 
地域スポーツ振興を推進する上で理にかなった組織であると推察するが、同クラブには
U-23 カテゴリーまでの年代の選手で構成されているセカンドチームが存在し、セカン
ドチームはブンデスリーガ 3 部に所属していることから一部の選手がプロ契約で一部
の選手が e.V.のユース組織所属選手といった混合チームであることによりトラブルも
発生しているようだ．両チーム経営陣が「選手を見極める時期」を話す回数が多くなり、
トップチームとは完全別予算で経営していることがトラブルの原因となる．しかし、こ
のようなトラブルがあるにせよ、Jクラブとは違い、ユース組織を「トップチームのコ
ストセンター」と考えないドイツの地域スポーツクラブは、地域住民の会員と地方行政
に支えられた経営を行っている． 
 また、地域に根差したスポーツクラブという概念は、クラブ関係者によると「会員に
提供するサービスとサービスを供給する側の雇用創出の関係」だと述べていた．e.V.も
独立した法人格を取得している非営利法人であり、クラブが安定した会員確保や雇用を
生むことで地域が活性化すると言う．地方行政からすると納税者が安定することになる．
そのため、日本の Jクラブと違い、トップチーム以外の育成組織や多種目スポーツの普
及活動を地元の行政が支援することで地域クラブの経営を安定させていた．また、今回
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の調査でドイツのブンデスリーガクラブは地方行政から「株主」というかたちで出資は
受けていないことも明らかになった． 
  
 
 
第５項 大学とプロクラブの協定内容 −ケルン体育大学と 1.FCケルンを事例に− 
 地域スポーツ発展に向けた大学の役割について、日本とドイツを比較した筑紫と備
前（2013）は、ドイツのケルン市にあるブンデスリーガ 1部「1.FCケルン（以下、FC
ケルン）」を事例にあげている．ドイツではプロスポーツチームを核として、大学と連
携したスポーツ振興が行われているケースもあるようだ． ケルン体育大学は「大学の
スポーツ施設の開放」「大学生と FCケルンによるスポーツ指導」を行うプログラムを
持つ． 
 しかし、これらのプログラムは FC ケルンおよびその親組織である地域スポーツク
ラブと学校が連携した「タレント発掘および育成」を目的とするものでしかない． ケ
ルン体育大学はブンデスリーガクラブと「パートナーシップを締結」しているが、そ
の内容は指導者の実務経験を積むためのプログラムだけであり、ケルン体育大学が FC
ケルンのオフィシャルスポンサーという契約で関係が結ばれているものではない．つ
まり、日本の J クラブのように「大学から協賛金を得る」という広告露出などを目的
とするパートナーシップではない． 
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第６項 ドイツにおけるプロクラブと教育機関との連携 
 上述のように FC ケルンは地元のケルン体育大学とパートナーシップを締結している
が、藤井（2003）はドイツにおけるブンデスリーガクラブのような大フェライン（注 3-
3）としての FCケルンが、青少年教育に関わる社会的課題の解決を目的として行動する
ことは極めて重要であると述べている．ブンデスリーガクラブは、トップレベルの育成
コーチによるトレーニングを地元の生徒たちに一人でも多く経験させたいという学校側
の要求にプロクラブが応じているのである． 
 また、ブンデスリーガクラブはトップチームが地元の大学とスポンサー契約を結ぶこ
ともなく（表 3-5）、ボルシア・ドルトムント FCや VfLボーフムは地元の大学生たちに
インターンシップというかたちでプロクラブの就業経験を積ませる機会を広く提供して
いる．クラブ関係者によれば、地域密着という観点からクラブのオフィシャルスポンサ
ーには地元のビール会社が応援したり、その町に本社を置く企業がサポートしたりする
ことはあっても、地元の大学だからスポンサーとしてクラブを応援してほしいという営
業活動はないと言う．クラブにとっても、特定の大学と連携することで競合排除権が発
生する可能性もあるため友好な関係は結べないのではないかと指摘していた． 
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 アイントラハト・フランクフルト FC は、ブンデスリーガクラブで唯一日本の専門学
校「東京スポーツ・レクリエーション専門学校」とパートナーシップ契約を締結してい
る．同校の公式ホームページによると、アイントラハト・フランクフルト FCとは「教育
提携」という言葉で表 3-6の事業内容を展開していた． 
 しかし、アイントラハト・フランクフルト FCは東京スポーツ・レクリエーション専門
学校とオフィシャルスポンサー契約を結んでいるわけではない．教育提携という表現で
はあるが、表 3-6のように「広告宣伝」を互いに目的としたパートナーシップ契約となっ
ている．アイントラハト・フランクフルト FCは、これまでクラブに多くの日本人選手が
在籍していたため、クラブが持つ資源を日本の学校に提供することが新たな日本市場開
拓につながると期待している． 
1部 クラブ名 大学スポンサーの有無
企業名 ドイツテレコム アディダス アウディ アリアンツ DHL
職種 情報・通信業 スポーツ用品メーカー 自動車メーカー 保険 国際輸送物流
企業名 エボニック　インダストリーズAGプーマ ジグナル・イドゥナ・パルク アダム・オペル タ―キッシュ　エアライン
職種 化学品事業 スポーツ用品メーカー スタジアム 自動車メーカー 航空会社
企業名 バイエル LGエレクトロニクス アディダス LLOYD Shoes アダム・オペル
職種 化学工業及び製薬会社
総合家電、
情報通信メーカー
スポーツ用品メーカー 靴メーカー 自動車メーカー
企業名 ドイツ･ポストバンク アウディ ビットブルガー ブックルンダー カッパ
職種 リテール銀行 自動車メーカー ビール醸造 ソーセージ製造 スポーツ用品
企業名 ガスプロム フェルティンス アディダス bet-at-home ブックルンダー
職種 天然ガスの生産、供給 ビール製造 スポーツ用品メーカー スポーツくじ ソーセージ製造
企業名  KÖMMERLING コファス lotto entega アダム・オペル
職種 枠（主に窓） 取引信用保険 スポーツアパレル エネルギーサービス 自動車メーカー
企業名 bet-at-home ナイキ アウディ AOK ベルリナヴォルクスバンク
職種 スポーツくじ スポーツ用品メーカー 自動車メーカー 保険 銀行
企業名 フォルクスワーゲン カッパ カストロール ATE アウトシュタット
職種 自動車メーカー スポーツ用品 エンジンオイル 車製品 車製品
企業名 REWE RheinEnegie erima RIMOWA Gaffel
職種 スーパーマーケット エネルギーサービス スポーツアパレル スーツケースメーカー ビールメーカー
企業名 アウディ Care Energy エミレーツ航空 hareico HEK
職種 自動車メーカー エネルギーサービス 航空会社 ソーセージ製造 保険
企業名 アウディ Media Market アディダス コカ・コーラ HERRNBRAU
職種 自動車メーカー 通販サイト スポーツ用品メーカー 飲料メーカー ビールメーカー
企業名 WWE NIKE LEW grunbeck SEGMULLER
職種 保険会社 スポーツメーカー エネルギーサービス 水道会社 家具メーカー
企業名 WIESENHOF NIKE フォルクスワーゲン HAAKE-BECK WWK
職種 ホテル スポーツメーカー 自動車メーカー ビールメーカー 生命保険
企業名 software JAKO entega pfungstaedter MERCK
職種 ITビジネス スポーツアパレル 電力会社 ビールメーカー ヘルスケア
企業名 SAP lotto sparkasse audi bitburger
職種 ITビジネス スポーツアパレル 銀行 自動車メーカー ビールメーカー
企業名 Fiat Group(ALFA ROMEO) NIKE Deutshe Bahn Fraport Hessiche Landesbank
職種 自動車メーカー スポーツメーカー 鉄道・輸送・物流 航空 金融機関
企業名 Mercedes-Benz Bank メルセデスベンツ プーマ Krombacher FANUC
職種 オンラインバンキング 自動車メーカー スポーツ用品メーカー ビールメーカー 産業用ロボットメーカー
企業名 HEINZ VOS HEIDEN HDI JAKO volkswagen hasserorder（国内３位シェア）
職種 建設 保険会社 スポーツメーカー 自動車メーカー ビールメーカー
2部 クラブ名 大学スポンサーの有無
企業名 Ehrmann EUROPA PARK Rothaus ナイキ RAFI
職種 酪農 テーマパーク ビールメーカー スポーツ用品メーカー 電子機器メーカー
企業名 レッドブル ナイキ フォルクスワーゲン tipico Ur-Krostitzer
職種 飲料メーカー スポーツ用品メーカー 自動車メーカー サッカーギャンブル ビールメーカー
企業名 WOLF MOBEL アディダス アウディ KURMBACHER N-ERGIE
職種 家具メーカー スポーツ用品メーカー 自動車メーカー ビールメーカー エネルギーサービス
企業名 congstar ASTRA hummmel Happy Bet OK.-
職種 モバイル販売 ビールメーカー スポーツ用品メーカー スポーツくじ 飲料メーカー
企業名 STADTWERKE FABER MORITZ 　FIEGE HARDECK H-Hotels.com
職種 エネルギーサービス 宝くじ ビールメーカー 家具メーカー ホテル検索サービス
企業名 kfzteile24 BERLINER-pilsner LOTTO　Berlin DIE BAUSTOFF LOGISTIKER Eberswalder Wurst
職種 自動車部品メーカー ビールメーカー 宝くじ 建材物流 ソーセージ製造
企業名 KLAIBER MARKISEN JAKO ENBW Rothaus FIDUCIA GAD
職種 日よけメーカー スポーツアパレル エネルギーサービス ビールメーカー ITサービス
企業名 SEAT ナイキ フォルクスワーゲン・ファイナンシャル・サービス BS｜ENERGY STAAKE
職種 自動車メーカー スポーツ用品メーカー 自動車金融 エネルギーサービス 不動産
企業名 ERGO　Direkt hummel THOMAS SOMMER WILD&PANDA FRANKEN BRUNNEN
職種 保険会社 スポーツ用品メーカー 不動産 清掃会社 飲料メーカー
企業名 MAXDA uhlsport コカ・コーラ KARLSBERG LOTTO Rheinlnd-Pfalz
職種 金融 スポーツ用品メーカー 飲料メーカー ビールメーカー サッカーくじ
企業名 HARTMANN VOITH Heidenheimer Volksbank ナイキ RADIO7
職種 医療品メーカー 機械メーカー 金融 スポーツ用品メーカー ラジオ
企業名 Alpecin saller Krombacher SCHUCO Stadwerke Bielefeld
職種 シャンプーメーカー スポーツ用品メーカー ビールメーカー 窓・ドアメーカー エネルギーサービス
企業名 verivox MACHMEIER GRUPPE プーマ SPORT Hambrecht machmeier ENERGY
職種 情報比較サイト 不動産 スポーツ用品メーカー スポーツショップ 太陽光発電会社
企業名 OTELO KESH Stadtwerke Dusseldorf プーマ 日立ヨーロッパ
職種 情報通信業 金融 エネルギーサービス スポーツ用品メーカー 機械メーカー
企業名 フォルクスワーゲン macron Hacker-Pschorr MAN Linster Edelstahlhandel
職種 自動車メーカー スポーツアパレル ビールメーカー 輸送業 鉄鋼メーカー
企業名 BLACK crevice uhlsport schauinsland reisen GEBAG Sparkasse Duisburg
職種 レジャー用品メーカー スポーツ用品メーカー オンライン旅行サービス 不動産 ネット金融
企業名 ayond Frankfurter Volksbank saller Licher Union Investement
職種 為替取引 金融 スポーツ用品メーカー ビールメーカー ファンド
企業名 kfzteile24 BENTELER saller BeSte STANDTWERKE Finke
職種 自動車部品メーカー 自動車部品メーカー スポーツ用品メーカー エネルギーサービス 家具販売店
表3-5：ブンデスリーガクラブの主要スポンサー一覧　
（出所）各クラブ公式ホームページから著者作成
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15
ＳＣパーダーボルン０７
(SC Paderborn)
14
フォルトゥナ・デュッセルドルフ
(Fortuna Dusseldorf)
15
TSV 1860 ミュンヘン
(1860 München)
11
5
VfLボーフム
(VfL Bochum 1848)
6
1. FCウニオン・ベルリン
(1.FC Union Berlin)
7
カールスルーエSC
(1.FC Karlsruher SC)
16
MSVデュイスブルク
(MSV Duisburg)
17
FSVフランクフルト
(FSV Frankfurt)
8
アイントラハト・ブラウンシュバイク
(Eintracht Braunschweig)
9
SpVggグロイター・フュルト
(SpVgg Greuther Fürth)
10
1. FCカイザースラウテルン
(1.FC Kaiserslautern)
1. FCハイデンハイム1846
(1. FC Heidenheim 1846)
12
DSCアルミニア・ビーレフェルト
(DSC Arminia Bielefeld)
13
SVザントハウゼン
(SV Sandhausen)
1.FCニュルンベルク
(1.FC Nürnberg)
4
FCザンクト・パウリ
(St. Pauli)
2
RBライプツィヒ
(RB Leipzig)
3
1
2
3
SCフライブルク
(SC Freiburg)
1
FCバイエルン・ミュンヘン
(FC Bayern München)
ボルシア・ドルトムント
（Borussia Dortmund)
バイヤー・レーバークーゼン
（Bayer 04 Leverkusen)
FCシャルケ
（FC Schalke 04)
ボルシア・メンヘングラードバッハ
（Borussia Mönchengladbach)
ハノーファー96
(Hannover 96)
18
10
11
12
13
14
4
5
9
FCアウクスブルク
(FC Augsburg)
SVベルダー・ブレーメン
(SV Werder Bremen)
6
7
8
FCインディゴシュタット04
(FC Ingolstadt 04)
1.FSVマインツ05
（1. FSV Mainz 05)
15
SVダルムシュタット98
(SV Darmstadt 98)
1899ホッフェンハイム
(TSG 1899 Hoffenheim)
ハンブルガーSV
(Hamburger SV)
VfBシュトゥットガルト
(VfB Stuttgart)
16
17
アイントラハイト・フランクフルト
(Eintracht Frankfurt)
ヘルタ・ベルリン
（Hertha Berlin)
VfLウォルフスブルク
（VfL Wolfsburg)
1.FCケルン
(1. FC Köln)
 47 
 
 
 
第７項 ブンデスリーガクラブの地域密着活動の実態 
 日本の Jリーグでは「ホームタウン活動」と呼ばれる地域密着活動が行われている．
その実態は前章で紹介したとおりだが、ブンデスリーガクラブは果たして日本のよう
なプロサッカークラブが取り組むホームタウン活動を行っているのだろうか． 
 ボルシア・ドルトムント FC、アイントラハト・フランクル FC、VfLボーフム、ロ
ートヴァイス・エッセンから得た回答によると、トップ選手たちは「地域住民のため
に」という地域活動を行っていない．クラブスポンサーのために選手たちが「試合後
にスタジアム VIPラウンジで交流」や「スポンサー主催の PRイベントに出演」とい
う時間はあっても、地域に根差すための活動として、地域住民へのプロモーションを
目的にしてトップチームの選手たちが出向くことはほとんどないと言う．地元地域の
幼稚園や小学校、障害者施設や病院などへ出向く活動はゼロではないが少なく、日本
の J リーグのような活動頻度ではない．ただし、ボルシア・ドルトムント FC では、
企業が社会に対して責任を果たし、社会とともに発展していくための CSR部署を設置
した．担当スタッフは 2 名で、クラブの基金を設立したり、選手が自発的に活動した
い社会貢献活動のアドバイスやアクティビティのプランニングをしている．ほとんど
のケースがクラブ側のプランニングではなく、選手の自発的活動が主となる社会貢献
活動だと言う．クラブのトップチームに所属するアフリカ出身の選手は、母国に対し
て貢献するための活動を行っている．選手の個人的な社会貢献活動にスポンサーがつ
くケースもあり、選手自身がそのようなスポンサーと直接連絡を取り合って企画を調
整していて、寄付者らの関係者たちとメール等のやり取りまで行っているようだ．ク
ラブの CSR担当者は学校訪問や病院訪問など、公共施設を選手が訪れる活動の調整を
主に行っている．ファン/サポーターとの交流イベントの企画運営はマーケティング部
署が担当しており、トップチームの選手たちが稼働する際には「それなりに活動する
意味を選手に説明しないといけない」ようで、そのほとんどがクラブのトップスポン
サー絡みによるイベントであるため営業系部署のスタッフが担当している．ドイツの
ブンデスリーガクラブは、社会貢献活動とファン交流の活動がはっきり区分されてい
1）
2） 滋慶学園からアイントラハト・フランクフルトFCの日本国内スカウティングをサポートする．
3）
表3−6：ブンデスリーガ「アイントラハト・フランクフルトFC」と東京スポーツ・レクリエーション専門学校（滋慶学園）との教育提携に関する内容
（出所）東京スポーツ・レクリエーション専門学校公式ホームページ
滋慶学園からスポーツトレーナー研修生がドイツで研修を行う．
アイントラハト・フランクフルトFCからトレーナー、コーチ等の特別講師を年1回招聘する．
アイントラハト・フランクフルトFCは滋慶学園のCLUB-TSRサッカースクールの運営サポートを行う．
滋慶学園がアイントラハト・フランクフルトFCの日本語版Webサイトを運営する．
東京スポーツ・レクリエーション専門学校公式Webサイトと相互リンクし、日本市場におけるブランド認知拡大に貢献する．
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ることがわかった．そしてファンとの交流のほとんどはスポンサーを対象にするもの
である． 
 J リーグおよび J クラブの場合はかなり状況が違う．第 2 章で既述したとおり、各
Jクラブは「地域密着」を掲げ、開幕当初からホームタウン活動と呼ばれる社会貢献活
動や選手とファン/サポーターの交流活動を積極的に行っているものの、地域密着を推
奨してきたのはリーグであり、リーグ主導で地域密着の理念を強く推奨してきた．一
方、ドイツではリーグが所属クラブに地域活動を推奨することはない．そして、ブン
デスリーガがクラブに対して「地域に根差したスポーツクラブ」を促す必要性がない
のは、プロクラブの母体組織が登記社団（e.V.）地域スポーツクラブだからである．母
体である e.V.はそもそも地域スポーツ振興のために存在している．トップチームであ
るプロクラブに地域スポーツ振興を期待する必要がないのだ. 
 
第４節 結論と考察（研究 2） 
 Jリーグが掲げてきた「地域密着」はドイツのような地域に根差したスポーツクラブを
目指し、地元の教育機関などとの社会連携を促すことを意味している．Jクラブはスポン
サー企業や地域住民、そして行政との連携を深める三位一体型のプロサッカークラブの
経営を心掛けてきた．しかし、Jクラブの原点はドイツであると明言してきたが、ドイツ
のブンデスリーガクラブは親会社が民間企業ではなく地域スポーツクラブである登記社
団 e.V.である．これは、日本の Jクラブの親組織が JSL時代からの引き継ぎで、民間企
業である J リーグとは大いに異なる点である．トップチームの組織だけではなく、J ク
ラブのほとんどがユースやジュニアユースなどの育成組織も同一法人で経営している J
リーグに対して、ブンデスリーガ 1 部クラブの多くは別法人化している．トップチーム
は民間資本と共同企業体を採用し、営利を目的とする資本会社にし、育成組織を登記社
団 e.V.で運営している．地域スポーツ振興を担う組織である育成組織や多種目のスポー
ツ活動はすべて登記社団 e.V.の傘下であり、その財源はクラブ会員費や公的助成金によ
るものであった．つまり、たとえトップチームと育成組織が e.V.という一つの法人の内部
にある場合でも、育成組織は外形上トップチームの傘下にあるわけではないのである．
換言すれば、プロサッカーチームのブンデスリーガクラブとその母体である e.V.は、それ
ぞれ法令や規約通りに「地域密着」を果たしている．これは、ドイツという国の特徴かも
しれないが、それぞれが属する組織の役割を完全に分担し、きめ細かなルール設定が重
んじられる企業形態をつくっている．川淵（2009）は、Jリーグを立ち上げるときにブン
デスリーガを参考にした理由を「なぜ、ドイツかというと、ドイツ人というのはきっち
り、それこそ隅から隅まで精査して、いろいろなルールを決める．それもヨーロッパで一
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番新しくできたプロリーグだから、イングランドなど他のプロリーグのいいところ取り
をした上で、ドイツらしい整然としたルールをつくっているに違いないと見込んだので
ある」と述べている． 
  日本では、Jリーグがスポーツ界に新たな価値観を「地域密着型経営」と唱え浸透させ
たのは間違いない．しかし、日本の「地域密着」という理念は、あくまでもサッカーが地
域に根付くためのスローガンであり、クラブ経営におけるコミュニケーションの手段で
あっただけである．日本はドイツの「地域密着」や「総合型スポーツクラブ」をイメージ
しているが、その実態は明らかに違っている．  
 
 
第４章 日本における地域スポーツ振興に関わる組織の概観と課題 
第１節 研究目的と方法 
 本章では、日本において地域スポーツ振興に積極的に取り組みはじめた組織について
検討しておきたい．特に、1993年の Jリーグ開幕以降に「地域密着」を志向するように
なったスポーツ組織を取りあげる． 
具体的には「企業スポーツ」「総合型地域スポーツクラブ」「地域密着を唱えた他のプロ
スポーツ」「大学」を取り上げ、これらが地域とどのような関わりを求めているのかを検
討する．そこから導き出されるのは、「Jクラブによる地域スポーツ振興」の「相対化」
である．地域密着というプロスポーツの新しい理念を浸透させてきた J クラブだが、地
域にはプロサッカークラブだけではない地域スポーツ振興組織が生まれているのである． 
そこで本稿では、主に J クラブ以外の「地域に根差すスポーツクラブ」を謳う組織の
概観を既存研究から明らかにし、地域スポーツ振興組織の現状と課題を明らかにしてい
く．本稿の構成は以下のとおりである． 
まずは、次節において、日本特有の企業型スポーツクラブの変遷を明らかにし、各競技
団体が「地域密着を志向する」ことになった背景に着目する．第 3 節では、国が生涯ス
ポーツ政策として始動させた「総合型地域スポーツクラブ」の実態を明らかにする．企業
が中心となって支え続けてきた日本スポーツ界に、行政が主導となった「地域密着」はど
のように育成されたのかを検討する．第 4節では、地域密着を標榜する「プロスポーツ」
が続々と誕生してきたが、理念と経営の乖離を各リーグとクラブのホームページを通じ
て概観を明らかにする．第 5 節は、もともとスポーツ振興組織が本業ではなかった「大
学」が研究教育機関の領域を超えて、「社会連携・社会貢献」に意欲的な地域スポーツ振
興組織化した要因を明らかにする． 
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また、武藤（2016）は J クラブが地域密着を標榜した 1993 年当時は民間のスポーツ
振興主体としてワン・アンド・オンリーであった、あるいは少なくともあろうとすること
が出来たのだが、同じ目的を持つ主体が相次いで登場したことによって相対化されたも
のの、地域で競争だけが生まれたのではなく協調関係も生まれてくるのではないかと示
唆している．本稿では上記の各団体による連携が地域で実際に行われているのかも明ら
かにすることを目的とした． 
 なお、研究にあたっては既存文献・資料の整理に加えて各団体に関するデータを収集
した．資料収集方法として、国立国会図書館サーチによる文献と論文、新聞記事などは日
経テレコン 21 や聞蔵ビジュアルといったオンラインデータベースから網羅的に各団体
の関連キーワードとした「企業スポーツ」「総合型地域スポーツクラブ」「bj リーグ」「F
リーグ」「非営利法人」「NPO法人」「大学のスポーツ振興活動」「大学と社会連携・社会
貢献」などを挙げ、関連するワードを網羅的に検索エンジンでピックアップした．分析方
法としては、収集した文献と資料の結果を基に、各団体の地域スポーツ振興活動に関す
る史実の分析を定性的な観点から行った． 
 
第２節 企業スポーツ 
第１項 現状と課題 
 第 2章で既述したように、Jリーグが開幕する以前は JSLと呼ばれるサッカーのト
ップリーグ（日本サッカーリーグ、以下 JSL）があり、JSL 加盟チームは日産自動車
サッカー部や松下電器産業サッカー部といった企業が保有するスポーツクラブであっ
た．これは、サッカーに限ったことではなく、種目を問わず多くのスポーツが「企業ス
ポーツ」として発展してきている．陸上競技、バスケットボール、バレーボールやラグ
ビーなど、日本国内の主要人気スポーツは企業スポーツ型であった．野球にはプロが
あるが、社会人野球も企業スポーツとして発展した． 
 企業がスポーツのチームを保有する、あるいはスポーツ選手を様々な形態で雇用す
る「企業スポーツ」は、少なくともエリートスポーツについては、日本とアジアの一部
にのみ見られるものである．高度経済成長を支えた日本企業が国内のスポーツ振興活
動に大きな貢献をしてきた．社員の福利厚生、求心力、広告宣伝などの目的で、多くの
大企業が複数のスポーツチームを保有し、大半の選手が「社員」としての雇用を保障
されてきたのである． 
 しかし、バブル経済の崩壊後に 90年代後半から 2000年代前半までの数年間で一気
に状況は変わった．有力な企業チームが休廃部となり、平野（2016）は日本のスポー
ツ界の構造自体を揺るがしかねない問題であると指摘し、1998年から 2002年の 5年
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間で 218 ものクラブが消滅していると報告している．また、218 の休廃部の内訳をみ
ると、社会人野球や都市対抗野球などの企業チームが 100 部以上を占めていたのであ
る．高橋（2014）は、社会人野球を統括する財団法人日本野球連盟が報告した企業チ
ーム数として「1963（昭和 38）年と 2010（平成 22）年の登録チーム数が 237チーム
から 83チームへと大幅に減少し、クラブチームとなった数は 76チームから 269チー
ムに増加している」と述べる．社会人野球は、企業チームから地域クラブ化への傾向
が顕著に表れていた．バブル崩壊後に多くの企業がスポーツチームを手放し、企業内
部でスポーツチームを保有する意義が問われるようになった．また、従来の企業スポ
ーツの特徴は、大企業の全国に広がる事業所や工場単位でチームが存在していたこと
である．しかし各事業所にあったチームは、例えば、新日本製鐵（現新日鐡住金）は大
阪堺市の堺製鐵所内の「新日鐵堺硬式野球部」が 1994年に休部し、同じく北海道室蘭
市にあった「新日鐵室蘭野球部」も同年休部が決定している．新日鐵堺野球部も室蘭
野球部もその後クラブチーム化し、現在では特定非営利活動法人 NOMO ベースボー
ルクラブ（元新日鐵堺野球部）、室蘭シャークス（元新日鐵室蘭野球部）として活動を
続けている．野球だけではなく、釜石製鐵所にあったラグビー部は現在「釜石シーウ
ェイブス RFC」として 2001 よりクラブチーム化している．そのほか、東芝は「岩手
東芝ラグビー部」を母体とする北上アスレチック＆ラグビー倶楽部を設立している．
日本体育協会がホームページで紹介している地域のスポーツクラブには企業スポーツ
から脱退した団体が多く登録されており、それぞれのクラブのホームページから「ス
クール会員の募集」や「スポンサーの募集」といった事業収入の確保に力を入れてい
る様子が把握できる．また、現在のところ同ホームページを見る限り、地域密着を掲
げている J クラブや大学などの教育機関と企業スポーツから転身した地域スポーツク
ラブとの連携は多くない． 
 
第２項 小括 
 90年代後半から企業チームは休廃部が相次ぎ、チームを存続させるために地域クラ
ブ化した．企業スポーツが衰退していく要因についてはいくつか考えられる．まずは、
スポーツを保有する企業のコミュニケーション戦略ツールとしての企業スポーツの位
置付けが変わったことである．武藤（2016）は、企業がスポーツを持つ目的が変化し
ていると指摘している．すなわち、企業がスポーツクラブを保有する目的は（1）ブラ
ンディング：企業や製品・サービスの広告効果を期待する（2）組織活性化：従業員や
取引先の一体感の醸成を期待する（3）地域貢献：コーポレート・シチズンシップの実
現を期待する、であるが、この 3 つの目的は企業がスポーツを保有しなくても他の手
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段によって達成できる．したがって、あくまでもスポーツは企業のコミュニケーショ
ンの“手段”であり、その位置づけは変化してきている．たとえば企業スポーツの広告露
出も近年マスメディアで大々的に取り上げられることは少なくなってきている．企業
のインナー・コミュニケーションを目的とする従業員や取引先の一体感の醸成は、プ
ロ野球や J リーグなどの各プロクラブが積極的にアクティベーションの企画運営を行
っており、スポンサー企業を巻き込んだコミュニケーション活動が新しいかたちで活
発化している．つまり、企業がスポーツクラブを保有する在り方ではなく、企業がク
ラブをスポンサードする方法へと変わってきている．  
 
第３節 総合型地域スポーツクラブ 
第１項 現状と課題 
文部科学省は1995年より「多世代」「多種目」「多志向」「自主運営」を前提と
したヨーロッパ型の総合型地域スポーツクラブを我が国のスポーツ政策の中心として
育成してきた．総合型地域スポーツクラブとは、人々が、身近な地域でスポ－ツに親
しむことのできる新しいタイプのスポーツクラブで、（1）子どもから高齢者まで
（多世代）、（2）様々なスポーツを愛好する人々が（多種目）、（3）初心者からト
ップレベルまで、それぞれの志向・レベルに合わせて参加できる（多志向）、という
特徴を持ち、地域住民により自主的・主体的に運営されるスポーツクラブを示してい
る（文部科学省、2016）．このような総合型地域スポーツクラブは、地域基盤や公
共性・公益性を前提とし、非営利で住民への運動やスポーツ活動の機会を提供するこ
と、また、クラブは会員制度による自主運営のもと、会員の世代間や種目間の交流が
可能な運営を目指している． 
国が定める総合型地域スポーツクラブの定義にはJリーグの活動方針と類似してい
る部分がある．まず、Jリーグの理念は「豊かなスポーツ文化の振興及び国民の心身
の健全な発達への寄与」とされており、活動方針は「地域の人々にJクラブをより身
近に感じていただくため、クラブ施設を開放したり、選手や指導者が地域の人々と交
流を深める場や機会をつくっていきます」「サッカーだけでなく、他のスポーツにも
気軽に参加できるような機会も多くつくっていきます」「障害を持つ人も一緒に楽し
めるスポーツのシステムをつくっていきます」とJリーグの活動概要に理念として掲
げる地域密着の意味を記している．つまり、ドイツ型の地域スポーツクラブをモデル
としていることがわかる． 
一方、埼玉県本庄市と群馬県藤岡市を中心に活動するNPO法人神流川スポーツク
ラブは「文部科学省が推奨する総合型地域スポーツクラブとはいつでも・どこでも・
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だれでも継続的にスポーツに親しめる環境づくりに力を入れ、地域に根ざした自主運
営型・複合型スポーツクラブのことです．クラブの主役は私達“地域住民”です．“地域
住民”が豊かなスポーツライフを創りだし、発展させ、生涯スポーツを実践すること
が目的です．また、スポーツ活動を基本に文化的活動や様々なイベントなども取り入
れ、会員同士の交流の場を提供するなど、ヨーロッパ型スポーツクラブを目指してい
ます」とクラブの公式ホームページに記している．Jクラブが誕生してから、地域に
は国のスポーツ政策によりJクラブ以外の地域スポーツ振興団体が表れてきているの
である．スポーツ庁が2016年3月に発表した「総合型地域スポーツクラブの実態調査
結果概要」によると2015年7月現在、全国では1,407の市区町村（1,741市区町村中）
においてクラブが設立（創設及び創設準備を含める）されており、設立されているク
ラブ数は3,550クラブとなっている（図4-1）. 
 
 
 
平成 21 年度に行われた総合型地域スポーツクラブの有識者会議で取りまとめられ
た「今後の総合型地域スポーツクラブの在り方について-7つの提言-」によると総合型
地域スポーツクラブの 66.8％が会員の確保をクラブ運営の課題として挙げている.ま
た、会員確保はクラブの持続的な活動費として重要であり「会費・事業費・委託費」が
クラブの全体の収入に占める「自己財源率」を見てみると「91～100％のクラブが
25.4％（平成 26年は 20.7％）」と最も多く、続いて「71～90％のクラブが 17.3％（平
成 26年は 15.6％）」、「31～50％のクラブが 15.5％（平成 26年は 16.8％）」、「11
～30％のクラブが 14.9％（平成 26年は 18.1％）」となっている．全体の 43.5％（平
成 26年は 48.9％）のクラブは、自己財源率が 50％以下となっている（図 4-2）． 
図4-1:（出所）スポーツ庁「平成27年度総合型地域スポーツクラブ育成状況調査」
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また、図 4-3 を見ると、総合型地域スポーツクラブは活動の予算規模が小さいこと
もわかる．「自主運営」を重んじる活動方針を掲げているが、地域住民の参加が進ま
ず、会員数が伸びていないなど活動基盤をめぐる経営面の課題があると推察できる．
公益財団法人日本体育協会が行った調査報告書（注 4-1）によれば、総合型地域スポー
ツクラブの運営者を対象に「運営に対する会員の参画意識（図 4-4）」に関してWEB
調査した結果は半数以上（57％）が「絶対に関わりたくない（2％）、関わりたくない
（13％）、あまり関わりたくない（42％）」となっており、クラブに関わりたくない
旨の回答を選択している．地域住民が主体的に参画し、運営する総合型地域スポーツ
クラブの活動趣旨の周知・理解が十分に図られていないことがわかる． 
 
 
 
図4-2：（出所）スポーツ庁「平成27年度総合型地域スポーツクラブに関する実態調査結果」
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図4-3：(出所）スポーツ庁「平成27年度総合型地域スポーツクラブに関する実態調査結果」
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富本ら（2015）は、総合型地域スポーツクラブの収入は会費が中心となっているた
め、行政や学校、自治会、企業等商工関係者を含む地域関係者との日頃の連携や協力
関係の構築が重要であると指摘している．また、内藤（2006）によれば、総合型地域
スポーツクラブの経営をめぐる問題として「連携不足」や「過度の行政依存」「運営・
マネジメントのマニュアルが確立していない」という問題点があげられている． 
 
第２項 小括 
我が国は「地域に根差したスポーツクラブ」を始動させ、全国の地域にスポーツク
ラブが増えている．  
しかし、総合型地域スポーツクラブの課題として以下の点を挙げることができる．
第一に、地域に存在するスポーツ振興組織との連携不足が挙げられる．これについて
は、はじめに「地域に根差したスポーツクラブ設立」ありきで新しい団体が育成され
ていく中で、これまで地域スポーツ振興を担ってきた中核団体であるスポーツ少年団、
または学校といった既存のスポーツ振興組織とコミュニケーション不足が生じている
クラブが多い．つまり、連携不足から総合型地域スポーツクラブという新しい仕組み
に対して地域住民から理解を得ることが困難になっている状況が続いている．  
第二に挙げられるのは、経済的に自立していない組織であるために「過度の行政依
存体質」になっているという点である．地域住民の積極的な参加や運営が見られず、
クラブの経営を避けているケースが目立っている．内藤（2006）は、多くのクラブが
行政依存から抜け出せず、運営に関しても事務作業等を行政職員に任せてしまったり、
事務局自体を行政に任せている現状を指摘している． 
第三には、全国 3,000以上ものクラブが設立されてきたが、約 2割の団体しか法人
図4-4：（出所）日本体育協会「持続可能な総合型地域スポーツクラブを目指して」
（2015）
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化していない状況に加え、各クラブの事業規模も決して大きくはない、したがって予
算規模が小さく、どうしても運営資金は助成金に頼らざるを得ない組織になってしま
っていることである．例えば、スポーツ振興くじ助成金交付額が一番多いのが「総合
型地域スポーツクラブ活動助成」である（注 4-2）が、図 4-5をみるとスポーツ振興く
じの売上金は近年横ばいであることがわかる．スポーツ振興くじの売上は右肩上がり
ではなく、制度の危機的状況もあった．発足した当初は 642億円（平成 13年）ほどあ
ったものが、翌年には 360億円（平成 14年）、2003年には 198億円（平成 15年）に
まで激減したこともある．つまり、スポーツ振興基本計画の新たな財源確保を目的（注
4-3）として 2001年より発足した「スポーツ振興くじ」は、決して安定した助成財源
ではなかったのである．  
 
 
 
図4-5：（出所）日本スポーツ振興センター　2016
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図4-6：(出所）スポーツ白書2014/日本スポーツ振興センター2016
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第４節 地域密着を唱える他のプロスポーツ 
第１項 bjリーグ（バスケットボール） 
 2005年に開幕した日本プロバスケットボールリーグ（以下、bjリーグ）は、Jリー
グと類似した活動方針を掲げていた．日本のバスケットボールを活性化することによ
り、プロフェッショナルでエンターテイメントあふれるプレーを魅せる興行を目指し、
地域社会におけるスポーツ文化の向上と国際化に貢献することを理念としている（注
4-4）．例えば Jリーグが採用していた「チーム名は企業名を入れないで地域を入れる」
ことであったり、クラブが活動する地元地域を「ホームタウン」と呼ぶことも bjリー
グは取り入れていた．bj リーグは日本初となるプロバスケットボールリーグとして誕
生して、地域スポーツ振興を理念とするリーグであるが、これには日本のバスケット
ボール界の歴史を振り返る必要がある． 
 1967年に財団法人日本バスケットボール協会（現公益社団法人日本バスケットボー
ル協会．以下、JBA）が主催する日本バスケットボールリーグ（バスケットボール日本
リーグ、2001年よりスーパーリーグに名称変更）がスタートした．しかし、前述した
とおり日本ではトップレベルのリーグは「実業団リーグ」として形成されていたため、
バブル崩壊後に多くの企業チームは休廃部となり、バスケットボールも企業が手放し
たクラブは解散、もしくは親会社を持たないクラブチームという形で活動を続けるこ
とになった．そのような状況を見て、当時のバスケットボール日本リーグ 1 部のスー
パーリーグに参加していた「新潟アルビレックス（元大和証券バスケットボール部、
現新潟アルビレックス BB）」と 2部リーグに参加していた市民資本のクラブチーム「さ
図4-7：（出所）日本スポーツ振興センター2016
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いたまブロンコス」がこれまでの実業団リーグの運営に反発してJBAを脱退している．
Jクラブのアルビレックス新潟のメインスポンサー企業でもある NSGグループ（学校
法人新潟総合学院）が大和証券バスケットボール部を引き継いだこともあり、新潟ア
ルビレックスの JBA 脱退は「地域密着型経営の bj リーグ」を誕生させたきっかけと
なった． 
 1993 年に同じ実業団リーグのサッカーがプロ化したことを機に、JBA は既存のリ
ーグのプロ化を視野に入れ、独立採算組織の「バスケットボール日本リーグ機構（以
下、JBL）に改組した．その後、NBLと bjリーグの 2リーグが並存する状態の是正を
国際バスケットボール連盟（以下、FIBA）から強く指摘を受けたことを機に、2013年
からナショナル・バスケットボールリーグ（以下、NBL）に再改組して両リーグ統合
を視野に入れた新しいトップリーグを設立することに努めたが、bj クラブの千葉ジェ
ッツのみが NBLに参加しただけで両者の歩み寄りは着地しなかった．その結果、2014
年に FIBAが JBAの会員資格を停止している． 
 2015年、このような状況を打破するために、実業団リーグをプロ化して地域密着型
経営を志向する J リーグを発足させた「川淵三郎氏（当時は日本サッカー協会最高顧
問）」を JBAに招聘し、ジャパン・プロフェッショナル・バスケットボールリーグ（以
下、JPBL）が誕生した．JPBLは日本の男子プロバスケットリーグとして発足し、通
称「B リーグ」という名で新たに 2016 年 9 月よりスタートしている．なお B リーグ
の運営法人は一般社団法人ジャパン・バスケットボールリーグとされ、従来型の企業
チームもホームタウン制を導入し、企業名と本拠地の地域をチーム名に入れることを
義務づけている．クラブも企業内組織であったものは別法人化されている．また、Bリ
ーグの公式ホームページ（2016）によると、企業名が入っているチームも混在するが、
公式的なチームの呼称は「地域名のみ」としている．Bリーグ立ち上げについて、JBA
の改革を指導するタスクフォース（特別チーム）は「地域に根差すというのがキーワ
ード（日本経済新聞．2015年１月 29日）」と述べており、Jリーグの理念を持ち込む
考えを示したのである． 
 bj リーグは、試合開催に伴う興行権は各地の都道府県協会へ譲渡され、地方協会は
試合開催費を負担する代わりに入場料収入などの興業収入を協会が得て、収益を運営
資金へ充当するというアマチュアリーグの仕組みを否定してきた．チーム活動費を親
会社に依存し続けるのではなく、自ら事業資金を稼ぎ、プロとして活動できる環境に
努めたが、結果的にbjリーグは経営が安定したプロリーグにはならなかった（図4-8）．  
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 11年続いた bjリーグだが、コミッショナーの河内敏光氏は日本経済新聞の取材に対
して「やり残した課題は、アリーナ建設のための地域行政への働きかけができなかっ
た（日本経済新聞．2016年 5月 14日）」と述べていた．また、選手の引退後のキャリ
ア支援を含めた教育機関との連携による制度設計もできなかった． 
 bj リーグは、J リーグが地域行政と連携してサッカー専用スタジアムの建設や既存
の競技場改築を成功させていることに着目した．リーグが掲げる「地域密着」やバス
ケットボールの競技特性を活かした「エンターテイメント性重視」といった方針には
専用アリーナが必要であったが、ほとんどのクラブが既存の体育施設を周る「巡業制」
という状況は改善されなかった． 
 Jクラブで積極的に取り組んでいた「教育機関との連携」も bj リーグでは課題が残
った．河内コミッショナーが述べているように、育成組織やトップチームの選手が地
元の教育機関と連携する体制は全体的に整っていない．表 4-1 を見てわかるように、
一部の bjクラブが大学とパートナー契約を締結しているものの、ほとんどが広告露出
を主目的とし、また専門学校が多い．専門学校の場合、学校の広告宣伝がスポンサー
契約の主な目的となっている． 
 
図4-8：bjリーグの一試合当たりの平均入場者数の推移
2,078
2,486
2,299
2,174
1,714
1,521 1,548 1,516
0
500
1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
2005-2006
（6）
2006-2007
（8）
2007-2008
（10）
2008-2009
（12）
2009-2010
（13）
2010-2011
（16）
2011-2012
（19）
2012-2013
（21）
（人）
（）はクラブ数
 60 
 
 
第２項 Fリーグ（フットサル） 
 2007年 9月、日本サッカー協会の日本フットサル連盟によって新設されたフットサ
ルの全国リーグ「F リーグ」が開幕した．8 クラブからスタートした F リーグは現在
12 クラブまで増えており、2015−2016 シーズンは 232,295 人の総入場者数を記録し
た．開幕当初から比較すると約 1.5倍増加している（図 4-9）．また、図 4−10は、Fリ
ーグの開幕年から 2015−2016 シーズンまでの年度別平均観客動員数を表したもので
ある．開幕した 2007−2008シーズンから 2年目の 2008−2009シーズンまでは動員数
を増やしたが、3年目以降は徐々に減り続けている．2012−2013シーズンについては、
2012 年にタイで開催された FIFA フットサルワールドカップの影響だと推察できる．
フットサルの話題がマスメディアを通じて多く、同大会では横浜 FC 所属の三浦知良
選手がフットサル日本代表に招集され出場している．フットサル日本代表選手として
出場するため、三浦選手は F リーグクラブのエスポラーダ北海道で選手登録を行って
おり、F リーグ公式戦にも出場しているため、観客動員にも影響したのだと考えられ
る．J リーグの選手が F リーグの選手としてフットサルに参戦するのは初めてのケー
クラブ名
学校法人片柳学園 国際教養大学
シルバーパートナー
学校法人菅原学園
シルバースポンサー
富山国際大学 学校法人　和楽学園
オフィシャルチームパートナー オフィシャルチームパートナー
産業能率大学
オフィシャルスポンサー
静岡医療科学専門学校 愛知大学
プラチナスポンサー ブロンズスポンサー
びわこ成蹊スポーツ大学
ACADEMIC　PARTNERS
森ノ宮医療大学 追手門学院大学 近畿医療専門学校 大阪産業大学　スポーツ健康学科
オフィシャルスポンサー
＆アカデミックパートナー
オフィシャルスポンサー
＆アカデミックパートナー
オフィシャルスポンサー
＆アカデミックパートナー
アカデミックパートナー
中村学園大学
オフィシャルスポンサー
応援自販機設置企業団体
八戸学院大学
ブロンズパートナー
大学・専門学校などの教育機関
学校法人高南学園
グラウジーズ法人クラブ
新潟医療福祉大学
NIIGATA ALBIREX BB OFFICIAL WEAR SPONSOR
仙台大学
ブロンズスポンサー
専門学校沖縄中央学園
オフィシャルパートナー
京都医健専門学校
スペシャルスポンサー
学校法人西大和学園 白鳳短期大学
サポートカンパニー
福岡医県専門学校
オフィシャルスポンサー
無し
無し
無し
無し
無し
無し
無し
無し
無し
甲賀健康医療専門学校
自販機パートナー
星槎大学
ブロンズスポンサー
関東学院大学
オフィシャルスポンサー
無し
無し
表4-1：bjリーグクラブと教育機関のパートナーシップ
（資料）各クラブホームページから著者作成
新潟アルビレックスBB
富山グラウジーズ
信州ブレイブウォーリアー
群馬クレインサンダーズ
青森ワッツ
岩手ビッグブルズ
秋田ノーザンハピネッツ
仙台エイティナイナーズ
琉球ゴールデンキングス
金沢武士団
浜松・東三河フェニックス
滋賀レイクスターズ
京都ハンナリーズ
大阪エヴェッサ
大分・愛媛ヒートデビルズ
福島ファイヤーボーンズ
埼玉ブロンコス
東京サンレーヴス
横浜ビー・コルセアーズ
バンビシャス奈良
島根スサノオマジック
広島ライトニング
高松ファイブアローズ
ライジング福岡
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スであった． 
 
 
 
 F リーグは J リーグ同様に地域密着を標榜している．F リーグの公式ホームページ
（2016）によると、Fリーグが目標とする 5 つのキーワードの中に「仲間と喜びを分
かち合うリーグに」を掲げ、「リーグおよび、各クラブは、ホームタウンと良好な関係
を構築することに努め、強いリーグ組織を築くことを目指すことで公共施設などでの
図4-9：（出所）Fリーグ公式ホームページ
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図4-10：（出所）Fリーグ公式ホームページ
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フットサルの地位を高めると同時に、メリットを還元することを志向する．そのこと
の表れとして、各クラブはホームタウン名をクラブ名に冠することとする（注 4-5）」
としている．つまり、Jリーグをモデルとしたホームタウン制を敷き、チーム名称に企
業名を入れることを禁止している．日本フットサル連盟は、日本サッカー協会の下部
組織でもあり、当然サッカー界が築き上げた「地域密着」という理念は怠らず、各クラ
ブにもホームタウン活動を推進していた． 
しかし、フットサルも地域密着を志向させスタートさせたトップリーグではあるが、
各クラブの地域活動に関する情報発信の実態は表 4−2 のようになっている．多くの J
クラブはクラブの公式ホームページ上で「ホームタウン活動」のアイコンがトップペ
ージに表示されており、地域密着を標榜したクラブのメッセージや活動報告が詳細に
アップデートされている．しかし一方で、F リーグクラブは J クラブとは違い、ほと
んどのクラブが公式ホームページを通じてホームタウン活動および地域貢献活動のレ
ポートをクラブ側が積極的に行っていない．F リーグ 12 チーム中、わずか 4 クラブ
（仙台、浦安、名古屋、大分）のみがトップページに「ホームタウン活動」を強調する
アイコンを出しているだけである．府中アスレティックは、地域貢献活動の実績を一
覧化した PDFファイルが存在するが、簡略された文字だけの記録で写真がないレポー
トであった．他のクラブは、NEWSリリースで報告する程度でホームタウン活動をま
とめたページは存在していない． 
Fリーグクラブは、ホームタウン活動を「フットサルクリニック」としているクラブ
が多く、ほとんどのクラブがフットサルのスクールビジネスに力を入れていると考え
られる． 
 
 
 
 また、F リーグの「教育機関との連携」については表 4−3のとおりで、クラブのオ
フィシャルスポンサーおよびパートナー契約を締結している大学は千葉経済大学（バ
クラブ名 法人名
公式HPトップに
活動のまとめページ有無
補足情報 ホームタウン活動の内容
エスポラーダ北海道 一般社団法人エスポラーダ北海道スポーツクラブ × ホームタウン活動のまとめページは無し 特になし
ヴォスクオーレ仙台 株式会社ヴォスクオーレ仙台 ○ ホームタウン活動のレポートは充実している 地元の地域イベントに選手が参加する傾向にある
バルドラール浦安 浦安スポーツネットワーク株式会社 ○ ホームタウン活動のレポートは充実している 地域の幼稚園と保育園への巡回指導が多い
フウガドールすみだ 株式会社風雅プロモーション × ホームタウン活動のレポートはNEWSリリースのみ 小学生向けフットサル教室の開催が多い
府中アスレティックFC NPO法人府中アスレティックフットボールクラブ × クラブ概要→普及活動のページ内で活動実績を掲載 地元の地域イベントに選手が参加する傾向にある
ペスカドーラ町田 株式会社CASCAVEL FUTSAL CLUBE × ホームタウン活動のまとめページは無し フットサルクリニックを単発で開催している
湘南ベルマーレ NPO法人湘南ベルマーレスポーツクラブ × 小田原日記のページ内で一部ブログ形式にてレポート フットサルクリニックを単発で開催している
アグレミーナ浜松 株式会社AGREY × クラブ概要→ホームタウン活動のページで詳細を掲載 フットサルクリニックを単発で開催している
名古屋オーシャンズ 名古屋オーシャンズ株式会社 ○ ホームタウン活動のまとめページは無し フットサルクリニックを単発で開催している
シュライカー大阪 ハマダ株式会社シュライカー大阪 × ホームタウン活動のまとめページは無し フットサルクリニックと指導者向け講習会を実施している
デウソン神戸 デウソン神戸（クラブの独立した法人格不明） × ホームタウン活動のまとめページは無し フットサルクリニックを単発で開催している
バサジィ大分 株式会社大分スポーツプロジェクト ○ 「学校訪問」をトップページで紹介 地元の小学校や幼稚園などで巡回指導を行っている
表4-2：Fリーグクラブの公式HPトップページに「ホームタウン活動」の情報有無
（資料）各クラブホームページより著者作成
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ルドラール浦安）、明海大学（バルドラール浦安）、大阪経済大学（シュライカー大阪）
の 3大学 2クラブのみであった．シュライカー大阪のオフィシャルサプライヤーであ
る関西医療大学はチームトレーナーを派遣している．専門学校と F リーグクラブとの
連携は盛んに行われており、北海道メディカル・スポーツ専門学校、専門学校北海道
体育大学校、札幌スポーツ＆メディカル専門学校（いずれもエスポラーダ北海道）、仙
台リゾート＆スポーツ専門学校（ヴォスクオーレ仙台）、東京スポーツ・レクリエーシ
ョン専門学校（バルドラール浦安）、浜松情報専門学校、HMC専門学校浜松治療院（い
ずれもアグレミーナ浜松）、学校法人電波学園（名古屋オーシャンズ）、森ノ宮医療学
校専門学校（シュライカー大阪）といったスポーツ系の専門学校と契約している．こ
のように専門学校との連携が多い F リーグクラブだが、各教育機関とどのような活動
を連携しているかは各 F クラブのホームページを見た限りでは把握しにくい．その理
由として、既述したとおり F リーグクラブはホームタウン活動のレポートが少ないた
めである．Jクラブの場合、教育機関との連携に限らず、ホームタウン活動は多様化し
ているためクラブのホームページで報告する情報量が多い．そのため、Jクラブと連携
している学校の人的交流や施設を開放したスポーツ振興活動の様子が把握できた（第
2章参照）が、Fリーグクラブは外部へホームタウンでの活動を発信する情報量が少な
い．換言すると、F クラブは J クラブと比較すると同じ地域密着を掲げたスポーツク
ラブとして「地域との連携」が深化していっているとは言えないだろう． 
 
 
 
クラブ名
エスポラーダ北海道
北海道メディカル・スポーツ専門学校
（オフィシャルパートナー）
専門学校北海道体育大学校
（オフィシャルパートナー）
札幌スポーツ＆メディカル専門学校
（オフィシャルパートナー）
ヴォスクオーレ仙台
仙台リゾート＆スポーツ専門学校
（ブロンズスポンサー）
バルドラール浦安
千葉経済大学
（オフィシャルスポンサー）
東京スポーツレクリエーション専門学校
（オフィシャルスポンサー）
明海大学
（オフィシャルスポンサー）
フウガドールすみだ 無し
府中アスレティックFC
東京外国語大学チアリーディング部
（協力大学）
ペスカドーラ町田 無し
湘南ベルマーレ 無し
アグレミーナ浜松
浜松情報専門学校
（クラブスポンサー）
HMC専門学校浜松治療院
（クラブスポンサー）
名古屋オーシャンズ
学校法人電波学園
（サポートカンパニー）
シュライカー大阪
大阪経済大学
（オフィシャルスポンサー）
森ノ宮医療学校専門学校
（オフィシャルスポンサー）
関西医療大学
（協力大学）
デウソン神戸
クラーク高校フットサルコース
（プレミアムスポンサー）
バサジィ大分 無し
表4-3：Fリーグ全クラブと教育機関のパートナーシップ
（資料）各クラブホームページから著者作成
大学・専門学校の教育機関
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第３項 Jクラブの非営利活動法人 
 第 3 節で述べたように、我が国では 2000 年のスポーツ振興基本計画が策定されて
から国内全域に総合型地域スポーツクラブが広がりを見せている．企業スポーツのチ
ームも親会社による休廃部決定後、一部のトップレベルのチームは非営利法人を立ち
上げ、存続させるために総合型地域スポーツクラブとして活動している． 
そのような中で、J クラブでも複数の種目を持つ非営利法人の総合型地域スポーツ
クラブが設立されていき、トップチームとは別会社として 2000 年以降活発に設立さ
れている事例がある． 
表 4−4のように、現在は 19 の J クラブが傘下に非営利法人を設立し、アカデミー
組織（ユース、ジュニア、ジュニアユース）や複数の競技種目を持つ組織となってい
る．それらの形態は主に「NPO法人」か「一般社団法人」となっている．なお、モン
テディオ山形はトップチームの株式会社モンテディオ山形の筆頭株主が「公益社団法
人山形県スポーツ振興 21世紀協会（49％）」となっているため、クラブのアカデミー
組織は母体である同公益社団法人が運営している． 
 
 
 
各クラブが非営利法人をトップチームとは別に設立する目的はいくつか考えられ
る． 
Jクラブ名 法人名 事業内容 設立
レノファ山口 NPO法人レノファ山口スポーツクラブ アカデミー、サッカー、フットサル、テニス、ソフトテニス 1997年
モンテディオ山形 公益財団法人山形県スポーツ振興21世紀協会 アカデミー、女子駅伝 1998年
トップチーム、アカデミー、サッカー、テニス、
バスケットボール、バドミントン、フットサル、ヨガ
アカデミー、ビーチバレー、トライアスロン、サイクルロード、
フットサル、ラグビー、ビーチサッカー、フィットネス
アカデミー、サッカー、チアリーディング
タッチラグビー、ダンス
サッカー、バレーボール、ハンドボール、バドミントン
ソフトテニス、陸上、ホッケー、野球
松本山雅FC NPO法人松本山雅スポーツクラブ アカデミー 2004年
ファジアーノ岡山 NPO法人岡山ヒューマンスポーツクラブ サッカー、ウォーキング 2004年
バレエ、卓球、ソフトテニス、ヨガ、体操
ダンス、エアロビクス、ゴルフ、チアリーディング
サッカー、バドミントン、健康促進、グランドゴルフ
バスケットボール、卓球
セレッソ大阪 一般社団法人セレッソ大阪スポーツクラブ アカデミー、サッカー、ランニング 2010年
東京ヴェルディ 一般社団法人東京グリーンスポーツリンク フットサル、バレーボール、トライアスロン 2011年
SC相模原 NPO法人スポーツクラブ相模原 アカデミー 2011年
ヴィッセル神戸 一般社団法人ヴィッセル神戸スポーツクラブネットワーク サッカー、ランニング、運動能力向上 2011年
ザスパクサツ群馬 NPO法人ザスパスポーツクラブ アカデミー、サッカー、健康促進 2012年
横浜FC 一般社団法人横浜FCスポーツクラブ サッカー、チアリーディング、ヨガ、卓球 2012年
アルビレックス新潟 一般社団法人オールアルビレックス 運動能力向上、フィギアスケート、ヨガ 2013年
アカデミー、ソフトボール、バレーボール、トライアスロン、
テニス、ソフトテニス、硬式野球、ペタンク
アカデミー、サッカー、チアリーディング、カヌー
ハイキング、スキー、スノーボード、健康促進
（資料）各クラブホームページより著者作成
V・ファーレン長崎 一般社団法人V.V.NAGASAKIスポーツクラブ 2014年
北海道コンサドーレ札幌 一般社団法人コンサドーレ北海道スポーツクラブ 2014年
カマタマーレ讃岐 NPO法人カマタマーレスポーツクラブ 2006年
アビスパ福岡 NPO法人筑後総合スポーツクラブ 2007年
FC町田ゼルビア NPO法人アスレチッククラブ町田 2003年
サンフレッチェ広島 NPO法人広島トップスポーツクラブネットワーク 2004年
表4-4：Jクラブが傘下の非営利法人 総合型地域スポーツクラブ　
Y.S.C.C NPO法人横浜スポーツ＆カルチャークラブ 2002年
湘南ベルマーレ NPO法人湘南ベルマーレスポーツクラブ 2002年
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まずは、表 4−4の Jクラブ一覧を見ると、そのほとんどが親会社を持たないクラブ
である．もともとクラブの母体組織がスポーツ振興を目的とする非営利法人のクラブ
チームであったクラブが多い．例えば、Jリーグ加盟前の組織でレノファ山口は「NPO
法人山口アスレチッククラブ」、モンテディオ山形は「公益財団法人山形県スポーツ振
興 21世紀協会」、Y.S.C.Cは「NPO法人横浜スポーツ＆カルチャークラブ」、FC町田
ゼルビアは「NPO法人アスレチッククラブ町田」、カマタマーレ讃岐は「NPO法人カ
マタマーレスポーツクラブ」、松本山雅 FC は「NPO 法人アルウィンスポーツプロジ
ェクト」、V.ファーレン長崎は「NPO 法人 V.ファーレン長崎スポーツコミュニティ」
などである． NPO法人湘南ベルマーレスポーツクラブを立ち上げた眞壁潔氏（2013）
によると「ホームタウンにトップチームの成績や経営に左右されないベルマーレの下
部組織をつくることで、スクール生やジュニアチーム所属の子たちが安心してサッカ
ーができる環境を整備するためだ」と別法人化した意義を述べていた．つまり、アカ
デミーと呼ばれる育成組織には地域の子どもたちにとってクラブの経営に大きく影響
する「戦績による経営不振」を回避することで環境を維持する目的がある．また、Jク
ラブで設立している非営利法人の特徴として、トップチームのスポンサーでない企業
が非営利組織の法人賛助会員となっていることがあげられる．例えば、湘南ベルマー
レの NPO法人はトップチームとは違う法人賛助会員が多数存在している．他には、東
京ヴェルディのクラブスポンサーになっていない企業が、東京ヴェルディバレーボー
ルチームのスポンサーになっていたり、ヴィッセル神戸は一般社団法人ヴィッセル神
戸スポーツクラブに 11社（注 4-6）法人賛助会員が存在するが、このうちトップチー
ムのオフィシャルスポンサーになっていない企業は 5 社（注 4-7）である．換言すれ
ば、青少年スポーツの育成に特化したい、もしくは地元意識が強く教育支援的観点か
ら協賛したいスポンサーが存在するということだ．  
また、地域スポーツクラブ化することで助成金を受給できる組織にもなる．Jリーグ
ではアカデミー組織を保有することが義務付けられており、トップチーム以下の育成
組織の運営とサッカー以外の競技種目のチーム運営は「コスト」である．現在も、すべ
ての J クラブが総合型とはなっていないが、地域に根差したスポーツクラブを目指す
ため、あるいは J リーグの理念を全うするため「サッカー以外のスポーツの普及」や
「障害者スポーツの普及支援活動」に取り組んでいくには財源の確保が必要となる．
そのため、前述したように、多くの総合型地域スポーツクラブは運営資金に充当でき
る助成金を頼りにしているのだ．J クラブは育成や普及面の事業組織を非営利法人化
することでトップチームの「株式会社」では得られない資金を獲得できることになる． 
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第４項 小括 
地域密着を標榜してきた J リーグの各クラブは、日本でどこよりも早く地域に根差
したスポーツクラブの育成を表明してきている．Jリーグがはじめて「地域密着」とい
う斬新なブランドコミュニケーションを世に広めた団体であることはこれまで述べて
きたとおりである．開幕した当初の 1993年には、まだ企業スポーツも激減している状
況でもなく地域クラブ化は盛んではなかった．そして、国が主導する総合型地域スポ
ーツクラブの育成という政策も立ち上がっていない頃である． 
Jクラブはプロの組織として「経済的自立」を使命とし、営利組織としてのマネジメ
ント力が要求されるスポーツ振興団体である．そのような J クラブは、クラブが自ら
積極的に取り組んできたホームタウン活動を通じて「地域のスポーツ振興に努める団
体」としてブランドが浸透してきている．  
J クラブは非営利法人を設立することで、地域行政との連携強化やスポーツ振興く
じの助成金等を有効に活用できる組織となった．J クラブにとってはアカデミー組織
や多種目のスポーツチームは興行として成立しないため、トップチームと別法人化す
ることで新しい形態の「地域に根差したスポーツクラブ」を経営することができるの
である． 
スポーツ振興くじの助成金は、サッカーくじ投票によって得られた収益の３分の 1
を国庫に納付し（日本スポーツ振興センター法第 22 条）、3 分の 1 を地方公共団体ま
たは地方公共団体の出資もしくは拠出に係るスポーツ団体に対する資金の支給に充て
なければならない（日本スポーツ振興投票法第 21条）とされており、地域に根差した
スポーツクラブを目指す J クラブの非営利法人にとっては事業の活動資金になってい
る．  
 しかし一方で、2008年にスポーツ振興投票特別委員会では、いくら Jクラブが地域
に根差したスポーツクラブを目指して総合型スポーツクラブを運営しても「J2クラブ
はスポーツ振興くじの助成金がないと厳しい」という現状を指摘している（文部科学
省・スポーツ振興投票特別委員会議事録、2008）．親会社を持たないクラブが多い J2
リーグに所属する J クラブは、経済的自立をはかる組織のマネジメントに力を入れて
いく必要があり、トップチームのブランド力を向上させ、自己財源率を高める努力を
していかなければならないと指摘している．  
 
第５節 大学 
第１項 大学の地域重視と自己評価 
 近年、大学は社会連携、および社会貢献活動の意識が高まっている．私立大学をは
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じめ、国公立の大学が社会貢献につながる地域の様々な活動団体と連携を推進してお
り、大学内には社会連携と称した新しい専門部署を設けて積極的に関わる姿勢を見せ
ている．この背景については、1991年の大学設置基準の大網化以降、大学は自ら点検
および評価を行い、その結果の公表が必要となったため、「社会への説明責任が義務化
されたこと」が大きく影響していると考えられる．長谷川（2010）は、これに加え、
大学の質の保証に対する社会の関心が高まる中、外部から第三者評価を受けることが
求められるようになり、大学を評価する基準の「大学は、広く社会に貢献するために、
社会との連携と交流を配慮しなければならない」と記されていることが要因であると
指摘している． 
 日本の大学が社会連携に積極的な動きを見せ始めたのは、中央教育審議会が 2005年
に発表した「我が国の高等教育の将来像」の内容が影響している．中央教育審議会は
大学に対して、「大学の多様な機能と個性・特色の明確化」を出すように強調したので
ある．同審議会は、18歳人口が減少を続ける中、社会が多様化して学習者の様々な需
要に的確に対応するため、大学がそれぞれの位置づけや期待される役割・機能を十分
に踏まえた教育や研究を展開するとともに、個々の大学の個性・特色を活かした経営
戦略を明確にするべきだと述べている．また、大都市部における過当競争や地域間格
差の拡大によって教育条件の低下や学習機会に関する格差の増大を招くことのないよ
うな方策を講ずることは重要な課題であるとも述べている． 
 そして、中央教育審議会は 2005年より「社会連携」「社会貢献」を大学に推奨する
ようになり、文部科学省が定める学校教育法第 9章第 83条にも明記されている「大学
は、学術の中心として広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授研究し、知
的、道徳的及び応用的能力を展開されること」が目的とされた．それらを実現するた
めの教育研究を行い、その成果を広く社会に提供することにより、社会の発展に寄与
するものとしている．2005年 1月、文部科学省中央教育審議会が発表した「我が国の
高等教育の将来像」によると、18歳人口が減少して約 120万人規模で推移する一方で、
大学・学部等の設置に関する抑制方針が基本的に撤廃されたことにより、「進学率」の
指標としての有用性は減少し、主として 18歳人口の増減に依拠した高等教育政策の手
法はその使命を終え、「高等教育計画の策定と各種規制」の時代から「将来像の提示と
政策誘導」の時代へと移行すると述べている（文部科学省、2005）．教育、研究となら
ぶ「第三の使命」として、「より直接的な貢献」である社会貢献、地域貢献が求められ
るようになったのである（松宮、2011）． 
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第２項 地域社会における大学のスポーツ振興活動 
 松宮（2011）が述べるように、今日では大学が第三の使命を「より直接的な貢献」、
大学は積極的に社会連携や地域貢献活動を求められている．大学全入時代への突入（注
4-8）は、入学者が確保できない大学は消えていってしまうことを意味する．したがっ
て、全国にある大学は個性を明確にし、差別化をはかっていかなくてはならない．2005
年以降、前述したとおり大学は「社会連携、社会貢献」を義務化され、教育と研究に加
え新たな命題が誕生している． 
また、大学にとっては少子化問題のような、地域社会が抱える問題を広く捉えた社
会貢献が求められており、高齢者の割合が高まることによる「高齢者医療費の削減策」
といった分野にも教育機関として貢献していかなくてはならない．長谷川（2010）は、
これらの課題の解決として注目されているのが「地域スポーツ」だと述べている．大
学が地域スポーツ振興を通した社会に貢献する方法として、地域住民が健康維持に努
め、病気を未然に予防する活動は重要な社会貢献活動であると述べている．青少年ス
ポーツの育成環境に寄与するだけではなく、地域の医療費を抑制しようとする試みは
地域活性化につながり、大学が社会と連携する事業の役割としては大きいと考えられ
る． 
これまで大学運営の中での「スポーツ」の捉え方は、あくまでも課外活動の範囲を超
えることはなく学生自治内で行われてきた．また、学術的な教養教育、専門教育のほ
かに、クラブ活動やサークル活動としての「スポーツ」があり、人格形成のひとつの方
法だと位置づけられていた．しかし、現在では、スポーツを学問としてとらえ、スポー
ツを媒介とした地域連携の取り組みが多くなってきている（長谷川、2010）．例えば、
近年ではスポーツを経営学の視点から学ぶ「スポーツ経営」「スポーツマネジメント」
といった学部や学科が新設されており、スポーツを研究する専門領域が広がっている．
大学生たちはこれらの学問を通じて社会連携や社会貢献プログラムを学び、より実践
的なカリキュラムを修得できる大学を選んでいくのである．日本の大学におけるスポ
ーツ産業学の取り扱いの変遷を研究した及川ら（2008）によると、近年では「スポー
ツビジネス・マネジメント」系学科の増大が顕著であるとし、2003年から 2007年の
5 年間においてスポーツ産業学を学ぼうとする志願者数の変遷は「武道系（0.54 倍）」
は微減であり、「スポーツ系（1.15倍）」は横ばいであるが、「スポーツマネジメント系
（2.27倍）」は増加傾向が続いていると言う． 
このような大学側の変化によって、2000年以降、大学の地域スポーツ活動の取り組
みが活発となっている．2000年の保健体育審議会答申「スポーツ振興計画の在り方に
ついて‐豊かなスポーツ環境を目指して‐」では、「施設、人材等の面でスポーツに関
 69 
する豊富な資源を有している大学等の高等教育機関においては、学生のスポーツ活動
の充実はもとより、地域スポーツ振興に積極的に関わり、総合型地域スポーツクラブ
の育成に参画することが期待される」と示されている（注 4-9）．具体的には表 4-5の
ようになっており、大学は施設開放と人的資源の提供により、地域スポーツ振興に取
り組んでいる． 
 
 
 
第３項 小括 
 スポーツを媒介とする大学と地域の連携は、大学側の積極的な歩み寄りによって変
化してきている．これは、単に歩み寄っているという表面的なことではなく、前述し
たように大学は地域スポーツ振興に関わる形態を実際に変えてきたのだ． 
大学は「自己評価」を求められ、その評価基準の項目に「社会連携・社会貢献」が含
まれたことで、方法は任意であるが、スポーツに力を入れている大学では、その大学
大学名 クラブ名 設立 都道府県
福島大学 福島大学スポーツユニオン 2001年 福島県
群馬大学 群大クラブ 2002年 群馬県
流通経済大学 クラブ・ドラゴンズ 2002年 茨城県
早稲田大学 WASEDA CLUB 2003年 東京都
東京学芸大学 学芸大クラブ 2003年 東京都
びわこ成蹊スポーツ大学 BIWAKO SPORTS CLUB 2003年 滋賀県
筑波大学 筑波ユナイテッド 2005年 茨城県
横浜国立大学 YNUスポーツアカデミー 2005年 神奈川県
国士舘大学 多摩ウェルネス・センター 2005年 東京都
東亜大学 コミュニティクラブ東亜 2005年 山口県
愛媛大学 愛媛大学総合型地域スポーツクラブ 2006年 愛媛県
鹿屋大学 NPO法人鹿屋大学 2006年 鹿児島県
岩手大学 岩手大学スポーツユニオン 2007年 岩手県
北翔大学 スポルクラブ 2007年 北海道
大阪教育大学 大阪教育大学スポーツクラブ 2007年 大阪府
大阪商業大学 大阪商業大学スポーツセンター 2008年 大阪府
京都教育大学 KYO2クラブ 2008年 京都府
大阪産業大学 いきいき大東スポーツクラブ 2009年 大阪府
法政大学 NPO法人法政クラブ 2010年 東京都
東海大学 東海大学健康クラブ 2010年 神奈川県
同志社大学 京たなべ・同志社地域スポーツクラブ 2010年 京都府
尚絅学院大学 尚絅学院大学総合型地域スポーツクラブ絆・KIZUNA２ 2012年 宮城県
日本福祉大学 みはまスポーツクラブ 2012年 愛知県
京都文教大学 京都文教大学地域スポーツクラブ 2012年 京都府
新潟医療福祉大学 オールアルビレックススポーツクラブ 2013年 新潟県
帝京平成大学 帝京平成大学アカデミー 2013年 千葉県
日本女子体育大学 ニチジョクラブ 2015年 東京都
（資料）各クラブ及び大学ホームページより著者作成
表4-5：大学を基盤とする総合型スポーツクラブ一覧　
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の個性を活かした方法で住民へのスポーツ指導やスポーツ実施率を上げる機会を提供
し、地域交流や社会問題の解決に貢献している．今や大学にとって社会連携と社会貢
献がいわば義務化され、大学にとっては地域スポーツ振興活動を“業務外”と位置付け
ることはできず、実質的に地域スポーツ振興は本業になっていると言えるだろう． 
 
第６節 結論と考察（研究 3） 
 研究 3では、日本における地域スポーツ振興を担う組織について検討してきた．1993
年からプロサッカーは企業スポーツ組織から脱却し、ドイツの「地域密着型」を目指して
きた当初は、地域スポーツ振興を担う民間組織は Jリーグのクラブだけであった（武藤、
2016）が、その環境も次第に変化していき、地域密着を標榜する Jクラブ以外のスポー
ツ組織が現れてきていた．地域住民を顧客として考え、スポーツ参加というサービスを
提供する主体が多数散在してきている． 
日本国内におけるトップレベルのスポーツを支え続けてきた企業スポーツの多くは休
廃部となり、結果的に企業チームは存続をかけて「地域に支援を求めた」のである．この
ように、トップレベルのスポーツ組織の「地域化＝クラブ化」は、親会社からの支援を一
方的に打ち切られる傾向が強くなってきたため、地域に支援を求めざるをえない状況に
なったからだ．1社に経営を依存する体制ではなく、広く地域に支援者を求めなければチ
ームの存続は厳しかったからであろう．だが、地域に支援を求めるにせよ、まずはクラブ
が独立した会社となるため経営をしなくてはならない．地域クラブにとって財源確保は
死活問題である． 
国のスポーツ政策によって育成されてきた総合型地域スポーツクラブも同じである．
クラブの数だけ見れば「普及している」と言えるが、各クラブの経済的自立は大きな課題
の一つであった．NPO法人などを立ち上げて予算規模を拡大し、事業を発展させていく
経営努力も現在のところあまり見られない．助成金頼みの運営で、クラブ自体の自己財
源率も低い団体が多い．いずれも地域スポーツ振興を目的とする地域密着型のスポーツ
クラブであるものの、住民の参画意欲は決して高くはない組織であると言えよう．もち
ろん、これまでのスポーツが学校や企業といった組織に依存しすぎてきた体制から方向
転換を示す政策として、国の側から新たな生涯スポーツの仕組みが打ち出されていくこ
とは、それ自体有効なことである．しかし、総合型地域スポーツクラブにとっては企業ス
ポーツや B リーグ、F リーグ、J リーグなどといったトップレベルのクラブが「地域密
着」を掲げている中、住民の参加意欲を上げる相当な努力が求められるであろう．トップ
レベルのスポーツクラブがそれぞれの地域でスポーツ振興に意欲的であるため、ブラン
ド力がない総合型地域スポーツクラブは彼らと同様の会員サービスを提供しているだけ
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では、圧倒的不利になるのである． 
武藤（2016）が示唆した地域におけるスポーツ振興団体のマルチサプライ状況は、企
業スポーツから派生した地域クラブや総合型地域スポーツクラブ、bjリーグや Fリーグ
といったクラブに加えて、近年では大学と J クラブの傘下に置かれる非営利法人クラブ
にまで広がっているのである． 
 
 
第５章 Jクラブと大学の地域スポーツ振興に関する研究 
第１節 緒言 
 第 4 章で論じたとおり、既に国内の各地域には多くの地域スポーツ振興を担う組織が
存在している．地域スポーツ振興を理念に掲げた J リーグや総合型スポーツクラブ、サ
ッカー以外のプロチームが相次いで登場している．そこでは限られた地域住民という顧
客を奪い合うことが起きはしないか．しかし、必ずしも地域で競争だけが起きるのでは
なく、武藤（2016）は協調も生じると述べている．たとえば、総合型スポーツクラブに
対しては、プロクラブや企業スポーツが指導者を派遣することができるし、大学は学生
指導の一環として、学生をプロスポーツの興行の無償アルバイトとして派遣することも
できるのである．また、最近では早稲田大学のワセダクラブ（注 5-1）や法政大学の法政
クラブ（注 5-2）のように NPO法人を設立して、大学法人とは別の地域スポーツ振興組
織として、自分たちの大学施設を活用する団体も誕生している． 
 このような状況の中で、2004 年以降、Jクラブと大学の地域スポーツ振興活動の協業
が増えている．Jクラブの本業は「プロサッカーの興行」であり、大学の本業は「研究活
動と教育」である．これまで述べてきたように、Jリーグ誕生後、地域密着を志向してき
た各 J クラブはホームタウン活動を通じて様々な支援者たちとコミュニケーションを活
発にしてきている．しかしドイツでは、日本の J クラブのような営業活動に直結するよ
うなホームタウン活動も行っていなければ、大学が地元クラブのスポンサーになること
もなかった．むしろ、なる必要がなかったのである． 
 本章では、Jクラブが地域密着型経営を実施するに際し、大学とどのように協業したの
かに着目する、そしてドイツには見受けられない日本独自のモデルである「プロクラブ×
大学」がなぜ成立し、クラブと大学、そして地域社会に何をもたらしたのかを検討する．  
 
第２節 研究方法 
 本研究では、全 J クラブと大学が地域密着活動を共同で行う事例を文献、資料、イン
タビュー調査の結果を基に史実の分析を定性的な観点から行った．また、事例として湘
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南ベルマーレ、京都サンガ F.C.とガンバ大阪を取り上げた． 
手順としては、まず、全 J クラブを対象に各クラブホームページ、新聞、雑誌記事検
索に基づき、Jクラブと大学の「スポンサー」「パートナーシップ契約」「地域連携」の情
報を収集した．検索結果の件数は多く、Jクラブにとって大学とのコラボレーション・連
携・提携・パートナーシップは一般的なものであることがわかる．次に、この結果に基づ
きパートナーシップの類型化を試みた．各 J クラブと大学のパートナーシップを大きく
4つの類型に分けられるが、加えて包括的パートナーシップも見られる．第三に、Jクラ
ブ側が大学に「広告収入」だけを目的とするスポンサー契約ではなく、本論で主題となる
地域密着型経営を両者が試みる代表的なコラボレーションの事例として、主に前述の 3
クラブを取り上げた．（注 5-3）． 
 
第３節 研究結果 
第１項 Jクラブと大学の関係構築に関する歴史 
 （1）90年代前半 
 J リーグが開幕した翌年の 1994 年には J クラブのオフィシャルスポンサーに
大学が参入してきた． 
千葉県市原市にキャンパスを置く帝京技術科学大学（注 5-4）は、大学の PR
を兼ねてジェフユナイテッド市原（現千葉）との間でスポンサー契約を締結し、
大学名が記されたピッチサイド看板広告が掲示された．帝京技術科学大学の目的
は、全国ネットでテレビ放送されていた Jリーグの試合で露出する看板広告の価
値に加え、地元ホームタウンのサポーターたちにも大学名が目に留まる効果もあ
ることである． 
大阪経済大学は 1994 年に当時 JFL から J リーグ入りを目指していたセレッ
ソ大阪とスポンサー契約を結んでいる．帝京技術科学大学とは違い、広告露出よ
り、J リーグが掲げる地域密着の理念に共感したことがきっかけだったとしてい
る（『日本経済新聞』1994年）． 
この当時のオフィシャルスポンサーは試合中のピッチサイドに広告を掲出し
た．Jリーグの人気にあやかり、Jクラブの地元の大学までスポンサーとなった．
大学は一般企業同様、広告宣伝を目的としてプロサッカーの試合を活用していた
と言えるだろう．文部科学省私学行政課によると、既に 18 歳人口の減少に伴い
大学側も早くからスポーツを通じた PRに目をつけ Jリーグクラブと契約したこ
とについては、大学の PR活動の方法は様々であり、大学側の自主判断で節度を
守ったものであればプロスポーツクラブの広告協賛について問題ないと述べて
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いる（『文部科学省』1994年）． 
 
 （2）90年代後半 
 1998 年には J リーグ川淵三郎チェアマン（当時）が国立大学の信州大学で講
師となった．同大学では企業の役員らを講師に招き、在学生に限定せず外部から
の聴講も無料で受け入れる公開講座を実施している（『日本経済新聞』1998 年 4
月 22 日）．1998 年度のテーマが「産業・経営からみたスポーツ論」で川淵氏が
招聘され、信州大学経済学部は「大学から社会へ、社会から大学へ」をキャッチ
フレーズとして現実社会と学生との接点を重視した教育に取り組んでいる．『日
本経済新聞』（1999年 6月 2日）によれば、信州大学では国立大学社会科学系学
部としては初めてとなるビジネスインターンシップ制度を始めており、学生が実
際に企業で働いて職業意識を高めながら学問の理解を深めるプログラムがスタ
ートしている．  
J リーグ開幕当初は大学側が“広告宣伝”を目的にして関係構築に積極的であっ
たが、90年代後半になるにつれ、大学施設の開放、一般市民への公開講座や学生
に就労体験を積ませるプログラムへと関心がシフトしてきている． 
就労体験プログラムとして「大学生のインターンシップ」が流行り始めた（文
部科学省、2001年度にインターンシップを実施した大学は281校で全体の41.9％）
ことを機に Jリーグではどこのクラブよりも早く京都パープルサンガ（現京都サ
ンガ F.C. 以下、京都サンガ）が同じ地元の京都をホームタウンとする立命館大
学とインターンシップ契約を締結した．しかし、スポンサー契約料などの金銭取
引もなければ大学名の広告露出の要求もなく、あくまでも教務系プログラムの充
実を試みる契約が交わされている．現役大学生 20 人程度を京都サンガが受け入
れ、ホームゲームの運営やイベントの企画などあらゆる業務に携わることで Jク
ラブの経営の実態を学べるプログラムとして 1999年 4月頃から徐々にスタート
しており、京都サンガ側はこのインターンシップ契約を締結する目的として「立
命館大学との連携はファンづくりに役立つ（『日本経済新聞』1998年 11月 14日）」
と述べている． 
 
 （3）2000年代前半 
 2001 年には私立大学の静岡産業大学がジュビロ磐田と連携した市民公開講座
を開講している（『日本経済新聞』2001年 4月 14日）．これは後の Jクラブと大
学のパートナーシップあるいはスポンサー契約のモデルとなった． 
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2001 年からは京都サンガでのインターンシッププログラムが、従来の「何週
間のインターンシップ」から半年間という長期間で実施されるように変わってき
ている．今までのように無給で交通費も学生負担ではあるが、京都サンガが新た
に導入したインターンシッププログラムでは「京都サンガの学生入場者数拡大に
つながれば成功報酬を支払う」と設定された．しかし、このようなインターンシ
ップ制度の導入は企業側の安易な人材獲得策に利用される恐れもある． 
  
 （4）小括 
 90年代前半は大学の広告宣伝を目的とした「看板掲出のみの広告」として Jク
ラブをスポンサーする大学が存在していたが、90 年代後半になると大学側のニ
ーズが変わってきた．前述したとおり大学が PR施策としてスポンサーするだけ
ではなく、インターンシップによって大学のカリキュラムの充実化を試みるよう
になった．しかし、90年代後半の大学と Jクラブの取り組みについては、大学に
よるスポンサーシップ契約というかたちではなかった．つまり、そこには金銭的
取引がなく目的の所在も曖昧になる．大学は「お金は払えないが学生の満足度を
高めたい」と、J クラブは「若年層の観客を増やしたいし、労働力として無給で
あれば学生が来て手伝ってほしい」という目的にすぎなかったのだろう．  
 
第２項 パートナーシップの目的と類型 
 J クラブと大学の関係は単なる広告宣伝やインターンシップという形で歩み寄り、
両者の協業は 2004年頃より急激に増えた．表 5-1からもわかるとおり、2004年には
湘南ベルマーレ、ジュビロ磐田、大宮アルディージャ、浦和レッズが大学とパートナ
ーシップ契約を締結している．クラブスタッフによるスポーツビジネス・マネジメン
トの講義を単位認定科目として設置したり、市民向け公開講座の開講、さらにはサッ
カーの普及振興活動としてスポーツ教室を開催する事業内容であった．その後、ヴィ
ッセル神戸や鹿島アントラーズも同様に地元の大学と広告宣伝目的ではない形で地域
スポーツ振興活動に取り組むパートナー契約を結んでいる． 
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C大阪 大阪経済大学 広告宣伝 広告露出よりもJリーグが掲げる地域密着の理念に共感し、契約締結。
市原
（現千葉）
帝京技術科学大学
（現帝京平成大学）
広告宣伝 一般企業と同様の広告宣伝を目的としたスポンサー契約。
1998 京都 立命館大学
インターンシップ、運営、
イベント企画
ホームゲームの運営やイベントの企画など、あらゆる業務から仕事を経験させる。
学生のアイデアを活かし、就業意欲を高める工夫をする。
湘南 産業能率大学
クラブの主要株主、
単位認定授業、冠試合の企画等
ベルマーレスタッフによる提携講義が開講する。受講生は単位が認定され、ホームタウ
ン活動や1試合の産能大デーを大学生が企画運営する。
磐田 静岡産業大学
単位認定授業、市民公開講座、
サッカーの普及面での提携
ジュビロ磐田スタッフによる冠講座を開設し、一般にも無料公開する。サッカーの歴
史、ビジネスとしてのスポーツがテーマの講義が中心。
浦和 埼玉大学
単位認定授業、市民公開講座、
スポーツの普及面での提携
「スポーツマネジメント概論」を開講し、受講生は単位が認定される。レッズランドで
の指導者派遣などでも埼玉大学と連携する。
大宮 埼玉大学
単位認定授業、市民公開講座、
スポーツの普及面での提携
レッズとアルディージャ両クラブのスタッフによる授業を開講する。地域住民は受講無
料をしている。
千葉 千葉大学
スポーツ指導という面からの
地域住民の交流
「スポーツ指導者セミナー」を開き、地域のスポーツ指導者を対象に技術指導だけでな
く、人材育成などにスポーツを活用できないか検討する。住民や一般のスポーツ愛好者
とも交流を深めて具現化する。
神戸学院大学
単位認定授業、市民公開講座、
サッカーの普及面での提携
スポーツビジネスやベンチャー企業の経営などについて授業や講座を開設する。イン
ターンシップとして大学生に就業経験させる機会を設ける。
神戸親和女子大学
市民公開講座、
託児所の運営、サッカー教室
ホームでの試合時に託児所に付属保育園の保育士と児童教育を学ぶ学生を派遣する。実
践的な保育を学ばせる機会を確保すると同時に試合を間接的にサポートする。試合がな
い日には選手やチームスタッフからスポーツの教え方などの講義を受ける。実践の場と
して地元の子供を対象にサッカー教室を開催する。
札幌 北海道教育大学
チーム所属選手たちの体力づくり、
栄養管理の専門知識提供
栄養管理学の領域でトップチーム所属選手サポートする。
川崎 田園調布学園大学
託児室を運営（試合開催時）、
育成コーチの授業開講
川崎フロンターレのホームゲーム時に託児室を開き、学生と保育士で運営。川崎フロン
ターレ育成コーチによる授業「球技スポーツ（サッカー）」が行われてるいる。また、
学園祭に選手が参加している。
鹿島 茨城大学 インターンシップ、市民公開講座
健康などをテーマにした公開講座や講演会をスタジアム会議室で開催する。その他、茨
城大学の学生をアントラーズが受け入れる。
広島 安田女子大学
ピンクリボン活動の運営補助、
サッカー教室開催、
インターンシップ
乳がんの早期発見・早期治療啓発活動である『ピンクリボンキャンペーン』と『がん予
防展』へ協力や親子連れを主な対象に入場料無料のイベントを開催する。他にはカリ
キュラムの一環に「サンフレ取材班」があり、試合の撮影、試合前ビデオの制作、大型
映像装置用の生中継カメラを担当するほか、Webサイト用の動画制作をしている。
柏 東京大学、千葉大学 中高年層の健康づくり 柏レイソルと連携し、運動を通じた介護事業などにも参画する。
茨城大学（教育学部） スタジアムを利用した健康促進事業 スタジアムに新設するクリニック事業に大学教員と学生がスタッフで参画する。
茨城大学 スタジアムの稼働日以外での利用促進 スタジアム周辺での地域イベント協力の提携をする。
京都 立命館大学
インターンシップ、
附属高校受け入れ制度
京セラ、立命館学園、サンガの共同事業となるスカラーアスリート制度を開設する。
ユース選手の育成を中心としたプログラムの開発により、大学との関係も強化してサッ
カー部とスポーツビジネス修得プログラムも充実させる。
千葉大学
スポーツ指導者向けのセミナー、
インターンシップ、研究活動協力
コーチ陣が同大学でスポーツ指導者向けのセミナーを開く。指導プログラム・指導者育
成プログラムの共同研究。
東京大学、千葉大学 中高年層の健康づくり事業
千葉市がフクダ電子アリーナに業務委託して介護予防事業がスタートする。「ワクワク
健康づくりプロジェクト」の健康づくり教室を開催する。
新潟 長岡大学 地域スポーツイベント
電子部品のプロデュースが、長岡大体育館で、J1アルビレックス新潟から普及コーチを
招き、サッカー教室を開催する。
大宮 東洋大学
東洋大学とサッカー部の人的交流
地域貢献などで提携
クラブから東洋大学サッカー部にコーチスタッフの派遣や大宮が東洋サッカー部員の練
習を受け入れる。東洋大学は埼玉県にキャンパスがあり、地域・社会貢献活動に関して
も両者で取り組む。
F東京 東京学芸大学 大学施設をアカデミー組織に共有
大学、FC東京、小金井市の3者で連携、運営する「学芸大クラブ」を設立し、FC東京下
部組織の練習場としても大学施設を貸与する。
関東学院大学 サッカー部にコーチを派遣
コーチを派遣し、サッカー部の強化を行っている。戦術の説明や、プロの目から全員の
テクニックに関する課題を指導。
横浜国立大学
サッカー教室、
学内での集客協力
学生や生徒、児童に対してサッカー教室を通じて、競技の普及及び青少年育成のノウハ
ウを提供する。また、横浜国立大学は、大学グランドフェンスへの横断幕設置や大学生
協内でのチケット販売、学内でのポスターや各学食内での応援幕を設置を行う。入学式
には、マリノスケが入り口で新入生を出迎えたり、壇上に登場する。
山形 東北芸術工科大学 サッカーを通じた地域振興
モンテディオを核にした街のにぎわいづくりを研究し、大学生がポスターづくりやマス
コットのデザイン試作する。競技場周辺の賑わい演出やサポーターの獲得方法などを提
案する。
広島 広島経済大学 学生によるイベント企画及び運営
興動館科目「プロスポーツによる広島活性化講座」の一環として、「親子サッカー教
室」を開催する。サッカーを通して新しい友達づくりやスポーツの楽しさを知ってもら
うことを目的として、授業内で学生が発案・企画を行い、当日も学生が運営スタッフと
してイベントを実施した。また、広島経済大学オープンキャンパス「サンフレッチェ広
島応援イベント」に、高萩洋次郎選手ならびに槙野智章選手が出演。
山形大学 スタジアムに広告看板、講義
「Jリーグと地域社会」と題した講義を開設する。特別講師に運営母体トップを招くなど
チームを後押し。ロゴ看板は職員や学生を中心として募金を集める。
山形大学 教養セミナー、学術振興
「Jリーグと地域社会」という教養セミナーを開始させ、8週間にわたって授業をする。
大学生の観客が少ないためモンテディオを素材にした授業を開設。学生がサポーターに
調査をし、クラブの課題を探り発表する。
愛媛 愛媛女子短期大学
女子サッカーチームの育成
地域活性化
女子サッカー部監督派遣、なでしこリーグ「愛媛FCレディース」が事実上の愛媛女子短
大生となる。
大分 日本文理大学
スポーツMBAカリキュラム開発、
市民公開講座、特別授業開講
クラブの集客強化策の提案、広報活動や販促活動の提案など学生を活用する。トリニー
タの選手たちによる講義などを実施。市民向け講座も開く。
東京V 帝京大学
フットサル大会の開催、
ホームタウンシートの設置
インターンシップ制度など
ホームゲームに子どもたちを招待する「帝京大学Presentsホームタウンシート」や、地
域の小学生で構成されているクラブ16チームを招待して「帝京大学杯少年少女フットサ
ル大会supported by 東京ヴェルディ」を開催するなど地域貢献活動にて密接な連携を
図っている。また、インターンシップの受け入れなども行っている。
鳥栖 久留米大学
サッカースクール、
選手の小児科病棟訪問
「ブリヂストン・サッカースクール久留米」に施設を貸し出しや、選手5人が久留米大学
医学部小児科病棟に訪問する。
2007
横浜FM
2008
山形
1994
2004
2005
神戸
2006
鹿島
千葉
表5-1：Jクラブと大学のパートナーシップ締結の内容と開始年度一覧
年度 クラブ 大学名 活動のキーワード/テーマ 説明/詳細　（注）各クラブホームページや新聞記事から抜粋
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甲府 山梨学院大学
ヴァンフォーレの下部組織を
大学キャンパスに誘致
大学サッカー部にヴァンフォーレがコーチを派遣し、選手獲得体制も整える。
柏 麗沢大学 インターンシップ、イベント開催 学園祭に選手出演協力、クラブに学生がインターンシップ生として就業経験ができる。
新潟
新潟経営大学
新潟医療福祉大学
若者の集客を増やす
スポーツビジネスを学ぶ学生が集客策を考案する。アルビレックス新潟、新潟経営大学
と新潟医療福祉大学が連携してつくる「ともだチケット・イベント実行委員会」を設置
する。短大生、大学生、大学院生を対象に割引チケットを販売。チケット購入者を対象
に交流イベントも開催。
川崎F 昭和大学 附属病院に選手が訪問
サンタの格好をした選手が昭和大学藤が丘病院を訪れ、入院している子どもたちにプレ
ゼントを渡す。
鳥栖 西九州大学
高齢者の健康教室、
プレインターンシップ
高齢者にサガン鳥栖、嬉野市と連携して健康教室を開催する。また、プレインターン
シップを開催しており、チケット券種確認、ごみ回収、場内整備、来場者誘導、プログ
ラム配布等のホームゲームに係わる作業全般を体験する。
山形 山形大学
選手への教育、
学生と選手の交流事業
講義「Jリーグと地域社会」を開講する。双方でさらにクラブと学生がかかわる機会をつ
くっていく。山形大は選手たちの引退後の「セカンドキャリア」に向けた教育や、外国
人選手への日本語教育を実施検討。
獨協医科大学 スポーツ医学分野や社会貢献活動
大学医学部が選手の体調管理やけが治療、トレーニング理論などをサポートする。
選手側は研究に必要なデータの提供や医大病院の患者を勇気づけるイベントへ参加す
る。
宇都宮大学
スポーツを通じた地域貢献や
文化振興、学生教育
スポーツ経営学を学ぶ学生がチームの現場で実地研修する機会をつくったり、
海外遠征・移籍の可能性もある選手のキャリア教育の一環で外国語の授業を大学で受け
られるようにしたりしている。
常磐大学 学生サポーター獲得に向けたイベント
常磐大学と水戸ホーリーホックは学生サポーター獲得に向けた合同イベントキャンパス
内で開催する。経営学科の学生が中心となり、ホーム試合の企画・運営に協力する。
常磐大学 集客増への取り組みを強化
「1万人プロジェクト」と銘打ち、水戸市民やサポーターをホーム試合に招待する。常磐
大学などとの連携を生かし、中心市街地活性化に向けたイベントも開く。
大宮 共栄大学 学生の企画力を鍛え就職活動に活かす
試合当日限定グッズの販売や観戦ツアーを企画する。スポーツビジネスを題材にした授
業「共栄スポラス」の一環で行う。
甲府 山梨大学医学部 地域貢献活動
ヴァンフォーレ甲府が山梨大学医学部のグラウンドを練習場として利用する。
サッカー教室など地域貢献活動にも活かす。高齢者向けの介護予防運動など医学部の教
育、研究との連携とも目指す。
新潟 新潟大学 若い世代のファン獲得
バーベキューと試合観戦をセットにしたイベントを開催する。新潟大学、新潟医療福祉
大学、新潟経営大学専門学校アップルスポーツカレッジの学生が中心となって学生が参
画する。19～22歳を対象に約100名がバーベキューの後に試合を観戦する企画も導入す
る。
G大阪 追手門学院大 地域貢献活動
同大学で開かれる地元の子供向けサッカー教室で、ガンバ大阪所属の育成コーチが指導
したり、ホームゲーム開催時に学生ボランティアがゴミの分別を手伝ったりする。
川崎F 聖マリアンナ医科大学 付属病院に選手が訪問
サンタの格好をした選手が聖マリアンナ医科大学病院を訪れ、入院している子どもたち
にプレゼントを渡す。
京都 びわこ成蹊スポーツ大学
スポーツを通じた人材育成、
スポーツ振興活動
びわこ成蹊スポーツ大のロゴと名前の入ったシャツをサンガスタッフに着用してもら
う。同様に同大学生も運営スタッフとして参加する。
鳥栖 佐賀大学
講演、サッカー教室、商品開発、
講義インターンシップなど
幅広い分野で連携を図る。具体的には、（１）スポーツ分野の公開講座、講演（２）
サッカー、健康スポーツ教室（３）商品開発（４）選手・スタッフが大学で講義（５）
学生がサガンで職場体験し、スポーツビジネスを学習（６）大学で、選手引退後の再就
職に備えた教育を実施（７）選手スタッフが認知症講座を受けることでPRしている。
町田 桜美林大学、玉川大学 地域貢献、教育向上プログラム
試合運営、インターンシップ、ボランティア、イベントへの学生参加以外にもサッカー
指導で選手の派遣を行う。また同じ多摩地域にある桜美林大学と玉川大学が連携し地域
貢献を行う。
横浜FM 神奈川大学 キャリア支援、街おこし
街おこしイベントを共同で行う包括協定。また、マリノススタッフが大学で講義をした
り、大学がサッカー選手の引退後のキャリア支援をする。
四国大学 ライト層のファンを増やす 四国大学による野菜を美味しく食べれるようにした「食育弁当」販売する。
鳴門教育大学 ライト層のファンを増やす 鳴門教育大学の「工作教室」などイベント運営する。
広島 福山大学
広告看板掲出、
サッカー教室開催
Ｊリーグ百年構想パートナーである「朝日新聞」とサンフレッチェ広島が地域の小学生
を対象に福山大学にて「ファミリーサッカースクール」を開催する。
鹿島 筑波大学 共同研究と教育支援
地域活性化などの研究や事業の推進を共同で行う。また講義やセミナーに互いに講師を
派遣。学生のインターシップを受け入れる。
名古屋 地元大学生 ファン層の拡大
名古屋市の大学にアンケートを取り、結果からＳＮＳ活用、学生応援席が提案された。
若者目線でファンを増やしていく。
水戸 筑波大学 地域活性化 筑波大と水戸が共同で「地域活性化」を目的に提携する。
埼玉県立大学 地域貢献事業を共同開催 サッカースクールや健康づくりの講座を開き、地域貢献事業を行う。
埼玉大学 無料情報誌「埼友記」発行
埼玉県内に通学する若者向けに情報発信する事業に埼玉大生が参加。浦和レッズの選手
に埼玉の魅力を語ってもらう。
名古屋 愛知東邦大学 インターンシップや地域活性化
夏季休暇中（8月9月）に2週間（実質10日間）インターンシップを実施する。
Jリーグの試合当時の運営を含め、スポーツを多角的に捉えるプログラムを展開。
大学施設を活用してグランパスダンススクールを開催する。
広島 福山平成大学
広告宣伝、
サッカー教室開催
創建ホームとサンフレッチェ広島が地域の子供とその保護者を対象に開催されたサッ
カー教室に大学施設を提供する。
広島 広島修道大学
広告看板掲出
サッカースタジアム建設協議会に関与
地域活性化での連携協定を結ぶ。サッカースタジアム検討協議会に大学教員が関わる。
2011
2012
徳島
2013
浦和
2009
2010
栃木
水戸
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 J クラブと大学のコラボレーションは、各クラブによって大学との協業内容が様々
である．表 5-1 を分析すると、時代の流れでそれらの協業内容が多様化していること
がわかる．Jリーグ人気にあやかった「広告露出を目的」としたスポンサー契約からは
じまり、今ではそれぞれのホームタウンで両者が持つ資源が活用されて多様な取り組
みが行われている．J クラブが保有するプロの指導者を大学に派遣したり、大学の授
業に J クラブスタッフが招聘されるケースも多い．インターンシップという制度が導
入され、パートナーシップを契約している大学の学生たちが就業経験というかたちで
「運営スタッフ」となり、ときには「（学生）集客プロジェクト」などにも携わってい
る．さらに、大学生が J クラブのホームタウン活動に同行して地域活動にも参画して
いるケースも散見される．例えば、J クラブの選手が行う地域清掃活動を一緒に行っ
たり、大学施設を使った地域住民対象のスポーツイベントを学生が運営するなどが見
られる．また、協業する事業領域も多様化しており、クラブによってはスポーツだけ
ではなく、スタジアム周辺の「まちづくり」を大学教員が都市工学の研究で活用した
り、クラブが携わる医療系施設（病院）に大学が関わるなど多岐にわたっているので
ある．  
 これらの“資源共有”を通じて、Jクラブが大学と連携を図る目的を分類すると 
福岡 福岡大学（商学部） 学習、授業のプログラムを連携
「ビジネススクール」を開講。10月19日のホーム試合に向け集客強化のためのイベント
を企画。選手とコラボレーションしたTシャツ付きのチケットや、当日限定のスイーツな
どを販売。教授が運営サポート。クラブ関係者の講演も実施。
四国大学 若者のファンづくり
スタジアム学園祭を開催する。県内高校3校、大学6校約400人の学生が参加し、イベン
トの運営をする。四国大学は、サッカーボールを使うボーリングゲームを企画し、約30
の企画を実施。
徳島文理大学 地域活性化、人材育成の協力
スポーツ振興と地域貢献に関する包括連携協定を結ぶ。大学、短期大学部、小中高等学
校、付属幼稚園とクラブが調印。文理大が発足させた女子サッカー部の指導にクラブが
協力する。サッカー教室や、食育の推進なども連携。クラブのホーム戦の企画や運営で
学生ボランティア派遣など。人材育成として、大学が開設した「地域学」の講師にクラ
ブの関係者を招聘する。ホームゲームでのインターンシップも実施する。
獨協医科大学
医学的な面での支援、
医療データの蓄積
2010年に協定。大学側が選手の体調管理、怪我の治療、トレーニング理論などの支援。
クラブ側は、研究に必要なデータの提供、選手が定期的に病院棟(小児科)を訪問。デー
タが蓄積されたら、一般の患者にも利用を広げる。
スポーツを通じた観光誘客策、
効果的な選手育成策などを研究
10月スポーツを軸に地域振興を研究する新組織「スポーツマネジメント推進センター」
を設立。栃木県内のプロスポーツ4チームと連携。成果は公開講座などで紹介する考え。
施設の共有
大学は、サッカー場やトレーニングルームを貸与。クラブは、コーチを大学に派遣し選
手強化。両者は、サッカー教室を共同で開催。
千葉 明海大学 施設の共有
小学生向けのサッカー教室を大学のグラウンドを使い始める。コーチはジェフの元選
手。7月3日に包括協定を締結。
G大阪 大阪大学 地域社会貢献
5月20日フレンドシップ協定を結ぶ。大学は、熱中症対策、トレーニング方法、歯の健
康分野で講習会を開く。クラブ側は、選手による阪大病院への慰問を予定。建設中の新
スタジアムに導入する情報機器の開発などでも協力を検討。
栃木 作新学院大学
中学生の教育、学生に運営を実体験さ
せる教育プログラムの実施
大学の人工芝を活用し、名古屋グランパス三好FCの練習試合が行われた。企画・運営は
作新大学生によるもの。
栃木 獨協医科大学 選手を医学的な側面からサポート 選手の怪我治療や、心理テスト、食事の改善に協力する。
神田外語大学 サッカーを通じた人材育成
2014年5月から、学生が試合後の韓国選手の通訳サポートする。外国人選手稼働のイベ
ント時に通訳として協力する。
千葉大学 講師派遣、研究協力
教育学部の講義「スポーツマネジメント」でサッカー関係者がJリーグの運営や地域貢献
をテーマに公開授業を実施する。受講料9500円。毎週火曜全15回。
仙台 東北学院大学
観戦者調査、
小学生向けサッカー教室、
セミナーや講義の開催
地域活性化に向けた取り組みとして、地域の小学生を対象としたサッカー教室の開催
や、ベガルタ仙台のスタッフ・選手を招いての大学での講義・セミナーなどの開催す
る。
栃木 作新学院大学 スポーツイベント運営のノウハウ提供
大学は栃木県経済同友会などとの共催で、子供向けのイベントを開催する。栃木県内の
４つのプロスポーツチーム（栃木SC、リンク栃木ブレックス、宇都宮ブリッツェン、日
航アイスバックス）が参画。大学はこの4チームと包括連携協定を結んでいる。会場は指
定管理者の大高商事グループの協力により、無償で使用できる。
作新学院大学
2015
千葉
2016
（資料）各クラブホームページ
2014
徳島
栃木
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・Aタイプ「大学の広告宣伝を目的とする協力関係（略：広告スポンサー型）」 
・B タイプ「大学生のアイディアや運営を活かしたクラブのファンマネジメントを目
的とする協力関係（略：ファンマネジメント型）」 
・C タイプ「指導者や研究者の派遣協力や育成組織に人材を共有する協力関係（略：
育成・人材共有型）」 
・D タイプ「スポーツを通じたボランティア活動や社会貢献、地域スポーツイベント
の開催（略：地域社会貢献型）」 
これら 4つのタイプに大きくわけることができる（表 5-2）．  
 
 
 
 また、4つの主要なカテゴリー同士の中間的な協力関係が存在している．例えば、広
告スポンサー型の大学が大学生の教育プログラムの一環でファンマネジメントに取り
組ませている事業内容を「広告スポンサー型とファンマネジメント型の中間」と定め
ることができる．それらの中間層を分類すると更に 4 つのカテゴリーが生まれ、これ
らの分類をすべて網羅する協力関係を「包括的パートナーシップ」と位置づければ合
計で 9つのカテゴリーに分類できる．これら 9つ類型を整理し（図 5-1）、Jクラブと
大学のパートナーシップの事業内容を一覧化した結果が表 5-3である． 
注）Jクラブと大学のパートナーシップは、「広告スポンサー型」と「地域貢献型」、
「育成・人材共有型」と「ファンマネジメント型」が対角線上に交わることはなか
った． 
　・大学の広告看板を公式戦開催時に掲出する宣伝支援
　・クラブを活用した大学のマーケティング活動支援
　・クラブを活用した大学生による顧客分析や調査活動の協力
　・大学の教育的観点を重視する学生によるイベント企画の運営協力
・両者が保有する指導者や研究者を派遣する協力
・高校生年代（ユース）以下の育成組織の支援
・スポーツ普及活動を目的とする地域イベント開催の支援
・環境問題や国際協力分野での社会貢献活動の協力
表5-2：Jクラブが大学と連携する目的
　　（例）ビジョン広告、ピッチサイド看板、大学パンフレットにクラブの肖像権を活用する
　　（例）大学生動員企画、PR映像を大学生が制作してビジョンで放送する、応援グッズをつくる
　　（例）大学サッカー部へ指導者派遣、Jクラブに医学研究の支援、産学連携ユース選手奨励制度の導入
　　（例）大学の施設を活用した地域活動、サッカークリニック、市民対象の公開講座、介護予防の開催
A 　広告スポンサー型
B 　ファンマネジメント型
C 　育成・人材共有型
D 　地域社会貢献型
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図5-1：Jクラブが大学と連携している事業内容の類型化
浦和レッズ×日本工業大 横浜F・マリノス×鶴見大 川崎フロンターレ×聖マリアンナ医科大 湘南ベルマーレ×文教大
ヴァンフォーレ甲府×東京農業大 ヴァンフォーレ甲府×昭和大 ガンバ大阪×宝塚医療大学 サンフレッチェ広島×福山大
サンフレッチェ広島×福山平成大 サガン鳥栖×久留米大 モンテディオ山形×山形県立保健医療大 水戸ホーリーホック×茨城キリスト教大
ザスパクサツ群馬×共愛大 ジェフ千葉×城西国際大 横浜FC×多摩大 ツエーゲン金沢×金沢医科大学
ツエーゲン金沢×金沢美術工芸大 清水エスパルス×常葉大 ファジアーノ岡山×岡山商科大 ファジアーノ岡山×吉備国際大
ファジアーノ岡山×就実大 レノファ山口×山口東京理科大 カマタマーレ讃岐×高松大 カマタマーレ讃岐×徳島大
ギラヴァンツ北九州×九州共立大 ロアッソ熊本×熊本学園大 ロアッソ熊本×東海大
ヴァンフォーレ甲府×健康科学大 ヴィッセル神戸×関西国際大 サンフレッチェ広島×安田女子大 アビスパ福岡×中村学園大
モンテディオ山形×東北文教大 モンテディオ山形×東北公益文科大 京都サンガF.C.×びわこ成蹊スポーツ大 徳島ヴォルティス×四国大
徳島ヴォルティス×鳴門教育大 徳島ヴォルティス×徳島大 愛媛FC×松山大 ギラヴァンツ北九州×九州国際大
ロアッソ熊本×熊本大 ロアッソ熊本×崇城大
B ファンマネジメント型 アルビレックス新潟×新潟経営大 アビスパ福岡×福岡大 ギラヴァンツ北九州×北九州市立大 V.ファーレン長崎×長崎国際大
ベガルタ仙台×仙台大 大宮アルディージャ×西武文理大 大宮アルディージャ×聖学院大 大宮アルディージャ×目白大
川崎フロンターレ×田園調布学園大 横浜F・マリノス×横浜女子短期大 ヴァンフォーレ甲府×帝京科学大 アルビレックス新潟×新潟医療福祉大
ジュビロ磐田×静岡産業大 ガンバ大阪×大阪青山大 ヴィッセル神戸×甲南大 ヴィッセル神戸×神戸女子大
サンフレッチェ広島×広島修道大 ジェフ千葉×敬愛大 ジェフ千葉×淑徳大 町田ゼルビア×桜美林大
町田ゼルビア×玉川大 松本山雅FC×松本大 セレッソ大阪×大阪保健医療大 ファジアーノ岡山×岡山理科大
ファジアーノ岡山×倉敷芸術科学大 カマタマーレ讃岐×香川大 カマタマーレ讃岐×四国学院大 愛媛FC×環太平洋大学短期大学部
鹿島アントラーズ×茨城大 鹿島アントラーズ×筑波大 大宮アルディージャ×共栄大 横浜F・マリノス×関東学院大
ザスパクサツ群馬×群馬大 ジェフ千葉×神田外語大 ジェフ千葉×千葉大 ジェフ千葉×千葉商科大
松本山雅FC×松本歯科大 金沢×金沢工業大 FC岐阜×岐阜経済大 京都サンガF.C.×立命館大
浦和レッズ×埼玉大 浦和レッズ×埼玉県立大 大宮×埼玉大 FC東京×東京学芸大
コンサドーレ札幌×北海道教育大 ジェフ千葉×明海大 横浜FC×慶應義塾大 横浜FC×神奈川大
清水エスパルス×静岡大 FC岐阜×岐阜聖徳学園大 FC岐阜×岐阜大
川崎フロンターレ×昭和大 ヴァンフォーレ甲府×山梨大 ガンバ大阪×大阪大 コンサドーレ札幌×札幌国際大
V.ファーレン長崎×長崎外国語大
BD
地域貢献型
＆
ファンマネジメント型
ベガルタ仙台×東北学院大 横浜F・マリノス×横浜国立大学 モンテディオ山形×東北芸術工科大 水戸ホーリーホック×茨城大
湘南ベルマーレ×産業能率大 ヴァンフォーレ甲府×山梨学院大 名古屋グランパス×愛知東邦大 ガンバ大阪×追手門学院大
ガンバ大阪×大阪国際大 ヴィッセル神戸×神戸親和女子大 ヴィッセル神戸×神戸学院大 サンフレッチェ広島×広島経済大
サガン鳥栖×佐賀大 サガン鳥栖×西九州大 モンテディオ山形×山形大 水戸ホーリーホック×常磐大
東京ヴェルディ×帝京大 東京ヴェルディ×駒澤女子大 ツエーゲン金沢×北陸大 ファジアーノ岡山×岡山大
徳島ヴォルティス×徳島文理大
（資料）各Jクラブおよび大学ホームページ
タイプ
表5-3:Jクラブと大学のパートナーシップのタイプ分類表
Jクラブ×大学
AC
育成・人材共有型
A 広告スポンサー型
広告スポンサー型
＆
育成・人材共有型
C
AB
ファンマネジメント型
＆
広告スポンサー型
E 包括的パートナーシップ型
育成・人材共有型
＆
地域貢献型
D 地域貢献型
CD
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第３項 湘南ベルマーレと大学 
（1） クラブの概要 
1993 年 J リーグ開幕から遅れて 1 年後の 1994 年からフジタ工業が出資する
「ベルマーレ平塚」は Jリーグに加盟した．ベルマーレはヴェルディ（当時はヴ
ェルディ川崎）と同じく J リーグの中でも強豪クラブとして活躍し、1994 年に
は天皇杯優勝、翌年 1995年にはアジアカップウィナーズカップで優勝している．
元日本代表中田英寿選手や呂比須ワグナー選手、小島伸幸選手などヴェルディに
顔負けしないほどの有名主力選手が活躍していたクラブである． 
しかし、ヴェルディや横浜フリューゲルス（以下、フリューゲルス）の親会社
が撤退していく中、ベルマーレも 1999 年にメインスポンサーでもあったフジタ
工業が本業の経営再建のためにクラブ経営から撤退した． 
 フリューゲルスが消滅し、J リーグもクラブの再建計画を検討させるため「ベ
ルマーレ存続検討委員会」を発足させた．ベルマーレは市民を株主として受け入
れたり、地元企業を中心としたスポンサーを多く集めた結果、市民クラブ「株式
会社湘南ベルマーレ」で再スタートする．2000年には幸いなことに、Jリーグで
「広域ホームタウン制度」が承認され、ベルマーレのホームタウンは平塚市 1市
から厚木市、伊勢原市など湘南地域 7市 3町へ変更されている． 
 
（2） 産業能率大学との提携事業 
 2000年以降、ベルマーレは地域密着型クラブ経営につとめ、Jリーグの中でも
常に斬新な取り組みをスタートさせている．当時のクラブ関係者によれば、その
中でも代表的な施策が地元大学との連携であると述べている． 
 2004 年 1 月に産業能率大学が湘南ベルマーレと包括的パートナーシップ契約
を締結した．クラブの看板スポンサー（単なる露出目的の広告）契約だけではな
く、大学がクラブのメインスポンサーとなり、同大学の教員が取締役に就任した．
クラブが持つ資源を大学の経営及び教育カリキュラムに導入する包括的パートナ
ーシップは世界で初めてのケースだったとクラブ関係者は述べている．クラブ関
係者によると、大学が Jクラブのメインスポンサーとして協賛金と出資に 1億円
程度のお金が動いたことを明らかにしており、2004年の契約スタート時では大学
がメインスポンサーになる前例は Jリーグに存在しなかった． 
 その後、産業能率大学生をベルマーレがインターンシップ制度で積極的にクラ
ブに受け入れ、ホームゲームを実習の場とするスポーツ・マーケティングの開講
や産業能率大学デーとして 1 試合を同大学生が企画運営する取り組みなど様々な
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修学プログラムがベルマーレとの提携によって生まれている． 
 
（3） スポーツマネジメントコース設立 
2007 年度からは、ベルマーレとの提携の実績をもとに湘南キャンパス情報マ
ネジメント学部に「スポーツマネジメントコース」を新設した．眞壁（2013）は
ベルマーレと同大学との提携について「産業能率大学とのコラボレーションがう
まくいくようになってから、新しい切り口でスポンサー探しができるようになっ
た」と述べている．親会社のフジタ工業が撤退してからすぐに「地域密着型」へ
経営をシフトし、継続的に地域貢献をしたいと言う BtoB の地元企業がクラブの
スポンサーになったことは、大学という新しいメインスポンサーが入ったことに
よる影響だと明言した． 
 
 
 
第４項 京都サンガ F.C.と大学 
（1） クラブの概要 
 京都サンガ F.C.（以下、サンガ）は京都府京都市、宇治市、城陽市、向日市、
長岡京市、京田辺市、木津川市と亀岡市をホームタウンとする J クラブである． 
 1922 年に京都師範学校の OB が中心となり創設された「京都紫光サッカーク
ラブ」がサンガの前身であり、J リーグ加盟クラブの前身チームの中で最も古い
歴史を持つクラブである．京都紫光クラブは 1993 年に解散したが、同クラブが
サンガの母体クラブとなり、京都に本社を置く「京セラ株式会社」が 10 億円、
「任天堂株式会社」が 3億円を出資して Jリーグ加盟を目指す運営会社「株式会
クラブとの契約名称 公式リリースの名称 広告掲出 契約
オフィシャルプレミアムパートナー パートナーシップ ユニフォーム 2004年～
ゴール裏
アクティベーション名称 協力・運営 頻度 場所
オフィシャル応援サイトの設立 産業能率大学 常時 WEB上
平塚競技場に20席分の無料招待席 産業能率大学・湘南ベルマーレ ホームゲーム時 Shonan BMW スタジアム
スポーツ系カリキュラムの開講 産業能率大学、湘南ベルマーレ事業関係者 毎試合 湘南ベルマーレ事務所
ベルマーレ監督が客員教授に就任 湘南ベルマーレ曺貴裁監督 毎週 産業能率大学キャンパス
グラウンドの共有 産業能率大学・湘南ベルマーレユース 週に2回 産業能率大学キャンパス
産業能率大学スペシャルデーを開催 湘南ベルマーレ 年に1回 Shonan BMW スタジアム
その他、主なコラボレーション・相乗効果
NPO法人湘南ベルマーレスポーツクラブと協同で「産業能率大学 collaboration with 湘南ベルマーレ」を運営
産業能率大学　自己点検評価報告書
平成25年　3-3「大学の意思決定の仕組み及び学長のリーダーシップ」表3-3-1-④プロジェクトチーム　p.p.55　活動報告あり
平成25年　3-4「コミュニケーションとガバナンス」　p.p.58-60　活動報告あり
平成18年　3-3「特色ある分野における教育内容がなされていること」学外との連携による科目　p.p.43-44　活動報告あり
平成18年　基準10「社会連携」10-1．大学が持っている物的・人的資源を社会に提供する努力がなされているか　p.p.91-93　活動報告あり
表5-4：湘南ベルマーレと産業能率大学の取り組み一覧　
（資料）湘南ベルマーレ及び産業能率大学ホームページより著者作成
 82 
社京都パープルサンガ」を設立している．筆頭株主に京セラという大企業を持ち、
サンガは 1996年に Jリーグへ加盟した．名誉会長職に京セラ創業者である稲森
和夫氏が就き、その他京都を代表する企業の「ワコール」や「京都銀行」が出資
企業としてクラブの役員に入っている． 
 
（2） U-18ユース組織と立命館 
 京都サンガ F.C.（以下、サンガ）は 2006 年より U-18 選手（高校生年代）を
対象にした育成プロジェクト「スカラーアスリートプロジェクト」を発足してい
る．これは、サンガの親会社である京セラと同じ京都の学校法人立命館がコラボ
レーションしてトップ選手の育成を行う産学連携プロジェクトである．サンガは、
このプロジェクトの特徴について公式ホームページで以下の 4 つを挙げている． 
  
・京都サンガ F.C. U-18所属選手は全員、選手寮に入寮 
・立命館宇治高等学校へ通学 
・京都サンガ F.C.育成専用グラウンドで練習 
     ・海外チームへの練習参加が可能 
 
 クラブ関係者によると、このプロジェクトが発足して以来、全国の優秀な中学
生年代のサッカー選手が集まってくると述べている．その大きな理由としては、
立命館宇治高等学校の年間授業料約 100 万円と寮費が免除になっていることが
考えられる．ユース選手の育成資金はすべて親会社の京セラと立命館が負担して
いる．また、このプロジェクトで特筆するべきポイントは、学費や生活費といっ
た大きな経費について保護者に負担が 3年間（高校在籍中）かからないだけでは
なく、全国的に知名度の高い立命館大学への内部進学制度が用意されていること
であろう．つまり、全国の優秀な中学生年代のサッカー選手が集まってくる理由
は一言で言えば「親の理解を得やすい」ということであった．表 5-5 のように、
サンガの公式ホームページに「立命館大学への内部進学も可能」と明記されてい
る． 
 
 83 
 
 
 大学関係者によると、このプロジェクトが始まる以前からサンガと立命館大学
ではインターンシップ契約を締結しており、地元京都同士というホームタウンの
つながりに加え、立命館が目指す「国際化」をサッカーで表現できることがサン
ガとの地域スポーツ振興を深めた理由としている．現在のところ、サンガのスカ
ラーアスリートプロジェクトは学校法人立命館との契約になっており、プロジェ
クト自体の管理運営は立命館宇治高等学校が行っている．大学は、強化クラブの
サッカー部がサンガとの練習試合を実施したり、チアダンスサークルがサンガの
公式戦でパフォーマンスをするなどのコラボレーションを行っている． 
 
 
 
（3） 立命館大学が期待すること 
 上述したサンガと立命館宇治高等学校の提携は、同じ学校法人ではあるが、基
本的には高校側で管理している．立命館大学の関係者によると、サンガとの関係
1
2
3
4
実施要綱
表5-5：京都サンガF.C.スカラーアスリートプロジェクトの内容
備考：　立命館宇治高等学校～練習場　約1キロ　／　寮～練習場　約3キロ
　・学校、練習場、寮の移動には各自の自転車を利用します。
　・寮費、食費については京都サンガF.C.が全額負担します。
（2）専用グラウンドについて
　・サンガタウン城陽内の育成専用人工芝グラウンドで練習を行います。
京都サンガF.C.は、立命館宇治中学校・高等学校のサッカー部を総合的にサポート・アドバイスします。
（1）高等学校サッカー部監督として1名のコーチを派遣。
（2）サンガU-18とのトレーニングマッチや合同練習等の実施。
（3）サンガメディカルスタッフ（トレーナー）によるアドバイス。
（出所）京都サンガF.C.公式ホームページ「スカラーアスリートプロジェクト」
本プロジェクトによる2006年度入学生を第1期生として、現在活動中。
立命館宇治高等学校の学力基準を満たした選手は、立命館宇治高等学校へ入学。
（1）立命館宇治高等学校の受験資格基準および入試方法などの詳細は別途定めます。
（2）立命館大学への内部進学も可能（その学力基準等は別途定めます）。
（3）学費は、立命館が学園として基金をつくり、奨学金として原則負担します。（学費免除にならない場合もあります）
全員、選手寮「RYOUMA」に入寮し共同生活を送り、専用グラウンドで練習を行います。
（1）寮生活について
　・寮生活に関しては京都サンガF.C.が責任を持って管理します。
　・専属栄養士による食事管理を始め、生活全般を通じた社会教育を行います。
クラブとの契約名称 公式リリースの名称 広告掲出 契約
スカラーアスリートプロジェクト サッカーのプロ・トッププレーヤー育成プロジェクト なし 2006年～
アクティベーション名称 協力・運営 頻度 場所
立命館宇治高校でユース選手受け入れ 立命館宇治高校 常時 立命館宇治高校
立命館宇治高校のサッカー部と連携 立命館宇治高校サッカー部、京都サンガF.C.アカデミー 不定期 立命館宇治高校
その他、主なコラボレーション・相乗効果
立命館大学チアダンスサークルBLENDERSが京都サンガF.C.のホームゲームでハーフタイムショーを実施
トップチームに上がれなかった選手は立命館大学に進学してサッカー部に所属できる
立命館大学サッカー部が京都サンガF.C.と練習試合
立命館大学　自己点検評価報告書
活動報告なし
表5-6：京都サンガF.C.と立命館大学の提携内容　
（出所）京都サンガF.C.及び立命館大学ホームページより著者作成
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は 1998 年のインターンシップ契約からはじまり、大学コンソーシアム京都（注
5-5）でサンガのスタッフが授業を開講し、立命館大学生が主に受講していたため、
クラブと大学生が関わる場面は非常に多かったと言う．今では京都をホームタウ
ンとする日本女子プロ野球チームやプロバスケットボールチームが活動してい
るが、当時（90年代後半〜2000年後半まで）は立命館大学生がスポーツビジネ
スやマネジメントを唯一京都府内で実践的に学べるところはサンガだけであっ
た． 
 選手育成はすぐに結果が出るものではないとは言え、表 5-7 を見ても 2006 年
からサンガが立命館とユース選手の育成制度を導入してからプロで活躍する選
手が多数いる．また、2016年リオ五輪サッカー代表 U-23選手には同育成制度か
ら輩出されたプロサッカー選手「久保裕也」と「原川力」が選ばれた．立命館宇
治高校卒業生として五輪代表選手となるのは初めてであり、提携からちょうど 10
年が経過して立命館から世界で活躍する人材を輩出した． 
 
 
 
 立命館大学側が今後期待することは、この制度で育った高校生が立命館大学サ
ッカー部の発展に貢献できるかどうかであろう．立命館宇治高等学校に在籍して
いるサンガユースの選手は「プロ選手になること」を目標にしてエリート教育を
受けてきている．スカラーアスリートプロジェクトでは、サンガのトップチーム
に昇格できなかった選手たちが内部進学制度で立命館大学へ進学できるため、強
化指定クラブの大学サッカー部に入学してから再度プロの道を目指す選手がい
るという．つまり、大学サッカー部員は一般受験で入ってくる部員もいれば、サ
ンガのエリート教育を受けてきた選手もいるため、エリート教育を受けていない
入学年度 選手名 トップ昇格クラブ 現所属 卒業高校 出身 その他の情報
2006年 山田樹 アルビレックス新潟シンガポール ラオ・トヨタFC（ラオス） 立命館宇治高校 京都府京都市 立命館大学へ進学
武田有祐 カマタマーレ讃岐 カマタマーレ讃岐 立命館宇治高校 滋賀県 立命館大学へ進学
垣根拓也 FC町田ゼルビア グルージャ盛岡 立命館宇治高校 滋賀県大津市 立命館大学へ進学
友利貴一 FC町田ゼルビア琉球 引退 京都翔英高校 沖縄県糸満市 関西国際大学へ進学
井上寛太 AC長野パルセイロ NKドブロブチェ（スロベニア） 立命館宇治高校 京都府 立命館大学へ進学
宮吉拓実 京都サンガF.C. サンフレッチェ広島 ウィザスナビ高校 滋賀県大津市 U-23ロンドン五輪代表メンバー
山田俊毅 京都サンガF.C. 引退 立命館守山高校 京都府 プロデビュー後、立命館大学へ進学
駒井善成 京都サンガF.C. 浦和レッズ 立命館宇治高校 京都府京都市 U-16日本代表
伊藤優汰 京都サンガF.C. アルビレックス新潟 立命館宇治高校 愛知県名古屋市 U-16日本代表
下畠将吾 京都サンガF.C. 京都サンガF.C. 立命館宇治高校 滋賀県守山市 U-15日本代表
杉本大地 京都サンガF.C. 徳島ヴォルティス 第一学院高校 静岡県浜松市 AFCU-23選手権2016代表メンバー
高橋祐治 京都サンガF.C. 京都サンガF.C. 立命館宇治高校 滋賀県大津市 U-22日本代表
國領一平 京都サンガF.C. 京都サンガF.C. 立命館宇治高校 滋賀県東近江氏
原川力 京都サンガF.C. 川崎フロンターレ 立命館宇治高校 山口県山口市 U-23リオ五輪代表メンバー
三根和起 京都サンガF.C. アルビレックス新潟シンガポール 立命館宇治高校 大阪府大阪市 U-18日本代表
久保裕也 京都サンガF.C. BSCヤングボーイズ（スイス） 立命館宇治高校 山口県山口市 U-23リオ五輪代表メンバー
山田元気 京都サンガF.C. 京都サンガF.C. 立命館宇治高校 岐阜県津川市 U-22日本代表
齋藤隆成 京都サンガF.C. 京都サンガF.C. 立命館宇治高校 大阪府富田林市 U-15日本代表候補
2011年 田村亮介 京都サンガF.C. 京都サンガF.C. 立命館宇治高校 奈良県
大西勇輝 京都サンガF.C. 奈良クラブ 立命館宇治高校 奈良県北葛城郡広陵町 U-16日本代表
永島悠史 京都サンガF.C. 京都サンガF.C. 立命館宇治高校 京都府相楽郡精華町 U-17日本代表
奥川雅也 京都サンガF.C. FCリーフェリング（オーストリア） 立命館宇治高校 滋賀県甲賀氏 U-19日本代表
萩野広大 京都サンガF.C. 京都サンガF.C. 立命館宇治高校 京都府京都市
沼大希 京都サンガF.C. 京都サンガF.C. 立命館宇治高校 大阪府寝屋川市
（資料）京都サンガF.C.ホームページ、立命館宇治高校ホームページ、Wikipediaより作成
表5-7：京都サンガF.C.ユース出身選手の一覧　
2009年
2010年
2012年
2013年
2007年
2008年
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一般部員たちにとって良い刺激となり、チームが成長していく構図が描ける． 
 しかし、問題点もある．それは、サンガユースからトップへ昇格しなかった選
手たちは内部進学で立命館大学へ進学するが、サッカー部に入部しなくてはなら
ない義務がないため大学サッカー部が確実に強化される保障はないことだ． 
 さらに指摘するとすれば、サンガユース選手がどこまで高校時代に「キャリア
形成」を意識した教育を受けているかである．立命館宇治高等学校の学生とは言
え、学業面のフォローはあってもサンガユースの選手たちは“サッカー選手”とし
てサンガの指導者から教育を受けている．図 5-2のように、スカラーアスリート
プロジェクトの利点は、全国からエリート中学生年代を獲得できることである．
その要因は「立命館大学に内部進学できる」ということだ．つまり、サンガユー
ス選手の価値を大学が生かそうとするには、サンガ側の指導者たちにも立命館大
学が求める“人材育成のヴィジョン”が共有されていることが望ましい．サンガ側
は中学生年代の保護者へ立命館大学の内部進学制度を強調するのであれば、大学
進学を見据えたキャリア形成の強化プログラムなどが行われるべきではないだ
ろうか．サンガの関係者によれば現在のところ、ユース監督コーチスタッフによ
るそのようなプログラムの実施や指導は行われていないと言う． 
 
 
 
（4） その他の大学との提携・事業内容 
 サンガは 2004 年より「びわこ成蹊スポーツ大学」とオフィシャルスタジアム
スポンサー契約を締結した．2003年に設立された日本の私立大学であり、体育ス
ポーツ系専門の単科大学である．滋賀県大津市にキャンパスがあるが、滋賀県に
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はプロスポーツクラブが存在しないこと、また、同大学にはスポーツビジネスコ
ースが設置されており実務系カリキュラムの充実化を図り、サンガと契約を結ん
だ．主な取り組みとしては、大学生のインターンシップ、サンガの公式戦ホーム
ゲーム会場での大学 PRブースの設置やダンスパフォーマンスを実施するなど多
岐にわたる．表 5-8のように、主な取り組みを整理すると、立命館大学とは違っ
て、びわこ成蹊スポーツ大学は新興私立大学であるためサンガと連携したプロモ
ーションを積極的に行う傾向が強い．大学の地域連携や社会貢献的活動としての
パートナーではなく、広告スポンサー型に近いため大学側の自己点検評価報告書
には「京都サンガ F.C.との取り組み」について明記されていなかった． 
 
 
 
第５項 ガンバ大阪 
（1） クラブの概要 
 1980年に松下電器産業サッカー部としてチームが発足し、1993年の Jリーグ開
幕から加盟しているクラブである．同じ大阪を本拠地としているセレッソ大阪は大
阪市と堺市をホームタウンにし、ガンバ大阪は吹田市、茨木市、高槻市、豊中市、
池田市、摂津市、箕面市といった大阪北部を拠点としている．運営会社は「パナソ
ニック（70％）」「関西電力（10％）」「大阪ガス（10％）」「西日本旅客鉄道（10％）」
を主要株主として株式会社ガンバ大阪を 1991年に設立した．  
  
（2） U-18ユース組織と追手門学院 
 ガンバ大阪は、Jリーグ開幕当初はリーグ戦をはじめとする主要国内 3大大会（リ
ーグ戦、カップ戦、天皇杯）で下位に低迷するクラブであったが、90年代後半から
強豪クラブ入りを果たした（表 5-9）．ガンバ大阪が 2000 年以降に安定した成績を
残している要因は、同クラブのアカデミー組織が大きな影響を与えていると言う（金
クラブとの契約名称 公式リリースの名称 広告掲出 契約
オフィシャルスタジアムパートナー オフィシャルスポンサー契約 学生スタッフウェア 2004年～
アクティベーション名称 協力・運営 頻度 場所
インターンシップ びわこ成蹊スポーツ大学、京都サンガF.C. 不定期 京都サンガF.C.事務所
PRブース出展 びわこ成蹊スポーツ大学、京都サンガF.C. 年1回 西京極スタジアム周辺
びわこ成蹊スポーツ大学ロゴ入りグッズ配布 びわこ成蹊スポーツ大学、京都サンガF.C. 不定期 西京極スタジアム周辺
その他、主なコラボレーション・相乗効果
びわこ成蹊スポーツ大学サッカー部と京都サンガF.C.練習試合を実施
公式試合にてダンスパフォーマンス
毎年学園祭で行っているサッカー教室にアカデミーコーチが参加
京都サンガF.C.スタッフがびわこ成蹊スポーツ大学ロゴ入りのTシャツ着用キャンペーンを実施
びわこ成蹊スポーツ大学　自己点検評価報告書
活動報告なし
表5-8：京都サンガF.C.とびわこ成蹊スポーツ大学の提携内容　
（資料）京都サンガF.C.及びびわこ成蹊スポーツ大学ホームページより作成
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森、2014）． 
 
 
 
Jリーグ開幕前年の 1992年に「ガンバ大阪ユース」が発足し、2008年までガン
バ大阪の育成普及部長を務めた初代ユース監督上野山信行氏の指導のもと、J リー
グ開幕当初から様々な大会で実績を残している。元日本代表主将の宮本恒靖氏はガ
ンバ大阪ユース 1期生であった．Jリーグが開幕したときに、関西で唯一の Jクラ
ブであったためジュニアユース（中学生世代）とユース（高校生世代）のカテゴリ
ーの有望な選手はガンバ大阪を目指し、こぞって入団していた．開幕当初トップチ
ームの成績は低迷していたが、ガンバは関西唯一のプロクラブユース組織だったた
め、J リーグ人気にあやかり関西圏のエリート選手から注目され、優秀な選手たち
が集まった．その育成組織の成果が 2000 年頃から他の関西 J クラブよりも早く表
れてきた．現在、ガンバ大阪ユースからプロサッカー選手になった数は Jクラブユ
ースの中では突出している存在となっている． 
 2011年以降、ガンバ大阪ではユース選手の育成を強化させるため、トップチーム
のオフィシャルスポンサーである「追手門学院大学」が持つ附属高校と提携した．
追手門学院高等学校では、ガンバ大阪ユース選手に、一般生徒と同じ授業を受講さ
せ、学業面で特別扱いをしない方針としている．また、ガンバ大阪は追手門学院高
等学校と同じ茨木市（同クラブのホームタウン活動エリア）にある寮で生活させる
（ガンバ大阪ユース選手は全寮制）ことで、知（高校）・徳（寮）・体（ガンバ大阪
ユース）の育成を追手門学院高等学校とともに目指し（注 5-6）、世界で活躍する人
材育成を目的にしている． 
 
順位 回数 年度 成績 回数 年度 成績 回数 年度
優勝 2 2005、2014 優勝 2 2007、2014 優勝 4 2008、2009、2014、2015
2位 2 2010、2015 準優勝 2 2005、2015 準優勝 2 2006、2012
3位 6 2002、2004、2006、2007、2009、2011 ベスト4 5 1993、1994、2002、2008、2011 ベスト4 8 1994、1995、1996、1997、2000、2004、2007、2010
4位 1 1997 ベスト8 6 2003、2004、2006、2009、2010、2012 ベスト8 3 1992、2001、2005
6位 1 2000 2回戦敗退 3 1999、2000、2001 ベスト16 3 1999、2002、2003
7位 2 1993、2001 予選敗退 4 1992、1996、1997、1998 3回戦敗退 3 1998、2011、2013
8位 1 2008 2回戦敗退 1 1993
10位 2 1994、2003
11位 1 1999
12位 1 1996
14位 1 1995
15位 1 1998
17位 1 2012
リーグ戦 カップ戦（ヤマザキナビスコカップ） 天皇杯全日本サッカー選手権大会
表5-9：ガンバ大阪国内3大大会（リーグ戦、カップ戦、天皇杯）の戦績
（資料）ガンバ大阪公式ホームページ、Wikipediaから作成
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 金森（2014）によると、ガンバ大阪トップチームのスポンサーである追手門学院
大学の附属高校へ「ユース選手の受け入れをガンバから高校側にお願いをした」と
しており、当初は附属高校側がガンバ大阪選手受け入れに難色を示したが、ユース
選手は日本でも有数のサッカーの才能を持っている生徒であるため「追手門学院卒
業」や「追手門学院在学生」と世の中に表現され、追手門学院を宣伝することがで
きると強調した．既に追手門学院大学がトップチームのトップスポンサーだったた
め、クラブ側も大学と関係性を深める手段として、追手門学院大学と同じ学校法人
の附属高校とユースの提携を構築することになった． 
 追手門学院高等学校との提携契約を結んでおり、2011年から毎年高校生年代の日
本代表選手がガンバ大阪ユースから選出されている（表 5-11）． 
 
 
 
（3） 追手門学院大学との取り組み 
 ガンバ大阪ユース組織の環境の充実は既述したとおり、トップチームのオフィシ
ャルスポンサーであった追手門学院大学の存在が大きいと言える．同じ学校法人で
ある「追手門学院」がユース組織と附属高校との連携を強化できたのもの既に大学
授業環境 ・それぞれが通う高校に授業料を家族が支払う
・チームが出場する公式戦出場に伴う補講等の学習面のフォローは各自調整
練習環境 ・各自が通う高校で授業が15時頃に終了し、練習は18時からスタート
・ユース選手が全員集合して、チームの練習は2時間半
・各自、自宅へ帰り着くのが22時半～23時頃
学習環境 ・23時頃～
授業環境 ・授業料の免除
・補講などの追加学習面は追手門学院高校が一括でフォロー
練習環境 ・全員授業は15時に終わり、15時30分から練習が一斉に開始
・選手全員が同じ寮で食事をとり、19時30分から自由時間
学習環境 ・20時頃～
提携後
提携前
表5-10：ガンバ大阪ユースが追手門学院高校と提携する前後の比較
入学年度 選手名 トップ昇格クラブ 現所属 卒業高校 出身 その他の情報
小川直毅 ガンバ大阪 ガンバ大阪 追手門学院高校 兵庫県川西市 U-19日本代表
内田裕斗 ガンバ大阪 徳島ヴォルティス 追手門学院高校 大阪府茨木市 U-19日本代表
井手口陽介 ガンバ大阪 ガンバ大阪 追手門学院高校 福岡県福岡市 U-23リオ五輪代表メンバー
林瑞輝 ガンバ大阪 ガンバ大阪 追手門学院高校 大阪府大阪市 U-18日本代表
嫁坂翔太 ガンバ大阪 ガンバ大阪 追手門学院高校 大阪府堺市
妹尾直哉 ガンバ大阪 ガンバ大阪 追手門学院高校 三重県津市
平尾壮 ガンバ大阪 ガンバ大阪 追手門学院高校 大阪府富田林市 U-16日本代表
高木彰人 ガンバ大阪 ガンバ大阪 追手門学院高校 大阪府堺市 U-19日本代表
市丸瑞希 ガンバ大阪 ガンバ大阪 追手門学院高校 大阪府茨木市 U-19日本代表
初瀬亮 ガンバ大阪 ガンバ大阪 追手門学院高校 大阪府岸和田市 U-19日本代表
2014年 安藤律 ガンバ大阪 ガンバ大阪 追手門学院高校 兵庫県尼崎市 U-19日本代表
（出所）ガンバ大阪ホームページ、追手門学院高校ホームページ、Wikipediaより著者作成
2011年
2012年
2013年
表5-11：追手門学院高校ガンバ大阪ユース出身選手の一覧　
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がスポンサーとして関係性を築いていたからだ． 
 追手門学院大学は、表 5-12のように 2010年よりトップチームのプラチナパート
ナーとしてスポンサーになり、同大学の学生による「ホームゲーム開催時に行うス
タジアムエコボランティア活動の実施」や「インターンシップ制度の導入」、地域ス
ポーツ振興活動の一環としてガンバ大阪アカデミーコーチによる「追手門学院
Presents ガンバ大阪キッズサッカースクール with 朝日新聞」を追手門学院大学に
て開催している．エコボランティア活動は大学生がスタジアム周りのゴミ拾いを行
い、場外特設ブースに「エコステーション」を設置して、ゴミの分別作業を行って
いる．エコステーションでは追手門学院大学の公式キャラクター「おうてもん」が
登場し、大学の宣伝を兼ねて来場者たちの注目を集める仕掛けになっている．また、
地域の子どもたちを大学に集め、ガンバ大阪サッカースクールを開催する際には、
イベント運営を同大学のサッカー部員が行う仕組みになっている（追手門学院大学
ホームページより）． 
 
 
 
（4） その他の大学との提携・事業内容 
 ガンバ大阪は追手門学院大学より以前の 2006 年から大阪青山大学と「シルバー
パートナー」を締結している．同大学は大阪府箕面市に本キャンパスを置く大学と
して 2005 年に学校法人大阪青山学園が開学している．健康科学部を設置して「健
康栄養学科」「子ども教育学科」「看護学科」があり、ガンバ大阪とは健康栄養学科
生を中心とする協定プログラムを実施している．ガンバ大阪下部組織のアカデミー
選手への栄養指導やガンバ大阪応援弁当の企画制作に取り組んでいた． 
 大阪青山大学の使命は「グローバル化する現代社会にあって、わが国の文化と伝
クラブとの契約名称 公式リリースの名称 広告掲出 契約
プラチナパートナー パートナーシップ協定 ゴール裏看板 2010年～
ユニホームパンツ
練習着背面
アクティベーション名称 協力・運営 頻度 場所
学生による環境保全運動の企画運営 学生スタッフ、サポーター 毎試合 大学施設及びスタジアム内
インターンシップ受け入れ ガンバ大阪事業関係者 不定期 ガンバ大阪事務所
キッズサッカースクールの開催 ガンバ大阪アカデミーコーチ、学生 不定期 スタジアム外
ガンバ大阪ユース生受け入れ 高校職員、寮関係者 常時 追手門学院高校、寮
その他、主なコラボレーション・相乗効果
追手門学院大学パートナーデーの開催
学内授業の開講
ガンバ大阪設立20周年試合にてチアリーディングとガンバ大阪チアダンスチームの合同パフォーマンス
辻崇志（前ガンバ大阪コーチ）氏がコーチ就任
オフィシャルパートナー&フレンドシップ大学応援デーにて入場料を学生は無料、教職員は40%オフ
追手門学院大学　自己点検評価報告書
2014年度　第8章「社会連携・社会貢献」教育研究の成果を適切に還元しているか　p.p.181　活動報告あり
（資料）ガンバ大阪及び追手門学院大学ホームページより著者作成
表5-12：ガンバ大阪と追手門学院大学の提携内容　
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統に基づいた感性を磨き、知性、論理性及び創造性を備えた専門職人を育成し、も
って地域社会に深く貢献する」としており、大学が持つ物的及び人的資源の社会へ
の提供を強調している．なお、大阪青山大学は 2006 年からスポンサー契約を結ん
でいるが、同大学の附属高校がないため、追手門学院と提携したようなユース選手
の育成制度を設けることはなかった． 
 
 
 
 大阪国際大学は、2014年より追手門学院大学と同じカテゴリーとなるトップチー
ムの「プラチナスポンサー契約」を締結している（表 5-14）．大阪国際大学の教育理
念は「国際化時代の到来に対応する真の国際人の育成」を重視としており、ガンバ
大阪との提携名称は「アジア戦略パートナー」契約としている．アジア戦略パート
ナーとしての具体的な活動内容は、ASEAN 地域でのスポーツ普及活動を目的にガ
ンバ大阪国際事業部と大阪国際大学の教員および学生が連携してインドネシアでサ
ッカー教室を開催している．Jリーグも「アジア戦略」を掲げている中で、Jクラブ
がサッカーを通じた国際協力活動を大学と連携する事例としてはガンバ大阪がはじ
めてである． 
 大阪国際大学のパートナーシップ協定は、地域密着という枠組みを越え、両者が
持つ経営資源を活かした取り組みと言えるであろう．これは、2014年からガンバ大
阪の親会社となるパナソニックがインドネシアのジャカルタでサッカー教室を主催
したり、J リーグとインドネシアスーパーリーグとのパートナーシップ協定１周年
記念の親善試合にガンバ大阪が訪れたりしている時期と重なっている． 
 
クラブとの契約名称 公式リリースの名称 広告掲出 契約
シルバーパートナー オフィシャルスポンサー なし 2006年～
アクティベーション名称 協力・運営 頻度 場所
下部組織選手への栄養指導 チームNC 不定期 ガンバ大阪クラブハウス
学園祭に選手の誘致 学園祭運営委員、ガンバ大阪選手 不定期 大学施設内
ガンバ大阪スタッフ及び選手による講演 ガンバ大阪スタッフ、ガンバ大阪選手 不定期 大学施設内
「ガンバ応援弁当」プロジェクト 健康栄養学科学生 年に１～2回 追手門学院高校、寮
ガンバ大阪イベントにてブース出展 健康栄養学科学生、こども教育学科学生 不定期 イベント会場
その他、主なコラボレーション・相乗効果
オフィシャルパートナー&フレンドシップ大学応援デーにて入場料を学生は無料、教職員は40%オフ
大阪ダービー記念企画に協賛
大阪青山大学　自己点検評価報告書
平成27年度　「Ⅳ．大学が使命・目的に基づいて独自に設定した基準による自己評価」大学が持っている物的・人的資源の社会への提供　p.p.63-64　活動報告あり
平成22年度　第10章「社会連携」教育研究上における、企業や他大学との協力関係について　p.p.71-72　活動報告あり
（資料）ガンバ大阪及び大阪青山大学ホームページより作成
表5-13：ガンバ大阪と大阪青山大学の提携内容　
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 ガンバ大阪では 2014 年に大阪国際大学の「アジア戦略パートナー」や国立大学
法人大阪大学と「フレンドシップパートナー」を締結している．大阪大学はトップ
チームのスポンサーではないが、同大学の吹田キャンパスがガンバ大阪のクラブハ
ウスやホームスタジアムとなっていた万博記念競技場と隣接していることもあり、
施設を共有したり、大学附属病院を選手が訪れたり社会貢献活動のパートナーとし
て協定を結んでいた．具体的な活動内容は以下の表 5-15のとおりである．ガンバ大
阪がパートナーシップを締結している他の大学とは違った医療系技術を活かして、
観戦者対象に行う熱中症対策講座や同大学附属病院の歯科医師によるユース選手の
「歯のケア」といった知見を提供していることが珍しい取り組みの一つである．こ
れらの内容については、大学がスポンサーにならないドイツのブンデスリーガクラ
ブが実施しているホームタウン活動に近い内容であると言える（第 3章．参照）．  
 
 
  
第４節 結果と考察（研究 4） 
 これまで J クラブと大学のコラボレーションを論述してきた中で、J クラブ側も大
クラブとの契約名称 公式リリースの名称 広告掲出 契約
プラチナパートナー パートナーシップ協定 ゴール裏看板 2014年～
アジア戦略パートナー エンジョイパークへのネーミングライツ
アクティベーション名称 協力・運営 頻度 場所
キッズサッカー教室 ガンバ大阪アカデミーコーチ 年3回 大学施設及びスタジアム内
ASEAN地域での協業 大阪国際大学国際センター、ガンバ大阪国際事業事業部 不定期 東南アジア諸国
大阪国際大学エンジョイパークの運営参加 大阪国際大学課外教育センター、ガンバ大阪職員 毎試合 スタジアム外
インターンシップ受け入れ ガンバ大阪　事業関係者 不定期 ガンバ大阪事務所
その他、主なコラボレーション・相乗効果
サッカーガンバ大阪の野呂輝久前社長が基調講演
現在ダラス・カウボーイズ（アメリカのアメフトチーム）チアガールの河田侑子さんが在校生時代にガンバ大阪のチアガールを務める
大阪国際大学副学長と選手の特別対談
大阪国際大学パートナーデーの開催
オフィシャルパートナー&フレンドシップ大学応援デーにて入場料を学生は無料、教職員は40%オフ
大阪国際大学　自己点検評価報告書
活動報告なし
（資料）ガンバ大阪、大阪国際大学ホームページより著者作成
表5-14：ガンバ大阪と大阪国際大学の提携内容　
クラブとの契約名称 公式リリースの名称 広告掲出 契約
フレンドシップパートナー フレンドシップ協定 なし 2014年～
アクティベーション名称 協力・運営 頻度 場所
スタッフやサポーターへの熱中症対策 付属病院医師 夏季 スタジアム外ブース
アカデミー選手の歯のケア 歯科医師 不定期 付属病院、総合図書館
サイン入りユニフォームの展示 ガンバ大阪選手 常時 付属病院、総合図書館
選手やマスコットが阪大病院へ慰問 ガンバ大阪スタッフ、ガンバ大阪選手 不定期 小児医療センター
その他、主なコラボレーション・相乗効果
『吹田市をフィールドとした「環境イノベーションデザイン実践」』の最終授業で行われた発表会にガンバ大阪事業本部本間智美氏が聴講者として参加
ガンバ大阪が大阪大学吹田キャンパスに新設されたグランドにナイター設備を寄贈
オフィシャルパートナー&フレンドシップ大学応援デーにて入場料を学生は無料、教職員は40%オフ
大阪大学　自己点検評価報告書
活動報告なし
（資料）ガンバ大阪及び大阪大学ホームページより作成
表5-15：ガンバ大阪と大阪大学の提携内容　
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学側も時代の流れによりコラボレーションの形が変化してきたことがわかった．J リ
ーグ人気が絶頂期の 90 年代前半には、大学が J クラブを活用した広告スポンサー型
から関係構築ははじまり、現在も地方の私立大学を中心として広告露出を目的とする
大学がある．90年代後半になると、次第に Jリーグは観客動員数が減り、大学側も実
践的カリキュラムを導入してインターンシップや公開講座の開講が盛んになった．
1999年から大学側の事情が大きく変わり、自己点検・評価と認証評価の実施と結果の
公表が義務化され、その後、学校教育法が改正され、評価項目に「社会連携・地域貢
献」が追加されたことで一気に大学が学外の団体と連携を深めるようになった． 
 それでは、J クラブが大学とのコラボレーションで何が具体的に深化したのだろう
か．それは、大学というステークホルダーが確立してきたこと、かつ両者のパートナ
ーシップ契約には排他性が見られないことである．特に表 5-16からわかるように、い
わゆるスポンサーシップにおける「競合排除」という概念が存在しない特殊なステー
クホルダーであることがわかる． 
 
表 5-16：2016 シーズン 各 J クラブと大学のパートナーシップ契約一覧 
 
 
J1クラブ 大学
仙台大学 東北学院大学
シルバースポンサー 連携協定
茨城大学 筑波大学
連携協定 連携協定
日本工業大学 埼玉大学 埼玉県立大学
ファミリーパートナー 連携協定 協定協定
聖学院大学 西武文理大学 目白大学 埼玉大学 共栄大学
クラブパートナー クラブパートナー オフィシャルエコパートナー 連携協定 連携協定
東京学芸大学
連携協定
田園調布学園大学 聖マリアンナ医科大学 昭和大学
オフィシャルスポンサー サポートカンパニー 連携協定
鶴見大学 横浜女子短期大学 関東学院大学 横浜国立大学 神奈川大学
オフィシャルスポンサー オフィシャルスポンサー 連携協定 連携協定 連携協定
産業能率大学 文教大学
オフィシャルプレミアムパート
ナー
サポートコーポレーション
東京農業大学 帝京科学大学 山梨学院大学 健康科学大学 昭和大学 山梨大学医学部
練習着スポンサー ピッチ看板スポンサー ピッチ看板スポンサー フェンス横断幕スポンサー
サポーティングスタッ
フ
ビブススポンサー
連携協定
新潟医療福祉大学 新潟経営大学 新潟大学
オフィシャルクラブスポンサー 連携協定 連携協定
静岡産業大学
スタジアムアドボードスポンサー
愛知東邦大学
クラブパートナー
追手門学院大学 大阪国際大学 宝塚医療大学 大阪青山大学 大阪大学
プラチナパートナー プラチナパートナー
ゴールドパートナー
アカデミープログラム
シルバーパートナー
フレンドシップパート
ナー
神戸親和女子大学 神戸学院大学 甲南大学 神戸女子大学 関西国際大学
オフィシャルパートナー オフィシャルパートナー シルバースポンサー ブロンズスポンサー ブロンズスポンサー
福山大学 福山平成大学 広島経済大学 安田女子大学 広島修道大学
クラブパートナー クラブパートナー クラブパートナー クラブパートナー パートナー
中村学園大学 福岡大学
サポートカンパニー 連携協定
佐賀大学 久留米大学 西九州大学
ピッチスポンサー ピッチスポンサー ピッチスポンサー
サガン鳥栖
（資料）各クラブホームページより作成
ジュビロ磐田
名古屋グランパス
ガンバ大阪
ヴィッセル神戸
サンフレッチェ広島
アビスパ福岡
FC東京
川崎フロンターレ
横浜F・マリノス
湘南ベルマーレ
ヴァンフォーレ甲府
アルビレックス新潟
ベガルタ仙台
鹿島アントラーズ
浦和レッズ
大宮アルディージャ
柏レイソル
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 湘南ベルマーレは、ドイツの地域スポーツクラブをモデルとし、「プロ（トップチー
ム）は株式会社で」「育成普及、多種目のスポーツ振興活動は非営利法人で」経営する
仕組みをつくりだした．眞壁（2013）は「ベルマーレは Jクラブ初の NPO 法人を設
立し大きな注目を集めたが、NPO化はどこのクラブにも勧められる手法ではない」と
述べている．湘南ベルマーレは親会社撤退後にクラブを存続させるための策としてア
カデミー組織やサッカー以外の種目を別法人化したと説明している．「（NPO 法人化）
この手法が素晴らしく優れているとは思わない」と述べている．「たまたまきちんとで
きる人間が揃ったから回っているのだ」と述べ、湘南ベルマーレを取り巻くステーク
ホルダーが良好な支援関係が維持できているからとしている．親会社が撤退し、地域
密着型経営を志向する湘南ベルマーレは「大学」という新しいスポンサーを仲間にし
て、金銭的支援を受ける体制づくりに励んだ．産業能率大学は間違いなく良好な支援
関係を築く流れの重要なステークホルダーであった．産業能率大学は、クラブの主要
株主になり、メインスポンサーとしてクラブの経済的自立を支援した．また、ベルマ
ーレ側はクラブの人的資源を大学の教育課程に提供した． 
 京都サンガ F.C.は、地元京都の立命館と高校生年代の育成制度を確立していった．
附属高校を持つ特徴を活かして産業能率大学とは違った形でパートナーシップを締結
した．湘南ベルマーレが産業能率大学を株主として、大学のロゴを胸に掲出するメイ
ンスポンサーに位置づけたケースとは全く違う形での「Jクラブ×大学」モデルとなっ
ている．地元の附属高校がユース選手の授業料を免除する仕組みはプロスポーツ界で
も特殊な事例となった（図 5-3）． 
 
                
J2クラブ 大学
北海道教育大学 札幌国際大学
連携協定 連携協定
山形大学 東北公益文科大学 東北文教大学 山形県立保健医療大学 東北芸術工科大学
アドボードスポンサー アドボードスポンサー アドフラッグスポンサー アドフラッグスポンサー 連携協定
常磐大学 茨城キリスト教大学 茨城大学
オフィシャルスポンサー ピッチ看板スポンサー 連携協定
前橋国際大学 群馬大学
オフィシャルパートナー 連携協定
敬愛大学 淑徳大学 城西国際大学 明海大学 神田外語大学 千葉大学 千葉商科大学
アシストスポンサー アシストスポンサー アシストスポンサー 連携協定 連携協定 連携協定 連携協定
帝京大学 駒沢女子大学
コーポレートパートナー コーポレートパートナー（ベレーザ）
玉川大学 桜美林大学
オフィシャルパートナーユニ
フォーム
スタジアムパートナーサインパートナー
多摩大学 慶應義塾大学 神奈川大学
オフィシャルクラブスポンサー 連携協定 連携協定
松本大学 松本歯科大学
メインスタンドスポンサー
アカデミックパートナー
連携協定
金沢医科大学 北陸大学 金沢美術工芸大学 金沢工業大学
ゴールドパートナー ゴールドパートナー シルバーパートナー 連携協定
常葉大学 静岡大学
クラブスポンサー 連携協定
（資料）各クラブホームページより作成
ザスパクサツ群馬
水戸ホーリーホック
モンテディオ山形
北海道コンサドーレ札幌
清水エスパルス
ジェフユナイテッド千葉
東京ヴェルディ
FC町田ゼルビア
横浜FC
松本山雅FC
ツエ―ゲン金沢
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 例えば、第 3 章でも取りあげたドイツの場合は、ブンデスリーガ各クラブにもユー
ス組織は存在するが、あくまでも各クラブのユース組織は e.V.（登記社団）が運営し
ている．その運営資金は e.V.のクラブ年会費や公的助成金となっており、谷塚（2011）
は、ドイツの地域スポーツクラブは、社会公益性を有するとの考えにより、スポーツ
クラブ全体で年間 5億ユーロ（日本円にすると約 650億円）の公的助成金を受け取っ
ていると述べている．（図 5-4） 
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 ドイツでは、ユース運営はトップチームではなく独立したクラブの事業として自立
していることがわかる．つまり、ドイツでは地域にあるスポーツクラブが地元の学校
と連携したり、スポンサー収入を得たり、クラブ年会費や公的助成金でスポーツ振興
活動に取り組んでいる．京都サンガと立命館のようにドイツでもユース選手が入る寮
や地元の学校との教育支援の連携は存在するが、独占的に地元の特定企業と学校が（ユ
ース組織の）経費を負担し、大学進学制度まで構築された仕組みは日本独自のもので
あろう． 
  
 ガンバ大阪と追手門学院のパートナーシップに関しては、湘南ベルマーレと産業能
率大学、京都サンガ F.C.と立命館の仕組みを全て網羅した形態となっている．ガンバ
大阪トップチームのトップスポンサーである追手門学院大学は、大学生を活用して地
域スポーツ振興活動を行い、クラブスタッフによって授業の開講やインターンシップ
制度を導入させている．これらの内容は湘南ベルマーレと産業能率大学の事業と似て
いる．また、追手門学院大学が冠スポンサーとなる「ガンバ大阪パートナーデー」も
実施しており、大学の宣伝活動や大学生の社会貢献活動にも結びつけた．追手門学院
大学の附属高校である追手門学院高等学校にはガンバ大阪ユース選手を全員受け入れ、
京都サンガ F.C.同様の育成環境を整備し、練習時間と勉強時間のバランスを考慮する
環境も整えた．結果的には、京都サンガ F.C.もガンバ大阪もオリンピックという世界
を舞台にする大会で活躍する選手を輩出している． 
 これらのコラボレーションは各クラブによって内容が異なっており、パートナーシ
ップの事業内容は確立していない．言い方を変えるなら、確立していないからこそ上
述した各 J クラブと大学の連携パターンが存在しているのである．おそらく、日本の
J クラブも大学も試行錯誤しながらどのようにして有益な関係を構築していけるのか
模索している段階である．しかし、本章で検証したとおりその内容が確実に深化して
いることは明らかであると言えよう．  
 
 
第６章 ヴィッセル神戸と大学のパートナーシップに関する研究 
第１節 緒言 
 J クラブと大学のパートナーシップがどのような目的を果たしているのかを明らかに
する中で、前章では「広告スポンサー型」「ファンマネジメント型」「育成・人材共有型」
「地域貢献型」と大きく 4つのタイプにわかれていたことを指摘した． 
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湘南ベルマーレ、京都サンガ F.C.とガンバ大阪がパートナーシップを締結している大
学を取り上げ、具体的にどのような事業内容を展開しているのか検証し、各クラブは大
学が持つ経営資源を有効活用していく主たる目的として「大学がトップチームや育成組
織にお金を出して支援している」こと、「大学が持つ人的および物的資源をトップチーム
や育成組織に共有する」考え方として、時本（2014）は「これまでの大学は、生涯学習
講座や地域開放といった、いわばコミュニティに対して消極的な関わり方をしてきた． 
しかしながら、国立大学の独立行政法人化以降、私立大学を含めて事業を立案し、競争
的資金を自ら獲得しなければならない時代に入り、すべての大学において地域との連携
を大学の主要な事業としている．大学は生きる活路を地域に求めているといえるのであ
る」と指摘している．これは、地域スポーツ振興に積極的に取り組む J クラブの理念に
大学側が同調し、大学の広告宣伝や大学の研究および教育機能を J クラブと取り組むこ
とで、大学も「社会連携、社会貢献、地域スポーツ振興」を果たすことが可能になったと
考えられる． 
 では、大学側からみると J クラブとのパートナーシップ事業は大学が本業とする教育
面の改善や社会連携・社会貢献を通じた大学プログラムの価値向上に対して J クラブ側
がどのような貢献をしているのか．つまり、どのように大学がパートナーシップ事業を
評価しているのか、どのような目的を Jクラブと達成しようとしているのか． 
 これには、大学が教育研究機能を果たす上で日本高等教育評価機構が定める評価基準
に達しているのかがポイントとなり、その基準となる「自己評価点検報告書」と「第三者
認証評価」の社会連携・社会貢献に関するレポートの内容と結果が重要とされる．大学は
現在自己評価をもとめられるが、その評価項目の中に地域交流、地域への貢献が含まれ
ている．方法は任意であるが、スポーツに力を入れている大学では、住民へのスポーツ指
導やスポーツ実施機会の提供を、地域交流プログラムとして実施する例が少なからず見
られる．大学にとって、地域スポーツ振興は本来の活動目的ではなかったのだが、大学評
価が地域貢献を求めたことにより、地域スポーツ振興は実質的に大学の、特に大学の中
で地域交流を坦務する組織にとって「本業」になっているということが言えるだろう（武
藤、2016）． 
 そのため、本研究では、このような大学側の評価基準を検討し、Jクラブが大学に「大
学評価基準をベースに協賛メニューを作成した」実績を持つヴィッセル神戸を取りあげ
ることにした． 
 また、ヴィッセル神戸と大学のパートナーシップ事業を検証するにあたっては、大学
側の状況を踏まえ、パートナーシップを締結している大学の「自己点検評価報告書」にど
のような報告がされ、大学評価基準が求められているのかを分析する． 
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第２節   研究方法 
 本研究は、調査対象としてヴィッセル神戸とヴィッセル神戸のオフィシャルスポン
サー契約を締結している大学を中心に調査した．ヴィッセル神戸とスポンサーの大学
が地域スポーツ振興活動を共同で行う事例を収集するとともに各大学が公表している
「自己点検報告書」と「第三者認証評価」を主な資料とし、確認のためにクラブに対
してインタビュー調査を行った（注 6-1）．なお、ヴィッセル神戸を選定した理由とし
ては、J リーグの中でも早い時期に大学と包括的パートナーシップ契約を締結し、ヴ
ィッセル神戸が各大学に「広告収入」だけを目的とするスポンサー契約ではなく、大
学側が求める「社会連携・地域貢献」を推進した代表的なコラボレーションの事例だ
と考えたためである．本章においては、大学が学校教育法の改正で社会の評価を受け
ることが明確にされ、大学が社会から評価される新しい基準となった「社会連携・社
会貢献」の項目を中心に分析した．また、パートナーシップ事業の活動報告が自己点
検報告書に掲載されている大学とされていない大学とがある．つまり、パートナーシ
ップの活用については、大学による違いがある．この理由を検討するために報告書掲
載有無の実態と大学組織の関係、特に「ヴィッセル神戸のスポンサー契約を担当する
大学の担当部署」を調査した．  
 
第３節  研究結果 
第１項 クラブの概要 
ヴィッセル神戸の前身は 1966年創部の川崎製鉄水島サッカー部である（注 6-2）．
親会社である川崎製鉄水島製鉄所（現 JFEスチール西日本水島製鉄所）のサッカー
チームとして岡山県倉敷市を中心に活動していた．J リーグが開幕してからは神戸
市に本社をもつ川崎製鉄の意向もありホームタウンを岡山から神戸へ移転している．
1994 年 9 月に現在のクラブ名称となる「ヴィッセル神戸」でチームがはじまり、
1995年 1月より Jリーグ加盟を目指すサッカークラブが誕生したのである． 
1997年のシーズンから Jリーグに加盟したヴィッセル神戸は、クラブとして「阪
神淡路大震災、震災復興」を重要なコミュニケーションの言葉としている．ホーム
タウンである神戸市は 1995年１月 17日に阪神淡路大震災が発生し、同日がヴィッ
セル神戸としてスタートした初練習日だった．この大震災がきっかけで、当時ヴィ
ッセルの筆頭株主であったダイエ （ー注 6-3）が撤退し、メインスポンサーがその後
もつかず苦しい経営状況となり親会社を持たないヴィッセルは 2003年 12月 15日
に民事再生法の適用を申請した．累計赤字金額は 42 億円で神戸市からの無担保融
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資は約 15億円にのぼっていた． 
 
第２項 新生「地域密着型クラブ」の誕生 
兵庫県神戸市出身の楽天（注 6-4）創業者三木谷浩史氏が代表を務める株式会社
クリムゾンフットボールクラブが 2004 年に設立され、ヴィッセル神戸の営業権を
取得した．三木谷氏は神戸にいる親戚が阪神淡路大震災によって亡くなり、神戸が
被災地として復興するための地元支援が目的であると述べている．「サッカーという
スポーツは地域を一つにまとめる吸引力がある．プロ野球オリックスが震災直後の
1996年に日本一になり地域を盛り上げたように、ヴィッセル神戸も地域を活性化で
きるチームにしたい」（『日本経済新聞』2004年 6月 24日夕刊）． 
 
第３項   神戸親和女子大学との提携 
（1） 協定の方針 
 株式会社クリムゾンフットボールクラブが営業権を取得し、新生ヴィッセル神戸
は地域密着型経営クラブとして再生するパートナーとして神戸親和女子大学と協定
を結んだ．神戸親和女子大学は社会貢献を重視する大学であり、「多様な地域貢献」
が規程・方針にもとづいて実施されている大学である．パートナーシップ協定を締
結した際、同大学が公式ホームページで「平成 17年度は、阪神淡路大震災から 10
年を迎える年でもあり、地域社会が多くの人々に支えられながら協力して震災復興
に努めた 10 年でもあります．この節目の年を迎えるにあたり、主にスポーツ振興
を通じて地域の活性化を図ることを目的としたこのパートナーシップをもとに、本
学は『地域に開かれた大学』へとさらに進化していきたいと思います．これまでに
ヴィッセル神戸では、選手が小学校へ出向いて講演したり、サッカー教室を開催す
るなど、ジュニアの育成及びサッカーの普及を精力的に行ってきましたが、本学と
のパートナーシップ締結により、さらに地域に密着したプログラムを展開していく
ことになります．本学は、現在、主に小学校の教育現場における神戸市スクールサ
ポーター制度・体力アップ制度などを通じ、学生の教育・成長に努めていますが、
ヴィッセル神戸との提携により、社会の課題解決に主体的に取り組むことのできる
人材の育成を目指します．ともに、拠点を神戸として、青少年育成及び地域貢献を
果たすため、連携・協力することになりました．（『神戸親和女子大学公式ホームペ
ージ』2004年 12月 21日）」と述べている． 
 ヴィッセル神戸は神戸親和女子大学とのパートナーシップ協定の内容を協議する
際に、これまで大学の自主努力として行われるにすぎなかった大学の社会連携・社
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会貢献が、大学の果たすべき使命として明確に規定される時代を想定していたと関
係者が述べている．インタビュー調査の結果で、他の Jクラブが大学と提携する時
期に「大学が自己評価しなくてはならない」という状況を加味してスポンサー営業
を行ったヴィッセル神戸は「社会連携・社会貢献」というキーワードを戦略的に活
用したクラブであった． 
 
（2） 事業の内容 
「社会連携・社会貢献」の具体的な実践として、大学は施設を開放して近隣の小
学生およびその親たちを対象とし、ヴィッセル神戸のサッカーコーチが教える「ヴ
ィッセル神戸親子サッカークリニック」を年 3回開催し、また神戸親和女子大学の
オープンキャンパスに来た女子高生で指導者を目指す生徒向けに「女子高生向けに
親子サッカークリニックの指導体験」も行っている．あわせて、このようなサッカ
ークリニックのプログラムを兵庫県豊岡市にて実施した．災害復興支援のイベント
会場で現地の小学生約 70 名、教員約 40 名を対象にサッカークリニックを開催し
た．神戸市以外でも震災復興をキーワードにしたイベントには積極的に参加してい
る（神戸親和女子大学公式ホームページ平成 19 年度大学自己点検評価報告書．第
10章社会貢献、4．企業等との連携）． 
その他には、スポーツだけに特化したプログラムだけではなく、ヴィッセル神戸
のホームゲーム開催時に同大学が運営する託児所「ヴィッセル神戸キッズルーム」
を設置して親和保育園の保育士や児童教育学科で学ぶ現役大学生がボランティアス
タッフとして参加した．同大学の山根学長（現 学校法人親和学園理事長）はヴィッ
セル神戸との取り組みについて「活動をきっかけに、社会が抱える課題に主体的に
取り組む学生が育ってほしい（日本経済新聞、2005 年 4 月 18日地方経済面 29ペ
ージ）」として大学や社会が解決すべき問題を産学連携で努めていこうとしている． 
日本経済新聞（2005）によると、大学は 2005年前後から学生の積極的かつ能動
的に学ぶ場を社会に求めており、このような社会連携に力を入れ始めた．個性のな
い大学は経営的にも厳しくなることを察し、18歳人口の減少が続く厳しい環境の中、
地域貢献で地元のつながりを強めつつ、教育の質の向上を狙う取り組みとなってい
る．神戸親和女子大学は受験者数にも良い影響がでており、全学部平均で 2.1 倍を
確保したと報じられている（『日本経済新聞』2005年 4月 18日地方経済面 29ペー
ジ）． 
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 さらに、両者はパートナーシップ契約の内容以外で関係が密になってきた．表 6-
1 のように主なコラボレーション、相乗効果という点ではヴィッセル神戸三木谷浩
史氏の実父であり同クラブの非常勤取締役を努めていた三木谷良一氏が学校法人親
和学園の理事となる他、大学が主催している市民講座にヴィッセル神戸の主将であ
った宮本恒靖選手が招かれている．また、元ヴィッセル神戸トップチーム監督であ
った加藤寛氏はジュニアスポーツ学科の教授となっている．2006年よりヴィッセル
神戸に設立されたヴィッセルカレッジ（注 6-5）には多くの神戸親和女子大学生が
入学してくるようになり、ヴィッセル神戸と神戸親和女子大学のパートナーシップ
協定は契約内容の関係を超えた社会連携・社会貢献の域へと達している． 
  
（3） 自己点検評価に反映できる学内組織 
 では、なぜ神戸親和女子大学はパートナーシップの契約以上のことが行われてい
るのだろうか．それは、大学側が求める「大学の役割を社会連携・社会貢献活動を
通じて達成している」からである．表 6-1 のように大学はヴィッセル神戸とのパー
クラブとの契約名称 公式リリースの名称 広告掲出 契約
オフィシャルパートナー パートナーシップ協定 ゴール裏看板 2004年～
アクティベーション名称 協力・運営 頻度 場所
親子サッカー教室 ヴィッセル神戸サッカーコーチ 年3回程度 大学施設
女子高校生向けサッカークリニック指導体験 ヴィッセル神戸サッカーコーチ オープンキャンパス開催時 大学施設
ヴィッセル神戸キッズルーム（託児所） 親和幼稚園保育士、現役大学生 ホーム試合開催時 スタジアム内
インターンシップ ヴィッセル神戸　事業関係スタッフ 年1回 ヴィッセル神戸事務所
特別講演会 ヴィッセル神戸スタッフ、選手 不定期 大学施設
その他、主なコラボレーション・相乗効果
ヴィッセル神戸非常勤取締役　三木谷良一氏が学校法人親和学園の理事
ラグビー振興団体と協定を締結している同大学は平尾誠二氏×宮本恒靖（ヴィッセル神戸）の「リーダー論」をテーマに講演会開催
復興支援企画の共同開催（神戸市以外でのサッカークリニック）
ヴィッセル神戸の元普及育成担当スタッフが神戸親和女子大学ジュニアスポーツ学科教授に就任
神戸親和女子大学生がヴィッセルカレッジに入学
（新聞記事）「女子大変身（6）地元に根を張る」　～ヴィッセル神戸との取り組みについて～『日本経済新聞』2005年4月18日地方経済面29ページ
神戸親和女子大学　自己点検評価報告書
平成19年度　第10章「社会貢献」企業との連携　pp.166　　活動報告あり
表6-1：ヴィッセル神戸と神戸親和女子大学の提携内容　
（出所）ヴィッセル神戸及び神戸親和女子大学ホームページより著者作成
（4）企業との連携
平成17年は、阪神・淡路大震災から10年を迎える年であり、地域社会が多くの人々に支えられながら協力して震災復興に努めた10年である。この節目の
年を迎えるにあたり、主にスポーツ振興を通じて青少年の健全育成と地域活性化を図ることを目的に、ヴィッセル神戸とパートナーシップ協定を締結し
た．具体的な活動としては、近隣の小学生およびその親を対象とした「親子サッカークリニック」を年3回開催している．また、平成16年の豊岡市におけ
る災害復興支援の一環として、同クリニックを現地の小学生（約70名）、教員（約40名）を対象として開催した．
他にも、本学の協定幼稚園においても、ヴィッセル神戸によるサッカー教室を本学が企画している．さらに学生対象として、ヴィッセル神戸のサッカース
クールのコーチがサッカーについて講義と実技指導を行っている．
［点検・評価］
これまでヴィッセル神戸は、選手が小学校へ出向き、講演やサッカー教室を開催するなど、ジュニアの育成およびサッカーの普及を精力的に行ってきた
が、本学とのパートナーシップ締結により、さらに地域に密着したプログラムを展開することが可能となった．また、本学でも、主に小学校の教育現場に
おける神戸市スクールサポーター制度、体力アップ制度などを通じ、学生の教育・支援に努めているが、ヴィッセル神戸との提携により、学生たちはス
ポーツを通じて子どもとスポーツへの理解を深めることが可能となった．
課題としては、親子サッカー教室や、その他の活動において、まだ学生が前面に出る機会が少ないことである．
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トナーシップで実施した社会貢献活動を自己点検評価報告書の中に記載しており、
大学側がパートナーシップ契約で得た権益を大学の自己評価に活用していた．これ
は、大学の組織が大きく影響していると考えられる． 
神戸親和女子大学では、ヴィッセル神戸のスポンサー契約窓口は秘書課である．
同課に一本化され、スポンサーとしての権利の活用と管理を行っている．また、大
学の自己点検評価を取りまとめる業務も秘書課がおこなっている．上述したように、
神戸親和女子大学がヴィッセル神戸とパートナーシップ協定を結んだ目的は地域に
密着したプログラムの展開であるため、ヴィッセル神戸を活用した大学の社会連携・
社会貢献については秘書課からの指示で「社会交流センター事務室」がサッカー教
室などの地域イベント系運営業務を担っている．この場合、スポンサー窓口となる
秘書課と社会連携系部署が情報共有していることを前提に、自己点検評価を統括す
る秘書課がヴィッセル神戸の取り組みに関してレポートできるのである． 
 
          
 
（4） 小括 
この神戸親和女子大学とのパートナーシップ契約は、後にヴィッセル神戸の営業
面に大きな転機を与えたものだと考えられる．なぜなら、クラブにとって初めてと
なるスポンサー大学との取り組みがはじめから体系化されたからだ．この結果、ヴ
ィッセル神戸は神戸親和女子大学の後に地元の大学と次々とオフィシャルスポンサ
ーを交わすことになる． 
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J リーグの百年構想という理念を軸にクラブは主体的に地元でホームタウン活動
を行ってきたが、ホームタウン活動に直接的な営業面のメリットを期待して行って
いくことを Jクラブ側は必ずしも意図してこなかった．ヴィッセル神戸は地域密着
活動を行うためのパートナーとして大学を選んだが、これは単なる協業ではなく、
クラブの「スポンサーかつパートナーとしての大学」という新しい関係を築いたの
である． 
ヴィッセル神戸と神戸親和女子大学のコラボレーションは広告宣伝だけでなく、
クラブと大学に共通する「地域密着」「人材育成」や「社会連携」といった両者に共
通の課題を解決することを実現した．  
 
第４項   神戸学院大学との提携 
（1） 事業の内容 
2005 年よりヴィッセル神戸とパートナーシップを契約した神戸学院大学は、
1966年に日本初の男女共学による栄養学部の単科大学として開学した大学で、現在
は社会科学系 4学部、人文科学系 2学部、自然科学系 3学部の計 9学部 13学科と
大学院 7研究科を設けている神戸の総合大学である． 
 神戸親和女子大学と同じ年に設立された大学で、地元神戸では受験者数も多く、
関西圏内で人気の高い大学と言われている． 
 神戸学院大学は、神戸親和女子大学と同じく、ヴィッセル神戸オフィシャルパー
トナーである．「競合排除」という考え方に基づくなら同じ業種の法人とパートナー
シップ協定を結ぶのは難しい、それが実現されているのは神戸親和女子大学側の理
解があったからであろう．ヴィッセル神戸によると、同じ大学カテゴリーではある
ものの「ヴィッセルと共存するパートナー」という形で契約を締結しており、大学
が目指す“実践教育”という視点から学生と社会の接点を与える内容となっている．
また、契約金は両大学ともに同額であるため同じカテゴリーに入っているという． 
 パートナーシップ契約の内容は神戸親和女子大学と大きな差はないが、総合大学
で学生総数が多いという特色を活かしてヴィッセル神戸側が提供できるプログラム
を開発した「単位認定キャリア連携講座（表 2）」や学際教育機構（注 6-6）に「ス
ポーツマネジメントユニット」と「防災社会貢献ユニット」を新設、スポーツマネ
ジメントユニット所属の学生たちはヴィッセル神戸と共同でイベントを開催したり、
同大学に在籍するヴィッセルサポーターたちが学生任意団体としてクラブと連携す
る取り組みなどが新たに発足している．学生任意団体の連携ではヴィッセル神戸の
コラボユニフォームシャツや応援弁当（注 6-7）の企画提案と制作を行っており、ク
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ラブ側にはメリットが大きい．大学がスポンサーシップで得た権利を学生団体が有
効活用している例もある．学生たち自らが若年層観戦者の増大企画を考案してヴィ
ッセル応援グッズを制作する取り組みもある．この学生たちは大学から認定された
「任意学生団体」となっており、ヴィッセル神戸に関する試合情報や学生主体で活
動するホームゲーム開催時のイベント、コラボレーション商品の企画販売情報を大
学公認 twitter（注 6-8）で学生たちが発信している． 
また、大学サッカー部の強化を支援する仕組みも導入されている．「ヴィッセル神
戸による神戸学院大学サッカー部の監督派遣制度」は 2007 年よりスタートしてお
り、J クラブが大学サッカー部の強化スタッフをコーディネートする取り組みは J
リーグでもヴィッセル神戸が初めてであった．トップチームとのコラボレーション
だけではなく、ヴィッセル神戸が大学サッカー部のマネジメントを支援する仕組み
は後のオフィシャルスポンサーとなった甲南大学でも同様な体制で契約している
（本章.第 3節．第 5項で後述）． 
神戸学院大学の場合、スポーツマネジメントを修得するコースを新設したこと、
ヴィッセル神戸を応援する学生任意団体を発足させたこと、附属高校にユースを受
け入れる制度を導入したことが神戸親和女子大学と違ったアクティベーションであ
る．このように、同じ大学というカテゴリーではあるが、各大学が持つ資源を有効
活用していけば、各大学の個性を活かした独自のパートナーシップ内容が確立でき
る．つまり、J クラブにとって、大学という組織は競合排除にする必要はなく、各
大学の個性をどのようなかたちで活かした取り組みを考えていくかが重要となると
考えられる． 
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（2） ユース選手の附属高校受入制度 
2007 年よりヴィッセル神戸はオフィシャルパートナーである神戸学院大学の附
属高校「神戸学院大学附属高校」とヴィッセル神戸ユース（高校生年代の育成チー
クラブとの契約名称 公式リリースの名称 広告掲出 契約
オフィシャルパートナー パートナーシップ ゴール裏看板 2005年～
アクティベーション名称 協力・運営 頻度 場所
単位認定キャリア連携講座※注1 ヴィッセル神戸スタッフ 後期13回授業 大学施設
チアリーダー部がヴィッセル公式戦でパファーマンス ヴィッセル神戸 シーズン中 年2回程度 ホーム主催スタジアム
サッカークリニック　開催協力 ヴィッセル神戸サッカーコーチ 年1～2回程度 大学施設
インターンシップ　受け入れ協力 ヴィッセル神戸　事業関係スタッフ 年1回 ヴィッセル神戸事務所
ホームゲーム開催時のイベント開催 神戸学院大学生 年1回 ホーム主催スタジアム
クラブを応援する学生サポーター団体との企画 ヴィッセル神戸商品販売部 年1回 大学
神戸学院大学サッカー部監督を派遣 ヴィッセル神戸 年1回更新 大学
学園祭　出演協力 ヴィッセル神戸 年1回 大学
その他、主なコラボレーション・相乗効果
ヴィッセル神戸代表取締役会長の三木谷浩史氏が同大学で特別講演会を開催
地域清掃活動のコラボレーション　選手と大学生が一緒にゴミ清掃活動実施
ヴィッセル神戸アンバサダー吉田孝行氏の特別講演会を開催
ヴィッセル神戸選手より大学入学式のビデオレター
同大学学際教育機構協力による「カンボジアへサッカーボールを贈ろう」企画の運営協力実施
ヴィッセル神戸ユース選手を同大学附属高校が受け入れる
　※ユース選手全員ではないが学費等の受入特別待遇制度がある
（2016シーズン ヴィッセル神戸トップチーム選手　神戸学院大学附属高校出身者）
　FW小川慶治朗、MF前田凌佑、MF小林成豪、DF山口真司、GK吉丸絢梓
神戸学院大学　自己点検評価報告書
活動報告なし
※ただし、スポーツマネジメントユニットが属する「学際教育機構」の成果として大学側は「不十分である」と報告している
表6-2：ヴィッセル神戸と神戸学院大学の提携内容　
（資料）ヴィッセル神戸及び神戸学院大学ホームページ
注1）
キャリアトレーニング特別講座
「ヴィッセル神戸連携講座～プロスポーツクラブから学ぶマネジメント～」共通2単位取得科目
【講座について】
選択科目である「キャリアトレーニング特別講座Ⅱ」※において、ヴィッセル神戸とのパートナーシップに基づく「ヴィッセル神戸連携講座」が、
2005年度より実施されています。
「プロスポーツから学ぶマネジメント」をテーマにヴィッセル神戸(株式会社クリムゾンフットボールクラブ)より講師を招き、
全13回の講義を行っています。
講師は、安達貞至 代表取締役社長をはじめ、各セクションの部長など、全員が最前線で陣頭指揮に当たっているスタッフの方々です。
プロスポーツの現場で働いている方が講師として教壇に立つということで、実際の業務や業界の実情を知ることができる貴重な機会となっています。
昨今、スポーツマネジメントに対する関心が高まっていることもあり、毎年200名あまりの学生が履修する人気の講義です。
第1回　「スポーツ振興基本計画とJリーグの理念」講師：安達貞至　代表取締役社長
第2回　「サッカーと神戸の歴史」講師：加藤 寛　普及部長
第3回　「スポーツに関わる仕事の役割」講師：吉池 淳　強化部
第4回　「スポーツビジネスのマネジメント」講師：叶屋宏一　代表取締役専務
第5回　「スポーツ組織のステークホルダー（1）住民、ファンイベント」講師：清田絵美　営業部
第6回　「スポーツ組織のステークホルダー（2）スポンサー・企業」講師：森井彦晴　営業部長・日比野弘治　営業部
第7回　「スポーツ組織のステークホルダー（3）競技者・競技団体」講師：佐藤英男　GM補佐
第8回　「Jリーグのグッズ戦略とヴィッセル神戸の販売戦略」講師：芝 英幸　商品販売部部長
第9回　「ヴィッセル神戸と「大学生」という市場への挑戦」講師：大山 高　ホームタウン事業部
第10回　「Jリーグの運営組織・財務・経理の知識」講師：来住健次　業務部長
第11回　「ヴィッセル神戸の地域スポーツ振興策」講師：加藤 寛　普及部長・都志見陽子　ホームタウン事業部
第12回　「Jリーグ　チーム広報の役割」講師：岩元里奈　広報宣伝部長
第13回　「特別講義」講師：安達貞至　代表取締役社長
※2007年度実績の授業内容
※2008年度も上記テーマで、後期の木曜日4限目の2単位、全13回開講予定
※法学部、経済学部、経営学部、人文学部で履修可能
表6-3：ヴィッセル神戸連携講座詳細
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ム）の間で提携を結んだ．ヴィッセル神戸と神戸学院大学が取り組んだ新たなパー
トナーシップによる相乗効果であった． 
まず、特筆する点については 2つあげられる．一つは、サンフレッチェ広島や鹿
島アントラーズなどが既に取り組んでいた地元の高校と提携する仕組みを参考にし
て、育成型クラブを本格的に目指したこと（表 6-4参照）．二つ目は、高校だけの提
携ではなく既にトップチームのオフィシャルスポンサーの大学が持つ附属高校と提
携を結び、大学までの進学環境を整えていこうとした点であった．神戸学院大学サ
ッカー部への監督派遣は、大学サッカー部の強化だけではなく、ユース選手がより
レベルの高い大学サッカー部で活躍する場を増やすことが目的である．ヴィッセル
神戸が保有するプロの指導者を大学のサッカー部に派遣すれば、ユースからトップ
に昇格できなかった選手たちが「大学の進学」と「大学サッカー部で活躍」する環
境を広げてくれることになる．これは、J リーグ界全体で考えていかなくてはなら
ない問題かもしれないが、高校卒業後に Jリーグ選手となってもトップチームで出
場できない選手が多い．プロ選手となっても若手が実践を積む公式試合がないため、
J クラブが大学サッカー部を強化するメリットはある．プロ野球で例えると 2 軍の
試合がないため、1 軍で試合に出られない若手選手が試合経験を積めないというと
ころであろう． 
このような現状は、日本の練習環境にも影響するものだと考えられる．なぜなら
ば、いくらプロクラブとはいえ Jクラブも広大な練習環境が揃っているクラブは多
く存在しない．この点、大学が持つ練習グラウンドなどを活用したり、大学サッカ
ー部そのものを強くして若手選手を大学でプレーさせることは有効な施策と言える．
ヴィッセル神戸も他 Jクラブを参考にしつつ、神戸独自のオリジナルモデルとして
高校大学一貫教育で双方にメリットがある仕組みを作り出してきた．スポンサーで
もある神戸学院大学側としても大学のサッカー部が強くなれば十分にメリットは拡
充する．プロ野球のようにプロアマ協定もないため、J クラブ選手とアマチュア大
学選手が積極的に交流をする機会もつくれるのが特徴だ． 
 
 
 
クラブ名 受入体制 開始年度 備考
鹿島アントラーズ 私立 鹿島学園高校 鹿島ユース選手全員 2003年より 同学園HPに提携情報あり
ベガルタ仙台 私立 明成高校 仙台ユース選手一部 2003年より 明成高校と同じ学校法人朴沢学園「仙台大学」とも提携
柏レイソル 私立 柏日体高校 柏ユース選手全員 2015年より 柏日体サッカー部を柏レイソルユースと同等の扱いにする提携
アルビレックス新潟 私立 開志学園高校 新潟ユース選手全員 2005年より クラブのスポンサー「NSGグループ」の高校
ガンバ大阪 私立 追手門学院高校 G大阪ユース選手全員 2012年より ユース選手全員受け入れ全寮制、同じ学校法人の大学はスポンサー
セレッソ大阪 私立 明誠高校 C大阪ユースとの交流 2012年より 島根県にある私立高校で、同校サッカー部をC大阪ユース扱いにする提携
京都サンガF.C. 私立 立命館宇治高校 京都ユース選手一部 2005年より ユース選手枠10名を受入、全寮制の一貫教育体制にする
ヴィッセル神戸 私立 神戸学院大学附属高校 神戸ユース選手一部 2007年より 附属高校と同じ学校法人神戸学院「神戸学院大学」とも提携
ガイナーレ鳥取 私立 米子松蔭高校 鳥取ユース選手全員 2008年より
サンフレッチェ広島 公立 広島県立吉田高校 広島ユース選手全員 1994年より 1992年にユース組織が発足し、94年から全寮制でJユースのお手本となる育成クラブ
学校名
表6-4：Jクラブと高校の提携実績一覧
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ヴィッセル神戸ユースは前章でとりあげた京都サンガ F.C.ユースやガンバ大阪
ユース、そしてサンフレッチェ広島ユースや鹿島アントラーズユースのように全員
が同じ高校に通う制度ではなく、選択制となっている．神戸学院大学附属高校の場
合 3学年で受け入れる人数の上限が設けられ、同校を進学先に選ぶ場合は学費の一
部免除や修学環境を優遇する内容となっている．神戸学院大学の公式ホームページ
によると「神戸学院大学とヴィッセル神戸は 2005 年度よりパートナーシップ協定
を結んでいますが、附属高校もヴィッセル神戸ユースの選手を特待生として受け入
れるなど、高大ともにヴィッセル神戸との連携を深めています．この一環として昨
年より附属高校サッカー部を対象として、ヴィッセル神戸から指導者を招きサッカ
ースクールを開催しており、来年 3月まで 13回にわたり行われます」と報告され、
ユース選手とは関係ない附属高校サッカー部への積極的な関わりも存在しているこ
とがわかる．ヴィッセル神戸側は「ヴィッセル神戸のユースの選手は附属高校の協
力で大変よい環境でやらせていただいている．逆にヴィッセル神戸としては附属高
校サッカー部の強化をはじめ、生徒の育成などで協力させていただこうと考えてい
ます．今後もお互いにアイディアを出し合って附属高校が活性化し、ヴィッセル神
戸も身近に感じていただければ幸いです（神戸学院大学附属高校ホームページより）」
とコメントしている． 
このほか、ヴィッセル神戸と附属高校との取り組みでは、ヴィッセル神戸のアカ
デミー事業本部長を講師として附属高校に招き、高校 2年生とその保護者を対象に
人間教育をテーマにした進路講演会が開催されている．提携から約 10 年が経過し
た現在では、既に同校卒業生でプロ選手は 12 名、ヴィッセル神戸のトップチーム
に所属する選手は 5名（2016シーズンのトップチーム所属選手）もいる（表 6-5参
照）．プロ選手を輩出した実績から、この制度設計はある一定の成果を出していると
言えるであろう．これらは全て神戸学院大学とのパートナーシップから派生した関
係構築であり、地域密着を具現化するヴィッセル神戸にとっては両者の経営資源が
有効活用されているケースである． 
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（3） 大学側から見るパートナーシップの現状と課題 
 上述したとおり、様々な事業内容から構築されているパートナーシップに見え
るが、神戸学院大学から見る提携は一部デメリットもある．それは、以下の 2つを
指摘することができる． 
 
a）ヴィッセル神戸ユースから神戸学院大学サッカー部には入らない 
既に述べたように、神戸学院大学附属高校はヴィッセル神戸ユース選手の受け入
れを行っている．しかも、全寮制・全入制ではないにせよ、授業料の減免などでユ
ース選手を優遇している．しかし、神戸学院大学体育局サッカー部の公式サイトを
見るとヴィッセル神戸ユースであった選手は一人も所属していない．大学側からす
れば、附属高校の受け入れとユース組織の支援活動は「大学の投資」と考え、ユー
ス選手が大学サッカー部で活躍して常勝チームをつくりあげることを期待している
はずだ．また、大学サッカー部が強くなれば地域スポーツ振興もしやすくなる．神
戸学院大学が目指す「社会連携・社会貢献」は、大学サッカー部による地域スポー
ツイベント（サッカー大会や指導教室など）を開催することで社会的責任を果たす
ことができるのである． 
 
b）育成組織の提携は高校管轄のため大学自己点検評価に入れられない 
神戸学院大学は現在のところ、大学自己点検評価報告書にヴィッセル神戸とのパ
ートナーシップ事業の活動記録が一切掲載されていない．自己点検評価は 7年に一
度ではあるが、既にヴィッセル神戸とは 2005 年より契約をしているため明らかに
パートナーシップ事業を学内で評価していないことがわかる．既述したとおり、神
戸学院大学とのパートナーシップ事業で特徴となったのが育成組織の提携であった．
しかし、この育成組織に関する担当窓口は大学ではなく、附属高校側が管轄となる．
したがって、大学が義務化された自己点検評価や第三者認証評価の対象にはならな
年度 選手名 トップ昇格クラブ 現所属 卒業高校 出身 その他の情報
小川慶治朗 ヴィッセル神戸 ヴィッセル神戸 神戸学院大学附属高校 兵庫県三田市 U-17日本代表
和田篤紀 京都サンガF.C. 京都サンガF.C. 神戸学院大学附属高校 兵庫県神戸市 U-17日本代表
秋山貴嗣 ガイナーレ鳥取 ガイナーレ鳥取 神戸学院大学附属高校 香川県 関西大学へ進学
2009年 廣田隆治 ヴィッセル神戸 ガイナーレ鳥取 神戸学院大学付属高校 兵庫県高砂市 U-22日本代表
岩波拓也 ヴィッセル神戸 ヴィッセル神戸 第一学院高校 兵庫県神戸市 U-23リオ五輪代表メンバー
松村亮 ヴィッセル神戸 ヴィッセル神戸 啓明学院高校 京都府宇治市 U-17日本代表
前田凌介 ヴィッセル神戸 ヴィッセル神戸 神戸学院大学付属高校 兵庫県姫路市 U-22日本代表候補
和田倫季 ヴィッセル神戸 光州FC（韓国） 神戸科学技術高校 兵庫県神戸市
吉丸絢梓 ヴィッセル神戸 大分トリニータ 神戸学院大学付属高校 宮城県群城市 U-19日本代表
表原玄太 愛媛FC 愛媛FC 神戸学院大学付属高校 徳島県阿南市
山口真司 ヴィッセル神戸 ヴィッセル神戸 神戸学院大学付属高校 兵庫県神戸市 U-19日本代表
米沢令衣 セレッソ大阪 セレッソ大阪 神戸学院大学付属高校 大阪府堺市
（出所）ヴィッセル神戸ホームページ、神戸学院大学附属高校ホームページ、Wikipediaより著者作成
表6-5：ヴィッセル神戸ユース出身選手の一覧
2008年
2010年
2011年
2012年
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い．換言すると、育成組織のコラボレーションは Jリーグでは斬新で革命的な社会
連携・社会貢献事業だったかもしれないが大学側は評価基準のプラス項目にはなら
ないのである． 
 
（4） 小括 
Jリーグでは各 Jクラブに高校生世代以下の育成組織を持たなければならないル
ールがあるため、トップチームの運営とは別の経済的問題を抱えている．その問題
とは各 J クラブユースの選手たちの育成組織における維持費だ．ドイツのように、
クラブの育成・普及活動に公的助成金（第 5章.結論と考察）が存在しない日本は各
J クラブにとっては非常に大きな負担となる．すなわち、今回のような神戸学院大
学とのコラボレーションは Jクラブにとっては非常に有益なかたちである．ユース
はトップチームのように入場料収入を得られるチームではないため、選手の育成環
境にかけてきたお金を回収するにはユース選手がトップチームに昇格して、トップ
選手で活躍してくれることが重要である．とは言え、トップチームに昇格できる人
材も毎年多く生まれるわけでもないため、J クラブ側にとってはスポンサー大学の
附属高校との提携は「魅力的な Jユース環境」が整えられる絶好のパートナーであ
る． 
地域のクラブで育ち、そのクラブの育成組織で活躍してからトップチームへ昇格、
更には国の代表まで上り詰める図式は Jリーグがモデルとしたドイツに近づいてい
っている．ガンバ大阪やヴィッセル神戸も世界で活躍できる代表選手を何人も輩出
してきた．しかし、これまで取りあげてきた Jクラブと大学、特に大学の附属高校
とクラブが提携するモデルはドイツのブンデスリーガクラブにもない日本オリジナ
ルのモデルとも言えよう．なぜなら、ドイツには国公立大学が多く、私立大学は数
える程度しかない．ましてや、日本のように私立大学の附属系列高校が存在しない
ため、高大一貫となる教育機関とサッカー選手の育成制度は日本にしかない特殊な
仕組みである． 
Jリーグは「『育成』という分野はホームタウン活動と同じく中長期での視点が不
可欠で即効性を求めることのできるものではない．『費用対効果』という考え方では
常に議論の対象となる分野かもしれない（『J.LEAGUE NEWS Plus.vol.12』2010
年 3月 31号）」と述べているとおり、成果はすぐに出てこない．しかし、早くから
育成の重要性を認識し、地域と協力体制を取りながら、全寮制の育成システムを構
築して全国制覇を幾度も経験して来たサンフレッチェ広島や、地元企業と学校との
連携を行い独自のシステムを推進する京都サンガに共通する点は、クラブのトップ
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から育成を担当する現場までが一貫した育成コンセプトを理解・実践し、「サッカー
選手としてだけではなく、魅力的な人間をつくる育成」を志向する点である．スポ
ーツを通じた人間づくりに主眼を置いた両クラブの取り組みは、「人」を通じて地域
社会に貢献するという明確な理念のもとに成り立ち、それは Jリーグ百年構想が目
指す将来像にも結びつくものだろう（Jリーグ、2010）と示唆されている． 
 
第５項   その他の大学との提携 
   ヴィッセル神戸は 3 番目の大学スポンサーとして「甲南大学」とオフィシャルスポ
ンサー契約を 2008年に締結した．神戸親和女子大学と神戸学院大学との包括的パート
ナーシップ契約ではなく、クラブの公式スポンサ 「ーシルバースポンサー」契約である．
クラブと大学のアクティベーション自体は神戸親和女子大学や神戸学院大学と大きな
差はなく、ほぼ同じ内容のサッカー教室や大学授業にクラブスタッフが参加することで
ある（表 6-6）．しかし、クラブ関係者によると甲南大学はオフィシャルスポンサーの契
約内容以外のコラボレーションが存在すると述べている．そのコラボレーションは、甲
南大学サッカー部のマネジメントをヴィッセル神戸が行っていることである．ヴィッセ
ル神戸から同大学サッカー部に監督を派遣し、部の予算管理までヴィッセル神戸が取り
組んでいた．毎年ヴィッセル神戸ユース選手がサッカー部に入るきっかけをつくり、ユ
ース所属選手ではない一般の高校生年代で優秀な選手発掘とコーチングスタッフの招
聘もヴィッセル神戸アカデミースタッフが担っている．ヴィッセル神戸としては、まだ
実績はないにせよ、将来的にはユース選手が大学進学後に甲南大学サッカー部で飛躍的
成長を遂げた場合はヴィッセル神戸とプロ契約を結べる可能性が広がるだろう．大学サ
ッカー部の予算管理や強化まで Jクラブが担っているケースは稀であり、前章で既述し
た京都サンガ F.C.やガンバ大阪のユース組織が大学と連携している内容と異なる． 
   
  
 110 
 
 
  その他、ヴィッセル神戸では 2009年より「神戸女子大学」、「関西国際大学」とオフ
ィシャルスポンサー契約を締結した．両大学とも「ブロンズスポンサー」であり、甲南
大学よりワンランク下のスポンサーカテゴリーである． 
  神戸女子大学は健康スポーツ栄養学科の特徴を強化する目的でスポンサーになって
いる．ヴィッセル神戸ユース選手の食事メニューをスタッフと一緒に作成したり、同大
学内でヴィッセル神戸主催の栄養セミナーを市民開講講座として開催して、同じ女子大
学でも神戸女子大学は「栄養」という他と違う領域でヴィッセル神戸とコラボレーショ
ンしている．これらに加え、地域に対しては小学生対象のサッカー教室も開催している
ため、大学の社会連携・社会貢献は果たしていると考えてよいはずだが同大学の大学ホ
ームページでは活動レポートもあまり見られない． 2009年に大学ホームページで公表
している大学自己点検評価報告書にもヴィッセル神戸との活動は掲載されていなかっ
た（表 6-7）． 
  
 
  
クラブとの契約名称 公式リリースの名称 広告掲出 契約
シルバースポンサー オフィシャルスポンサー あり 2008年～
アクティベーション名称 協力・運営 頻度 場所
小学生対象のサッカークリニック ヴィッセル神戸スクールコーチ、甲南大学サッカー部 夏季 甲南大学総合体育館
連携講義「現代日本経済」での授業 ヴィッセル神戸役員 1回 甲南大学
その他、主なコラボレーション・相乗効果
ヴィッセル神戸応援＠甲南大学Twitterが開設され、大学生応援企画や観戦招待企画の情報を配信している
一般社団法人ヴィッセル神戸スポーツクラブ　アスレチッククラブ（陸上競技）の指導者と場所を甲南大学側が提供している
ヴィッセル神戸が甲南大学サッカー部と連携し、大学サッカー部監督をヴィッセル神戸側が派遣している
甲南大学サッカー部の強化計画をヴィッセル神戸アカデミー組織のスタッフがアドバイザーとしてチームに加入している
ヴィッセル神戸市民大学「スポーツ栄養セミナー」を甲南大学岡本キャンパスにて開講している
甲南大学　自己点検評価報告書
活動報告なし
表6-6：ヴィッセル神戸と甲南大学の提携内容　
（出所）ヴィッセル神戸及び甲南大学ホームページより著者作成
クラブとの契約名称 公式リリースの名称 広告掲出 契約
ブロンズスポンサー オフィシャルスポンサー あり 2009年～
アクティベーション名称 協力・運営 頻度 場所
ホームゲーム運営スタッフとして大学生受け入れ ヴィッセル神戸 公式戦ホーム開催時 ホームスタジアム
小学生対象のサッカークリニック ヴィッセル神戸スクールコーチ 冬期 神戸女子大学
ヴィッセル神戸主催の栄養セミナー 神戸女子大学教員　医学博士 冬期 神戸女子大学
ヴィッセル神戸ユース選手の食事メニュー作成 神戸女子大学健康スポーツ栄養学科生 通年 神戸ユース寮
その他、主なコラボレーション・相乗効果
神戸女子大学健康スポーツ栄養学科生がヴィッセル神戸ユース寮の食事栄養管理を寮のフードコーディネーターアシスタントとしてアルバイトしている
神戸女子大学　自己点検評価報告書
活動報告なし
表6-7：ヴィッセル神戸と神戸女子大学の提携内容　
（出所）ヴィッセル神戸及び神戸女子大学ホームページより著者作成
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  同じく 2010年からオフィシャルスポンサーとなった関西国際大学は、大学の広報宣
伝目的であると推察する「ヴィッセル神戸応援ラッピングバス」や「コラボうちわ制作」
や社会連携・社会貢献活動を意図する「小学生対象のサッカークリニック」が行われて
いた．関西国際大学の 2015年発表の自己点検評価書には「社会連携」に関するヴィッ
セル神戸との活動が掲載されていた（表 6-8）． 
 
   
  
第４節 結論と考察（研究 5） 
 J リーグで早い時期に大学とパートナーシップ契約を締結したヴィッセル神戸はクラ
ブと大学が持つ経営資源を有効活用している代表的な事例であると言えよう．総じて、
ヴィッセル神戸は他の J クラブが大学と取り組んでいる内容を全て行っている．湘南ベ
ルマーレと産業能率大学のような「スポーツマネジメントを習得する単位認定型授業」
や「大学生を活用したクラブのファンマネジメント業務」、京都サンガ F.C.やガンバ大阪
で着手している「ユース組織と附属高校との提携」と「大学サッカー部へのユース選手受
け入れ」などに加えてスポンサー大学として権益を活用した広報宣伝の「大学案内（パン
フレットやオープンキャンパス）」や「サッカー教室」などが全て網羅されている． 
 2004 年から経営権を取得した楽天創業者の三木谷浩史氏がオーナーとしてクラブの
経営に参画し、地元の大学と「地域密着」を志向させた．三木谷氏の地元意識という考え
方はスポンサー大学となった神戸親和女子大学や神戸学院大学の「ヒト」「モノ」「カネ」
「情報」の経営資源を有益に使うことである．神戸親和女子大学のケースは、女子大学の
新たな広報戦略としてヴィッセル神戸を通じたコミュニケーション活動が非常に活発に
なった．大学側は他の女子大学との差別化戦略で受験者数を増やし、大学の地域貢献プ
ログラムの充実を実践した．また、経営者である理事長直属の秘書課によってスポンサ
ー権利が一括管理されていることで、「自己点検評価報告書」にもヴィッセル神戸との取
クラブとの契約名称 公式リリースの名称 広告掲出 契約
ブロンズスポンサー オフィシャルスポンサー あり 2009年～
アクティベーション名称 協力・運営 頻度 場所
小学生対象のサッカークリニック ヴィッセル神戸スクールコーチ 冬期 関西国際大学
ヴィッセル神戸応援バス 関西国際大学 シーズン中 キャンパススクールバス
ヴィッセル応援コラボうちわ制作 スポーツ心理学専攻ゼミ生らが企画 シーズン中 関西国際大学
その他、主なコラボレーション・相乗効果
関西国際大学サッカー部コーチスタッフに元ヴィッセル神戸選手和多田氏が雇用されている
関西国際大学主催のスポーツマネジメントセミナーにヴィッセル神戸役員が招聘されている
関西国際大学「ヴィッセル神戸」応援プロジェクト　公式Facebookページが作成され運営管理されている
関西国際大学　自己点検評価報告書
（出所）ヴィッセル神戸及び関西国際大学ホームページより著者作成
基準 B．社会連携 
表6-8：ヴィッセル神戸と関西国際大学の提携内容　
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り組みが「社会連携・社会貢献」にレポートされている．  
 一方、神戸学院大学は「スポーツマネジメントを習得するコース（学際教育機構）」を
新設し、「附属高校とヴィッセル神戸ユースの提携」にも着手した．神戸学院大学におい
ても社会連携・社会貢献という領域に踏み込んだ学内プログラムを充実させる目的はあ
ったはずだが、スポーツマネジメントユニットが「防災・社会貢献ユニット」と同時に開
講され、大学の特色が防災・社会貢献ユニット寄りに傾き始めてしまっていることが自
己点検評価報告書からわかった．  
 神戸学院大学の場合、パートナーシップ事業の契約窓口が「広報宣伝系部署」によって
担当され、社会連携・社会貢献事業に関しては後に学内に新設された「社会連携グルー
プ」という部署であった．ヴィッセル神戸との契約担当者は広報宣伝系部署となってい
るため、クラブの営業担当は協賛金の窓口となる部署とコミュニケーションが自然と密
になる．これは、どの J クラブでも大学と向き合う場合同じ状況であろう．しかし、社
会連携・社会貢献を推進する専門部署が大学に続々と誕生し、クラブと共催するスポー
ツイベント系業務は「社会連携系部署」が担当するようになってきた．よって、社会連
携・社会貢献業務の学内担当者は直接的な協賛契約部署ではないためクラブと契約した
権利関係の情報把握に乏しい．また、広報宣伝系部署より社会連携系部署は予算も少な
く、大学側の窓口が一本化されておらず、スポンサー権利の活用がされ難い環境だと考
えられる．神戸学院大学が 10年以上もヴィッセル神戸と包括的パートナーシップ契約を
結んでいるにも関わらず、現状、同大学の「自己点検評価報告書」には一切ヴィッセル神
戸との取り組みはレポートされていない．ヴィッセル神戸は契約当初、大学側が求める
評価基準や報告書の存在を知っていた唯一のクラブであったにも関わらず、大学内でパ
ートナーシップ事業の活動記録が報告されていないのである．  
 甲南大学や神戸女子大学も同様に学内の連携が取れていないスポンサー大学かもしれ
ない．既述したとおり、これらの大学に共通している点は自己点検評価報告書にヴィッ
セル神戸とのパートナーシップ事業が報告されていないことである．神戸学院大学、甲
南大学、神戸女子大学の学内組織図を分析したところ「ヴィッセル神戸側と学内の担当
窓口が一本化されていない大学」となっている．このような大学の組織をみると、Jクラ
ブと大学のパートナーシップ事業に関する一般的な大学側の運営体制は図 6-2 のように
なっている． 
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 大学が「社会連携・社会貢献」を推進し、自己評価に関しては基本的にどの大学も（2004
年以降）専門部署を設置している．ここが、自己点検評価報告書にスポーツを通じた社会
連携の活動実績をレポートするのだが、J クラブのコミュニケーションは広報宣伝系部
署であり、「スポンサーする」という金銭授受の大学内の意思決定は大学の学長や理事長、
および事務局長が担っていることが一般的であるため、意思決定者がどこの部署を通じ
て Jクラブをスポンサーしているかが最も重要であることがわかる． 
 これらの状況における大学側の都合をみると、J クラブと大学のパートナーシップ事
業を発展させていくためには図 6-3のような組織図が理想だと考えられる． 
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 図 6-3で特筆するべき点は、大学が「スポンサー権利の活用を熟知して活用する」こと
である．そのためには、大学側が横の部署間連携を積極的に図るか、もしくは学長・理事
長か事務局長の直結となるかだ．湘南ベルマーレと産業能率大学の場合、クラブ側に対
して理事長が直接窓口となっているため、権利関係の交渉や権益活用をコントロールし
やすくなっている．ガンバ大阪と追手門学院大学も同様の組織になっていた．これらの
大学に全て共通するのは自己点検評価報告書に各クラブとの取り組みがしっかり反映さ
れている点である． 
 本章では、ヴィッセル神戸と大学のパートナーシップ事業について、Jクラブ側から見
たパートナーシッププログラムの成果ではなく、大学側の自己評価基準から見たパート
ナーシップ事業の成果を検証してきた．既述してきたように、J リーグも開幕してから
20年以上が経ち現在に至るまで様々な試行錯誤を繰り返している．観客動員数の減少や
少子化問題が直面する中で観客の高齢化などが取りざたされている．各 J クラブにとっ
てはそのような状況下で若年層をターゲットにできる「スポンサー大学」という新しい
領域のパートナーが誕生してきた．しかし、これは Jクラブにとっては救世主ではない．
大学は J クラブにとってお金を出し、大学の広告宣伝活動だけを推進すればよい従来型
のスポンサーではないのである． 
2006 年（平成 18年）12月に約 60年間変わらなかった教育基本法が改正された．こ
れまでの教育基本法は、学校に関しては、学校の設置者と教員についてのみ規定してい
たが、改正にあたり条文の一つとして「学校、大学の役割」を明確に規定すべき事が指摘
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されたのである．高等教育機関となる大学に関しては「高い教養と専門的能力」を培うこ
とと「成果を広く社会に提供」し、「社会の発展に寄与」することまでもが大学の役割と
して規定された．つまり、武藤（2016）が言う「大学も地域スポーツ振興における本業
化」が起きていることに J クラブ側も気付くべきであろう．その理由としては、本章で
検証してきたとおり、大学によって実に Jクラブの活用方法が様々であるからだ． 
 他方、Jクラブ側の調査だけではなく、この研究では大学組織を詳らかにするには至ら
なかったので、自己点検評価を担当する大学関係者のインタビュー調査などで実態を明
らかにすることが課題といえる．J クラブと大学のパートナーシップ事業における研究
を発展させるためには、「大学の社会連携・社会貢献活動」にまで研究対象を広げていく
ことも課題と言えよう．大学の使命となった社会連携・社会貢献を助けてくれる J クラ
ブは「地域密着」を標榜し、大学にとってはよい地域スポーツ振興のパートナーであるか
らだ． 
 最後に、ドイツには日本のように何百もの私立大学は存在しない．ドイツ国内の大学
はほとんどが国公立大学である．日本も国立大学が国立大学法人として自立経営を求め
られる時代となってきたが、私立大学を中心とした「大学全入時代」が 2007年以降から
本格化している中、各大学が個性や特色をより一層明確にしなければならない．ドイツ
のブンデスリーガクラブが国内の大学経営を助けるような形で「地域密着型」を協業す
るなど、おそらく全く理解されないだろう．日本独自の地域スポーツ振興の仕組みの中
に、Jクラブと大学は共存している． 
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表6-9：各大学の自己点検評価報告資料（抜粋）
関西国際大学の自己点検評価
神戸親和女子大学の自己点検評価
神戸親和女子大学の第三者評価
Ⅳ．大学が使命・目的に基づいて独自に設定した基準による自己評価 基準（p.４８）
基準A．国際交流・連携 A－1 国際交流推進体制の整備 
 　
≪A－1 の視点≫ A-1-① 全学的推進体制の整備
（3）A－1 の改善・向上方策（将来計画） 国際交流を促進する全学的な体制は概ね整っている。平成 26（2014）年度より、グローバルス
タディのプログラム改善に向けた評価会議が定期的に開催されることになり、 今後継してプログラムの内容の充実に向けた仕組みが構築さ
れた。
今後は、東南アジアとの交流をさらに充実させるために、協定校への職員派遣を含む全学的な交流を積極 的に実施する。具体的には、東南
アジア諸国を代表するトップ・クラスの 13 大学との新たな協定により、ACP（Asian Cooperative Program）ネットワーク（コンソーシ
アム）を結成し、コアカリキュラム、海外での教室外プログラム、国際共同研究、評価開発の 4 つの部会を設置した。これにより海外協定
大学との関係が、従来の 1 対 1 の関係 から 1 対 ACP 加盟全大学に拡大し、グローバルスタディのプログラムは多様化し、内容が更に充実
させることが可能となる。
また、ACP 加盟大学との交流 が活発となり、本学キャンパスのグローバル化が更に進展させることができる。
A-4-② 学外における国際交流の機会の充実 
５月の武者行列は、毎参加しており、実際に市民の方々の中に混じり、武者の姿をして参加、市民との交流を深めたり、地域のキッズ イン
グリッシュへの参加など、地域貢献を目指した交流活動にも参加できるようコーディネートを心がけている。
基準 B．社会連携 
B－1 大学が持っている物的・人的資源の社会への提供
（2）B－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 
B-1-①大学施設の開放、公開講座、リフレッシュ教育など、大学が持っている物的・人 的資源の社会への提供 
【キッズオープンキャンパス】 
三木キャンパスの大学祭である「あじあん祭」では、地域交流として9 つのキッズプ ログラムを展開した。①親子でベースボールトライア
ウト(硬式野球部)、②親子でふれ あいテニスイベント(硬式テニス部)、③親子で作ろう紙ねんど教室～子育ての質問・ 相談コーナー～(心
理臨床センター)、④カプラで遊ぼう(田中ゼミ)、⑤留学生との交流体 験(国際交流)、⑥ナースウエアを着てみよう！(看護学科)、⑦親子凧
作り、凧揚げ教室！！ (横川セミヴィッセル神戸応援プロジェクト企画サッカーボーリングとキックター ゲットなど、子ども向けのプログ
ラムを展開する。
加えて、⑨兵庫ヤクルト販売㈱と加 東市健康福祉事務所による「健康・食育推進コーナー」を協力プログラムとして実施した。
Ⅱ 総 評（pp12）
8社会連携・社会貢献
　社会連携・社会貢献に関しては、「10年構想5カ年計画」の「将来展望」のなかで、「地域とともに発展する大学を目指す」との指針が
謳われている。これに基づき、「地域交流センター規程」に事業と目的を定めており、教職員の間で共有している。
　具体的な活動としては、公開講座や子ども教育研究所、福祉・障害児教育研究所、 言語・文化研究所による公開フォーラムや講演会の主
催のほか、兵庫県との連携プ ログラムによる子育て支援講座「まちの寺子屋師範塾」を行っている。また、神戸 市との連携事業として、3
歳未満の未就園児とその保護者を対象にした子育て支援 センター「すくすく」を運営し、多くの利用者が活用していることは地域に根ざし 
た社会貢献活動として高く評価できる。正課教育の「フィールドスタディ科目」で は、学生が中心となって地域や企業が抱える課題への解
決策を提案している。さら に、地域交流センターを窓口にした多様なボランティア活動、東日本大震災復興支 援プロジェクト、学生主体の
地域貢献プログラム、協定教育委員会へスクールサポ ーターや講師の派遣など、全学的に社会連携・社会貢献を推進している。
　社会連携・社会貢献の適切性については、地域交流センターおよび子育て支援セ ンターが責任主体となって、検証に取り組んでいる。
第10章 社会貢献 
 本学は、創立以来、地域社会との関わりを重視してきており、地域社会に根ざした大学である が、つねに、開放と交流をめざしている。  
社会貢献については、(1)地域住民や社会人を対象とした公開講座等各種講座を充実させるこ と、(2)地域における交流プログラムを企画・
運営すること、(3)自治体と連携してプログラ ムを開拓・運営すること、(4)学校・福祉施設・企業などを対象とした学生のボランティア活
動 を支援すること、(5)研究所を中心に地域や自治体とのネットワークを充実させること、を目標 としている。
概要
 保育士養成施設や幼稚園・小学校・中学校・高等学校の教員養成課程をもつ本学では、 かなり以前から単位外のボランティアとして、学生
が近隣の幼稚園・小学校・児童館等に出向き、 貴重な体験をしてきた。そのような地道な活動が、神戸市教育委員会から高い評価を受け、
平成 15 年 4 月、同教育委員会との間に「『スクールサポーター制度』実施に係る協定書」を締結した。 その後も芦屋市、大阪府、豊中
市、宝塚市、豊岡市の各教育委員会と連携協力に関する協定を締 結し、さまざまな教育支援活動を展開している。 
 平成 16 年度には、ヴィッセル神戸(株式会社クリムゾンフットボールクラブ)およびSCIX (特定非営利活動法人スポーツ・コミュニティ・
アンド・インテリジェンス機構)との間に青少年 の健全育成に関するパートナーシップ協定を締結し、学生の子どもスポーツ活動への参加と
理解 を深め、社会の課題解決に主体的に取り組むことのできる人材の育成をめざす活動を展開している。
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神戸女子大の自己点検評価
神戸女子大学の第三者評価
甲南大学の自己点検評価
甲南大学の第三者評価
本学の社会貢献は、『日経グローカル』No.79(2007 年 7 月 2 日発行)の特集「全国大学調査 地域貢献度ランキング」において、総合ラン
キング 19 位、女子大学ランキングでは 1 位であっ た。教育学科を中心とする幼・小・中・高向け講座を継続的に実施していること、大学
の地元である須磨区との包括提携締結(2006 年 3 月)や、大学に隣接する須磨離宮公園とのキャンパ スパーク連携(CP連携)締結(2006 年 
12 月)、更には、ポートアイランドキャンパスが位置 する神戸市中央区との地域連携協定が 2008 年 1 月に締結され、地域貢献活動が活
発であることなどが特徴である。
 
1. 地域連携 
地域連携推進委員会を中心に地域社会との連携事業を推進し、地域活性化に貢献すると共に、 学生の地域学習システム構築を目指してい
る。地域連携推進委員会は 2006 年に設置され、委 員は各学科から推薦された委員各 1 名と学長が委嘱した委員、学生課職員、本学の学
生組織である学友会メンバーからなる(『神戸女子大学地域連携推進委員会規程』参照)。地域連携は神 戸女子大学(窓口:地域連携推進委員
会)と須磨離宮公園、神戸女子大学(窓口:地域連携推 進委員会)と須磨区(窓口:まちづくり推進課)を軸に展開している(図 7-1 参照)。神戸市
須 磨区とは、2006年 3 月、地域の再生と大学の変革を持続的に実現するために「地域連携に関す る包括協定」を締結した。隣接する須磨
離宮公園とは、2006 年 12 月、学生の教育の充実を図 ると共に、須磨離宮公園の活性化と地域の活性化に貢献することを目的として全国
初の「キャンパス・パーク連携(CP連携)」を締結した。 
Ⅱ 総評(pp10)
三 長所の伸張と問題点の改善に向けての取り組み
６ 社会貢献
地域社会との文化交流を目的に、教職員による「地域連携推進委員会」を設置している。「地域連携推進委員会」は、各学部･研究科の特性
を生かし、神戸市との地域連携、さまざまな公開講座による生涯学習・地域学習、幼稚園ボランティア活動、スクールサポーター、子育て
支援などの取り組みを行い、地域に根付いた社会貢献を組織的に実施している。
Ⅲ 大学に対する提言（pp14）
総評に提示した事項に関連して、特筆すべき点や特に改善を要する点を以下に列挙する。
一 長所として特記すべき事項
１ 社会貢献
１) 「地域が求める大学」という貴大学の目標に沿って、「地域連携推進委員会」において、各学部･研究科の特性を生かし、神戸市との地
域連携、幼稚園ボランティア活動、生涯学習、地域学習、スクールサポーター、子育て支援などの取り組みを行うほか、「古典芸能研究セ
ンター」では能楽・近世芸能・民俗芸能に関する貴重な資料の公開や特別公開講座で研究成果を社会に還元するなど、地域に根付いた社会
貢献を組織的かつ積極的に実施し、学外からも高い評価を得ており評価できる。
社会連携・社会貢献（8章 pp235）
1.現状の説明 (1)社会との連携・協力に関する方針を定めているか 
　本学では、教育研究上の成果の社会への還元、地域住民への学びの機会の提供、地域社 会との交流等を積極的に行うことにより、地域に
密着した「知の創造拠点」となることを めざしている。　　2004 年には、本学における研究活動を支援し、学術研究の進展および研究 交
流活動の活性化を進め、また、地域との連携活動を推進することにより、研究教育の充 実、人材育成および社会発展に寄与することを目的
として、フロンティア研究推進機構 (FRONT)を設立した。現在は、産官学連携・知財管理・地域連携などを一元的に行うこの組 織におい
て、他大学・企業・行政・そのほか民間団体との産官学連携、地域連携を行って いる。
Ⅱ総評
8 社会連携・社会貢献 （pp34）
　貴大学は、社会連携・社会貢献に関して「研究教育上の成果の社会への還元、地 
域住民への学びの機会の提供、地域社会との交流等を積極的に行うことにより、地域に密着した『知の創造拠点』となること」を方針とし
て掲げている。この方針に 基づいて、社会連携・社会貢献を進めるためにさまざまな組織が設けられ、
これら の活動や役割については、ホームページに公開され、教職員間で共有されている。 
方針に沿った社会連携・社会貢献を推進するために、研究・教育の充実、人材育 成および社会発展に寄与することを
目的として、「フロンティア研究推進機構(F RONT)」が設立された。同機構内には、地域と大学との連携を推進する組織
として「甲南大学地域連携センター(KOREC)」が設けられ、学生教育の観点も 含めて、ボランティア活動や地域連携活動を推進している。
特に、東日本大震災の 被災地復興支援ボランティア、地域連携協定を締結している神戸市東灘区とのまち づくり推進、地域への図書館やサ
イバーライブラリの公開などに力を注いでいるこ とは高く評価できる。 
生涯学習に積極的に取り組むため、「公開講座委員会」が設けられ、各学部や国 際言語文化センターなどの協力に
よって、各種講座を開講している。 
　社会連携・社会貢献の適切性を検証するための仕組みとして、外部アドバイザリ ー・評価委員を任命するという規程はあるが、その方法
や手続きが明確になってい ないので、検証体制を整えることが望まれる。
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第７章 東京ヴェルディと帝京大学のパートナーシップ事業の研究 
第１節 研究の動機、および目的 
 これまでの各章で示してきたとおり、J リーグは 1993 年に開幕してから「地域密着」
という活動理念を曲げず、各 J クラブは地域スポーツ振興活動を大学と協業しながら固
有の展開をみせている．その「固有な展開」とは、「第 3章．ドイツ・ブンデスリーガの
地域密着に関する研究」で考察したとおり、ブンデスリーガクラブは J クラブのように
地域にある大学と連携して（スポンサー大学としてのパートナーシップ契約）地域スポー
ツ振興を行っておらず、日本国内においては「第 4章．地域スポーツ振興に関わる組織」
で地域にある様々なスポーツ団体を概観したところ、大学が地域スポーツ振興に深く関
わりつつある組織であった．そして第 5章からは地域スポーツ振興に関わる大学が、Jク
ラブと連携する事業内容とその成果を分析し、各クラブが地元の大学とどのように連携
を深めているのか、その詳細を明示してきた．Jクラブと大学のパートナーシップには排
他性が見られず、それぞれのクラブが大学と協業する中で、その目的ないし活動自体が多
様化している．「第 6 章．ヴィッセル神戸と大学のパートナーシップ事業の研究」では、
大学側の評価基準を検討し、Jクラブ側の「大学とのパートナーシップ」という視点では
なく、大学側から見た J クラブとの協業における深化を示した．大学によって J クラブ
の協業の仕方が様々であるということを明らかにした． 
本章では、東京ヴェルディと帝京大学のパートナーシップ事業を取り上げる．これまで
検証してきた内容を踏まえて言えば「Jクラブと大学」というコラボレーションは多様で
あり、しかも、そのほとんどが広告露出を目的とするスポンサーシップ契約以上の活動に
まで深化している．帝京大学では、大学名の露出をメインとした目的から東京ヴェルディ
のスポンサー契約が 2008 年よりはじまったが、今では広告宣伝目的を超えて「社会連
携・社会貢献」を目的としたパートナーシップになっている．  
  
 また、東京ヴェルディを取り上げる理由として、（1）川淵（2009）が言うように、Jリ
ーグ創設時から何度も「チェアマン vs.ナベツネ」という見出しでメディアに取り上げら
れ、J リーグが掲げた地域密着の理念を、「空疎」と決めつけヴェルディの地域密着活動
不要論をあからさまにしてきたクラブであること、（2）親会社であった讀賣グループが
ヴェルディから完全に撤退した後にクラブ経営陣は帝京大学の理事長・学長へメインス
ポンサーになってもらう営業をしていた（注 7-1）こと、（3）現在は親会社を持たず、完
全に地域密着型経営を全面に出して地域スポーツ振興に寄与する経営理念にシフトした
こと、である．これら 3つの背景を明らかにすることで、（1）については、企業スポーツ
 119 
の代表的クラブであった東京ヴェルディがどのようにして地域密着型経営にシフトした
のかを確認できる貴重な J クラブであること、（2）については、経営難を乗り切る方法
としてクラブが大学をターゲットにした事実があるため「大学との関係構築を重要視し
ている」と考えられること、また、（3）についてはヴェルディが現在に至っても帝京大学
や駒沢女子大学といった地元ホームタウンにある大学と連携をしている実績があるため、
J クラブと大学が取り組んでいる地域のスポーツ振興活動の調査が可能であると判断し
たからである． 
 更に本章の研究においては第 6 章でインタビューに協力してくれたヴィッセル神戸関
係者からも指摘を受け、特に（1）についてはその関係者からの指摘が強く、J リーグ全
体を研究対象とするならば、東京ヴェルディの変遷を取り上げることに意義があると示
唆された．また、その裏付けとなる数値的資料の研究結果を J リーグが報告する「クラ
ブの営業収入」で整理すると、親会社が徹底後に入場者収入こそ上がってはいないが広告
収入面では年々上昇していることがわかる（図 7-1）．換言すると、とりあえずクラブを
応援してくれるスポンサーからの収入額は「親会社がいた頃の東京ヴェルディ」まで戻っ
たということになる．しかし、収入額だけではクラブの経営を改善した根拠として断定で
きないため、2011年から掲げた経営方針である「親会社に頼らない、東京の中小企業を
中心するパートナーを増やすクラブ経営（注 7-2）」となっているかを確認した．クラブ
関係者の協力により、1997 年〜2016 年までのクラブスポンサーに関する情報を提供し
てもらい、スポンサー数の推移（表 7-1）をまとめたところ 2016シーズンはクラブ史上
最多の「49社（図 7-2、1997シーズンのオフィシャルスポンサーは 13社のみ）」まで増
えていることが明らかとなっている（図 7-2）． 
  
 本研究では、Jリーグ開幕当初から「名門クラブ」と言われた東京ヴェルディの変遷を
明らかにし、いわゆる企業スポーツ型であった 90年代の経営体質を振り返り、現在の地
域密着型経営へシフトしたクラブの新しいマネジメントに着目する．  
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図7-1：東京ヴェルディの営業収入の推移とその内訳
（出所）Jクラブ個別経営情報開示資料から著者作成
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（単位：百万円）
年度 スポンサー① スポンサー② スポンサー③ スポンサー④ スポンサー⑤ スポンサー数
企業 サントリー コナミ ナイキ セイコーエプソン 川崎重工
業種 ビールメーカー ゲームソフトメーカー スポーツ用品メーカー 精密機械メーカー バイクメーカー
企業 サントリー コナミ ナイキ セイコーエプソン キューピー
業種 ビールメーカー ゲームソフトメーカー スポーツ用品メーカー 精密機械メーカー 食品メーカー
企業 コナミ ナイキ デュプロ セイコーエプソン サントリー
業種 ゲームソフトメーカー スポーツ用品メーカー 印刷機メーカー 精密機械メーカー ビールメーカー
企業 コナミ ナイキ サントリー デュプロ 同和火災
業種 ゲームソフトメーカー スポーツ用品メーカー ビールメーカー 印刷機メーカー 保険会社
企業 コナミ ナイキ サントリー ポラロイド ジェイコム東京
業種 ゲームソフトメーカー スポーツ用品メーカー ビールメーカー カメラメーカー ケーブルテレビ
企業 ナイキ 楽天市場 コーンズ コナミ NECフィールディング
業種 スポーツ用品メーカー ECサイト 自動車販売 ゲームソフトメーカー 電気機械器具修理
企業 ナイキ 楽天市場 コーンズ ソデッソジャパン NECフィールディング
業種 スポーツ用品メーカー ECサイト 自動車販売 給食事業 電気機械器具修理
企業 ナイキ LEOC コーンズ NECフィールディング トーマス
業種 スポーツ用品メーカー 給食事業 自動車販売 電気機械器具修理 個別指導塾
企業 サイバーエージェント ナイキ NECフィールディング トーマス ハーベストフューチャーズ
職種 インターネット事業 スポーツ用品メーカー 電気機械器具修理 個別指導塾 商品先物取引会社
企業 サイバーエージェント ナイキ トーマス SOPH. SHIPS
職種 インターネット事業 スポーツ用品メーカー 個別指導塾 アパレル アパレル
企業 サイバーエージェント カッパ トーマス バップ SHIPS
職種 インターネット事業 スポーツ用品メーカー 個別指導塾 レコード会社 アパレル
企業 サイバーエージェント カッパ トーマス MJS SHIPS
職種 インターネット事業 スポーツ用品メーカー 個別指導塾 財務・会計サービス アパレル
企業 MJS カッパ トーマス 中央高等学院 コカ・コーラ
職種 財務・会計サービス スポーツ用品メーカー 個別指導塾 学校法人 飲料メーカー
企業 MJS カッパ 法律事務所オーセンス コカ・コーラ 八千代銀行
職種 財務・会計サービス スポーツ用品メーカー 法律事務所 飲料メーカー 銀行
企業 飯田産業 スーパースポーツゼビオ ヴィクトリア MJS ennerre
職種 不動産会社 スポーツ用品小売 スポーツ用品小売 財務・会計サービス スポーツ用品メーカー
企業 飯田産業 スーパースポーツゼビオ ヴィクトリア MJS アスレタ
職種 不動産会社 スポーツ用品小売 スポーツ用品小売 財務・会計サービス スポーツ用品メーカー
企業 MJS スーパースポーツゼビオ ヴィクトリア アスレタ 三愛
職種 財務・会計サービス スポーツ用品小売 スポーツ用品小売 スポーツ用品メーカー 印刷会社
企業 MJS スーパースポーツゼビオ ヴィクトリア アスレタ 三愛
職種 財務・会計サービス スポーツ用品小売 スポーツ用品小売 スポーツ用品メーカー 印刷会社
企業 緑の心臓 MJS スーパースポーツゼビオ BRIグループ アスレタ
職種 東京ヴェルディファンクラブ 財務・会計サービス スポーツ用品小売 不動産 スポーツ用品メーカー
企業 クリエイト MJS 緑の心臓 錦秀会グループ BRIグループ
職種 求人情報サービス 財務・会計サービス 東京ヴェルディファンクラブ 医療法人 不動産
2016年
（出所）東京ヴェルディイヤーブックより著者作成
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表7-1：東京ヴェルディの歴代スポンサー
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1997年 13
1998年 11
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図7-2：東京ヴェルディのスポンサー数推移
（出所）東京ヴェルディイヤーブックから著者作成
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図7-3：1997シーズンの東京ヴェルディ（当時・ヴェルディ川崎）のオフィシャルスポンサー
（出所）東京ヴェルディイヤーブックから著者作成
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第２節 研究方法と先行研究 
第１項 資料収集 
 研究の基本的な枠組は、ここまでの二つの章と同様東京ヴェルディが提携を結んで
いる帝京大学と駒沢女子大学の協業内容に関するものである．ただし東京ヴェルディ
の場合はこれに先立って地域密着型のクラブ経営へと至る過程を確認しておく必要が
あるだろう．J リーグ創設時からの代表的なクラブである同クラブがどのようなクラ
ブ経営の変化を遂げているのか、どのようにして J リーグの理念である地域密着へ歩
み寄ったのかを明らかにする．そして、次いで「東京ヴェルディ×大学」がどのように
連携して、両者の経営方針を具体化しているのかを明らかにする．研究方法としては、
1993年当初から現在までの歴史を振り返るため過去の文献、資料を分析した．第 1節
で述べたとおり、東京ヴェルディの場合は J リーグが掲げた地域密着の理念に反する
クラブであったことや、何度も親会社が変わりホームタウンの変更とクラブ名の変更
をしている（表 7-2）ため、特に過去の事実関係の確認が必要となる．具体的な文献収
集方法については、（1）新聞記事を中心に日経テレコン 21（日経新聞オンラインデー
タベース）と聞蔵 IIビジュアル（朝日新聞オンラインデータベース）から網羅的に「ヴ
ェルディ」「地域密着」「Jリーグ」関連の記事を収集し、マネジメントに関する記事を
図7-4：東京ヴェルディ及び日テレベレーザの2016年度主要スポンサー一覧
（出所）東京ヴェルディホームページより抜粋
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抜粋した、（2）同様のキーワードで東京ヴェルディ関連の文献・書籍を「日経ビジネ
ス」などの経営者インタビュー記事を収集して分析を行った． 
 また、同様の文献収集方法で東京ヴェルディが帝京大学と駒沢女子大学と提携を結
ぶ史実の分析も行った． 
 なお、東京ヴェルディは度重なる経営者の退任および運営組織の法人変更に伴い、
クラブのホームページには「クラブの歴史」が記載されていない．Jクラブと大学の連
携に関する取り組みが比較的新しいことに加え、上記のようなクラブ側の経営事情か
らも東京ヴェルディに関する先行研究は存在しない．  
 
   
 
第２項 関係者へのインタビュー調査 
 インタビュー対象者（表 7-3）は、東京ヴェルディの在職年数が長く、同クラブの筆
頭株主であるバディ企画研究所とクラブの関係に詳しく、東京ヴェルディが運営する
総合型スポーツクラブ「一般社団法人東京グリーンスポーツリンク」の設立に関わっ
た管理職 1名と、同じく東京ヴェルディの営業職で帝京大学と駒沢女子大学を担当し、
ホームタウン事業も兼務しているクラブスタッフ 1 名である．また、帝京大学の地域
社会連携を推進する担当者と、東京ヴェルディとのパートナーシップ契約を締結する
窓口の担当者へのインタビューも実施した． 
 
   
 
年 法人名 クラブ名 内容
1993年～ 株式会社読売日本サッカークラブ 讀賣グループ「読売新聞」「よみうりランド」「日本テレビ」が出資
1998年～ 筆頭株主が「日本テレビ放送網」になり社名変更
2008年～ クラブ名から「1969」の表記を外す
2009年～ 2009年10月、親会社日本テレビ放送網が経営から撤退
2010年～
「東京ヴェルディ1969」に変更
表7-2：東京ヴェルディの移り変わり
（出所）Wikpediaから著者作成
ヴェルディ川崎
東京ヴェルディ1969株式会社日本テレビフットボールクラブ
東京ヴェルディ1969フットボールクラブ
東京ヴェルディ
2001年～
名前 所属 補足事項 日程
東京ヴェルディ ヴェルディ川崎時代から在職
経営企画部　部長 筆頭株主「バディ」や社団法人組織を担当
東京ヴェルディ 帝京大学と駒沢女子大学の主担当
パートナー営業部兼ホームタウン担当リーダー ホームタウン活動推進事業も兼務
帝京大学 大学の地域社会連携、社会貢献事業の担当
企画グループ 帝京大学杯少年少女フットサル大会担当者
帝京大学 東京ヴェルディ契約担当者
本部広報部 学内大学スポーツ全般に関する広報担当
B氏
A氏
C氏
D氏
表7-3：関係者インタビュー調査の対象者
2016年7月12日
2016年7月12日
2016年7月13日
2016年7月15日
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第３節 東京ヴェルディの変遷 
第１項 クラブの歴史 
 東京ヴェルディは、1969年に創部された旧読売サッカークラブが前身の Jリーグク
ラブである．日本のプロ野球を牽引してきた読売新聞社がアマチュア企業チームの集
合体であった日本サッカーリーグ（以下、JSL）加盟クラブとは異なるヨーロッパ型の
クラブチームとしてプロ契約選手を抱える珍しいクラブであった．当時の JSLでは他
の加盟クラブが日本の有力企業に属し、選手は全員会社の社員で福利厚生や企業の宣
伝を目的とした実業団アマチュアチームの形態を採用していたのに対して、読売サッ
カークラブは様々な職種の人によって構成され、クラブから給料を貰い、試合の結果に
よって報奨金や勝利給を得ていた．練習環境においても読売グループのよみうりラン
ド内の広大な敷地内に下部組織からトップまで使用できるグラウンドを建設したため、
日本のトップ選手たちは読売サッカークラブでプレーすることに特別なプライドを持
っていた時代がある．そして 1991年に Jリーグへ加盟して、1993年の Jリーグ開幕
に備えて読売新聞社、よみうりランド、日本テレビ放送網の讀賣グループ 3 社の出資
による運営会社「株式会社読売日本サッカークラブ」が設立された．讀賣グループの潤
沢な資金力で一流選手たちは囲い込まれ、年間初代優勝クラブとして人気を博したク
ラブだった東京ヴェルディは「Jリーグの代表的クラブ」として始動している． 
 しかし、東京ヴェルディはリーグ側とクラブ側が目指す「地域密着型クラブ経営の方
向性」の価値観が何度も食い違い、1998年シーズン終了後に読売新聞社と株式会社よ
みうりランドが出資企業から外れた．Jリーグ初代チェアマン川淵三郎は「読売の撤退
はプロ野球の巨人を典型とするそれまでのビジネスモデルとそれを支えるコンセプト
の違いに気付いた結果だろう．地域密着を理念に放送権などはリーグが一括管理する
僕らのやり方と、全国区を目指し、球団経営の独自性を不可侵と考える彼らとの間には
本質的に相いれないものが横たわっていた．プロ野球なら脱退と新リーグ結成をほの
めかせば何でも通るのに、サッカーでは全く通じないこともしゃくだったと思う．（川
淵、2009）」と述べており、Jリーグが掲げた「地域密着」という理念に両者が歩み寄
れる余地はなかった．Jリーグは単なるスポーツの興行とは考えず、自治体と住民、サ
ッカークラブ、出資企業が三位一体となって地域を活性化すること（Jリーグ公式ホー
ムページ）、学校体育一本やりの日本スポーツ行政に改革を起こす起爆剤となるリーグ
を目指していた（川淵、2009）からである． 
 
第２項 地域密着から外れた経営方針 
 Jリーグ創設時の 10クラブで唯一メディアが親会社であった東京ヴェルディは「地
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域密着」よりも「全国区」を主張していた．読売サッカークラブ時代から長年にわたり
名門クラブとしての伝統を有する東京ヴェルディは、親会社の戦略もあってサッカー
教室の全国展開を目指し、全国にいるヴェルディファンをつくること、そして全国区の
読売巨人軍のようにヴェルディでのサッカープレーを夢見ている多くの子どもたちを、
サッカー教室や選手との交流イベントに参加させることを考えていたのである．讀賣
グループの撤退報道によって「むしろ、Jリーグが何を目指そうとしているのか世に広
まった（川淵、2009）」、クラブ関係者によると、ヴェルディはいつも地域密着を標榜
するクラブと比較され続けていた．その代表となる比較対象クラブが鹿島アントラー
ズであった．「ヴェルディとアントラーズはどちらが成功するのか」と常に比較され、
今ではその答えは明白であろう．サッカークラブの古豪とされる名門読売クラブのヴ
ェルディと当時 JSL2 部リーグに低迷していた住友金属サッカー部を前身とする鹿島
アントラーズが、いわゆる「脱企業スポーツ」の方針を語るうえで比較しやすいクラブ
だった． 
 1993年 Jリーグ開幕当初から、地域密着型のアントラーズは地元の茨城県を強く意
識して、地域と密着したサッカースクールや育成組織をどこよりも積極的に運営して
いた．子どもたちはいつも地元のプロクラブ「アントラーズ」で活躍する選手のプレー
を目のあたりにしながら、サッカースクールの指導を受け、ホームゲームの応援を楽し
みにしている．このように、クラブの長期的なヴィジョンの下に選手の育成とサッカー
の普及を展開して、地域の大人たちの交流もアントラーズがマネジメントする体制づ
くりは、当時のヴェルディの考え方と正反対であった．例えばヴェルディは開幕当初は
「ヴェルディ川崎」とし、ホームタウンを川崎市と定め、川崎市にある等々力競技場を
ホームスタジアムにしていたが「全国区」を意識していた親会社の意向が強く、東京へ
の移転を熱望し続けていた．読売新聞とよみうりランドが撤退後もクラブの筆頭株主
は日本テレビだったこともあり、ヴェルディのクラブ経営は「全国区」に執着している．
川崎市の木口助役（当時）は日経新聞の取材に対して「（ヴェルディの）移転計画には
残念との感想を漏らす市民が少なくない（日本経済新聞、1999 年 10 月 29 日朝刊）」
と述べており、川崎市は本拠地の等々力競技場を J リーグ開幕当初から整備するなど
地元はチーム運営に協力してきたのにも関わらず本拠地を移転するクラブの考え方に
行政も地域住民たちも批判的であった． 
 
第３項 筆頭株主「日テレ」時代 
 ヴェルディの会長兼社長であった萩原（2006）は「チームの運営は 1998年まで読売
新聞社と日本テレビというマスメディアが主体でした．読売グループの立場からする
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と、プロスポーツのチームにはテレビや全国紙のソフトとしての商品価値が欲しいわ
けです．だから運営については『ジャイアンツ的感覚』が強かったと言えます（日経ビ
ジネス 2006年 2月 6日号記事より）」とヴェルディが地域密着型経営を考えていない
ことを認めている．さらに、萩原は当時の J リーグ初代チェアマンである川淵三郎氏
との理念の食い違いを詳細に述べている．Jリーグ設立当初に「企業名をチーム名に入
れてはならない」と決めて地域密着型のチーム作りを推進させた方向性に対して「その
理念が間違っているとは思わないし、一部の地域では成功していることも事実です．し
かし、我々は当然のことながら、野球チームのように「読売ヴェルディ」という名前を
予想した．川淵さんの目指した企業スポーツを廃して地方から選手を育てるという理
念は成功しているが、正直なところ、チームに企業名をつけるのは何が悪いのかなとい
まだに思っています」と明言していた．2006 年にヴェルディは J2 リーグに降格が決
まり、萩原（2006）はその結果に対して「いまクラブのビジョンを聞かれても仕方が
ない．当面 J2にいてはビジョンも何もないです、はっきり言って．J1のチームになっ
て、しかもそれなりの強豪チームになって初めてビジョンができる」と述べている．名
門クラブが J2に降格した当時、Jリーグ百年構想のビジョン、あるいは Jリーグを単
なるスポーツの興行とは考えず、自治体と住民、サッカークラブ、出資企業が三位一体
となって地域を活性化することの重要性を考えていない日本テレビからの出向経営者
は明らかにリーグ全体の理念に反した発言をしていた． 
 
第４項 地域密着型経営へのシフト 
 2010シーズン途中から、東京ヴェルディには Jリーグの事務局長（当時）であった
羽生英之氏（以下、羽生）が代表取締役社長に就任している．親会社となる讀賣グルー
プが撤退してから羽生は「目指すのは地域に根ざした東京のローカルクラブである（日
本経済新聞、2011年 1月 11日夕刊）」と述べており、地域密着型クラブの方針で復活
させると明らかにした．名門と呼ばれた東京ヴェルディが経営危機に陥った 2010年 6
月からは J リーグが目指す活動方針に沿った形でクラブの再建に取り組み、本来 J ク
ラブがあるべき姿へ戻ることを心掛けたのである．その具体的な施策を発表した「新生
東京ヴェルディ 1969 ヴィジョン（図 7-5）」によると、「方針 3．東京ローカルクラブ
へ」の中でパートナー（スポンサー）企業との連携が記されている．これは、クラブ関
係者によると東京にある無数の中小企業をターゲットにスポンサー営業を行うことだ
と述べている．同じ東京都をホームタウンとする FC東京（注 7-3）は東京ヴェルディ
より後に生まれたクラブであるが、親会社に東京ガスを持ち、東京ガスと取引がある関
連大企業を中心とするスポンサー構成となっている．一方、クラブの歴史は FC東京よ
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り長い東京ヴェルディだが Jリーグ加盟後に川崎市から移転したことで、羽生（2011）
は「2001年にホームタウンを川崎市から東京に移したダメージが大きいため、地域の
人々のために何ができるのかをじっくり考えていきたい」と試行錯誤していた．その結
果、クラブの再建策をローカルスポンサーの数で勝負することに定めた．「新生東京ヴ
ェルディ 1969ヴィジョン（2011）」に明記されているパートナー（スポンサー）企業
との連携の意味については、東京ヴェルディを応援するパートナー同士の横のつなが
りを意識したマネジメントを行うことだと述べている．その目的としては、スポンサー
がスポンサーを呼んでくるようなクラブ経営を志向し、多業種のスポンサーで構成さ
れている東京ヴェルディのスポンサーがクラブを介して新たな事業が展開できればク
ラブの価値が上がることを意味する．さらに、その具体案としては中小企業スポンサー
を 100社集めることが現在も目標として定められており、将来的には「中小企業連盟」
がクラブのメインスポンサーとなることをイメージしていると言う． 
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これまでのヴェルディといえば…
●日本初の地域スポーツクラブとしての伝統
●日本サッカー界の異端児/チャレンジャー/パイオニア
●高い個人技とショートパスをつなぐサッカー
●自由と高いプロ意識。技術のある個性派揃いのチーム
●意外性が高い。駆け引きが上手い。人を魅了するサッカー
■クラブの共通理念 ■共通の価値観
人間中心主義 真剣に遊ぶ
■使命/目標 ■ヴェルディの目指すサッカー
日本のクラブサッカーのパイオニア 色っぽいサッカー
（出所）東京ヴェルディオフィシャルイヤーブック2011より著者作成
図7-5：東京ヴェルディが2011年に掲げた「クラブ経営方針」
1969年の設立当初から、世界を見据え、将来のプロ化を意識
したクラブチームとしてスタートしたヴェルディは日本サッ
カー界の異端児であり、そのサッカースタイルは日本のサッ
カーへのアンチテーゼでした。そうしたパイオニアとしての
挑戦が少なからず日本のサッカー界の発展に寄与してきたと
いう自負があります。私たちは今後もパイオニアとして、そ
のサッカースタイルや育成方法において、日本のサッカー界
に新しい風を吹き込み、革新を促します。そしてひいては、
古い体質が残る日本のスポーツ界全体に、本当の意味で地域
に根ざしたクラブスポーツの開花に貢献していきます。
色気のあり、艶っぽい、人間臭い。ちょいワルで、ファン
キー、癖の強い、洒落っ気のあるサッカー。それが「色っぽ
いサッカー」です。高い技術に裏付けされ、意外性がある。
相手チームや審判、そして観客までも惑わし、魅了します。
同時に、相手がいやがるところ、タイミングでパスを出し、
ゴールに結びつける。ただ単に、美しいだけでなく、勝負に
こだわる。「いやらしい」、「憎たらしい」、「でも上手
い！」そんなサッカーです。また、ヴェルディのサッカーに
も「スタイル」はあっても「型」はありません。型にはまっ
たサッカーはしません。高い技術と感性（第6感）がゲームを
作る。だから、ヴェルディのサッカーは完成形のない、一期
一会のサッカーです。
監督や選手が代わってもヴェルディらしいサッ
カーを継続する為に
方針３．東京のローカルクラブへ
方針１.ヴェルディらしいサッカーの確立
サッカーは本来、大空の下、芝生の上で、人間がおこなうス
ポーツです。テレビゲームやパソコンの中でやるものではあ
りません。そして、ボールは丸い。だから、それを自分たち
の意思ｔと技術でコントロールできます。ただし、それを足
を使ってやらなければいけません。そして、人間を相手にや
るからこそ、いろいろな駆け引きがあり、不安、迷い、粘
り、ひらめきなどいろいろな不確定要素があります。だから
こそ、多くの人を魅了します。サッカーは突き詰めれば、
「技術」と「人間力」が問われるスポーツです。私たちはこ
の２つを追及し、高めていきます
相手との駆け引き、一瞬に判断力、スピード、ひらめき、イ
マジネーション、第６感―――。そうした感覚や感性は、
「練習」ではなく「遊び」の中で培われます。しかも、それ
を真剣にやる。真剣は相手の股間を抜くからこそ価値があり
ます。「真剣に遊ぶ」は読売クラブ時代から続くヴェルディ
の育成方法です。これによって選手は自然と「駆け引き」を
からだで覚え、様々なメッセージを次の代に伝え、プレーの
「感覚」や「匂い」が受け継がれてきました。つねに「真剣
に練習」するのではなく、「真剣に遊ぶ」こと。これは私た
ちの共通の価値観です。
方針２．育成型クラブのパイオニアとして、頂点へ
クラブの理念などを明確にし、その土台の上にスタイル
を確立します
こうした良き伝統、DNAを継承し、新しい時代に合った
ヴェルディらしいサッカーのスタイルを確立
サッカーの枠を超え、総合型スポーツクラブを目指す
新生ヴェルディの育成方針：「真剣に遊ぶ」
●逞しさ（強いからだ、スタミナ、切れない・折れない精神力）の向上
●自律のできる自立した選手を育てる
●高い技術力があり、タフでスマート、クリエイティブな選手の育成
上手いからといって甘やかさない。特別扱いしない。言い続ける。
日本のクラブチーム（ユース）の育成スタイルを変えていく。日本代表にどんどん若手を送り込む。
地域に根差した愛されるクラブを目指して
●試合、イベント、クリニックなどを通じた地域との積極的な交流
●地域主導のイベントやボランティア活動などを通じた地域貢献
●Twitterをはじめ、ネットを活用した積極的な情報発信、交流
●グローバルスタンダードを意識したチーム作り
そして、世界のスタンダードに！
●Jリーグ百年構想「スポーツで、もっと、幸せな国へ。」の実現へ
●パートナーとの連携
方針４．世界へ羽ばたく
日本人の長所を生かした、世界に通じるサッカー
●アジリティ+α（賢さ=スマートさ=マリーシア=相手の裏の裏を読む）
●限られたスペースの中で鬼ごっこしても捕まらない=洞察力
●ヴェルディのサッカーを日本のスタンダードに
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第４節 東京ヴェルディの地域スポーツ振興活動 
第１項 ホームタウン協定と活動内容の特徴 
  東京ヴェルディは 2001年から東京都をホームタウンとして、「稲城市（2001年 3月
から）」「日野市（2001年 11月から）「多摩市（2004年 11月から）」「立川市（2008年
8月から）」と出資協定を結んだ．出資協定以外では多摩地区の八王子市に加えて、2015
年 1月は東京 23区内の「板橋区」とも協定を結び、「世田谷区」「練馬区」「北区」「新
宿区」「杉並区」を地域活動のエリアとしてホームタウン活動を行っている． 
  主なホームタウン活動の内容は、市民のサッカー観戦機会を増やすための招待シート
を PRすることや、地域のイベントに選手が積極的に参加する他、ヴェルディコーチに
よるサッカー教室など、学校や地域のスポーツ振興イベントの開催である（表 7-4）．
東京ヴェルディでは、特に普及コーチによるホームタウンの学校訪問やサッカー教室
に力を入れており、「いっしょにスポーツたのしみ隊！ヴェルレンジャー」はヴェルレ
ンジャーデザイン（図 7-6）の専用車でオリジナルトレーニングウェアを着て地域に出
張している．ホームタウンにある小学校を年間約 100校訪問し、合計約 10,000人の人
たちにスポーツの楽しさを伝えてきた．東京ヴェルディのクラブ関係者によると、地元
の行政は地域のスポーツ振興活動をヴェルディに期待されており、育成の評判が高い
コーチングスタッフが、小学生に対して運動の得意不得意に関係なく誰もが楽しめる
プログラムを行っているという．「ヴェルレンジャーが来た」というクラブ独自のブラ
ンディングによるコミュニケーション活動は、親しみやすく、コーチたちの距離感をあ
えて「プロという堅いイメージから外す」ことで人気が高くなっているようだ．地元行
政が協力関係を結びやすいクラブ像を描き、広域な地域スポーツ振興活動を担う東京
ヴェルディは、他の J クラブとは違った独自のコミュニケーション方法によって地域
密着型を推進していた． 
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「いらっしゃいなぎシート」を設置
2015シーズンより、稲城市に転入された市民に味の素スタジアムでのホームゲーム
チケット引換券を進呈するシートの運用が開始された．
「若葉台駅で毎週試合告知活動」を実施
京王線の若葉台駅にて、毎週ホームゲームをお知らせするチラシの配布を行っている．
選手が練習後に参加してホームタウンの市民と触れ合うことを目的としている．
同様の活動は多摩センター駅でも実施している．
「第10回ヴェルディギャラリーin多摩センター」を開催
シーズンスタートの第一弾のイベントとして定着しているヴェルディギャラリーを毎年開催．
2016シーズンで第10回を迎えており、市や各団体の協力のもと監督や選手のサイン会、
トークショーを多摩センターにて開催している．
「東京多摩フットボールセンター・南豊ケ丘フィールド」の運営権を稲城市より取得
2015年に完成した南豊ケ丘フィールドでは、日テレベレーザや育成チームの選手が
練習を行う他、ホームタウンの子どもたちを対象としたサッカー大会やNPO団体の
地域スポーツ振興活動の場としてヴェルディが指定管理者で運営している．
「日野市スポーツレクリエーションフェスティバル」を開催
日野市民陸上競技場にて日野市スポーツレクリエーションフェスティバルを開催している．
スポレクと呼ばれる同イベントは、身体を動かすことを目的に市民が多くの種目を体験できる．
その種目の一つとして、ヴェルディの親子サッカークリニックを開催．
「平山台ふれあいラジオ体操」
平山台文化スポーツクラブ（総合型地域スポーツクラブ）にて、ふれあいラジオ体操に2011年
よりヴェルディスタッフが参加している．
廃校となった旧平山台小学校を利用して、地域住民が参加するスポーツ振興活動の拠点
となっている．
「立川市主催の地域イベント」に参加
立川市とさまざまな形で連携しながら、市民と交流の場を深めている．
国営昭和記念公園では毎年ニュースポーツEXPOやスポーツ博覧会、秋の風物詩などで
ヴェルディはサッカーを通じて地域住民参加者と触れ合いを積極的に行っている．
「立川市内の新たなホームタウン活動の拠点」としてカフェと連携
立川駅南口の活性化を目的に、スポーツチームと地域活性化事業を進めていく株式会社
立川プロダクションによる新しい形の連携事業としてカフェ店舗をオープン．
スポーツチームの拠点となるだけではなく、ファンやサポーターをはじめとるする地域の方々
に気軽に食事やスポーツ観戦が楽しめる場をヴェルディがサポートしている．
「みずき通り秋のフェスティバル」に選手たちが参加
八王子市内のみずき通り商店会による秋のフェスティバルにヴェルディ選手が参加している．
地域住民を対象に、選手のサイン会やサッカーボウリングイベントを開催．
八王子市内の商店会からヴェルディに参加の要請が毎年あり、盛り上がっている．
（出所）東京ヴェルディ公式ホームページ、オフィシャルイヤーブックから著者作成
表7-4：　東京ヴェルディのホームタウンエリアでの活動内容
稲城市
多摩市
日野市
立川市
八王子市
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第２項 一般社団法人東京グリーンスポーツリンク設立 
 東京ヴェルディは J リーグの理念に基づき総合型スポーツクラブ「一般社団法人東
京グリーンスポーツリンク」を 2011年 4月に設立している．この総合型スポーツクラ
ブは、今まで展開していたサッカー、バレーボール、トライアスロン、フットサルを通
じてホームタウンに地域貢献することが目的である．サッカー以外の多種目の競技チ
ームも、普及を目的とした下部組織を持ち、各種スポーツ教室やスクール事業を展開し
ている（図 7-7）．クラブ関係者によると、親会社が完全に撤退してから経営難に陥り、
クラブの存続危機にたたされる状況で地域密着型経営をアピールする第一歩の取り組
みであると述べている． 
 東京ヴェルディバレーボールチームは、東京都教員チームを母体として 2001年に設
立し、クラブ関係者によると、選手達は全員がそれぞれ仕事を持ちながら競技を続けて
図7-6：ヴェルレンジャーのロゴ
写真7-1：ヴェルレンジャーによるサッカー教室、小学校訪問の様子　（提供：東京ヴェルディ）
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いる．また、バレーボールチームを応援しているスポンサーは 15社ほどあり、スポン
サー企業に就職している選手たちもいる．チームの後援会組織も存在し、年会費 1 口
3,000 円から募集しており、地元地域の個人やスポンサーから支援を広く受けている． 
 2003年には東京ヴェルディトライアスロンチームを発足させ、トップレベルの選手
はホームタウンである稲城市を活動拠点にオリンピックを目指している．また、平日は
働く人向けに早朝や夜の時間帯に稲城市内でスイミングスクール事業を行い、昼には
プロ選手や地元の学生を対象としてランニングスクールを展開している．その他、バイ
クセッションと呼ばれる自転車スクールを休日に不特定多数の人を対象に行っている．
バレーボールチーム同様に、トライアスロンも会員制であり、スクール事業を展開し、
ジュニアスクールは週 3 回開催しており、トライアスロンの競技特性をいかして、各
種「スイムセッション」「ランセッション」「バイクセッション」にわけて地域のスポー
ツ振興活動を行っていることが最大の特徴である．バレーボールチームと唯一違う点
は、トライアスロン競技団体強化指定選手としてオリンピックを目指す選手がクラブ
所属の選手として在籍していることである．そのため地元地域から支援を受けやすく、
ヴェルディの公式スポンサ 「ー株式会社イーグランド」はトライアスロンチームのトッ
プスポンサーにもなっている． 
 東京ヴェルディフットサルクラブは、現在、東京都 U-15フットサルリーグ（東京都
フットサル連盟）1 部に所属するジュニアユース（中学生）チームで、2009 年に「バ
ディフットサルクラブ」としてスタートしたチームが前身である．2011年より現在の
一般社団法人東京グリーンスポーツリンクと連携し、現在の「東京ヴェルディフットサ
ルクラブ」に至っている．同フットサルクラブの練習場は世田谷にあるバディ世田谷体
育館を使用している． 
 東京ヴェルディが運営する非営利法人の大きな特徴としては、バディ企画研究所（以
下バディ）社長鈴木威氏が理事長に就いていることである．Jクラブの非営利法人設立
については「第 5 章．第 6 節 J クラブの非営利法人」であげたとおり、基本的には J
クラブの非営利法人の理事長はそのクラブスタッフであった．東京ヴェルディの場合
は、筆頭株主がクラブの非営利法人の理事長に選任されており他のクラブではあまり
例がない．ヴェルディのクラブ関係者によると、このような体制はバディとヴェルディ
がそれぞれ持つ経営資源を有効活用して地域スポーツ振興活動が行える点であると述
べている．例として、フットサルクラブは「バディ世田谷体育館」で活動しており、ク
ラブは安定的に活動できる拠点を持つことができ、バディは自社が運営する施設の安
定的な稼働率が見込める．もともとバディの園児たちが参加していたフットサルクラ
ブを母体にしており、バディは「東京ヴェルディ」という全国区のブランドを活用でき
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ることをメリットとしている． 
 また、東京グリーンスポーツリンクはチームの運営だけではなく、廃校を利用した施
設の運営も行っている．東京多摩フットボールセンタ ・ー南豊ヶ丘フィールド（多摩市）
の運営事業を行っており、同施設は地域の学校にあるサッカー部やクラブチームのほ
か、東京ヴェルディのアカデミーや女子チームの日テレ・ベレーザの練習場としても活
用されており、運営資金として totoの助成金（注 7-4）も受けている.  
 
   
  
 
 
表7-5：東京ヴェルディが運営する「東京グリーンスポーツリンク」の概要
（5）　スポーツ及び文化施設の管理・運営事業
（6）　他スポーツ団体への運営支援事業
運営団体
・東京ヴェルディバレーボールチーム
事業内容
（1）　スポーツ及び文化クラブの運営事業
（2）　スポーツ及び文化活動に関するイベントや大会の開催事業
（3）　スポーツ及び文化教室の開催事業
（4）　スポーツ指導者の育成事業
（出所）東京ヴェルディ公式ホームページ、オフィシャルイヤーブック（2016）より著者作成
法人名
一般社団法人東京グリーンスポーツリンク
理事長
鈴木威　（株式会社バディ企画研究所　代表取締役社長）
・東京多摩フットボールセンター　南豊ケ丘フィールド（東京都多摩市）
・東京ヴェルディトライアスロンセッション
・東京ヴェルディフットサルクラブ
施設の運営
図７－7：東京ヴェルディと東京グリーンスポーツリンクの関わり方
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第３項 日テレ・ベレーザと駒沢女子大学の提携 
 1981年に東京ヴェルディの前身となる読売サッカークラブの女子チーム「読売サッ
カークラブ女子・ベレーザ」が発足した．現在は日本女子サッカーリーグに所属するヴ
ェルディの女子サッカーチームである． 
 1994年には大手スーパーマーケットの西友がスポンサー契約を結び「読売西友ベレ
ーザ」というチーム名で活動していたが、4年で契約解除となり「読売ベレーザ」に名
称が戻っている．1999年からは讀賣グループの日本テレビが親会社となったため、現
在の「日テレ・ベレーザ（以下、ベレーザ）」に改称されたが、男子トップチームのヴ
ェルディと同様に 2009 年にヴェルディの親会社であった日本テレビが撤退したこと
により、ヴェルディが運営していたベレーザも本来であれば「日テレ」がチーム名から
外れるはずだが現在でもチーム呼称のみ継承されている． 
 ベレーザは独立採算の別法人ではなく、運営会社は東京ヴェルディであるため「地域
密着型クラブ」として地元ホームタウンのスポーツ振興活動を 2010年以降積極的に行
っている．その象徴となるのが、日本テレビ撤退後にベレーザのメインスポンサーとな
った「駒沢女子大学」とのパートナーシップ提携協定であった． 
 駒沢女子大学の公式ホームページによると、2010年 3月に同大学とベレーザは地元
稲城市を中心に地域社会への貢献活動と人材やリソースの交流による教育機会創出を
目的としてパートナーシップを締結したと発表している． 
 クラブ関係者によると、単なるメインスポンサーではなく駒沢女子大学との提携に
より、契約内容以外のコラボレーションがおきていると言う．その相乗効果とも言える
コラボレーションは、ベレーザ所属選手が同大学に入学することができる制度の誕生
や大学内で開催されている市民公開講座に選手が招聘されることだと述べている．現
在、駒沢女子大学の公式ホームページではベレーザの取り組みは「産官学連携」ページ
に記載されており、活動内容については同ホームページの「社会・地域貢献」ページで
詳細にアップデートされている（写真 7-2）． 
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クラブとの契約名称 公式リリースの名称 広告掲出 契約
コーポレートパートナー パートナーシップ提携協定 ユニフォーム　胸 2010年～2014年
ユニフォーム　袖 2015年～
アクティベーション名称 内容 頻度 場所
大学のプロモーション業務を学生のインターンシップでクラブが受け入れ、
ポスターのデザインなどの広報制作物を作っている
大学構内orクラブハウス
試合会場にPRブースを設置、大学付属幼稚園の子どもをエスコートキッズとし
て招待、観戦は大学関係者であれば無料招待、ピッチサイド見学などのイベン
ト参加権利が提供されている
クラブ公式戦会場
表7-6：日テレベレーザ×駒沢女子大学　提携協定の事業内容
・多摩地区（稲城市、多摩市など）女子小中学生を
対象としたサッカー教室の開催
女子大学として、女子サッカーの普及並びに地域貢献の一環として地域の女子
小中学生を大学に招待し、ベレーザ選手とコーチによるサッカークリニックを
実施している
年3回程度 大学施設
平成19年度　第10章「社会貢献」企業との連携　pp.166-167 活動報告あり
駒沢女子大学　自己点検評価報告書
・大学の健康栄養学科生による日テレメニーナ選手
の身体測定及び栄養教室開催
健康栄養学科に所属する大学生の新たな実践場所として、女子アスリートの育
成環境に貢献することを目的にした身体管理業務を担っている
年2回程度 大学施設
・ベレーザとヴェルディの公式戦ホームゲームを
「駒沢女子大学パートナーDAY」として開催
年2回程度
・ベレーザ所属選手が駒沢女子大学に入学できる受入体制が作られる
→岩渕真奈選手、木下栞選手、望月ありさ選手、田中美南選手が駒沢女子大学に入学
・Jリーグタイトルパートナー、ヴェルディコーポレートパートナー「明治安田生命関東支部による女子応援企画」
→J1クラブ（Jリーグ女子）のテーマで「ヴェレディー」が発足、チュニック付きチケットや前座にイベント参加イケメン選手との積極的な交流の場をクラブがもたせる
・大学の学園祭にベレーザ選手が参加する→子供向けサッカーアトラクションのコーナーを設置
・大学市民公開講座「学燈会」にベレーザ選手が参加→有吉佐織選手による「仕事とサッカーを両立する」というテーマで講演
その他、主なコラボレーション・相乗効果
写真7-2：大学ホームページに取りあげる提携事業内容（資料：駒沢女子大学）
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第５節 帝京大学とのパートナーシップ事業 
第１項 目的と事業の内容 
 2008年に東京ヴェルディは帝京大学と「オフィシャルスポンサー契約」を締結して
いる．広告宣伝を目的としたスポンサー契約であったが、2011年より東京ヴェルディ
が地域に根ざしたプロスポーツクラブを目指すため、帝京大学と地元ホームタウン活
動の活性化および研究交流を推進するため「コーポレートパートナーシップ契約」を締
結した．パートナーシップ契約の目的に３つの事業内容を定めている．（1）大学生の教
育機会を創出する（2）地域活性化を支援する（3）クラブと大学がもつ資源を共有する． 
 このパートナーシップ事業推進の背景には、「地域密着を理念とし、新しいクラブ経
営に挑戦する」「地元ホームタウンの子どもたちとの接触をより多くする」「地域スポー
ツ振興活動を地元の大学生たちと恊働する」「観客動員数を上げる」というクラブ側の
方針と、「実学、国際性、開放性の建学精神を具体化させる」「大学生の使命である、教
育、研究、社会貢献を通じて社会に有益な存在となる」という大学側の地域社会に関わ
る活動方針が合致したものであった． 
  
第２項 教育機会の創出 
（1） 経済学部スポーツ経営コースとの連携 
 帝京大学の経済学部は、2010年より同学部内の経営学科に「スポーツ経営コー
ス」という新たな選択履修コースを設置している．大学関係者によると、都内にあ
写真7-3：駒沢女子大学に在籍するベレーザ選手の活躍を報告するページ（資料：駒沢女子大学）
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る大学で「スポーツマネジメント系学部学科」が設置されている大学は大学スポー
ツが盛んで知名度の高いところが多いが、帝京大学は独立した学部や学科にする
ことではなく、あえて経済学部の中に「スポーツを経営学の視点から修得し、他経
済学部系科目も幅広く履修ができるスポーツマネジメントコースという考え方」
を強調している．また、2005年以降、大学側も地域貢献や産官学連携を義務づけ
られているため、スポーツを活用して地域連携の企画を推進する帝京大学生が増
えることに期待をしていると述べている．スポーツ経営コース設置後には、2020
年の東京オリンピックが開催されることも決定しており学内外における期待度は
更に増していくであろう． 
 
（2） インターンシップ制度の導入と東京ヴェルディ側のメリット 
    東京ヴェルディは、帝京大学の経済学部スポーツ経営コースのカリキュラムを
支援するため、大学生のインターンシップを積極的に受け入れる制度や試合現場
を活用した実務系学生プロジェクトを恊働で行っている．インターンシップに参
加した学生やプロジェクトに参画した学生は大学からの単位認定を得られるよう
になった． 
 学生側の利点だけではなく、東京ヴェルディの関係者によると「帝京大学内で実
施されているインターンシップ受入企業間の交流会」や「帝京大学内で行われてい
るスポーツビジネス系研究会への参加」などがクラブ側のメリットとして貴重な
機会であると述べている．東京ヴェルディが掲げている新たな経営方針の「スポン
サー同士の横の展開」という点から、更にスポンサーである帝京大学が実施してい
る「横の展開」となるインターンシップ学生報告会にクラブスタッフが参加できる
のもスポンサー大学を持つ大きな利点である． 
 大宮アルディージャやガンバ大阪などがスポンサー同士のビジネス交流を積極
的に深める組織や親睦会を開催しているケースはあるが、スポンサーである大学
がさらに営業機会を広げる場となる「インターンシップ受入企業との交流（あくま
で趣旨は学生のインターンシップ報告会）」はヴェルディ固有の展開であろう． 
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第３項 地域貢献活動の協業 
（1） ホームタウン活動専用のオリジナルグッズ 
 多摩地区を中心としたヴェルディのサッカーイベント参加者に「帝京大学のロ
ゴが入ったヴェルディオリジナルステッカーと下敷き」を配布している．主に小学
生へ配っているオリジナルグッズは、ヴェルディのクラブ関係者によると「子ども
たちが一番喜ぶグッズなので、ヴェルディのサッカーイベントを参加者たちの記
憶に残しやすく大変ありがたい」と述べている．ヴェルディはオリジナルグッズの
制作費を別途帝京大学から得ており、クラブの負担にならないからだ．また、この
グッズは地元の小学校訪問時にも配布されており、ステッカーと下敷きに企業の
ロゴが入っているものではなく「大学」という教育機関による制作物のため広告宣
伝色が強く伝わらないメリットがあると言う．オリジナルグッズの制作費は全て
帝京大学が負担し、年間約 45,000枚をホームタウンの子どもたちに配布していた．  
 
     
 
（2） 公式戦招待「ホームタウンシート presented by 帝京大学」 
  東京ヴェルディでは、帝京大学が地元団体を招待する「ホームタウンシート
インターンシップ制度導入（単位認定型） ヴェルディスタッフによる授業の様子
写真7-4：東京ヴェルディと帝京大学生が交流する様子　（写真提供：東京ヴェルディ）
（1）大学生の教育機会を創出する
ステッカー
（2）地元の青少年健全育成および地域活性化を支援する
写真7-5：オリジナルグッズの下敷きをもらった子どもたちとグッズデザイン（写真提供：東京ヴェルディ）
下敷き
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presented by帝京大学」をホームゲーム開催時に設けている．表 7-7は 2015シー
ズンに招待された団体および無料招待企画を行った地元行政である．これは、地元
住民が招待される特設エリアを帝京大学が提供している．前述した東京ヴェルデ
ィと帝京大学が共同で制作したオリジナルグッズを配布するプロモーションに加
えた「Jリーグ観戦機会の提供」となっている（写真 7-5）．  
  大学関係者は、「公式戦でピッチに掲出する大学の看板より、地元の子どもたち
とヴェルディのホームタウン活動を通じて『帝京大学』を知れる機会をつくるほう
が良い」としている．ホームタウンシートの招待先はハーフタイム時にオーロラヴ
ィジョンでアナウンスされ、帝京大学のロゴがそのタイミングだけ映し出される
ようになっていた．つまり、東京ヴェルディを広告価値としての媒体で活用するの
ではなく、ホームタウン活動の協業という方法で支援している．  
 
     
 
    
 
第４項 資源の活用と実績 
（1） 帝京大学杯少年少女フットサル大会 supported by 東京ヴェルディ 
試合開催日 東京ヴェルディ公式戦 対戦相手 招待団体
4月11日 vs.FC岐阜 日野市ビバヒルズ
4月26日 vs.ザスパクサツ群馬 青梅市の砂町友愛園
4月29日 vs.横浜FC FCトレーロス
5月6日 vs.ジェフユナイテッド千葉 世田谷区の砧少年サッカーチーム
5月31日 vs.栃木SC 稲城市の長峰FC
7月4日 vs.アビスパ福岡 八王子市
7月12日 vs.大分トリニータ 板橋区の10チーム
7月26日 vs.京都サンガF.C. 練馬区の光が丘キッドサッカークラブ、下石神井少年サッカー団
8月1日 vs.カマタマーレ讃岐 新宿区のSKFC
8月23日 vs.愛媛FC 日野市のアストラズFC
9月20日 vs.V・ファーレン長崎 板橋区の少年サッカーチームー「Blue Eagles」と志村第二中学校サッカー部
9月23日 vs.大宮アルディージャ WakadaF.C.TACHIKAWA
10月4日 vs.北海道コンサドーレ札幌 FCすすき野レディース
10月10日 vs.ファジアーノ岡山 FC桜丘、テキサスイレブン
11月14日 vs.ツェーゲン金沢 東京ヴェルディサッカースクール八王子みなみ野校
表7-7：「ホームタウンシート presented by 帝京大学」招待先実績2015．
（出所）東京ヴェルディ提供の資料を基に作成
（2）地元の青少年健全育成および地域活性化を支援する
写真7-6：味の素スタジアムに設置されたホームタウンシート presented by 帝京大学　（写真提供：東京ヴェルディ）
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 地域社会におけるスポーツ振興組織の多様化は、第 4 章で述べたとおりで、武
藤（2016）が「地域スポーツ振興を複数の組織が実施・提供するというマルチサ
プライ状況が生まれている．それぞれが今や地域スポーツ振興を目的の一つとし
ているものの、この目的を遂行するために充当する資源は限られている」と指摘し
ている．このため、資源や組織能力を融通しあうことが見られ、東京ヴェルディと
帝京大学とのパートナーシップはそれを具現化させる体制を整えている． 
 その代表的な施策としては、クラブと大学が持つ資源を活用することであった．
東京ヴェルディが持つ「サッカーを教えるコーチの人的資源」と帝京大学が持つ
「サッカーイベントを開催する金銭的支援とイベント会場を支援する物的資源」
を協働している． 
 帝京大学では、2015年より地元多摩地区の青少年スポーツ振興を地域貢献活動
と捉え、パートナーである東京ヴェルディと「帝京大学杯少年少女フットサル大会
supported by 東京ヴェルディ（以下、帝京大学杯）」を開催している．大学関係者
によると、これまで地域と大学の相互理解を目的とした地域貢献事業の「Teikyo S
キッズクラブ」という小学生対象のイベントを開催していたが、開学 50周年を機
に新たな産学連携地域スポーツ振興を実施したいという大学の要望と合致した． 
 帝京大学杯は、経済学部スポーツ経営コースの学生も参画しており、大会の企画
や運営も行っている．大学側が期待している「スポーツを通じた社会貢献活動を学
生が企画する」という目的を 2015 年から実現した産学連携イベントとなってい
る．東京ヴェルディ側もこれまで何度か地域スポーツ振興活動の共同開催を帝京
大学に提案していたが、経済学部スポーツ経営コースに所属している学生たちの
モチベーションや授業参加に大学職員が関与しにくい状況であったため実現して
こなかった．しかし、同学部のスポーツ経営コースも開設してから年々オフィシャ
ルパートナーである東京ヴェルディと連携を深めている（大学広報部関係者）．ま
た、このような産学連携で大学を活用したプロスポーツクラブとの恊働は、大学が
持つ資源として重要となる「競技場の確保」に問題がなければ開催できるのだが、
帝京大学は 2012年より八王子キャンパス全面改修工事に伴い、一般に開放できる
競技場すらなかったため東京ヴェルディとの地域スポーツ振興活動は行われなか
ったようだ．しかし、その競技場問題も解決し、2015年夏に新しく「帝京大学八
王子キャンパス陸上競技場」が完成することで大学側も「スポーツを通じた地域貢
献」をスタートさせたのである． 
 大会概要は表 7-8のとおりで、東京ヴェルディとの連携の具体的な内容は「クラ
ブのオフィシャルサプライヤ 『ーアスレタ』による大会運営ウェアの制作（写真 7-
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7）」、「参加者にオリジナルグッズとスタッフ同様のウェアを配布する」と「優勝、
準優勝チームを東京ヴェルディの公式戦に無料招待およびスタジアムツアーの実
施」を参加賞として提供している． 
 東京ヴェルディのホームタウンエリアにある帝京大学は、イベントの開催運営
費を全額負担し、経済学部に在籍する学生が企画運営担当者としてキャンパスに
ある競技場を地元の子どもたちへ提供する仕組みは、お互いの経営資源を活用し
た地域スポーツ振興活動だと言える． 
 
     
 
正式名称
主催
協力
後援
対象
参加
運営
場所
多摩市サッカー協会他クラブ4クラブ
・東京ヴェルディ×帝京大学オリジナル下敷き　提供
・優勝チーム、準優勝チームを東京ヴェルディ公式戦招待　※大会別日
　→優勝、準優勝チームは試合前にスタジアムツアー開催　記念撮影会
帝京大学　（八王子キャンパス企画グループ）
supported by 東京ヴェルディの内容
・大会公式シャツ制作　アスレタ製　帝京大学とヴェルディのコラボレーションシャツ
帝京大学八王子キャンパス陸上競技場
経済学部スポーツ経営コース生　20名
帝京大学小学校サッカークラブ2クラブ
表7-8：帝京大学杯少年少女フットサル大会 supported by 東京ヴェルディの概要
八王子市サッカー協会推薦クラブ10クラブ
小学5年生、小学6年生
八王子サッカー協会
東京ヴェルディ
大会概要
帝京大学杯少年少女フットサル大会 supported by 東京ヴェルディ
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写真7-7：帝京大学生が大会運営を行い、多摩地区のサッカー・フットサルチームを招待して「帝京大学杯」を開催（写真提供：帝京大学）
写真7-8：東京ヴェルディスポンサーの「ATHLETA」が制作協力したウェア（写真提供：帝京大学）
帝京大学杯 supported by 東京ヴェルディのスタッフウェア
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（2） クラブに就職 
 2008年に東京ヴェルディと帝京大学がパートナーシップ契約を締結し、2016年
で 8 年目を迎えている．特筆すべき、このパートナーシップ契約で双方が得た一
定の成果は「雇用を生んだ」ことだ．表 7-9のように、契約を締結してからわずか
8年という間で帝京大学卒業生が同クラブに 3人も就職していることがわかった．
しかも、同大学は強化指定クラブの活動が盛んではあるが、大学生アスリートが多
く所属する医療技術学部スポーツ医療学科健康スポーツコース（注 7-5）ではなく、
東京ヴェルディに就職した卒業生は全員経済学部出身である．本章で取りあげて
きた「経済学部スポーツ経営コースとの連携」「インターンシップ制度の導入」な
どを通じてクラブと接触し、彼らはマネジメントスタッフとしてクラブに入社し
ている．また、「サッカーも教えられる能力」を評価されマネジメントスタッフ兼
スクール事業のコーチも兼務していることを考慮すると、大学側はスポーツによ
る地域貢献や地域連携を向上させるための自己点検や第三者評価の領域を超えて、
本業となる「人材育成と輩出」を東京ヴェルディと成し遂げている．クラブ側も単
なる労働力を増やすためのインターンシップ制度ではなく、雇用に結びついてい
る．大学関係者は、パートナーシップを契約するときは「帝京大学生の就職まで面
倒を見てくれ」という条件でもなかったし、当然そこまで（雇用の実績）期待もし
ていなかったと述べている．大学は、スポーツマネジメントを学ぶ学生たちの実地
研修的な意味合いと、大学と同じ地域でスポーツ振興活動を行っている東京ヴェ
ルディと連携を深めて大学を PRする「社会貢献的意味合い程度」しか期待してい
なかった． 
 
        
 
第６節 結論と今後の展望（研究 6） 
東京ヴェルディと帝京大学のコラボレーションは、双方の価値を向上させる発展的な
パートナーシップを指向している．これまで取りあげてきた、パートナーシップ契約は
「教育機会の創出」「地域貢献活動の協業」「資源の活用」という 3 つの項目から具体例
を論じてきたが、東京ヴェルディも帝京大学も今後の展望を以下のように考えているこ
学部学科 入社 現職
クラブマネジメント部普及グループ
サッカースクールコーチ
日テレ・ベレーザ下部組織
メニーナ・アシスタントコーチ
クラブマネジメント部普及グループ
事務局スタッフ
A氏（男性）
B氏（男性）
C氏（女性）
表7-9：帝京大学から東京ヴェルディに入社したクラブスタッフ
2011年4月
2014年4月
2016年4月経済学部経営学科
経済学部経営学科
経済学部経営学科
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とを明らかにしている． 
まず、大学関係者は「教育機会の創出」という論点から更なる発展系として“大学スポ
ーツのマネジメント”があると述べている．これは、帝京大学が抱える強化指定クラブ（ラ
グビー部、チアリーディング部、空手道部、剣道部、柔道部、駅伝競走部、硬式野球部）
の存在価値を向上させるために東京ヴェルディが持つ総合型スポーツクラブを活用した
モデルだと言う．具体的には、大学卒業後も強化クラブの大学生アスリートが社会人チ
ームとして活動する場を新たにつくることを目的に定め、東京ヴェルディが運営する非
営利法人「一般社団法人東京グリーンスポーツリンク」の中にラグビーやチアリーディ
ング、さらにはJクラブで初の試みとなる武道系クラブなどが新たに加わることである．
これまで、帝京大学では経済学部スポーツ経営コースの学生を中心とする「支えるスポ
ーツ」の人材育成に焦点を当てていたが、今後は「するスポーツ」を J クラブと連携し
て、「みるスポーツ」にも相乗効果を生み出すことを期待している． 
「地域貢献活動の協業」については、双方が推進する地域貢献活動の連携強化策とし
て、帝京大学生が考案するオリジナルグッズや東京ヴェルディの一般社団法人東京グリ
ーンスポーツリンク「バレーボールチーム」によるスポーツ教室を帝京大学で開催する
ことがある．既存のホームタウングッズを配布する場が大学周辺には存在しないため、
このようなことを考えているという．  
「資源の活用」という視点は、特にスポーツマネジメント領域におけるコミュニティ・
ビジネスとして重要になってくることが示唆された（東京ヴェルディ関係者）．仮に、上
記のような帝京大学強化クラブを母体とするスポーツクラブが増えたとしても大学構内
にある練習場や専用グラウンドは既に体育局所属の部活で使われている．つまり、日本
のスポーツ界が抱える問題のひとつでもあるが「競技場確保」は難しい問題である中、帝
京大学の関係者によると「東京ヴェルディは稲城市や多摩市のスポーツ施設を指定管理
者制度で運営している．例えば稲城長峰スポーツ広場はラグビー場 1 面、サッカー場 1
面、少年サッカー2 面を持つ大型グラウンドが今年からヴェルディによって運営管理さ
れている．大学が指定管理者制度を申請できないため、施設面を民間の力で拡大して“競
技場確保のコラボレーション”ができれば Jクラブとパートナーシップを組んでいること
の魅力にもなっている」と考えていた．  
 このように、東京ヴェルディと帝京大学のパートナーシップ事業は年々多様化してい
る．広告宣伝目的とされるスポンサーシップ以上の協業が拡がっており、Jクラブと大学
のコラボレーションは今後さらに深化していくであろう．  
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第８章 総合論議 
 
 1993年 5月に Jリーグが開幕するとき、初代チェアマン川淵三郎氏は「スポーツを愛す
る多くのファンの皆さまに支えられまして、Jリーグは今日ここに大きな夢の実現にむかっ
て、その第一歩を踏み出します（朝日新聞、1993年 5月 16日朝刊）」と宣言した．日本で
初めてのプロサッカーリーグ発足の開幕セレモニーで川淵は「開会宣言では『サッカー』と
いう単語を使わないこと．われわれがやることはサッカーのためだけじゃない、スポーツ全
体のためにやるんだという決意にしたかった（川淵、2009）」と述べた．地域に根差したス
ポーツクラブを全国的につくるという思いをこめた（注 8-1）メッセージである． 
「地域に根差したスポーツクラブをつくる」とは、ドイツのように地域でスポーツ振興の核
となるスポーツクラブを日本の地域社会に広げ、Jクラブはサッカーに限らず、さまざまな
スポーツを地域住民の誰もが生涯通じて楽しめる環境づくりに寄与することを意味する．
そして、ドイツのプロサッカーリーグ「ブンデスリーガ」は地域にあるスポーツクラブがプ
ロチームを経営しており、プロリーグはそれらの地域スポーツクラブが運営母体組織とな
っている．それが、Jクラブの理想であり原点であった．Jリーグを発足させるうえでモデ
ルとしたドイツでは、スポーツの振興・普及・強化および社会貢献などの「公益目的」をク
ラブが掲げ、地域で主体的に活動している．そのイメージこそが J リーグが目指した地域
密着である． 
Jリーグ開幕当時の日本サッカー協会副会長であった岡野俊一郎氏（1993）は「日本のス
ポーツ活動がつねに『学校』という制度を唯一の傘としてしか存在し得なかった．これは、
世界的にみて極めて特殊であり、この在り方を世界標準のものへと変えていかなければな
らない．そこから引き出されたのが、従来の体育的なるものとは異なる『文化としてのスポ
ーツ』を、学校やその延長としての企業ではなく『地域のクラブを中心に普及させる』」こ
とを Jリーグの目的とした． 
こうした理念に基づく J リーグは「ドイツモデル」と称し、各 J クラブは「地域に根差
したスポーツクラブ」であると表明してきたのだが、本論で示した通り J クラブは地域密
着を志向しつつも、その地域とのかかわり方はドイツのブンデスリーガクラブと違うもの
として発展を遂げてきている． 
 
例えば、クラブの経営組織が日本とドイツでは異なる．ドイツでは、トップチームの運営
母体は日本のように民間企業ではなく、地域のスポーツクラブである．また、その地域スポ
ーツクラブは登記社団と呼ばれる非営利法人であることが特徴である．この登記社団は地
域住民がクラブの会員となっていて、会員はスポーツを楽しむためのメンバーシップフィ
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ーを負担し、一人一票の議決権を有している．このような地域住民主体の会員組織で成り立
つスポーツクラブがブンデスリーガの構成員となっている．また、ブンデスリーガのクラブ
は、トップチームを商業法人化した場合、議決権の過半数を必ず親組織である登記社団が保
有することがルールとなっている．．親組織である登記社団が育成チームの運営や地域のス
ポーツ振興を目的とする組織であったが故にトップチームであるプロクラブは「地域密着」
を掲げて活動する役割を持っていないのである． 
また、日本の Jクラブは地域密着という意味を「地域スポーツ振興および地域社会貢献」
とするが、その主要な活動である J クラブのホームタウン活動はブンデスリーガクラブに
はほとんど見られない．Jクラブのホームタウン活動では、トップチームの選手たちが積極
的に地域活動を行っている．その活動は年々増加する傾向にあり、クラブのファン/サポー
ターや地元小学生を対象としたイベントを行っている．第 2章で述べたとおり、Jクラブの
ホームタウン活動の回数は 2012 年時点で 1 クラブあたり平均 93.5 回となっていた．地域
活動はトップチームの選手だけではなく、クラブによってはそのクラブのユース選手たち
もボランティア活動に参加したりしている．では、なぜこのように多くのホームタウン活動
を行うのか．この要因は、ブンデスリーガクラブとは違い、Jクラブは地域住民を会員とす
るスポーツクラブが母体でなく、また、育成のアカデミー組織やスポーツ普及活動をすべて
トップチームの経営組織内で運営しているためだといえるだろう．したがって、Jクラブの
場合、ブンデスリーガクラブと比較するとサッカーの興業以外の活動が非常に多く、経営面
で大きな負担がかかっている．ブンデスリーガクラブでは、クラブ側から選手たちに地域活
動を斡旋することはほとんどない．これは明らかな日本とドイツの相違点であると言えよ
う． 
 では、J クラブによるホームタウン活動は経営面ですべてマイナスになったのか．J リ
ーグが誕生したことで、地域社会に何ももたらすことはなかったのか．おそらく、そうでは
ないと考えられる．Jリーグが掲げた理念のキーワードである「地域密着」を、クラブが所
在するホームタウンは、スポーツをまちづくりや地域再生の一つのツールとして捉え、その
多様な効果を活用し地域の活性化に資することを期待したからである．各 J クラブの観客
動員数や事業収入は増えていない．経済的視点からは、J クラブの地域活性化への貢献は、
停滞・成熟している．しかしまちづくりや地域づくりには、人材や地域住民組織の育成、地
域アイデンティティやコミュニティの醸成、各種交流の促進の視点が重要となる．つまり、
地域の復権を目指す自治体にとって「情報発信力」を持つプロスポーツクラブは魅力的であ
るが、加えて、Jクラブは地域スポーツ振興の役割を担うとともに、スポーツを越えたまち
づくりについてホームタウンの概念の創生と活動によって貢献しているのである．ホーム
タウン活動が年々増加しているということは、活動領域を拡大できる「地域の理解」があっ
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てこそ実現できるものではないだろうか．Jクラブは試合がないときでも、選手たちによる
サッカークリニックや地元の小学校への出張授業を行っている．専属コーチによるスクー
ル事業は定着し、クラブの専門スタッフたちが介護予防事業や食育講座、スポーツビジネス
講座など広範囲に活動している．これらの活動はすべて地域との連携なくしては広がるこ
とはなかったのではないだろうか．Jリーグが「地域との連携」を提唱して開幕し、わずか
四半世紀の間における地域密着型クラブの急増は地域社会の活性化にとどまらず、日本の
スポーツ界全体にもその影響をもたらした．地域密着を理念とするプロバスケットボール
リーグの誕生や F リーグ、さらには企業スポーツ色が強い野球やラグビー、バレーボール
などの競技団体も地域名を掲げたり、運営体制を一新させ地域クラブへとシフトしたので
ある． 
それでは、各競技団体が「地域密着」を志す中で、J クラブは何が深化したのだろうか．
その結論が、本研究の中で取り上げた「大学」という新しいステークホルダーを得たことで
あった．他の競技団体も J クラブ同様にスポーツ教室や小学校訪問といった地域活動に取
り組んできたが、Jクラブだけがスポンサーとして多くの大学とパートナーシップ契約を締
結している．しかも、J クラブと大学のパートナーシップ契約には排他性が見られない．J
クラブとの関係において大学はいわゆるスポンサーシップにおける「競合排除」という概念
が存在しない特殊なステークホルダーである．第 3 章の結論でも述べたとおり、クラブの
オフィシャルスポンサーに大学が入っている日本の J クラブは、ブンデスリーガクラブに
はない日本独自のビジネスモデルとなった． 
 
このような新しいモデルが生まれた背景として、いくつかの要因が考えられる．まず、J
リーグが志向した「地域密着型スポーツクラブ」という形態は、どの競技団体よりも早く国
内でブランド認知され、「地域との連携に積極的なプロスポーツは Jリーグ」という評価が
確立されたものと考えられる．前述のとおり、日本の J クラブはドイツのブンデスリーガ
クラブとは違う地域密着型クラブ経営を行っているのだが、その一環としてホームタウン
活動を地道に続たことにより、地域社会にもたらした新しい価値観によって「大学」という、
言わば想定外の仲間が増えていった．これは、おそらく 1993年の開幕当初には Jリーグも
想像していなかったであろう．なぜならば、Jクラブと大学のパートナーシップはリーグが
集権的に大学とのコラボレーションをリードしなかったからこそ生まれたものであるから
だ．Jリーグはブンデスリーガと違い、地域密着をリーグが掲げて推進し、リーグがイニシ
アチブをとり、理念の実現にむけて各 J クラブへ地域活動を要請してきたビジネスモデル
としては、集権的なものである．一方、現在では全国に 53クラブにも拡大した Jリーグだ
が、それぞれのクラブがホームタウンでその地域にあわせた活動に務めており、その内容の
 148 
ひろがりは、リーグによるセントラル・コントロールを超えている．その典型的なステーク
ホルダーが大学である．大学とクラブの関係構築はリーグ側が主体的に動くものではなく、
クラブ側が率先して地元の大学に働きかけてパートナーシップを締結してきた．しかも大
学という一つの業種でありながら、協業方法が多様化しており、大学によって J クラブの
活用方法が様々である．第 5 章で明らかにしたように、それは広告宣伝を目的とするスポ
ンサー関係から、大学側の各部署による動機目的が転じて「スポーツビジネス系カリキュラ
ムの連携講座」「クラブの集客動員企画、商品開発」「コーチの派遣」さらには「附属高校と
Jクラブユース組織の連携」といった内容にまで広がった．全国の Jクラブが地元の大学に
対して、あるいは共同して独自のサービスを生み出すまで、そのプロセスは長い時間を要し
たが、その内容には、時とともに収斂する部分と新たなコラボレーションスタイルとが併存
しているのである．クラブが大学と一緒に取り組んできたことは、外部の第三者からは把握
しにくい．このため、その内容は時とともに他のクラブや大学に模倣され均質化するもの
の、基本的な取引特性として、多様性が生まれやすいのである．これは経営学における典型
的な BtoBの購買行動に近い．BtoB購買行動の特徴は、長い時間をかけて購買に至ったサ
ービスや製品を変更する際、また新たな取引先を探すことは費用と時間のリスクが大きい
ことである．Jクラブと大学の関係も同様ではないだろうか．また、大学は教育機関であり、
教育は組織の意思決定に長期的なヴィジョンが必要であるがゆえに地域に存在し続けるこ
とがほぼ拘束されている J クラブは地域連携の良きパートナーとなり得る．すなわち、両
者の協業は長期的なものになりやすいと言えるだろう． 
 
これまで述べたことをふまえて、本研究により明らかになったことを以下にまとめてお
きたい． 
第一に、Jクラブが大学との関係を深化できた要因として、地域密着という理念はリーグ
が生み出したものであるが、リーグはこれを集権的には運用せず、各 Jクラブによる「地域
密着のスタンス」や「ホームタウン活動のやり方」を過度に管理しなかったことが挙げられ
る．リーグはいつしかクラブ側に「理念の実現」を全権委託したのである．Jリーグの提唱
するホームタウン活動が指定された型にはまることなく各クラブによってアレンジされ、
ホームタウン活動の自由化により大学という新しいステークホルダーが誕生したと言える
だろう． 
第二は、Jクラブと大学のパートナーシップは単なる大学側の広告露出が目的とされる関
係ではなく「地域密着」をキーワードにして、事業の内容が多様化している点である．上述
したとおり、Jクラブと大学の契約関係は典型的な BtoBと言える．お互いが近づくまでの
プロセスは長かったが、一旦結ばれると永続的な関係が構築されていく長期取引である．そ
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こでは、短期的な利害を超えて「組織同士の価値観が一致する」ことが重視される． 
J クラブはホームタウン活動を通じて地域とのコミュニケーションを活発化していった．
Jリーグ全体で見た場合、おそらく当初は各クラブの取り組みは真似もされ、どこも同様の
地域活動を行っていたものが、地域の実情等にあわせて多様化するとともに、それゆえに J
クラブのホームタウン活動はそれぞれの地域から次第に受け入れられ、自治体や大学など
の公共団体からの支持を得たことで活動量が増えたと言えるのではないだろうか．また、大
学も自己点検や第三者評価の導入に伴い、「社会連携と社会貢献」に重きを置くようになっ
た．そして、スポーツを通じた社会連携、スポーツを通じた社会貢献は大学の命題ともなり、
J クラブを単なるプロサッカーの興業団体として捉えず、「地域密着」という“価値観”を互
いが共通して求め合うようになった．すなわち、広告宣伝だけを目的とした契約関係を超え
たのである．本研究では Jクラブと大学のパートナーシップ事業を「広告宣伝型」「育成・
人材シェア型」「ファンマネジメント型」そして「地域社会貢献型」といった類型に分類し
たが、おそらくその形態は今後さらに多様性を増し深化していくであろう． 
第三に、パートナーシップの多様性を生んだ最大の要因は大学間で競合しない、複数の大
学とひとつの Jクラブが横一列になれる「競合排除権がない」ことである．スポンサーシッ
プは通常「1業種 1 社」となるのがとくに大口スポンサーについての基本的な考え方だが、
Jクラブと大学のパートナーシップ事業はその考え方が適用されていない．しかも、クラブ
の小口スポンサーとして複数の大学が契約しているのではなく、トップスポンサーのカテ
ゴリーで複数存在しているのだ．例えばガンバ大阪は親会社のパナソニックが「ダイヤモン
ドパートナー（パナソニックを含む全 3社）」と呼ばれ、そのワンランク下のスポンサーカ
テゴリーである「プラチナパートナー（全 6社）」に地元大阪の大学が 2校入っている．第
5 章で取り上げた追手門学院大学と大阪国際大学である．ガンバ大阪だけではなく、J1 ク
ラブ（2016シーズン）では大宮アルディージャ、横浜 F・マリノス、ヴァンフォーレ甲府、
ヴィッセル神戸、サンフレッチェ広島、サガン鳥栖の各クラブのオフィシャルスポンサーと
して大学が複数同じカテゴリーで契約を結んでいる．J2 クラブになるとその数はさらに増
えており、モンテディオ山形や水戸ホーリーホックをはじめとした計 9クラブ（全 22クラ
ブ中）で、複数の大学が同列のオフィシャルスポンサーになっている（表 5-16、表 5-17参
照）． 
このように、Jクラブと大学のパートナーシップ事業はトップカテゴリーに位置するオフ
ィシャルスポンサーとなっている大学が多く、しかも排他性が存在しないのが特徴である．
第 6 章や第 7 章でも検証したとおり、大学によって J クラブとの付き合い方は実に様々で
あった．大学側が「個性」を重んじるようになってきたことで、各大学の求める内容が多様
化しているがゆえに競合しないという考え方が成立するのであろう．  
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おわりに 
1993 年に開幕した当初、J リーグは地域スポーツ振興のあらたな主体となることを目指
し、ドイツをモデルとして「地域密着」の理念を浸透させた．結果として生まれたのは、ド
イツ型の地域に根差したスポーツクラブとは異なるものであった．ブンデスリーガクラブ
とは違う「日本独自の地域密着」を各 J クラブはホームタウン活動で実現してきたのであ
る．地域密着という理念には、日本国内においてサッカーだけではなく、様々な競技が影響
を受け、従来型の企業スポーツも地域密着や地域貢献を唱えるようになったが、Jリーグは
“地域密着＝Jリーグ”というブランドを維持し、各クラブは多様なホームタウン活動を展開
した．その結果、Jリーグ開幕当初には想定していなかった大学というステークホルダーを
全国の各 Jクラブが得て独自の発展を遂げてきたのである． 
Jリーグ創設時からクラブ側の重荷となってきた「地域密着活動のボリューム」と「育成
組織の発展」は、経営面において幾度となく議論されてきたことであろう．ホームタウン活
動は観客動員数に影響を与えることもなく、トップ選手を育てるユース組織の育成は投資
ではあるが大きなコストとなるため負担は大きかった．だが、ホームタウン活動を四半世紀
にわたり続けてきたことで、徐々に大学という新しいパートナーを得、当初は想定しなかっ
たかたちでそれらの重荷を部分的にせよ解決してきている．これは、Jリーグの理念に反す
ることなく、地域に根差したスポーツクラブを独自のアイディアで追及・実現した J クラ
ブの功績と言えるのではないだろうか． 
ところで、現実はさらに前にすすみはじめている．Jクラブの中には、傘下に地域スポー
ツ振興を目的とする非営利法人を設立し「地域に根差したスポーツクラブ」をさらに発展さ
せる試みがみられる．大学側も NPO法人を設立して地域スポーツ振興に積極的な姿勢をみ
せている．現在のところ、J1クラブは独自に非営利法人を発足させている例は少なく、Jク
ラブが傘下の非営利法人を地域スポーツ振興の中心に据えていくかどうかは未だ不透明で
ある．大学の NPO法人は Jクラブとのコラボレーションは少ない．その意味では、大学は
Jクラブに依存しない、独自の地域スポーツ振興をはじめているのだが、それが成功するか
否かの評価が定まるまでには、一定の時間を要することとなるだろう．いずれにせよ、Jク
ラブも大学も、その地域スポーツ振興のかたちを更にかえていこうとしている．Jクラブと
いう民間組織が母体となる非営利法人が“経営能力が高い”ことで発展していくのか、それと
も、“豊富な資源を有する”大学が母体組織となり、地域スポーツ振興の核となる非営利法人
が発展するのか、もしくはこれらの非営利組織が融合する新しいかたちが生まれるのか．今
後の研究課題として期待していきたい． 
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【注】 
 
・注 2-1）資料については下記より 2016年 3月 15日に取得した。 
Jリーグ公式ホームページ：http://www.jleague.jp/aboutj/transition/ 
クラブの拡大とリーグの構造の変遷：「クラブの目指すもの」 
・注 2-2）資料については下記より 2016年 3月 15日に取得した。 
Jリーグ公式ホームページ：http://www.jleague.jp/aboutj/transition/ 
クラブの拡大とリーグの構造の変遷：「Jクラブの原点」 
『Ｊクラブの原点は、ドイツにあります。1960 年、東京オリンピックを４
年後に控えたサッカーの日本代表チームは、西ドイツ（当時）のデュイスブ
ルクにあるスポーツシューレ（シューレは「学校」の意）で、強化合宿を行
いました。その施設で選手たちが目にしたのは、当時の日本のスポーツ環境
とはおよそかけ離れた光景でした。白樺の林に囲まれた緑のピッチの上では、
同じ施設に合宿中の子どもたちが元気にボールを追い、アリーナでは車椅子
の人々が球技に興じる。それは驚きを通り越し、衝撃ともいえる体験でした。
スポーツシューレだけでなく、ドイツではどこの町にもスポーツクラブがあ
ります。そこでは、老若男女がそれぞれのレベルに応じて好きなスポーツを
楽しみ、地域における人々の交流の拠点となっています。トップクラスの選
手の強化・育成だけでなく、一般の人々へ広くスポーツの機会を提供しよう
とする試みは国の重要施策の一つとして、民間スポーツ組織がリーダーシッ
プを取り、政府や地方公共団体の財政的援助を得て行われてきました。 
それから約 50年の時を経て、ドイツなど欧州のスポーツ環境は、大きく変
わっているものの、クラブは伝統を誇りとし、地域との結びつきを大切にし
ながら、時代とともに変化、進歩する周囲の状況に適応し、常に新しいもの
にチャレンジしています。Ｊリーグも、原点の感動を心にとどめながら、ス
タッフや関係者を積極的に視察へ派遣し、先進地域のクラブから学ぶなど、
発展に役立てようとしています。そして、わが国における豊かなスポーツラ
イフの創造に向けた努力は、全国各地で少しずつ実を結んでいます。』 
・注 2-3）資料については下記より 2016年 3月 15日に取得した。 
Jリーグ公式ホームページ：http://www.jleague.jp/aboutj/transition/ 「Jクラ
ブの原点」クラブの拡大とリーグの構造の変遷：『（抜粋）トップクラスの選手
の強化・育成だけでなく、一般の人々へ広くスポーツの機会を提供しようとす
る試みは国の重要施策の一つとして、民間スポーツ組織がリーダーシップを取
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り、政府や地方公共団体の財政的援助を得て行われてきました。』 
・注 2-4）資料については下記より 2016年 3月 15日に取得した。 
Jリーグ規約：http://www.jleague.jp/docs/aboutj/regulation/2016/02.pdf 
Jリーグ規約第 21条．第 2項 
・注 2-5）Jリーグが提唱および推進する、地域におけるサッカーを核としたスポーツ文
化の確立を目指す計画のことである。 
・注 2-6）資料については下記より 2016年 3月 5日に取得した。 
Jリーグ公式ホームページ：http://www.jleague.jp/aboutj/hometown/ 「ホー
ムタウン活動＜教育」 
・注 2-7）資料については下記より 2016年 3月 5日に取得した。 
Jリーグ公式ホームページ：http://www.jleague.jp/aboutj/transition/ 「Jク
ラブの役割」 
・注 2-8）「私の履歴書」は、日本経済新聞朝刊最終面（文化面）に掲載されている連載
読み物である。川淵三郎氏の連載本「『J』の履歴書 日本サッカーとともに」，
チーム決定までの舞台裏，114‐133頁 
・注 2-9）資料については下記より 2016年 3月 5日に取得した。 
Jリーグ公式ホームページ：http://www.jleague.jp/aboutj/hometown/ 「ホー
ムタウン活動＜地域名+愛称」 
・注 2-10）住金は 89年 10月に集計した最初のアンケートではプロリーグ参加の意思を
示していなかったが、半年後の 90年 4月の日本サッカー協会からの問いかけ
には「YES」に答えが変わった．その理由には、住金本社が 90年 3月に発表
した「2000年ビジョン」という指針の存在があった．その中に「地元地域社
会に貢献する住友金属」という趣旨の項目が盛り込まれ、その一環としてサ
ッカーのプロ化が位置づけられた。 
・注 2-11）松橋・地域サービス活動を（1）スポーツを通じた地域貢献活動（2）地域行
事への参加や訪問活動から構成されると示唆している。（1）については、学
校を巡回するサッカー指導、指導者講習会、（無料の）スポーツ教室の開催、
（有料の）サッカースクールの運営、サッカー以外のスポーツクラブを通じ
た活動など、スポーツを媒介にした地域貢献活動としており、（2）について
は、クラブスタッフや選手が、地域コミュニティに対してスポーツ以外で地
域貢献をする活動、地域の祭りへのクラブスタッフや選手の参加、商店街へ
の選手の訪問などであると記している。 
・注 3-1）ドイツでは、スポーツクラブにおける活動に多様なプログラムを導入するなど、
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「みんなのスポーツ」を目指した運動の展開と併せて、スポーツ活動の場とし
てのスポーツ施設の整備を進める「ゴールデンプラン」の策定が行われている。
「ゴールデンプラン」は西ドイツ時代に、総合的なスポーツ施設整備基準に基
づき、これを 15か年計画で完成させるために、1960（昭和 35）年に、連邦政
府、連邦議会、州、地方自治体に対して勧告されたものである。1961（昭和 36）
年～1975（昭和 50）年までの 15年間における施設建設費の投資総額は約 150
億マルク（約 1兆 1,000億円）となっている。なお、1975年（昭和 50）年に
最初のゴールデンプラン 15 か年計画が終了した以後も、スポーツ施設整備は
引き続き継続する必要があるとし、新たな基準が設けられている。ドイツにお
ける「サッカーくじ」の収益は、ゴールデンプラン達成のための財源の一部と
なっている。このプランの実施により、ドイツでは地域スポーツの振興が格段
に進み、スポーツクラブ人口が 600万人から 2,600万人（全人口の約 1/3）に
まで増加している。特に、地域における総合型スポーツクラブについては、1996
（平成 8）年の調査ではおよそ 8万 6,000ものクラブが登録されており、地域
住民のスポーツ活動の拠点として、さらには、住民にとって必要不可欠な社交
の場として、住民のボランティアによる支援の下に深く根付いている。 
・注 3-2）戦後復興期のスポーツ施設建設計画としてのゴールデンプランの次に打ち出
された政策として「競技スポーツだけでなく、人々の健康のため、楽しみの
ためのスポーツを普及させる」という内容で勧告されたものである。特に、
障害者スポーツの普及も第二の道からはじまった。 
・注 3-3）日本語では協会と言った定訳があり、ドイツのスポーツクラブはすべてがフ
ェラインでクラブ名に「e.V.」（eingetragener Vereinの略）が入り、社団法
人のことである。 
・注 4-1）公益財団法人日本体育協会が 2015年 4月に作成した「持続可能な総合型地
域スポーツクラブを目指して」より抜粋．この調査は(1)「総合型地域スポー
ツに関する実態調査（文部科学省）」の再検討、(2)全国の 2,896クラブに対
するWEB調査、(3)一定の活動年数と自己財源比率 85％以上を確保する 6
クラブへのヒアリング調査とアンケート調査、(4)全国で 5年以上の活動実績
を有する 14名の「クラブアドバイザー」を調査対象とした． 
・注 4-2）地域におけるスポーツの活動の拠点であり地域住民の交流の場となる総合型
地域スポーツクラブの創設及び育成の促進を図ることを目的とした助成のこ
とを示している。 
・注 4-3）資料については下記より 2016年 9月 13日に取得した。 
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日本スポーツ振興センターホームページ； 
http://www.jpnsport.go.jp/sinko/josei/tabid/61/Default.aspx 
・注 4-4）資料は下記より 2016年 9月 1日に取得した。 
bjリーグ公式ホームページ；http://www.bj-league.com/declaration.html 
「bjリーグ宣言：bjリーグ 3つの理念」より『3．グローカル＆コミュニテ
ィ』1.「グローカル」とは、グローバル（国際性）とローカル（地域性）とを
合体した言葉である。この二つのコンセプトを持って、バスケットボールを通
じた一つのコミュニティ社会の創造とその拡大により社会に貢献する。2.ホー
ムタウン制、地元密着型チーム経営により支持基盤の安定・拡大を図る。その
証として、チーム名称は、地元の地域名称とニックネームで構成する。3.NBA
などの海外のプロリーグにチャレンジできる選手の輩出、オリンピックや世界
選手権で勝てる日本代表チームへの選手の輩出を目指す。4.バスケットを通じ
て、競技種目やスポーツの枠を超えた国際交流と文化貢献を行う。 
・注 4-5）資料は下記より 2016年 9月 1日に取得した。 
Fリーグ公式サイト；http://www.fleague.jp/about/ 
「日本フットサルリーグについて＜仲間と喜びを分かち合うリーグに＜ホ
ームタウンと：リーグおよび、各クラブは、ホームタウンと良好な関係を構
築することに努め、強いリーグ組織を築くことを目指すことで、公共施設な
どでのフットサルの地位を高めると同時に、メリットを還元することを志向
する。そのことの表れとして、各クラブはホームタウン名をクラブ名に冠す
ることとする。 
・注 4-6）資料は下記より 2016年 9月 1日に取得した。一般社団法人ヴィッセル神戸ス
ポーツクラブ；http://visselkobe-sportsclub.or.jp/ 
法人賛助会員「プラスイ」「エール・エル」「三井住友銀行」「インシュアランス
サービス」「cytori」「日高整体院」「バイオミメティクスシンパシーズ」「日本
能率協会マネジメントセンター」「榎崎洋税理士事務所」「大和証券」「赤鹿地
所」 
・注 4-7）資料は下記より 2016年 9月 1日に取得した。 
ヴィッセル神戸オフィシャルサイトパートナー一覧； 
http://www.vissel-kobe.co.jp/partner/ 
一般社団法人ヴィッセル神戸スポーツクラブに法人賛助会員が 11 社、このう
ちトップチームのオフィシャルスポンサーになっていない企業は 5 社。「プラ
スイ」「cytori」「日高整体院」「バイオミメティクスシンパシーズ」「赤鹿地所」 
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・注 4-8）2009 年頃に日本の大学への入学希望者総数が入学定員総数を下回る状況の時
代のことを指す。 
・注 4-9）資料は下記より 2016年 9月 1日に取得した。 
文部科学省ホームページ； 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/old_chukyo/old_hoken_index/toush
in/1314696.htm 
・注 5-1）「特定非営利活動法人WASEDA CLUB」は 2006年に早稲田大学関係者たちが
設立した NPO 法人である．早稲田大学体育局の部活動が中心となり各種ス
ポーツの普及振興活動を行っていく中で、青少年の健全育成、市民の健康促
進および地域コミュニティの活性化を目的に活動している。 
・注 5-2）法政大学の施設を活用した地域総合型スポーツクラブとして 2010年に設立さ
れた NPO法人である。テニス、バドミントン、陸上競技、ダンス、ニュース
ポーツなどのスポーツ教室を開講している。 
・注 5-3）インフォーマルなものであるが、Jクラブと大学のコラボレーションの事例と
して、「日本経済新聞」「朝日新聞」の記事検索をした結果で湘南ベルマーレ、
京都サンガ、ガンバ大阪が最も多かった．また、第 6 章（後述）で取り上げ
るヴィッセル神戸の関係者から得たインタビュー調査の結果、この 3 つの J
クラブが大学と連携を積極的に取り組んでいるという指摘を受けた． 
  第 5章のインタビュー対象者は、湘南ベルマーレに在職していた A氏で、
産業能率大学とのパートナーシップ契約を締結させた担当者に行った．京都
サンガ F.C.はクラブと大学のパートナーシップ契約に携わり、広報担当の B
氏とした．また、立命館大学の強化クラブに関わる大学職員役職者 C 氏にも
行った．ガンバ大阪については、クラブがパートナーシップを締結している
大学附属高校へのユース選手を派遣する窓口となっている D氏とした．イン
タビューでは、大学と契約を結んだ経緯や事業内容の確認をすることが目的
である．インタビュー時間はそれぞれ 2時間程度である． 
・注 5-4） 1987 年に開学した私立大学、1995 年には学部設置に伴い現在は「帝京平成
大学」に名称変更された．1987年開学時には千葉キャンパスを中心に情報学
部情報工学科、情報システム学科、経営情報学科などが開設された．法人は学
校法人帝京平成大学としている． 
・注 5-5） 京都地域の大学間連携と相互協力を図り、加盟大学・短期大学の教育・学術
研究水準向上とその成果の地域社会、産業界へ還元したり、地域社会、行政及
び産業界との連携を促進し、地域の発展と活性化に努め、京都地域を中心と
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した高等教育の発展と社会をリードする人材を育成する財団。 
・注 5-6）資料は下記より 2016年 7月 5日に取得した。 
追手門学院高等学校ホームページ； 
http://www.otemon.ac.jp/usr/gamba/youth/ 
『スポーツに特化した環境で志を育てる』II類スポーツコース概要説明は以下
のとおり。「スポーツを通して人を育てる」という方針のもと、アメリカンフ
ットボール（男子）、女子サッカー部、女子ラグビー部、ガンバ大阪のユースに
所属する生徒が所属しています。充実した練習環境の下で、日本のトップレベ
ル・トップリーグで活躍してきた指導経験豊かなコーチングスタッフが親身に
なって指導。質の高い練習に取り組みながら、「知・徳・体」を鍛えます。 
・注 6-1）インタビュー調査対象者は、ヴィッセル神戸に在職していた A氏で、神戸親和
女子大学と神戸学院大学のパートナーシップ契約を締結させた担当者に行っ
た．また、A 氏については神戸親和女子大学とのパートナーシップ契約時に
大学側が求める「社会連携・地域貢献」という領域でヴィッセル神戸が大学の
評価基準を検討した担当者でもある．その他、ヴィッセル神戸と神戸学院大
学の契約に携わり、神戸学院大学附属高校との提携を推進した B 氏とヴィッ
セル神戸ユース組織の担当者であった C 氏にもインタビュー調査を行った．
また、神戸学院大学の社会連携業務に携わっていた大学職員関係者 D氏にも
行った．インタビューでは、大学と契約を結んだ経緯や事業内容に詳細な実
態把握をするため、クラブ側と大学側の現状と課題についても聞いた．イン
タビュー時間はそれぞれ 2時間程度である． 
・注 6-2）日本プロサッカーリーグに加盟するヴィッセル神戸の前身となったクラブでも
あり、川鉄水島 OBチームである「リバー・フリー・キッカーズ」を前身とし
たファジアーノ岡山にとっても母体としているクラブである．1994年に解散． 
・注 6-3）1957 年に兵庫県神戸市で創業した 20 世紀の日本の流通小売業界を発展させ
た代表的な企業．小売業だけではなく、ホテル、大学、プロ野球、出版、金融
など事業分野の多角化に乗り出した．全国チェーンの一大企業であったが業
績不振により、イオンによる株式公開買付けを経て 2015 年 1 月 1 日よりイ
オングループの完全子会社となる． 
・注 6-4）1997 年に現会長兼社長の三木谷浩史が創業した会社である．ネットショッピ
ングなどのインターネットサービスを運営している日本の企業であり、イン
ターネットショッピングモール「楽天市場」や総合旅行サイト「楽天トラベ
ル」、ポータルサイト「インフォシーク」の運営その他 ECサイトの運営を行
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う．東京証券取引所第一部上場企業． 
・注 6-5）2006 年設立、ヴィッセル神戸が主催するスポーツビジネスカレッジとして主
に関西圏の大学生を対象として開講している講座である．授業料は年 6 万円
でヴィッセル神戸スタッフによる授業やイベント企画、ホームゲームの運営
などを通じてスポーツマネジメントを学ぶ機会を提供する． 
・注 6-6）学際教育機構は、神戸学院大学法学部・経済学部・経営学部・人文学部の枠組
みを超えた独自の教育システムであり、2年次から「防災・社会貢献」「スポ
ーツマネジメント」のいずれかのユニットが選択可能となっている。現代社
会の複雑な問題を解決するために必要な知識や専門性、発想を学際的に学ぶ
ことで、専門性の幅を広げることを目的にした修学プログラムである。 
・注 6-7）神戸学院大学学生プロデュース弁当の「味の世界旅行弁当」販売のお知らせ 
ヴィッセル神戸公式ホームページ リリース 2013年 6月 21日 
・注 6-8）https://twitter.com/gakuin_visselヴィッセル神戸学生サポーター/神戸学院公 
式アカウント  
・注 7-1）インフォーマルなものであるが、インタビュー調査の機会に東京ヴェルディ関
係者と帝京大学関係者から「ヴェルディのユニフォーム（胸）スポンサーを帝京
大学理事長へ提案した」という事実を確認した．  
・注 7-2）NEWS PICKS「ヴェルディを経営破綻から救った社長は元 Jリーグ事務局長」
2015年 12月 9日掲載記事，https://m.newspicks.com/news/1291210/body 
・注 7-3）FC東京は、日本の東京都をホームタウンとする、日本プロサッカーリーグ（J
リーグ）に加盟するプロサッカークラブ。前身は東京ガスサッカー部である。 
・注 7-4）スポーツ振興くじ（toto）の助成金は、子どもからお年寄りまで誰もが身近に
スポーツに親しめる環境整備や、国際競技力向上のための環境整備など、新
たなスポーツ振興政策を実施するために活動している組織に与えられる支援
金である。スポーツ振興くじは、サッカーの指定された試合の結果あるいは
各チームの得点数を予想して投票し、的中すると当せん金を受けることがで
きる公営ギャンブル。 
・注 7-5）帝京大学医療技術学部スポーツ医療学科健康スポーツコースは、人びとの健康
に貢献するスポーツ指導者・教育者・トレーナーを育成するコースとして
2007年に開設した． 
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・ 日本プロサッカーリーグ ホームタウンレポート 2006〜2012各年版 
・ 日本プロサッカーリーグ公式ホームページ；http://www.jleague.jp/aboutj/teamasone/ 
「Team As Oneチャリティー活動 東日本大震災復興支援活動について」 
・ 日本スポーツ振興センター法第 22条； 
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H14/H14HO162.html 
・ 日本スポーツ振興センター法第 21条； 
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H14/H14HO162.html 
・ 岡野俊一郎、笹川スポーツ財団「スポーツの歴史の検証―メキシコ五輪銅メダルの真実
－」http://www.ssf.or.jp/ssf/tabid/813/pdid/234/Default.aspx、1993年 
・ 大谷清；川淵三郎氏インタビュ 「ー見切り発車だからこそ成功」日経ビジネス,1月 3日
号,pp.62,1994 
・ 大石希；プロサッカーチームによる地域活性化の便益評価 FC岐阜・大分トリニータを
対象として,土木学会論集 67巻 5号,pp.197-208,2011 
・ 大西孝之・原田宗彦；プロスポーツチームが行う地域貢献活動の消費者に与える影響 大
学生のチームアイデンティフィケーション,2008 
・ 大塚敏弘,得田進介；「欧州サッカーリーグ（ドイツ・ブンデスリーガ）の財政健全性に
ついて」,2015 
・ 澤田大祐；スポーツ政策の現状と課題-「スポーツ基本法」の成立をめぐって-. 国立国
会図書館 ISSUE BRIEF NUMBER 722. 2011 
・ 笹川スポーツ財団/編著：滝口；「企業スポーツの現状と展望」，創文企画、2016 
・ 笹川スポーツ財団；青少年のスポーツライフデータ 2013 10代のスポーツライフに関す
る調査報告書,2013 
・ 笹川スポーツ財団/編著；平野祐司；「企業スポーツの現状と展望」，創文企画,2016 
・ SSF 笹川財団スポーツ白書、2006 
・ スポーツ庁；平成２７年度総合型地域スポーツクラブに関する実態調査結果概要,201 
・ 鈴木良平；世界一観客の集まるサッカーリーグ ブンデスリーガ事情通読本. 東邦出
版,2011 
・ The REPORT BUNDESLIGA  2010～2016各年版 
・ 富本靖，堂元慎也，滝澤宣頼：日本における総合型地域スポーツクラブの現状と課題-ヨ
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ーロッパ型スポーツクラブとの比較から-. 学苑・初等教育学科紀要，No.896，19～32，
2015 
・ 時本識資；スポーツ政策論「スポーツと地域政策」、成文堂．2014 
・ 坪井和音，萩裕美子； フットボールリーグのマネジメントに関する研究：ドイツ・ブン
デスリーガに着目して，生涯スポーツ学研究，Vol.11，No.2,2015 
・ 筑紫智行，備前嘉文；地域スポーツ発展に向けた大学の役割について～大学と地域のス
ポーツクラブが連携している国内外の事例からの検討～，天理大学学報，233，65－
78,2013 
・ ウルリッヒ・ヘッセ・リヒテンベルガ―，秋吉香代子： ブンデスリーガ ドイツサッカ
ーの軌跡. バジリコ,2005 
・ 早稲田大学スポーツナレッジ研究会（武藤泰明）；スポーツ・ファン・マネジメント. 創
文企画,2016 
・ 吉森賢；ドイツ同族大企業. NTT出版,2015 
・ 谷塚哲；「地域スポーツクラブが目指す理想のクラブマネジメント ソシオ制度を学ぶ」，
カンゼン,2011 
 
インターネット公式ページ 
・ Bリーグ公式ホームぺージ；https://www.bleague.jp/ 2016 
・ 追手門学院大学ホームページ；https://www.otemon.ac.jp/event/detail/214 2015 年 1
月 6日 
・ 神戸親和女子大学公式ホームページ https://www.kobe-shinwa.ac.jp/ 
・ 神戸学院大学付属高校公式ホームページ； 
http://www.kobegakuin.ac.jp/gakuho/frontline_200807/fuzokukou.html 
・ 鹿島アントラーズ公式ホームページ；http://www.so-net.ne.jp/antlers/ 
・ 浦和レッドダイヤモンズ公式ホームページ；http://www.urawa-reds.co.jp/ 
・ ジェフユナイテッド千葉公式ホームページ；http://jefunited.co.jp/ 
・ 柏レイソル公式ホームページ；http://www.reysol.co.jp/ 
・ 東京ヴェルディ公式ホームページ；http://www.verdy.co.jp/index.html 
・ 横浜 F・マリノス公式ホームページ；http://www.f-marinos.com/ 
・ 清水エスパルス公式ホームページ；http://www.s-pulse.co.jp/ 
・ ジュビロ磐田公式ホームページ；http://www.jubilo-iwata.co.jp/ 
・ 湘南ベルマーレ公式ホームページ；http://www.bellmare.co.jp/ 
・ 名古屋グランパス公式ホームページ；http://nagoya-grampus.jp/ 
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・ ガンバ大阪公式ホームページ；http://www.gamba-osaka.net/ 
・ セレッソ大阪公式ホームページ；https://www.cerezo.jp/ 
・ 京都サンガ F.C.公式ホームページ；http://www.sanga-fc.jp/ 
・ ヴィッセル神戸公式ホームページ；http://www.vissel-kobe.co.jp/ 
・ サンフレッチェ広島公式ホームページ；http://www.sanfrecce.co.jp/ 
・ 北海道コンサドーレ札幌公式ホームページ；http://www.consadole-sapporo.jp/ 
・ ベガルタ仙台公式ホームページ；http://www.vegalta.co.jp/ 
・ モンテディオ山形公式ホームページ；http://www.montedioyamagata.jp/ 
・ 大宮アルディージャ公式ホームページ；http://www.ardija.co.jp/ 
・ FC東京公式ホームページ；http://www.fctokyo.co.jp/ 
・ 川崎フロンターレ公式ホームページ；http://www.frontale.co.jp/ 
・ ヴァンフォーレ甲府公式ホームページ；http://www.ventforet.jp/ 
・ アルビレックス新潟公式ホームページ；http://www.albirex.co.jp/ 
・ サガン鳥栖公式ホームページ；http://www.sagan-tosu.net/ 
・ 大分トリニータ公式ホームページ；http://www.oita-trinita.co.jp/ 
・ 水戸ホーリーホック公式ホームページ；http://www.mito-hollyhock.net/ 
・ 横浜 FC公式ホームページ；http://www.yokohamafc.com/ 
・ ザスパクサツ群馬公式ホームページ；http://www.thespa.co.jp/ 
・ 徳島ヴォルティス公式ホームページ；http://www.vortis.jp/ 
・ 愛媛 FC公式ホームページ；http://www.ehimefc.com/p/index.html 
・ FC岐阜公式ホームページ；http://www.fc-gifu.com/ 
・ ロアッソ熊本公式ホームページ；http://roasso-k.com/ 
・ 栃木 SC公式ホームページ；http://www.tochigisc.jp/ 
・ カターレ富山公式ホームページ；http://www.kataller.co.jp/ 
・ ファジアーノ岡山 FC公式ホームページ；http://www.fagiano-okayama.com/ 
・ ギラヴァンツ北九州公式ホームページ；https://www.giravanz.jp/ 
・ ガイナーレ鳥取公式ホームページ；http://www.gainare.co.jp/ 
・ FC町田ゼルビア公式ホームページ；http://www.zelvia.co.jp/ 
・ 松本山雅 FC公式ホームページ；http://www.yamaga-fc.com/ 
・ V・ファーレン長崎公式ホームページ；http://www.v-varen.com/ 
・ カマタマーレ讃岐公式ホームページ；http://www.kamatamare.jp/ 
・ AC長野パルセイロ公式ホームページ；http://parceiro.co.jp/ 
・ SC相模原公式ホームページ；http://www.scsagamihara.com/ 
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・ ツエーゲン金沢公式ホームページ；http://www.zweigen-kanazawa.jp/ 
・ ブラウブリッツ秋田公式ホームページ；http://blaublitz.jp/ 
・ FC琉球公式ホームページ；http://fcryukyu.com/ 
・ 横浜カルチャー＆スポーツクラブ公式ホームページ；http://www.yscc1986.net/ 
・ 藤枝MYFC公式ホームページ；http://myfc.co.jp/ 
・ 福島ユナイテッド FC公式ホームページ；http://fufc.jp/ 
・ グルージャ盛岡公式ホームページ；http://grulla-morioka.jp/ 
・ レノファ山口 FC公式ホームページ；http://www.renofa.com/ 
・ 鹿児島ユナイテッド FC；http://www.kufc.co.jp/ 
・ FCバイエルン・ミュンヘン公式ホームページ；https://fcbayern.com/de 
・ ボルシア・ドルトムント公式ホームページ；http://www.bvb.de/ 
・ バイヤー・レーバークーゼン公式ホームページ；http://www.bayer04.de/ 
・ ボルシア・メンヘングラードバッハ公式ホームページ； 
http://www.borussia.de/de/startseite.html 
・ FCシャルケ公式ホームページ；http://www.schalke04.de/jp/ 
・ 1.PSVマインツ 05公式ホームページ；http://www.mainz05.de/mainz05/home.html 
・ ヘルタ・ベルリン公式ホームページ；http://www.herthabsc.de/ 
・ VFLウォルフスブルク公式ホームページ；https://www.vfl-wolfsburg.de/ 
・ 1.FCケルン公式ホームページ；https://www.fc-koeln.de/start/ 
・ ハンブルガーSV公式ホームページ；https://www.hsv.de/uebersicht/ 
・ FCインゴルシュタット 04公式ホームページ；http://www.fcingolstadt.de/home/ 
・ FCアウクスブルク公式ホームページ；http://www.fcaugsburg.de/ 
・ SVベルダー・ブレーメン公式ホームページ；http://www.werder.de/ 
・ SVダルムシュタット 98公式ホームページ；https://sv98.de/ 
・ 1899ホッフェンハイム公式ホームページ；http://www.achtzehn99.de/ 
・ アイントラハト・フランクフルト公式ホームページ；https://www.eintracht.de/ 
・ Vfbシュトゥットガルト公式ホームページ；http://www.vfb.de/ 
・ ハノーファー96公式ホームページ；https://www.hannover96.de/startseite.html 
・ SCフライブルク公式ホームページ；https://www.scfreiburg.com/ 
・ RBライプツィヒ公式ホームページ；http://www.dierotenbullen.com/ 
・ 1.FCニュルンベルク公式ホームページ；http://www.fcn.de/ 
・ FCザンクト・パウリ公式ホームページ；http://millerntorlive.de/ 
・ Vflボーフム公式ホームページ；http://www.vfl-bochum.de/ 
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・ 1.FCウニオン・ベルリン公式ホームページ；https://www.fc-union-berlin.de/landing/ 
・ カールスルーエ SC公式ホームページ；http://www.ksc.de/ 
・ アイントラハト・ブラウンシュバイク公式ホームページ； 
http://www.eintracht.com/wir-sind-eintracht/ 
・ SpVggグロイター・フュルト公式ホームページ；http://www.greuther-fuerth.de/ 
・ 1.FCカイザースラウテルン公式ホームページ； 
http://fck.de/de/1-fc-kaiserslautern/startseite.html 
・ 1.FCハイデンハイム 1846公式ホームページ；http://www.fc-heidenheim.de/ 
・ DSCアルミニア・ビーレフェルト公式ホームページ；http://www.arminia-bielefeld.de/ 
・ SVザントハウゼン公式ホームページ；http://www.svs1916.de/home.html 
・ フォルトゥナ・デュッセルドルフ公式ホームページ；http://www.f95.de/home/ 
・ TSV1860ミュンヘン公式ホームページ；http://www.tsv1860.de/ 
・ MSVデュスイブルク公式ホームページ；https://www.msv-duisburg.de/ 
・ FSVフランクフルト公式ホームページ； 
http://www.fsv-frankfurt.de/cms/index.php?id=4 
・ SCバーダーボルン 07；http://www.scp07.de/ 
 
